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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時00分 開会 

○議長（佐藤高清君） ただいまより平成26年第２回弥富市議会定例会を開会いたします。 

 これより会議に入ります。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第 88条の規定により、川瀬知之議員と鈴木みどり議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第２ 会期の決定 

○議長（佐藤高清君） 日程第２、会期の決定を議題とします。 

 お諮りします。 

 第２回弥富市議会定例会の会期を本日から26日までの21日間としたいと思いますが、御異

議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、会期は本日から26日までの21日間と決定しました。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第３ 諸般の報告 

○議長（佐藤高清君） 日程第３、諸般の報告をします。 

 地方自治法の規定により、監査委員から例月出納検査及び定期監査の結果報告書が、弥富

市長から平成25年度一般会計及び公共下水道事業特別会計予算の繰り越しに関する書類が、

海部津島土地開発公社から平成25年度事業決算に関する書類がそれぞれ提出され、その写し

を各位のお手元に配付してありますので、よろしくお願いいたします。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第４ 同意第２号 公平委員会委員の選任について 

 日程第５ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦について 

○議長（佐藤高清君） この際、日程第４、同意第２号から日程第５、諮問第１号まで、以上

２件を一括議題とします。 

 服部市長に、提案理由及び推薦理由の説明を求めます。 

 服部市長。 

○市長（服部彰文君） おはようございます。 
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 平成26年第２回弥富市議会定例会の開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

 議員各位におかれましては、公私とも極めて御多忙の中を御出席賜りまして、厚く御礼を

申し上げます。 

 本定例会におきまして、まず初めに提案し、御審議いただきます議案は、同意１件、諮問

１件でございまして、その概要につきまして御説明申し上げます。 

 同意第２号公平委員会委員の選任につきましては、横井清文氏が平成26年６月30日任期満

了のため、その後任者として、弥富市前ケ平二丁目2052番地28、百合草信夫氏を選任したい

ので、地方公務員法第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求めるものであります。 

 次に、諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦につきましては、加藤靖男氏が平成26年９月

30日任期満了のため、その後任の候補者として、弥富市西中地町五右277番地４、加藤靖男

氏を引き続き推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求

めるものでございます。 

 よろしく御審議賜りますようお願いを申し上げます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） これより同意第２号の質疑に入ります。 

 質疑の方はありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 質疑なしと認め、これより討論に入ります。 

 討論の方はありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 討論なしと認め、採決に入ります。 

 本案は同意することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は同意されました。 

 次に、諮問第１号をお諮りします。 

 諮問第１号は、市長の推薦のとおり同意することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は市長の推薦のとおり決しました。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第６ 議案第26号 海部津島土地開発公社の解散について 

○議長（佐藤高清君） 次に、日程第６、議案第26号を議題とします。 

 ただいま議題となっております海部津島土地開発公社の解散につきましては、地方自治法
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第117条の規定により、土地開発公社の理事の職にある私は除斥となります。 

 よって、私は退場しますので、議案第26号の議事進行は小坂井副議長にお願いをいたしま

す。 

             〔議長 佐藤高清君 退場〕 

○副議長（小坂井 実君） 日程第６、議案第26号についてのみですが、議長にかわり議事進

行を務めさせていただきます。よろしくお願いをいたします。 

 それでは、日程第６、議案第26号海部津島土地開発公社の解散についてを議題とします。 

 服部市長に提案理由の説明を求めます。 

 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 次に提案し、御審議いただきます議案は、法定議決議案１件でござい

まして、その概要につきまして御説明申し上げます。 

 議案第26号海部津島土地開発公社の解散につきましては、公有地の拡大の推進に関する法

律第22条第１項の規定により、海部津島土地開発公社の解散について、議会の議決を求める

ものであります。 

 以上、提案する議案の概要でございますが、議案の詳細につきましては総務部長から説明

いたしますので、よろしく御審議賜りますようお願いを申し上げます。以上でございます。 

○副議長（小坂井 実君） 総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 議案第26号海部津島土地開発公社の解散について、説明を申し上

げます。 

 この議案は、土地開発公社による公共用地の先行取得の役割が薄れ、公社設立の所期の目

的、使命を終えましたので、議会の議決を経て、知事の認可を受け、解散するものでござい

ます。以上でございます。 

○副議長（小坂井 実君） お諮りします。 

 本案は継続議会で審議したいと思いますが、御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○副議長（小坂井 実君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は継続議会で審議することといたします。 

 以上で私の職務を終了いたしました。 

 ここで議長の入場を求めます。 

             〔議長 佐藤高清君 入場〕 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第７ 議案第27号 弥富市税条例等の一部改正について 

 日程第８ 議案第28号 弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一
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部改正について 

 日程第９ 議案第29号 弥富市国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第10 議案第30号 平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号） 

○議長（佐藤高清君） この際、日程第７、議案第27号から日程第10、議案第30号まで、以上

４件を一括議題とします。 

 服部市長に、提案理由の説明を求めます。 

 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 次に提案し、御審議いただきます議案は、条例関係議案３件、予算関

係議案１件でございまして、その概要につきまして御説明申し上げます。 

 議案第27号弥富市税条例等の一部改正につきましては、地方税法等の一部改正により、主

に法人市民税法人税割の税率の改正、軽自動車税の税率の改正及び固定資産税の課税標準の

特例措置の割合を定めるため、条例の一部を改正するものであります。 

 次に、議案第28号弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正

につきましては、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部改正によ

り、消防団員の退職報償金の額を引き上げるため、条例の一部を改正するものであります。 

 次に、議案第29号弥富市国民健康保険税条例の一部改正につきましては、地方税法施行令

等の一部改正により、課税限度額の見直し及び低所得者に対する保険税軽減の拡充を図るた

め、条例の一部を改正するものであります。 

 次に、議案第30号平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）につきましては、歳入歳

出それぞれ6,231万8,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を145億8,231万8,000円とするも

のであります。 

 歳出の主な内容といたしましては、総務費におきまして番号制度導入に係る支援業務委託

料300万円、住民基本台帳システムに係る番号制度システム導入委託料615万6,000円、民生

費におきましては就労自立給付金140万円、農林水産費におきましては愛知県農地水多面的

機能推進協議会負担金700万円、土木費におきましては道路区画線設置工事請負費1,000万円、

教育費におきましては弥富北中学校の運動場整備工事請負費2,140万円、「おみよし松」の

補強整備工事請負費800万円であります。 

 これらに対し、まず主な歳入といたしましては、市税の国有資産等所在市町村交付金

1,369万8,000円、国からの生活保護費負担金105万円、住民基本台帳システムに係る番号制

度整備費補助金560万円、県からの緊急雇用創出事業基金事業費補助金43万2,000円、財政調

整基金繰入金4,153万8,000円を増額計上するものであります。 

 以上、提案する議案の概要でございますが、議案の詳細につきましては関係部長から説明

いたしますので、よろしく御審議賜りますようお願いを申し上げます。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 議案は担当部長に説明させ、補正予算は説明を省略させます。 

 まず、佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 議案第27号弥富市税条例等の一部改正についてでございますが、

19枚はねていただきまして、条例のあらましをごらんください。これに基づき、説明申し上

げます。 

 １．法人市民税法人税割につきましては、消費税率８％段階において、地域間の税源の偏

在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、税率を2.6％引き下げ9.7％とし、その税率引

き下げ分相当を地方法人税として国税化し、その税収全額を地方交付税原資とするものでご

ざいます。 

 ２．軽自動車税につきましては、平成27年度以降に新規取得される４輪車等の新車の税率

を自家用乗用車にあっては1.5倍に、その他の区分の車両にあっては約1.25倍にそれぞれ引

き上げ、２輪車等にあっては、平成27年度分から税率を約1.5倍に引き上げた上で、2,000円

未満の税率を2,000円に引き上げるものでございます。 

 また、グリーン化を進める観点から、最初の新規検査から14年を経過した４輪車等につき

まして、平成28年度分から標準税率のおおむね20％の重課を行うものでございます。 

 次の固定資産税、償却資産でございますが、について、わがまち特例方式を導入した上で、

課税標準の特例措置を講じるものでございます。 

 ア、公害防止施設・設備のうち汚水または廃液処理施設、これは３分の１。 

 イとして、公害防止施設・設備のうち大気汚染防止法の指定物質排出抑制施設、これは２

分の１。 

 ウとして、公害防止施設・設備のうち、土壌汚染対策法の特定有害物質排出抑制施設、２

分の１。 

 エとして、浸水防止用設備、３分の２。 

 オとして、ノンフロン製品、自然冷媒を利用した一定の冷凍・冷蔵機器でございますが、

４分の３。 

 ４、これは附則でございますが、この条例は公布の日から施行する。ただし、１について

は平成26年10月１日から、２については27年４月１日から施行するものでございます。 

 議案第28号弥富市消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正についてでご

ざいますが、次のページの条例と、その次のページの新旧対照のほうに基づいて説明申し上

げます。 

 第１に、非常勤消防団員の処遇の改善を図るため、退職報償金の支給額を一律５万円、最

低支給額は20万円でございますが、一律５万円増額するものでございます。 

 第２に、附則でございますが、この条例は公布の日から施行し、改正後の規定は平成26年
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４月１日以後に退職した非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員

については、なお従前の例によるものでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 次に、伊藤民生部長。 

 民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 続きまして、議案第29号弥富市国民健康保険税条

例の一部改正についての御説明をさせていただきます。 

 ４枚はねていただきたいと思います。改正する条例のあらましをごらんいただきたいと思

います。 

 弥富市国民健康保険税条例の一部を改正する条例のあらまし。 

 １といたしまして、保険基盤安定制度の拡充。国保税の軽減は、所得に応じて応益分 ―

― これは均等割と平等割でございます ―― を７割・５割・２割軽減する仕組みでござい

ます。今回の保険税軽減拡大は、まず２割軽減では現行の33万円プラス35万円掛ける被保険

者数、給与収入で３人世帯の場合ですと、収入として約223万円から33万円プラス45万円掛

ける被保険者数、同じく収入額といたしまして約266万円に引き上げることとし、５割軽減

の場合ですと33万円プラス24万5,000円掛ける被保険者から世帯主を引いたもの、同じく約

147万円という基準から、単身世帯も対象といたしますので、33万円プラス24万5,000円掛け

る被保険者数、同178万円という基準に見直すものでございます。 

 続きまして、課税限度額の変更でございます。国保税の賦課限度額は、平成25年には、基

礎課税分の51万円、後期高齢者支援金等分14万円、介護納付金分12万円の合計77万円 ―― 

これは40歳から64歳の方を含む世帯でございますけど ―― に設定しておりますが、平成26

年には、後期高齢者支援金等分を２万円引き上げて16万円、介護納付金分を２万円引き上げ

て14万円とし、合計４万円引き上げるものでございます。51万に据え置く基礎課税分と合わ

せまして81万円とするものでございます。 

 附則といたしまして、この条例は公布の日から施行する。 

 この条例による改正後の弥富市国民健康保険税条例の規定は、平成26年度以降の年度分の

国民健康保険税について適用し、平成25年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例によるものでございます。 

 以上で説明を終わります。 

○議長（佐藤高清君） お諮りします。 

 本案４件は継続議会で審議したいと思いますが、御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案４件は継続議会で審議することに決しました。 
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 以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了しましたので、本日の会議はこれにて散会

といたします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時20分 散会 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時00分 開議 

○議長（佐藤高清君） おはようございます。 

 会議に先立ちまして、報告いたします。 

 西尾張ＣＡＴＶより、本日及び明日の撮影と放映を許可されたい旨の申し出がありました。

よって、弥富市議会傍聴規則第９条の規定により、これを許可することにいたしましたので、

御了承をお願いいたします。 

 質問、答弁される皆さんは努めて簡潔・明瞭にされるようお願いをいたします。 

 ただいまより継続議会の会議を開きます。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第88条の規定により、那須英二議員と三宮十五郎議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第２ 一般質問 

○議長（佐藤高清君） 日程第２、一般質問を行います。 

 順次、発言を許します。 

 なお、本日の質問の予定があります平野広行議員から配付資料の依頼があり、これを認め、

各位のお手元に配付してありますので、よろしくお願いをいたします。 

 まず炭 ふく代議員、お願いいたします。 

○１１番（炭 ふく代君） おはようございます。11番 炭 ふく代でございます。 

 それでは、通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 １点目に、介護保険制度の改正とその方向性について質問をいたします。 

 ５月14日、衆議院厚生労働委員会において、地域における医療・介護の総合的な確保を図

るための関係法律の整備等に関する法律案が可決をされました。 

 この法案のポイントは、効率的、かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包

括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るため、医療法、介護保険法などの関係法律について所要の整備を行うものです。 

 今回の私の質問は、平成27年度からの介護保険事業計画に盛り込まれる制度改正案につい

て、基本的な市の方向性についてお尋ねをいたします。 

 この法案の介護保険に関する主なものとして、１つ目に、要介護度が比較的軽い人が利用

する訪問、また通所介護をサービス内容や料金が全国一律の介護保険から移し、市町村の裁

量を広げることとし、２つ目に、特別養護老人ホームの新規入所は原則要介護３以上に限定
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し、要件を厳格化すること。３つ目に、一定の所得がある利用者の自己負担を１割から２割

に引き上げること。そして４つ目に、低所得の施設入所者向けの食料費、また部屋代補助の

対象を縮小するなど、今後の高齢社会を見据えての見直しとなっています。 

 そこで、お伺いをいたします。 

 初めに、介護保険制度の弥富市の現状についてお尋ねをいたします。 

 平成24年度と25年度末における現在の高齢化率は何％であり、あわせて、要支援、要介護

認定者数は何人でしょうか。また、そのうち要支援認定者数は何人でしょうか、お伺いをい

たします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） おはようございます。 

 それでは、まず最初の質問であります介護保険制度の改正とその方向性についてというこ

とでお答えいたします。 

 市の高齢化率と要介護認定者数でございますが、平成24年度末においては、市の総人口４

万4,533人で、65歳以上の方は9,880人でしたので、高齢化率は22.2％です。 

 要支援・要介護認定を受けてみえる方は1,544人で、そのうち要支援１・２の方は443人で

あります。 

 次に、平成25年度末でございますが、総人口４万4,498人で、65歳以上の方は１万279人、

高齢化率23.1％となり、約１％の増加となりました。 

 また、要支援・要介護認定者数は1,596人お見えになり、そのうち要支援１・２の方は486

人であります。要支援認定者数の合計としましては約3.4％の増加となっております。以上

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） お答えをいただきました要支援認定者のうち、訪問介護利用者と

通所介護利用者はそれぞれ何名でしょうか。また、訪問介護、通所介護を両方利用されてい

る人は何名いらっしゃいますか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 要支援認定者の方で、ホームヘルパーによる身

体介護や生活援助を受ける介護予防訪問介護サービスを利用してみえる方は50名、デイサー

ビスセンターなどで機能訓練や入浴や食事の介助などを受ける介護予防通所介護サービスの

利用者は126名です。また、その両方を利用してみえる方は14名となっております。以上で

す。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 新制度案では、要支援１・２と認定された方々は、全国一律の介
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護保険制度で受けられていた訪問介護、通所介護が市の裁量で利用となりますが、比較的軽

度の要介護認定の方が訪問介護や通所介護サービスを今までの利用回数と同じように利用で

きなくなるということのないように、市として対策を考えていただきたいと思いますが、こ

れからの方向性について市長にお尋ねしたいと思います。市長はどうお考えになりますでし

ょうか。お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） おはようございます。 

 炭 議員に御答弁申し上げます。 

 人口全体で65歳以上の占める割合、いわゆる高齢化比率と言いますけれども、国のほうと

いたしましては、2025年度、11年後になるわけでございますが、30％を突破するという形で

推定をされております。本市においても同様な数値でございます。 

 その2025年度に向けて、医療・介護のさまざまな生活支援をどうしていくんだという中で、

新たな医療・介護の改革法案が、先ほど議員がお話しされましたように衆議院の厚生労働委

員会で審議され、いわば強行採決に近い状態で可決をされたというような状況でございます。

今国会で成立の見通しでございます。 

 改革のポイントは今議員が申されたとおりでございますが、法案の内容と審議で出た懸念、

あるいは批判ということについては大変大事なことでございますので、少しお話をさせてい

ただきたいと思っております。 

 法案の内容の主な項目につきましては、今議員のほうから申されたとおりでございますけ

れども、一つは、要支援向けサービスを市町村事業に移管していくということでございます。 

 そして、懸念された文言といたしましては、いわゆるボランティアとか民生委員の方、そ

ういう形の中で、地域包括的に支援をしていくという制度に変えていくんだというような内

容が一つでございます。 

 そしてまた、特別養護老人ホームにおける入所要件を厳格化したことでございます。先ほ

ども議員がおっしゃったように、新規の入所は原則として要介護３以上という形で定められ

ていくということでございます。しかし、それよりも軽度で認知症である方についてもある

わけでございますが、それは特例として認めていこうという要綱もついておるわけでござい

ます。 

 その中におきまして、要支援、要介護１・２という段階の認知症の方々等においては、い

わゆる特例で介護施設へ入れていただきたいというようなことがあるわけでございますけれ

ども、その基準はまだまだ定かではないというような形でございます。 

 また、もう一つの法案の内容といたしましては、一定の所得がある利用者の自己負担割合

を１割から２割に引き上げていくというような状況でございます。その対象は、年金収入を
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含めまして年280万円以上というような状況で考えられておるところでございます。 

 そういった形の中で、対象になる収入基準が低く、負担増となる人が非常に多くなるので

はないかという懸念がされておるところでございます。 

 また、最後には、いわゆる低所得者の施設入所向けの食費、あるいは部屋代の補助という

ことに対しても減額をしていこうということが言われておるわけでございます。こういった

ことの中において、さまざまな批判、あるいは懸念ということがあるわけでございます。 

 しかしながら、このような状況の中においては、サービスの削減であるとか、利用者の負

担増ということが並ぶ介護保険の改革案でございますけれども、まさに要支援ということに

対しては介護から切り離していくんだというようなことになりかねない大変厳しい状況であ

ろうというふうに思っております。 

 当市においても、平成26年度、皆様方にも予算案としてお示しをさせていただいておりま

すけれども、介護保険サービスの事業費というのは、平成26年度は25億円の予算を計上させ

ていただいております。そのうちの12.5％が市の負担になりますので、その総額は約３億円

強というような状況になって、まさに介護の支援に対するさまざまな費用というのは右肩上

がりになっているという状況でございます。 

 今回、御質問の議員の改革案といたしましては、いわゆる要支援向けサービスを市町村事

業に移管していくということの内容でございますので、御答弁申し上げていきます。 

 今現在は訪問介護、あるいは通所介護という形の中で要支援の状況の人においても、先ほ

ど数字を御説明させていただいたようにたくさんの方が利用されているわけでございます。

こういったようなサービスの内容、あるいは料金を全国一律の介護保険から切り離し、市町

村の裁量で今後は広げていくということでございます。そして、市町村の裁量を広げるとい

うことは、一つには、ボランティアさんにも協力していただく、あるいは民生委員さんにも

協力をしていただくという形で、地域全体で介護を見ていこうという制度に進めていこうと

いうことでございます。ボランティアさん、あるいは民生委員さんの協力は大変結構なこと

でございますが、やはり訪問介護でのヘルパーさんのケアの状態ということについては、プ

ロでありますので、なかなかその域にまでは達しないだろうというふうに心配をするところ

でございます。 

 また、通所介護においては、介護施設の利用ということが大変喜ばれておるわけでござい

ます。そういうデイサービスに対して、やはり通われる方も非常に多いということでござい

ます。そういう状況の中においては、私は、介護の振興を防いでいくものであるということ

を強く思うわけでございます。 

 今後の改革案につきましては、自治体間競争というような状況も生まれてくるかもしれま

せんけれども、私どもといたしましては、第６期介護事業計画、平成27年から29年に対して
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策定をしていくわけでございますけれども、こういったサービスの削減、あるいは利用者の

負担増ということについては十分検討をし、その事業計画の中に盛り込んでいきたいという

ふうに思っております。 

 あわせて、社会保障・税一体改革という状況の中においては、消費税の増税ということに

対しては、医療・介護・福祉、あるいは子育て支援に対するさまざまな制度に対する一助と

なるということが織り込まれておるわけでございますので、国の財政的な支援を強くお願い

するところでございます。 

 もう一つは、いわゆる介護予防、あるいは医療についても同じでございますけれども、介

護に対して、自助の努力で予防もしていただきたいということをあえてつけ加えさせていた

だき、答弁とさせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 市長から御答弁をいただきました。 

 さまざまな課題がこれから出てくると思いますけれども、どうかサービスの低下にならな

い取り組みをしていただきたいなということを強くお願いしたいと思います。 

 次に、地域支援事業の充実と地域包括支援センターの役割についてお伺いをいたします。 

 改正案では、サービスの充実の項目として、地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村

が取り組む地域支援事業を充実させることが明記をされています。 

 今、弥富市が海南病院に委託をしている地域包括センターが実施をしている地域支援事業

にはどのような事業があり、またその参加者は何人お見えでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 介護保険制度には、保険給付とは別に、地域支

援事業としまして、予防事業、包括的支援事業、任意事業がございます。そのうち、地域包

括支援センターの中心的な役割としましては包括的支援事業であり、その内容は、１つ、介

護予防ケアマネジメント業務、２つ目として、総合相談支援業務、３つ目としまして、権利

擁護業務、４つ目として、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務などです。 

 具体的事業としましては、１次予防施策としまして、これは１号被保険者を対象とする事

業でございますが、運動機能向上を目指す元気塾を開催しております。年間119回開催で、

参加者数は延べ4,844名となっております。次に、出前講座としまして、健康講座等への講

師の派遣を福寿会とか自治会単位で派遣をさせていただいております。これ年間８回に及ん

でおります。 

 ほかには、88歳になる方へのお達者訪問であるとか、生活介護支援サポーター養成研修、

くるま座講座といいまして、医療・介護・福祉の勉強会でございますけれども、これ年間11

回開催しまして、参加者数は延べ89名となっております。ほかには、認知症サポーター養成
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講座、それから２次予防事業の対象者を把握し、通所介護予防事業を市内のデイケアの事業

所へ委託するということで、利用実績は４名でございます。 

 次に、包括的支援事業としまして、介護予防ケアマネジメント業務、これ給付管理票の作

成などでございますが、延べ3,209名。総合相談支援業務としまして、年間延べ760件。権利

擁護業務としまして、虐待の防止や虐待の早期発見など、年間延べ53件でございます。包括

的・継続的マネジメント支援業務、これはケアマネジャーへの助言などでございますが、年

間延べ50件ございます。ネットワークづくりとしましては、海部歯科医師会在宅歯科医療連

携検討委員会の開催を初め、弥富・飛島地区医師・薬剤師・介護従事者での事例検討会、愛

知県弁護士会事例検討会、七宝病院認知症疾患医療連携協議会、弥富市内の介護サービス事

業所との連絡調整会議などであります。 

 最後に、任意事業としましては、家族介護支援事業でありますひとり暮らし男性の料理教

室として、男結びの会を年間４回開催、参加者数は延べ29名であります。認知症介護家族交

流会を年間12回、参加者数は延べ67名。その他の事業としまして、生涯元気講演会を年１回

開催し、参加者数は117名となっております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） それでは、続いて、健康づくりと介護予防、また地域医療を連携

するための取り組みについてはどのように考えてみえますでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 健康づくりにつきましては、介護保険制度とい

う枠の中では、１次予防事業としまして、活動的な状態にある高齢者を対象に実施しており

ます県の健康づくりリーダーバンク登録研修会を受講された方を講師として、地域包括支援

センターと共同で、生活・運動機能の維持向上に向けた取り組みを行っております。 

 ２次予防事業としては、要支援・要介護認定を受けてみえない65歳以上の方に対して、基

本チェックリストによる生活機能評価をさせていただき、対象者を把握しまして、運動機能

向上、栄養改善、口腔機能の向上などの事業に参加していただいております。 

 次に、地域医療連携の取り組みですが、まず地域包括支援センターを中心として、海南病

院の総合相談センターには、医療福祉相談、地域医療連携センター、介護保険相談室があり、

一体となって取り組んでおります。 

 医療分野におきましては、介護支援連携指導料といいまして、退院後に導入が望ましい介

護サービスから考え、適切な医療関係職種が患者の入院前からケアマネジメントを担当して

いた介護支援専門員と共同して、患者に対し、患者の心身の状況等を踏まえ、導入が望まし

いと考えられる介護サービスや地域において提供可能な介護サービスなどの情報を提供する

とか、また介護保険分野においては、入院時情報連携加算、退院・退所加算が算定される保
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険医療機関等との連絡調整や適切な介護サービスの導入に係る業務などの入・退院調整を行

っております。 

 以上のことから、介護サービス事業所とケアマネジャーと主治医の連携はできている部分

もありますが、今後さらに地域包括ケアシステムを構築していく中に取り入れてまいりたい

と思っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 続いて、地域包括ケアシステムの構築に向けての方向性、構築ま

でのタイムスケジュールについてお尋ねをいたします。 

 改正案では、地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化が大きな柱です。地域包括

ケアシステムとは、高齢者が住みなれた地域で生活を継続できるようにするために、介護、

医療、生活支援、介護予防を包括的に確保される体制を位置づけています。 

 そこで、地域包括ケアシステムの構築に向けて、市民への周知を含めましたスケジュール

についてはどのようにお考えでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 地域包括ケアシステムにつきましては、医療、

介護、介護予防、生活支援、住まいの５つのサービスを一体的に受けられる支援体制のこと

であり、これらのサービスを必要に応じて届けられる提供体制の整備と医師や介護・福祉専

門職の連携であります。 

 本市では、介護保険制度が始まる前から、社会福祉士、保健師、障がい福祉・高齢福祉担

当部署、介護職員などで構成する地域ケア会議という多職種での会議を開催して、地域の課

題を解決するため情報交換や事例検討会を重ねてまいりました。 

 平成18年度からは地域包括支援センターを中心に、新たに要介護認定を受けられた方や、

障害者手帳の交付を受けられた方、またひとり暮らしの高齢者の方などの情報を共有しまし

て、お一人お一人の支援の方法を検討してきております。これらをさらに発展、進化させた

ものが地域包括ケアシステムではないかと考えております。 

 あとは、在宅医療の分野において、地域の医師会、開業医さんとの連携を構築する必要が

あります。したがいまして、市民の方への周知につきましては、このあたりを今年度策定い

たします第６期介護保険事業計画において明確にしていく予定でございます。 

 最後に、地域包括ケアシステムの構築とともに、高齢者の皆さんにはぜひかかりつけ医を

持っていただくようお願いしたいと思っております。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） それでは次に、施設整備の現状についてお聞きをいたします。 

 現在、特別養護老人ホームの待機者数は何人ですか。また、要介護２以下の待機者の方は
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お見えでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 特別養護老人ホームの入所待機者の方でござい

ますが、全部で210名お見えになります。そのうち要介護２以下の方は71名となっておりま

す。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） それでは、特別養護老人ホーム、老人保健施設、そして老人病院、

こうした介護３施設の全入居者は何名いらっしゃるでしょうか。また、あわせまして、その

うち食料費や部屋代の補助対象者は何人お見えでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 平成26年３月現在で施設サービスを利用してみ

える方の人数は、特別養護老人ホーム140名、老人保健施設98名、老人病院、介護療養型医

療施設でございますが、20名で、合計258名お見えになります。そのうち、補足給付、すな

わち低所得者の方に対する食費、居住費を補助する制度で、その費用負担限度額の認定証を

発行させていただいている方は、特別養護老人ホームの入所者の方では129名でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） ありがとうございます。 

 最後に、特別養護老人ホームを初めとする施設整備計画についてはどのようになっている

のか、お伺いをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 市の現時点での介護保険施設の状況でございま

すが、介護老人福祉施設、特別養護老人ホームですけれども、２カ所。特定施設、有料老人

ホームとして県の指定を受けた施設が２カ所、指定を受けてない有料老人ホームは４カ所ご

ざいます。あと、グループホームは３カ所であります。 

 さらに、現在整備中である医療法人服和会の介護老人保健施設であるベジーブル弥富、こ

れはベッド数74床でございますが、１カ所。それから、今後さらに又八地区に特別養護老人

ホーム、定員60人の整備計画が１カ所ございます。 

 以上は既存の施設であったり、第５期介護保険事業計画に位置づけられたものであります。 

 今年度中に策定いたします第６期介護保険事業計画においては、高齢化が進み、要介護認

定者の増加が見込まれることから、特別養護老人ホームの入所待機者の解消を図ったり、認

知症高齢者の方への対応としまして、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の事業

量をしっかりと見込んでいきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 



－２１－ 

○１１番（炭 ふく代君） いよいよ超高齢社会を迎え、介護が必要な高齢者を支えるために

は、医療機関や介護事業者、また行政や議会、市民の方々などがしっかりと連携をとらなけ

ればならないと考えます。行政には多くの問題が投げかけられるかと思いますけれども、将

来を見据えた行政運営と高齢者対策を推進していただくことを要望いたしまして、次の質問

に入らせていただきます。 

 ２点目に、土曜日の教育活動の充実と経済弱者の学習支援について質問をいたします。 

 文部科学省は、昨年11月、公立小・中学校などが土曜日に授業を行いやすくするため、学

校教育法施行規則を改正いたしました。これまで、土曜日に授業を実施できるのは特別な必

要がある場合に限られていましたが、教育委員会が必要と認めた場合は実施できるようにな

りました。 

 公立学校での毎週土曜日を休みとする学校週５日制を導入されたとき、学校教育法施行規

則の条文では、公立学校の休業日として、日曜日に土曜日を加えました。休業日というのは、

正規の授業を行わない日ということだそうです。 

 文部科学省は、学校の正規の授業を「土曜授業」、学校が主体となった教育課程外の活動

を「土曜の課外授業」、学校以外に教育委員会やＮＰＯ法人が実施する学習を「土曜学習」

と呼んで区別をしています。 

 今回、国が土曜日の教育活動の充実と言っていますのは、このいずれかの形態のものを各

教育委員会が判断をして取り組んでほしいということであり、学校で行う従来の土曜授業ば

かりとは限らないと私は思います。 

 そこでお伺いをいたします。 

 弥富市といたしまして、今回の改正は、今後どのような形で土曜日の教育活動を進めてい

かれるのか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） 炭 議員の、土曜教育の充実と経済弱者の学習支援についての土

曜日の教育活動をどのように進めていくかについてお答えいたします。 

 土曜日が全て休みとなる完全週休２日制が平成14年度から始まりました。学校、家庭、地

域がそれぞれの役割分担を明確にし、お互いが協力し、子供の体験活動をふやして、豊かな

成長を促そうという趣旨で始まったものでございました。 

 しかし、昨年の文部科学省の土曜日授業に関する検討チームによりますと、土曜日をどの

ように過ごしてほしいかとの調査項目では、複数回答ではございますが、小学生の保護者で、

「習い事やスポーツ、地域の活動に参加する」を希望する人が38.7％と最も高く、次いで、

「家族と過ごす」が37.2％、「学校で授業を受ける」が36.7％の順でございました。 

 同じく複数回答でございますが、中学生の保護者では、「学校の部活動に参加する」を希
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望する人が54％と最も高く、次いで、「学校で授業を受ける」が36.1％となりました。 

 現在、いわゆる学校での正規の土曜授業につきましては、弥富市を含め愛知県内では実施

されておりません。 

 弥富市では中学生の多くは各学校の部活動に参加していますので、こうした問題は比較的

少ないものと思われますが、小学生では、スポーツ少年団やサッカークラブなどの活動や習

い事をしている小学生もございますが、各家庭で過ごしている児童が多いと思われます。 

 これまで市では、児童館の整備や生涯学習課、歴史民俗資料館での造形教室、子供英会話、

ふるさと調査隊等の教室を開催し、土曜日における子供たちの豊かな学習や体験の機会を提

供してまいりました。 

 しかしながら、子供たちの土曜日の教育環境がさらに充実したものになるよう、学校以外

で学習を行う土曜学習などの支援について、社会の動向を踏まえ、学校、保護者、地域の意

見を聞き、教育委員会で協議してまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 文科省の調査でも、市町村、教育委員会からは、いわゆる土曜日

授業の実施について否定的な意見が多い結果となっています。その大きな理由として、教職

員の勤務体制の問題などがあることについては、私もある程度理解をいたしております。 

 また、弥富市は、多くの中学生は土曜日に部活動に参加していることも理解をしておりま

す。しかしながら、一方では、中学生でも、例えば九九や分数ができない生徒がいる現状が

あります。 

 今日では、公教育の問題や塾の適否はともかくといたしまして、学校以外に塾に通うこと

も珍しくありませんが、経済的に苦しい家庭では塾に通わせることは困難であり、結果とし

て、授業等の学習におくれが出てしまうことになります。学校での授業についていけなくな

り、成績も悪くなると、希望を失ったり、中学生であれば高校への進学にも影響をいたしま

す。 

 ある調査によりますと、経済的弱者の家庭の高校進学率は平均進学率より１割ほど下回っ

ているとのことです。将来、子供たちが社会へ出て働こうとして職業選択をする際、選択の

範囲が少なくなり、その結果、失業の率も多くなることも考えられます。 

 家庭の経済状況で子供の勉学の機会が少なくなることは大変悲しいことでもありますし、

社会としても損失であると思います。 

 ちなみに、他の市町、例えば江南市では、小学生高学年を対象としたこども土曜塾という

のを市内の公民館や児童館などで開催をし、成果を上げているとお聞きいたしました。 

 塾的なものを自治体が開設していくということは異論もあるかと思いますけれども、弥富

市は、こうした学習困難な児童・生徒を対象にした学習支援事業についてはどのようにお考
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えになられますでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 経済弱者の学習支援ということにつきまして、福

祉の部門からお答えさせていただきたいと思います。 

 生活保護受給者や、また生活困窮者の増加を踏まえまして、生活保護に至る前の自立支援

策の強化を図るために、生活困窮者に対して自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支

給、その他の支援を行うために、平成25年12月13日に生活困窮者自立支援法が公布されまし

た。また、それは27年の４月１日から施行されます。 

 この法律の中で、福祉事務所設置自治体が必ず実施しなければならない必須事業といたし

まして、２つの事業が定められております。 

 １つといたしましては、自立相談支援事業の実施があります。これは就労、その他の自立

に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成等、包括的な相談を行う支援でございます。 

 また、２つ目といたしまして、離職により住宅を失った生活困窮者等に対して、家賃相当

の住宅確保給付金を支給することとなっております。 

 また、任意の事業といたしまして、家計相談支援事業や生活困窮家庭の子供への学習支援

事業というものも行うことができることになっております。 

 この学習支援事業につきましては、生活困窮世帯の子供だけではなく、生活保護受給家庭

の子供もこの事業の対象になります。対象をどこまで広げるかということについては、まだ

現在しっかり決まったものではございません。 

 生活保護世帯や生活困窮世帯では、子供を塾に通わせる金銭的余裕がないという状況は認

識しております。現時点では、まず来年４月からの必須事業、先ほど言いました２つでござ

いますけど、それに取り組んでまいりたいと思っております。 

 その後、どのような形で体制をつくっていくかということについては、現在検討している

ところでございます。 

 任意事業である学習支援事業につきましては、貧困連鎖の防止に向けた有効な取り組みと

思いますが、必須事業に取り組んだ後に、学習支援の対象者や事業内容について、先進地等

を参考にさせていただきまして、検討していきたいと思っております。 

 なお、今言いました制度のモデル事業としては、岡崎市がことし取り組んでおるようでご

ざいますので、そういった先進のところの事例も確認していきたいと思っております。 

 参考まででございますけれども、平成26年４月１日現在で、子供のいる生活保護受給者の

中学卒業後の進路でございますが、26年の３月に中学を卒業された方でございますけれども、

中学３年生は２名お見えになりました。幸いなことにともに全日制の公立高校に進学されて

おります。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 昔に比べれば豊かになった社会でございますけれども、教育支援

事業によって、先ほど申し上げました、また部長のほうからも御答弁がございましたように、

貧困の連鎖を少しでもとめることができれば、よりよい、誰もが未来に希望が持てる明るい

社会になっていけるのではないでしょうか。すぐには実現困難とは思いますけれども、弥富

市の現状や需要を調査していただき、弥富市の教育環境のさらなる充実に努めていただくこ

とを要望いたしまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（佐藤高清君） 次に平野広行議員、お願いします。 

○７番（平野広行君） ７番 平野広行。通告に従いまして、２点ほど質問いたします。 

 まず初めに、婚活支援事業について質問いたします。 

 最近、国のほうでも、50年後の日本の人口１億人構想を骨太の方針で示してきました。人

口減少の歯どめを考えなくてはなりません。そのためには、地方からこの人口問題について、

真剣に取り組んでいかなければなりません。 

 そこで、この人口問題の一番の根幹をなす結婚について考えなくてはならないと思い、質

問いたします。 

 私も地域住民の皆様との意見交換の場として、各自治会の総会、あるいは福寿会の総会と

いった場所に出かけております。そういった大勢の方が見える場所においては、婚活という

問題についてはなかなか話が出ませんし、出たとしても本音の部分が話されません。そんな

中で、私が本音の部分の話をしてくれる情報源としているのが床屋さんであります。私は、

ごらんのとおり髪の毛は少ないほうでありますが、散髪の時間は大体１時間あります。そん

な中で、いろんな話を伺っております。 

 この間も晩婚についての話が出まして、最近、30代から40代の未婚者が本当に多いねとい

うことでした。昔は、皆さん御承知のように世話やきおばさん、世話やきじいさん、そうい

った方が近所に見えたわけです。そして、若い男女の結婚の手助けをしてくださいましたが、

最近はそういった方もなくなりました。そして、男女の出会いであった青年団活動、こうい

った場所もなくなりまして、そういったことが原因で晩婚化が進んでいるかなあというよう

なことでありますが、最近、特にそういった晩婚の話について、ちょっと一回出会いの場所

を設けてもらえんか。考えてもらえんだろうかと、そんなような話も出まして、私も機会を

うかがっておりましたが、我が家にも該当者がおりますので、なかなか質問をすることがで

きませんでしたが、きょう、50年後の日本の人口１億人構想といったことも考え合わせまし

て、人口問題の観点からも、人口増加の要因をなす結婚について考えなくてはならないと思

って質問いたしますので、よろしくお願いをいたします。 

 それでは、本題に入らせていただきます。 
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 30年前の日本では、男女とも30代前半までに多くの方が結婚しており、生涯未婚率、一生

独身の方は当時、男性2.6％、女性が4.5％でした。しかし、急速な晩婚化、未婚化に伴い、

今日では男性約20％、女性約10％に達しております。こうした晩婚化、未婚化の進行は、少

子化、そして人口減少社会の大きな要因となっております。 

 未婚者を対象にしました調査によりますと、９割の方がいずれ結婚したいと考えておりま

す。結婚は、言うまでもなく一人一人の人生の選択によるものですが、こうした願いがかな

うようにするためには、本人の努力だけではなく、男女の出会いから結婚に至るプロセスを

社会全体で支援することが必要になってきていると考えられます。また、こうした支援が結

婚から出産へとつながり、少子化の流れを変えていくものだと思います。 

 そこで、まずいろいろなデータから見た未婚男女の現状について、総務省の国勢調査資料

に基づき少しお話をさせていただきます。 

 まず、平均の初婚の年齢ですが、昭和55年におきましては、夫が27.8歳、妻が25.2歳。そ

れが平成23年におきましては、夫が30.7歳、妻が29歳となっております。約30年の間に夫は

約３歳、妻は約４歳、結婚の年齢が上昇したということになります。 

 次に、未婚化の現状ですが、25歳から29歳の未婚率は男女ともに上昇を続けております。

35歳から39歳の男性では、昭和55年当時、９割以上の方が結婚しておりましたが、平成22年

においては未婚率は約35％となっております。同様に30歳から34歳の女性も９割以上の方が

結婚していたわけですが、未婚率は今約34％になっております。 

 また、生涯未婚率も、昭和55年においては、先ほども言いましたが男性2.6％、女性4.5％

から、平成22年には男性約20％、女性約10％となっておりまして、このまま推移しますと、

20年後には４人に１人が結婚しない社会になりかねません。 

 そこで、お伺いしますが、本市において、年代別の未婚者数は把握してみえるのでしょう

か、お伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 年代別の未婚者数について把握してみえるかという質問でござい

ますが、未婚者数については把握しておりません。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 未婚者数についてはわからないということでございますので、それで

は角度を変えまして、30代、40代の男女別の人数はどのようになっておりますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 30代につきましては、男3,235人、女2,913人、計6,148人、それ

から40代につきましては、男3,454人、女3,206人、計6,660人でございます。ちなみに本年

の５月30日現在の数字でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 平成22年、総務省の国勢調査資料から推定しますと、30歳から39歳に

おいては、男性40％、女性28％、40歳から49歳においては、男性25％、女性15％が未婚であ

ります。先ほど部長から報告されましたこの数字を弥富市に当てはめて未婚者数を推計いた

しますと、30歳から39歳においては、男性が1,298人、女性が821人、40歳から49歳において

は、男性が860人、女性477人となります。 

 それでは次に、どうして晩婚化、未婚化が進んだのか、その理由について考えてみます。 

 若者の多くはいずれは結婚したいと思っております。一生結婚するつもりはないとする未

婚者は、男性で９％程度、女性で７％程度となっており、将来的な結婚意欲はあると考えら

れます。 

 平成22年に実施されました内閣府の結婚・家族形式に関する調査によりますと、結婚して

いない理由では、「適当な相手にめぐり会えない」が６割と圧倒的に多いわけであります。

次いで、「結婚後の生活資金不足」「自由や気楽さを失いたくない」と続いております。 

 また、男女とも雇用が不安定である非正規雇用が増加し、これに伴い、特に男性の収入が

低くなっているのも要因の一つでありますが、一番の要因は、回答の６割を占める「適当な

相手にめぐり会わない」、つまり出会いの場が少ないということであります。男女の出会い

の機会については、多い人、少ない人の格差が生じております。職場環境などに恵まれて自

然な出会いができる人もいれば、自助努力による結婚が必要な環境にある人も多くなってい

ます。つまり、このような環境にある人の支援が必要であるということになります。 

 それでは、この支援は誰がするかということになりますが、平成11年、兵庫県において、

コウノトリの会及び兵庫出会いサポート事業という２つの結婚支援事業がスタートしました。

当時は自治体がこのような事業に乗り出すことが珍しくて、「県がお見合い事業をスター

ト」などと新聞に報道されて話題になりました。現在では多くの自治体において結婚支援事

業が実施されております。平成22年に内閣府が行った調査によりますと、支援事業を実施し

ている自治体は、47都道府県のうち31の都道府県、全体の66％に上ります。また、市町村に

おいては552の団体、これは全体の32.5％となっております。 

 近隣の市町村においては、一宮市とか愛西市において、ＪＡ、あるいは企業主催による結

婚支援事業を行っておりますが、本市においても過去にこのような事業が行われたことがあ

ると思いますが、過去における結婚支援事業について、どのような内容のものであったか、

お伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 結婚支援事業を市として実施したことはございません。以上でご

ざいます。 
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○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 市が主体となって実施したことはないということでありますが、市の

施設とか、そういったところを利用してということはあったように思っております。 

 各自治体におけるいろんな取り組みが紹介されておりますが、行政が婚活支援事業に取り

組む意義、あるいは効果としては、安心感を与えるということであります。公の機関が実施

しているんだという安心感、これが婚活に参加する第一歩を踏み出す機会となりやすいので

はないかと思います。 

 先月ですが、政府の有識者委員会が発表した50年後の日本の人口予想によりますと、現状

のままでは現在の約３分の２、8,700万人ぐらいになると予想しております。日本の経済を

持続させるには、50年後に１億人の人口を維持する必要があると報告しております。このた

めには、現在の出生率が1.4人でありますが、これを2.07人にしなければなりません。また、

理想とする子供の数は2.4人ぐらいだそうであります。これには、実現できる環境の整備が

必要でありまして、第３子以降の出産、育児、教育への段階的な支援が必要であるとしてお

ります。 

 本市でも、５月に行われた市長の出前講座におきまして、弥富市の人口は平成22年におい

て４万3,272人でしたが、20年後の平成42年には４万1,082人となり、また65歳以上の高齢者

は27.7％になると推計しております。出生率を上げるには、出産支援、子育て支援、その後

の教育支援が必要であると思いますが、その前に、一番大事なのは結婚することであります。

結婚しなければ子供も生まれませんし、何も前に進みません。 

 このようなことから、本市でも本腰を入れてこの問題に取り組んでいかなければならない

と思いますが、市長の考えをお伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 平野議員の御質問にお答えを申し上げます。 

 議員御指摘のごとく、人口減少社会が日本でも始まっておるわけでございます。そして、

30年後、40年後に対する推計値も出されているわけでございます。少子化ということに対し

て、人口減少に歯どめをかけるということに対しては大変重要な問題であるというふうに思

っております。しかしながら、さまざまな社会環境等において、なかなか得策がないのも言

えるのではないかなというふうに思っております。 

 先日、東京で全国市長会というのが開催されました。その中で、内閣府の職員が見えまし

て、第31次地方制度審議会を設置すると。その内容の項目といたしましては、人口減少社会

に的確に対応する地方行政のあり方ということについて、向こう３年間をかけてしっかりと

審議をしていきたいというふうにおっしゃっておりました。今後の人口減少社会におけるこ

の審議会のあり方についても十分注視していきたいというふうに思っておるところでござい
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ます。 

 私ども弥富市といたしましては、平成21年から第１次総合計画を策定し、人口予測、ある

いは世帯数ということについてもお話をさせていただいているところでございます。過去５

年間の平均として、いわゆる出生は年間400名を超える数字という状況でございまして、自

然増においてはプラス80名ほどの１年当たりの増でございます。そして社会増、転入・転出

でございますけれども、この状況も１年当たり20名から25名の増という形でこの５年間は推

移をしてきました。 

 そして、平成25年度の人口を４万4,500名と推計したわけでございますが、これはまさに

平成25年を締めてみた場合は推定どおりでございました。現在の人口は４万4,500名でござ

います。 

 そして、世帯数におきましても、１万6,000戸を推計したわけでございますが、こちらの

ほうもほぼ予定どおりということで、１万6,300戸が今現在の弥富市の世帯数でございます。 

 こういったことが平成21年度から平成25年度までの実態としての数字でございます。しか

し、これから後期計画がスタートする平成26年から平成30年までについては、残念ながら弥

富市も人口減少社会に入ってくるということを推定しておるわけでございます。平成30年の

人口を４万6,000人と今現在推定をしているわけでございますけれども、過去５年間の伸び

は、１年間当たり、先ほども言いましたように100名でございます。そういうような状況に

おいて、５年間という形の数字を今の現状を加算していくならば、約500人になるわけでご

ざいますので、４万6,000人に対して４万4,500名でございますので、1,500人という形に対

して生み出していかなきゃならないという状況があるわけですけれども、残念ながら、今の

現状のままだと推定値は下回るというようなことを思っているわけでございます。 

 先ほど議員がおっしゃった婚活ということについて、未婚の方の出会い、そして結婚、そ

して出産ということが地方の自治体においても重要なことであることは申すまでもないわけ

でございます。 

 インフォーマルな形ではございましたけれども、海部南部広域事務組合におきまして、こ

れは蟹江町、飛島村、そして私ども弥富市が一部事務組合として介護の認定をしているとこ

ろでございますけれども、その職員さんに立ち上がっていただきまして、各市町村の職員の

出会いの場をつくっていただく、いわゆる婚活ということを過去３年間ほどやってまいりま

した。私たち首長もその会に出席をし、積極的にその会について応援をさせていただきたい

というふうに思っておるところでございますが、今後、その職員さんも出産ということで職

を少し離れられますので、誰が後を継いでいくかということは大きな問題でありますけれど

も、インフォーマルな形でございましたので、これが一つの制度とはなっていないというこ

とでございます。 
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 ということで、弥富市としては、これを一つの制度化していく必要があると思っているわ

けです。今、私が素案として思っておることは、社会福祉協議会において結婚支援の相談所

を設けていきたいというふうに思っております。民間の結婚相談という形の会社に委託をい

たしまして、委託料を払いながら検討していきたいというふうに思っているところでござい

ます。 

 私どもの市の職員、あるいは保育士さんも随分未婚の方もお見えになりますので、全部登

録していただきたいというふうに思っております。また、一般市民の皆様方にも広くこの事

業を案内いたしまして、広報の啓発活動に努めていきたいというふうに思っております。そ

うした形の中で、いわゆる婚活から出会いがあり、結婚へというような状況を生み出してい

きたいというふうに考えております。また、議員各位の御指導もいただければと思っており

ます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 前向きな答弁、ありがとうございました。 

 婚活支援事業に対する自己評価としては、３割が効果が中程度であるというふうに回答さ

れておりますが、効果がないから、すぐやめるというのではなくて、地道に根気よく事業を

継続し、弥富市の名物事業の一つとして、例えば会場にきんちゃんなんかに入ってもらって、

きんちゃんとデートといったようなネーミングで継続していただいて、一組でも多くの幸せ

なカップルの誕生を目指し、弥富市に定住し、子供を育て、きらめく弥富に恥じない社会と

していくためにも、また日本の人口１億人を保つためにも、ぜひ行っていくべき事業である

ことを申し上げまして、次の質問に入ります。 

○議長（佐藤高清君） それでは、ここで暫時休憩します。再開を11時10分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前11時02分 休憩 

             午前11時10分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 平野議員、お願いします。 

○７番（平野広行君） それでは、２点目の質問に入らせていただきます。 

 弥富市第１次総合計画、後期基本計画における第３次行政改革の中期財政計画及び都市計

画税の検討、そして予算書、財政報告書のあり方について質問いたします。 

 服部市長も、昨年の賀詞交歓会における年頭の挨拶から、この中期財政計画、そして都市

計画税の検討という話をされるようになりました。 

 一つには、現状における本市の厳しい財政状況、さらには、平成33年度からは合併算定が
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えによる約６億円に上る地方交付税の歳入がなくなること。そして、その後の本市の財政状

況を考え、また災害時において、市民の皆様の生命・財産を守り、本市の司令塔の役目を確

実に果たさなければならない新庁舎の建設に向けての確かな財源確保、そのような思いから

だと私は推察いたします。しかし、そのためには、市民の皆様に本市の財政状況を正しく理

解してもらわなくてはなりません。そして、本市の主権である市民の皆様が不在の議論をし

ては絶対にいけないと思います。 

 来年、市長の改選が行われるわけですが、服部市長の出馬表明がまだありませんのでわか

りませんが、出馬するのであれば、本来このような話はしたくないはずでありますが、あえ

て話を出さなければならないのは、本市の平成33年から先の確かな財源確保に向けての並々

ならぬ思いがあるからだと思います。 

 本市の場合、基幹税であります市税においては、幸いなことに微増を続け、平成25年度決

算はまだ出ておりませんが、決算においては約77億円という過去最高額が予想をされており

ます。しかし、本市においては、高齢者と呼ばれる65歳以上の人口が１万人を超え、市全体

で約23％を占める人口割合になってきました。医療・介護といった民生費、公共下水道事業、

防災・減災対策、各施設の老朽化対策等、いろんな要因が絡み合って、増加している市税を

圧迫しているわけであります。我々に示されている中期財政計画を見ても非常に厳しい状況

が提示されているわけであります。 

 今後は、さらなる行政改革はもちろんのこと、本市の資産内容を把握した財務４表の活用

をもとに、中期財政計画の見直し、さらには都市計画税の検討といったことを進めなければ

ならないと、市側は考えているように思われますが、まずここまでの私の発言に対しまして、

服部市長の見解を求めます。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 平野議員に御答弁申し上げます。 

 第３次行政改革、そして中期財政計画は、平成26年から平成30年の５年間の中でこれから

実行してまいるわけでございますけれども、市民の皆様にお話しするのはこの私の立場とし

ては当然のことであり、いろんな機会をいただきまして、この財政計画、あるいは行財政改

革ということについてお話をさせていただいておるところでございます。これは、私の選挙

とは何ら関係するものではございませんので、御理解もいただきたいというふうに思ってお

ります。 

 特に中期財政計画におきましては議員各位にもお話をさせていただき、向こう平成30年ま

での５カ年の財政計画については議員の方にも御理解をいただいているところでございます。 

 この財政計画は、第１次総合計画の後期基本計画を実行する上において、財政の裏づけを

するものでありまして、大変重要なことでございます。議員おっしゃったように、さまざま
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な事業がこれから先にあるわけでございます。３・11東日本大震災、あるいは伊勢湾台風か

ら55年という状況の中において、防災・減災対策は喫緊の課題であるということでございま

す。 

 あるいは、まだまだ都市基盤整備事業、道路であるとか、公共下水道事業も進捗をさせな

ければなりません。 

 あるいは、先ほども御質問がございましたけれども、少子・高齢化社会ということに対し

て、どのような子育て支援をしていくか、あるいは国保、あるいは介護に対する事業支援を

どのようにしていくかということは本当に大事な問題になってくるということでございます。 

 また、教育環境の整備につきましても事業を進めていかなきゃならないということでござ

います。 

 これらのこれから先の５年間の大きな事業でございますが、その歳入、裏づけとなる税収

ということにつきましては、先ほど議員もお話がございましたように、個人市民税、あるい

は固定資産税、法人税という基幹税は、おかげさまで市民の皆様の大変な御努力で平成25年

度の決算はいい決算を迎えそうでございます。総額としては77億7,000万円ぐらいになろう

かなというふうに思っておるところでございます。 

 また、海部津島の７つの市町村があるわけでございますが、この総生産額におきましても

弥富市は海部地域ナンバーワンで、2,000億を超える総生産額になってまいりました。この

総生産額をもっともっと伸ばしていくことが大きな市税、税収の伸びにつながっていくだろ

うということを思っておるわけでございます。こういったことについてもこれからも努力し

ていきたい。 

 また、各種交付金が歳入の項目としてあるわけでございますけれども、平成26年４月から

導入されました消費税率が８％になりました。これは、地方の消費税の交付金という形で変

わってくるわけでございますけれども、今までの５％のときには１％の地方消費税の交付金

をいただいておりました。これが約４億円でございました。しかし、平成26年４月からの

８％に対しては、地方消費税の交付金は率として1.7％で、プラス３億を予定しているとこ

ろでございます。 

 また、常にお話をさせていただいておりますけれども、また議員からもお話がございまし

た合併算定がえの特例の地方交付税、これは平成27年度を満額といたしまして、28年度から

減額になっていくわけでございますが、この額が臨時財政対策債を含めた額で６億6,000万

ということでございますが、28年度からは減額になっていくということを歳入の面からもし

っかりと捉えておかなきゃならないというふうに思っておるところでございます。 

 また、市債においては、一つは、税収という形でカウントしていくわけでございますけれ

ども、今後も臨時財政対策債、あるいは庁舎の建設に伴う合併推進債及び通常の市債を見込
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んでいかなければならないと考えております。 

 また、財政の健全化ということは大変重要なわけでありますので、その指標として、公債

費の比率ということを常に注視しなければならないと思っております。公債費の比率という

のは、いわゆる起債、借金における元利償還金をしっかりと計算しながら、財政の健全化を

進めていくということでございます。 

 一方、この期間中に歳出の見通しといたしましては、さまざまな人件費、社会保障費の負

担と言われる扶助費、あるいは借り入れた市債の元利償還金という形での公債費の償還、あ

るいは国保事業、介護保険事業等の繰出金、高齢化の進展に伴うこれらの問題につきまして

は大きな歳出という形の中で進められるだろうというふうに思っております。 

 このような歳出は、御承知のように公共事業等の投資的な経費、これが市民のサービスに

直結する経費が圧迫されてくるというような状況をどうしても防いでいかなきゃならないと

いうふうに思っております。 

 住んでよかったまち弥富、そして、住み続けたい弥富という形の中で、市民の皆様にも御

理解いただけるように行政をしっかりと進めていかなきゃならないというふうに思っており

ます。 

 そういう状況の中における歳入と歳出のバランスをとりながら、財政の健全化を図り、行

政を進めていきたいというふうに思っております。 

 都市基盤整備事業に目的税と使途される都市計画税につきまして、以前からお話をさせて

いただいております。これは、公共下水道事業、あるいは街路事業、あるいは駅前整備事業

に資する都市計画税でございますけれども、いつから導入するということにつきましては、

現在、明確な日にちを考えておるわけではございません。今のしっかりとしたまちづくりを

進めていくためにも、検討していかなきゃならないということを財政計画の中にも盛り込ん

でおるところでございます。 

 そういう状況の中で今現在としては考えながら、市民の皆様、そして議会の議員の皆様と

さまざまな形における弥富市の財政について共有化をしてまいりたいというふうに思ってお

りますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） それでは、次に具体的な話に入らせていただきます。 

 まず、中期財政計画について伺います。 

 一般的に自治体の決算報告といいますと、今年度は幾ら幾ら黒字だったとか、幾ら幾ら赤

字だったとか、報道をされております。これは、歳入から歳出を引き、さらに繰越明許費等、

翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた、いわゆる実質収支の額を言っているわけでありま

す。 
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 本市でも平成24年度の決算報告が25年11月号の広報「やとみ」の中で、一般会計歳入決算

額152億2,283万円に対し、歳出決算額145億8,386万円となり、実質収支では５億6,853万円

の黒字になりましたと報告されております。しかし、歳入には、借金をして入ってくる金、

あるいは貯金を崩して入ってくる金もあります。貯金を崩して入ってきた金を差し引いて、

本当の意味の収支計算をしたのが実質単年度収支の額でありまして、平成24年度においては

1,791万円の赤字となっております。 

 平成20年度から24年度までの５年間の実質単年度収支の額を計算しますと、５年間で約

5,000万円の赤字でありまして、この間に財政調整基金を7,000万円取り崩して補っていると

いう形になっております。平均しますと毎年約1,000万円の赤字となっておりますが、まず

まずの財政運営が行われているように思われます。 

 このような財政状況をやはり広く市民の皆様に正しく理解していただくことが今一番大事

なことだと思います。 

 ホームページ上で示されております中期財政計画においては、平成27年度より形式収支に

おいて、形式収支とは歳入から歳出を引いた額でありますが、毎年赤字の計上がされており

ますが、そうではなくて、やはり形式収支においては黒字計上での財政計画を立てていくべ

きだと思いますが、この点についてはどのような見解をお持ちでしょうか、お伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 中期財政計画の策定に当たりましては、直近の５年間の決算額、

並びに当該年度の予算額及び決算見込み額をベースに、この先、現行の税制や国・県の補助

制度などが継続するものと仮定し、また投資的経費として、平成26年度には新白鳥保育所建

設事業、平成30年度まで新庁舎建設事業を見込んでおり、それ以外の建設事業につきまして

は、投資的経費に充当する一般財源を６億円とし、向こう５年間の財政見通しを推計値とい

う形で算出しております。 

 したがいまして、この計画の中にあります財政見通しの金額というのは、現在の本市の行

財政運営をそのまま継続した場合の見込みでございまして、これには歳入増・歳出減のため

の取り組みによる効果は反映しておりません。 

 この財政見通しを踏まえた上で、各年度における赤字をどのように解消していくのか、そ

の取り組みの方針、方向性を示しているのがこの中期財政計画でございます。 

 中期財政計画における財政見通しは、これから先、本市が直面する厳しい現実を把握する

という意味において大変重要な基礎資料でありまして、中期財政計画はこの財政見通しを踏

まえて、今後訪れる厳しい財政状況を真摯に受けとめ、この困難をどのようにして乗り越え

ていくか、その具体的な取り組みを検討し、実践するための指針となるものと考えておりま

す。 



－３４－ 

 この中期財政計画をもとに、これから迎える厳しい財政状況下においても本市の財政運営

が健全かつ適正なものとなるよう、全市を挙げて取り組んでまいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） はい、わかりました。 

 じゃあ次に、第３次行政改革実施計画における財務４表の活用について質問いたします。 

 今までは自治体の財政報告としては、決算報告、つまり１年間の金の出入りについての説

明だけでしたが、これでは本当の意味の自治体の財務内容が示されないということで、平成

21年度より財務４表による自治体の財政力を明らかにするようになりました。 

 地方公共団体の会計制度は、１年間の現金の出入りを把握することに重点を置いた現金主

義の考え方に基づくものですが、この制度では、これまでの行政活動によってつくられた道

路であるとか、学校であるとか、公共施設、あるいは公園等の資産がどれくらいあるのか、

あるいは、その対価として将来支払わなければならない負債がどれくらいあるといった情報

は読み取ることができません。 

 財務４表では、これら資産や負債の状況が把握できるようになるため、多くの財務情報を

市民の皆様に公表することが可能になります。本市でも、これに基づきまして、現在ホーム

ページ上で公開しております。 

 そしてまた、財務４表の作成システムですが、現状では２通りありまして、本市と蟹江町

は同じシステムを利用しておりますが、愛西市、あま市、津島市、稲沢市とは異なっており

まして、これら近隣他市と現在においては単純に財政の比較をすることはできませんが、

2014年度、今年度中にも総務省が示しました統一様式で各自治体が財務４表を作成する予定

になっておりまして、比較が容易にできるようになります。 

 そこで、現時点での近隣他市との比較ということで、一般家庭でいう貯金に当たります財

政調整基金と、借金に当たります市債との関係について、市民１人当たりに換算した額で比

較してみました。 

 配付いたしました資料、このグラフをごらんいただきたいと思います。 

 このグラフのデータはことしの３月、中日新聞に掲載されました平成26年度各市の予算案

のデータに基づいて作成をいたしております。 

 表からわかりますように、市民１人当たりの財政調整基金が一番多いのは５万3,512円で

愛西市、２番目は４万7,191円で弥富市であります。そして市債、借金ですが、借金が一番

多いのも34万7,068円で愛西市でありまして、弥富市は26万2,921円で４番目であります。さ

らに、市債から財政調整基金を引いた額、つまり借金から貯金を引いた額、いわゆる正味の

借金の額になりますが、市民１人当たりに換算して、借金が一番少ないのは18万4,091円で

あま市、２番目に21万5,730円で弥富市、３番目は21万6,328円で江南市となっております。
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一番借金が多いのは29万3,556円で愛西市であります。 

 このように、弥富市は、西尾張地区においては財政状況は現状では２番目にいいというこ

とになっておりますが、愛西市の場合、庁舎建設ということに取りかかっておりまして、市

債残高が多くなっているわけであります。 

 この間も中日新聞に愛西市のことが載っておりました。６月12日、「愛西、2040年に人口

23％減」という記事をちょっと読ませていただきますが、市は現在、財政規模の縮小に努め

ている。厳しい市の財政事情を知ってもらおうと、５月24、31日の両日、市内６カ所でタウ

ンミーティングを開いた。タウンミーティングの席上、日永貴章市長は、今後は予算を本年

度当初より２割縮小した200億円規模にしていくしかないと述べ、３年以内にも実施を目指

す考えを示した。市の事業を見直して、統廃合するものも出てくるものと思うとも語り、理

解を求めたと、こんな記事が載っております。愛西市において、御承知のように企業立地の

推進課を設置して企業誘致に力を入れ、税収アップを今検討しておるところでございます。 

 このように、本市の財政状況は他市に比べて現状では良好であると思われます。しかし、

本市では、先ほど言いましたように庁舎の改築という一大事業を控えております。愛西市と

同様に、市債の残高がふえるのは明らかであります。対岸の火事ではありませんが、今後し

っかりとした財政計画を立てていただきたいと思います。 

 そこで、第３次行政改革において、財務４表の活用を取り上げて、中期財政計画を立てて

いく方針が示されておりますが、具体的にどのような点に着目して財政計画を立てていくの

か、お伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 従来の予算や決算等の財務会計処理においては、現金の移動しか

記録されず、現金以外の資産や負債の情報は蓄積されておりませんでした。このため、建物

や道路などの資産や借金の情報（ストック情報）、それと減価償却費などを含めたフルコス

ト情報といった財政運営において必要な情報を把握することができませんでしたが、財務４

表を活用することにより、市の資産や負債の状況を正しく把握することができるようになり

ますので、これを財務会計に反映させることによって市の財政状況を正確に把握し、財政運

営を適正に行うことができるようになります。 

 具体的にどのような点に着目するかということでございますが、ホームページ上でも公表

しておりますが、純資産比率、安全比率、社会資本形成の世代間比率、こういった比率の弥

富市における経年比較、また他団体との比較、こういった点に着目していきたいと考えてお

ります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 本市の財政状況としては、財政調整基金はほとんど変わりありません



－３６－ 

が、市債の残高は毎年少しずつ増加傾向にあります。 

 財政課のコメントとしまして、普通会計における平成23年度の財務４表総括の中において、

将来世代の負担の先送りが進んでおりますと。まだ、弥富市の財政状況は良好ですが、徐々

に悪化の傾向であることも認識しなければなりませんと述べておりまして、実際、財務４表

に記載されている市民１人当たりの純資産、先ほどお話ししました純資産ですが、これは資

産から負債を引いた額でありますが、平成22年度が216万円、23年度が213万円、24年度が

210万円と、毎年約1.4％ずつ減少しているわけであります。24年度の総括においては、資金

の増減だけでなく、何がふえ、何が減ったか。そして、将来的にどのような出費が見込まれ

るか等、長期的な観点から財政計画を打ち立てなければならないと述べておりますが、まさ

にそのとおりであります。 

 財務４表からは過去及び現世代の負担比率と将来世代の負担比率を知ることができます。

弥富市においては、現在、将来世代の負担比率は10％ぐらいとなっておりまして、将来世代

の負担の先送りは今のところ心配する状況ではありませんが、先ほどの答弁にありましたよ

うに少しずつふえております。今後は将来世代への負担の先送りなども十分考慮した財政運

営をしていただきたいと思います。 

 今後行われます弥富市の大事業である新庁舎の建設に向けて、一番大事なのは市民の皆様

の理解と協力でありますが、次に大事なのは、しっかりとした財政計画に基づく財源確保で

あると思います。転ばぬさきのつえと言いますが、都市計画税を検討することについては、

それはそれでいいのですが、その前にもっともっと市民の皆様に本市の財政状況を理解して

もらうための情報発信をすることが大事であると思いますが、市側の見解を求めます。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） お答え申し上げます。 

 平野議員、第１次弥富市総合計画に伴う前期計画、あるいは後期計画の中で、その財政の

問題についてしっかりと御理解をいただいていることに対して心から感謝するわけでござい

ます。また、大変心強く思っているところでございます。 

 市民の皆様に財政状況、あるいはさまざまな当初予算における諸事業について、もっと

我々は情報を公開していかなきゃならないということの御質問でございますけれども、全く

そのとおりというふうに考えております。以前にも弥富市の当初予算のつくり方については、

いろいろと疑問な点もあるという形で他の議員からも御指摘をいただいているところでござ

いますけれども、来年、平成27年度からは別冊で小冊子を作成して、市の財政状況であると

か、あるいはそれぞれの所管の諸事業において、主な項目について、市民の皆様方に情報公

開をしていきたいというふうに思っておるところでございます。 

 そういった形の中で、またさまざまな形で市民の皆様から御意見も伺えるということでご
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ざいますので、そのような形で情報発信をしていきたいというふうに思っております。 

 今までは広報であるとか、あるいはホームページにおいて、それぞれ公開をしてきている

わけでございますけれども、それだけでは足りないだろうということでございます。別冊の

小冊子をつくって、皆さんに御理解いただきやすいように考えていきたいというふうに思っ

ておりますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 最後に、市民の皆様への財政の情報発信として、市長のほうから今御

答弁いただきましたが、よくわかる財政報告書について質問いたします。 

 昨年の９月議会の一般質問においても、わかりやすい予算説明書を作成し、ホームページ

上に公開することをお願いしておきましたが、平成26年度におきましては、わかりやすい予

算概要説明書という形で各事業についての詳細が示され、ホームページ上に公開されており

ました。 

 確かにわかりやすくなっておりますが、欲を言えば、もう一歩踏み込んで、いわゆるかみ

砕いた説明がされている予算書、決算書にしていただきたいと思います。そしてまた、財務

内容報告書を作成していただきたいと思います。 

 最近、中日新聞の尾張版で紹介されましたが、稲沢市にあります名古屋文理大学の学生が、

「いなっぴーと学ぶ稲沢のお金の流れ」と題して、稲沢市の財務状況をわかりやすく解説し

た冊子をホームページ上に載せました。 

 また、本市と予算規模及び人口等が似ておる高浜市においては、わかりやすい予算書につ

いて、またそれの疑問編、財政状況編、さらには「お金の使い道をお知らせします」と題し

た決算報告書にイラストを入れたり、わかりやすい言葉を使って解説をしております。 

 また、碧南市においては、近隣他市との比較を主体にいたしまして、市の財政状況を本当

にわかりやすく説明しております。 

 これらの資料を財政課の方に先日お渡しをしておきましたが、本市と比較して、どのよう

に感じられたか、感想を伺います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 他団体が公表しておられる資料を見せていただきました。どちら

も市民の皆様にわかりやすい内容となるよう、大変よく工夫しておられると感心していると

ころでございます。 

 本市におきましても、市民の皆様に質の高い行政サービスを提供するという意味で、あら

ゆる情報をよりわかりやすく、丁寧に説明、提供することを心がけていかなければと考えて

おりますので、予算説明資料につきましても、市民の皆様の目線でよりわかりやすいものと

なるよう見直し等を行ってまいりたいと考えております。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 次は、財務４表のことについてちょっと報告させていただきますが、

財務４表、広報「やとみ」の中で毎年２面を使って大きく掲載されております。確かに数字

は１円単位まで正確に記載され、専門用語もきちっと説明されておりますが、今の説明方法

では、市民の皆様には理解するのがちょっと難しいかなあと思います。ホームページ上で公

開されているスタイルのほうが、100万円単位ということもありまして、数字もわかりやす

く、またコメントも的確であります。非常にわかりやすくなっておりますので、他市と比較

しても、私は一番できがいいんではないかなと、こんなふうに思っております。ただ、広報

「やとみ」とホームページ、どちらを多く市民の方が見られるかといいますと、やはり広報

「やとみ」のほうでありますので、ホームページ上のできのいいものを広報「やとみ」の紙

面に落としていただいて、それだけで十分だと思います。ただし、紙面には制約があります

ので、的確なコメントに集約をしてもらわなければなりません。 

 他市のものもいろいろ見ましたが、知立市、高浜市のものがよくできておりますので、参

考にしていただいて、よりよい財務４表の公表を行って、本市の財政状況を市民の皆様にわ

かりやすく、どんどん発信し、しっかりとした収支財政計画を立て、市民の皆様の負託に応

えていただくことを強く求め、質問を終わりますが、最後に一つ、テレビをごらんの市民の

皆様にお願いをしておきます。それは、現在行われておりますが、ＪＩＭＯキャラ総選挙と

いうやつですね。昨年もキャラクターの総選挙の全国版がありました。今、愛知、岐阜、三

重の東海３県のＪＩＭＯキャラ総選挙が行われております。今度の登録は48の自治体が登録、

参加しておりますが、きんちゃんは６月９日の時点で27位であります。ちょうど中間ぐらい

ですね。エントリーが45番目ということで、ちょっと出おくれましたのが響いておるのかな

と思いますが、よく頑張って真ん中の辺まで持ってきたと思っております。 

 ゆるキャラの目的は、地元が誇る名産品や観光資源を多くの人に知ってもらい、地元の魅

力を最大限にアピールして地域を活性化させることであります。きんちゃんはゆるキャラの

元祖でありますから、皆さんにしっかり投票していただいて、地元弥富からの情報発信をし

たいと思いますので、市民の皆様に御協力をお願いしたいと思います。パソコンやスマホか

らＪＩＭＯキャラにアクセスしていただいて、登録するだけで簡単なことでございます。１

日１回ワンクリック、これが得点を上げるわけでございますので、市民の皆様にぜひ御協力

いただくことをお願い申し上げまして、私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 会議を続けます。 

 次に那須英二議員、お願いします。 

○４番（那須英二君） ４番 那須英二。 

 通告に従いまして質問させていただきます。 
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 弥富市の今の保育状況について、特に保育料やこの間の子育て支援アンケートの結果につ

いて質問させていただきます。 

 我がまち弥富市は、子育てするなら弥富でと、子育て支援を重要な政策と位置づけて、保

育行政には大きな力を入れております。そのために、この少子・高齢化の時代にあっても、

他の近隣市町、例えば愛西市や津島市さんなどが１割、２割と子供の数が減っている中で、

弥富市は維持、またはわずかな減少にとどめているということが起こっております。 

 保育料金は、愛知県平均の35％低い、また待機児童もほとんどないということが大きな魅

力となっていると思われます。 

 ただ一方では、国の制度による子ども・子育てに関する制度が今大きく変わろうとしてお

ります。３月議会ではその基準について質問させていただいて、今の基準を後退させないと

いうことで答弁がございました。そのことに関しては本当によかったなと思っておりますけ

れども、今度は保育の利用料金について確認していきたいと思っております。 

 国の制度の変更に伴って料金の形態が変更されようとしておりますけれども、例えば今ま

ででいいますと、３歳未満児と３歳児以上という区分で分けられていたりとか、また延長保

育の関係は、うちでいうと1,000円の追加をすれば延長保育が受けられるような状況でござ

いました。 

 今後、どのように料金の形態が変更されて、今どのように検討されているのか、お聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） お答えいたします。 

 新制度におきます利用者の負担についてでございますが、世帯の所得の状況等を勘案して

定めることとされております。現行の保育所の利用者負担の水準をもとに、これは、国が定

める水準を限度としてという言い方になっておりますけれども、市町村が定めることになっ

ております。 

 こうした中で、先月に開催されました国の子ども・子育て会議において、利用者負担のイ

メージが示されたところでございます。 

 そのイメージにおきましては、現行の保育所運営費による保育料設定を考慮して設定がさ

れております。その負担水準は、現行とほぼ同様な内容になっております。 

 本市におきましては、このような国の水準をもとに、本市の現行の保育料の額の水準を踏

まえながら、本年度秋ごろまでに来年度からの保育料の額を定めていきたいというふうに考

えております。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） まずは料金形態の変更を聞きたかったんですけれども、例えば区分が
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今まで３歳未満児と３歳児以上と分かれていましたよね。時間によっては、うちで言うと延

長保育か、そうでないかということになっていましたよね。ところが、今度は、年齢によっ

て細かく刻まれたりとか、また８時間、11時間に変更するとか、どういう形態がとられてい

くのかをちょっとお聞かせいただきたいなと思っているんですが。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 新制度におきまして、保育の必要量の区分がされ

ているということでございます。詳細については、また後で担当課長から話させていただき

ますけれども、保育水準の時間につきましては、標準時間が11時間、それから短時間という

ことで８時間という利用者負担もそれぞれ区分した水準が設定されているところでございま

す。 

 本市におきましては、現在、午後５時を超える保育延長につきましては、延長保育料をい

ただいております。先ほど御指摘いただいたとおりでございます。 

 新制度におきましては、延長保育料のあり方も含めまして、秋までには方針を定めてまい

りたいと考えております。 

○議長（佐藤高清君） 児童課長。 

○民生部次長兼児童課長（渡辺秀樹君） ただいま御質問いただきました３歳以上、３歳未満

の関係でございますが、これにつきましては、今回、利用者負担のイメージ、国の子ども・

子育て会議で示されましたとおり、こちらも３歳以上、３歳未満の区分がされております。

したがいまして、そのような区分は今後もしていきたいと考えております。以上でございま

す。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） ということは、年齢による区分は変更なしということと、延長につい

ては、まだこれから検討していくということでよかったですね。 

 それで、先ほどもちらっとお答えいただいて、今の水準は基本的にちょっと読み取れなか

ったんですが、現状維持でいいのかなと思いつつ、質問させていただきますが、今、本当に

子育てする世代の人たち、特に年少扶養控除の廃止や今回の消費税増税などによって、本当

に大きな負担となってきております。形態は変われど、基本的にはそれによった負担増はし

ない。今後も子育てに優しいまちとして、弥富市のイメージを確固たるものにして、弥富の

発展の土台にしっかりと腰を据えていくべきだと私は考えておりますが、市長、いかがでし

ょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 那須議員にお答え申し上げます。 

 先ほど来からいろいろと中期財政計画のお話やら、あるいは第３次行政改革のお話をさせ
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ていただいておるわけでございますが、今後５年間を見たときに、財政状況というのは決し

て易しいものではない。厳しい状況が私ども本市の周りにも取り巻かれているということは

那須議員も御理解をしていただけるところだと思っております。 

 また、本年３月に策定いたしました後期基本計画におきましては、それぞれの事業を、そ

の計画の中でお約束した事業を進めていかなきゃならないというのも事実でございます。そ

うした形の中で、我々は財政の健全化ということを常に求めていかなきゃならないというこ

とをお話しさせていただいておるわけでございます。 

 現在、９つの保育所に対して、その運営の事業費は約10億かかっております。そして、保

育料につきましても、18年間改正せずにやってまいりました。これは弥富市の子育て支援の

中での大きな柱の施策であるということは私どもとしては十分理解をしております。こうい

った厳しい環境は我々行政だけじゃなくて、家庭環境の中にもあるだろうということにつき

ましては十分理解をするところでございます。今後このようなことをしっかりと踏まえなが

ら、今年度秋ごろまでに来年度の保育料につきましてはしっかりと定めてまいりたいという

ことを思っておりますので、いましばらくお時間をいただきたいと思います。以上でござい

ます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 秋ごろまでに検討されるということでございますので、ぜひ市長には、

本当にこの土台、財政厳しいということもございますが、逆に言えば、この弥富の財政、例

えば77億7,000万という過去最大の税収をここまで押し上げてきたものが何なのかと。やは

り子育て支援による大きな人口の流出がなかったことと、あとはこのあたりに大きくマンシ

ョン等もどんどんどんどん建てられて、固定資産税も入ってきたということで、財政面にお

いてもしっかりとした土台になっていることを勘案して、今後の対応という形で御検討いた

だければなと思っています。 

○議長（佐藤高清君） ここで暫時休憩といたします。昼休みといたします。再開を12時45分

とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前11時53分 休憩 

             午後０時45分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 なお、次の質問者の三宮十五郎議員のほうから参考資料の配付依頼があり、これを認め、

各位のお手元に配付してありますので、よろしくお願いをいたします。 

 那須英二議員、よろしくお願いします。 
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○４番（那須英二君） 午前中に引き続きまして、続きの質問をさせていただきます。 

 午前中、保育料に関しての質問をさせていただきました。秋までに検討ということなので、

負担増にならんような検討をぜひひとつしていただきたいとお願いしておきます。 

 保育に関して、２点目の質問になります。 

 昨年、子ども・子育て支援に関するアンケートをこの市でも実施しております。当市は、

これを基準に今後の子育て行政を考えていきたいと、昨年度、私の幾つかの質問にも答弁と

して答えていただいております。このアンケートの結果報告書、こういったものを私ちょっ

といただいて、見せていただきました。 

 これによると、子育て世代の皆さんの需要があるものということで大別しますと、子育て

に伴う経済的支援等、安全・安心な道路環境の整備、あと続いて、児童クラブの受け入れ拡

大に対する要望というのが大きく占めておりました。 

 児童クラブに関しましては、高学年の受け入れを来年度から行うということで、私の質問

にも答えていただいておったり、日の出児童クラブの増設もしておるので、そのように進行

しておるかと思っておりますので、ある程度の人数は対応できるんじゃないかなと思ってま

す。 

 あと、経済的支援といたしましては、先ほど質問させていただいた保育料を値上げしない

ことや、これは就学前だけじゃなくて、就学時の小学生の児童の保護者の方にもアンケート

をとっているようであるので、就学支援としては、今まだ周知が徹底されていない部分もあ

って、なかなか利用が見込めてないので、その辺の周知をしっかりしていただくということ

で考えていただけると思います。 

 交通安全でいえば、歩道の整備や防犯の関係上の問題、私が聞いたところによりますと、

最近不審者といいますか、変な人も出没していたり、またあと、人だけじゃなくて、犬がう

ろついて、登下校中に近寄られて子供がびっくりして泣いて家に帰ってきたということも聞

いておりますので、そういった対策もしていかなければならないんじゃないかなと思ってお

りますので、具体的に、このアンケートをもとに、今後市として取り組んでいくものがあれ

ば、ぜひ教えていただきたいのですが、よろしくお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 御質問にありましたように、昨年度実施いたしま

した子ども・子育て支援に関するアンケート調査におきましては、子育て支援の環境づくり

に対する施策について、市が重点的に取り組む必要性が高いと思われるものは何だと思いま

すかという設問に対し、就学前の児童・小学生の保護者のいずれも、「安全・安心な道路交

通環境の整備」や「子育てに伴う経済的支援の充実」と回答される方が半数ほどあり、上位

に上がっております。こちらのほうは、議員のおっしゃられたとおりでございます。 
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 まず安全・安心な道路交通環境の整備といたしましては、本市はこれまで通学路、歩道の

整備等の安全対策や防犯灯の整備・改修等、防犯対策を推進してまいりました。 

 また、子育てに伴う経済的支援の充実におきましても、本市は近隣に先駆けた中学生まで

の医療費の無料化や保育料を低水準で18年間据え置きするなど、子育て支援施策を本市にお

ける最も重要な施策の一つとして推進してきたところでございます。 

 今後も安全・安心な道路交通環境の整備や子育てに伴う経済的支援の充実だけではなく、

その他で必要性が高いと回答がありました、先ほど言われました児童クラブの受け入れ枠の

拡大や保育所、児童館等子育て支援関係施設の整備等も含めた総合的な子育て支援施策を推

進していく必要があると考えております。 

 現在、子ども・子育て支援事業計画の策定中でございます。子ども・子育て会議の委員の

皆様の御意見も伺いながら、本市の今後の方針を定めていきたいと思っておりますので、ど

うぞ御理解いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） そうしますと、この結果を踏まえて、もう一度子ども・子育ての会議

があるということでございますが、その会議って、何月にあるとか、わかっているものがあ

れば教えてください。 

○議長（佐藤高清君） 渡辺児童課長。 

○民生部次長兼児童課長（渡辺秀樹君） 次回の子ども・子育て会議の開催につきましては、

今月の末を予定しております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 今月末ということでありますので、そこではしっかりと議論していた

だければいいかなと思いますが、やはり本当に特に最近目立ってあるのが、安全・安心とい

うことで大きく伸びていた部分もあるので、防犯灯に関して言えば、古いものがあるという

ことで前回も指摘させていただいたのがあったりするものですから、そういった部分を早急

に解決していただくのと、やっぱり歩道に関しては、ここは危険箇所だなと思った部分に関

しては早急な対応を求めていきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 橋村防災安全課長。 

○防災安全課長（橋村正則君） 防犯灯の修繕、または取りかえ等につきましては、地元の方

と相談しながら、古い箇所から順に取りかえていきたいと考えておりますので、よろしくお

願いします。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 地元の方とということであったんですが、なかなか予算が回ってなく

て、要望どおりに早急につくれないということもあったらしいので、ぜひその部分に関して
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も十分配慮していただいて、早急な対応をお願いしたいと思います。 

 子ども・子育てに関するものに関しては今月末のことになりますので、これ以上言っても

あれかなと思いますので、次の質問に移らせていただきます。 

 ３点目、今度は子ども・子育てとはちょっと切り離したというか、先ほどちらっと出たこ

ともありますけれども、交通安全や道路整備についてでございます。 

 最近、弥富市でカーブミラーが古くなって見えにくいとか、白線や道路標識が本当に古く

なって見えにくい。白線に至っては、もう消えて、見えないというようなものが多々見受け

られます。例えば私、きょう、自分のうちからここに来るまでに結構な箇所で見えない部分

があった。特に一時停止の白線については、どこでとまったらいいかわからんぐらいの消え

かかったものが多々あったんですね。具体的な箇所については、また後ほど報告させていた

だきますが、そういった部分に関して、市ではどのように管理して補修を行っているのか、

お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、御質問に対して回答させていただきます。 

 白線等について、どのようにチェックし、補修しているかという御質問でございますが、

カーブミラーや白線、標識等の管理につきましては、土木課の職員が外出した際に巡回して、

補修する箇所がございましたら確認を行って、補修する場所の連絡を区長さん初め、市民の

皆様方より多くいただいておるところでございます。 

 この場合につきましては、土木課職員が補修するものの確認を現地で行います。そのもの

がどこの所管かということで、例えば国・県、公安委員会、弥富市のいずれに当たるかを確

認の後に、市の所管となる場合につきましては、市が委託しております業者に連絡をし、速

やかに補修をするように指示をして、確認をしているところでございます。 

 また、市管理以外の場合につきましては、それぞれの所管に連絡をして、対応をお願いし

ているところでございます。 

 職員だけでは市内全域の確認もできませんので、今後も危険箇所等がございましたら、御

連絡をいただきますようよろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） もちろん職員だけの目では行き届かない部分が、広いものですからあ

ると思います。そのことで、やっぱり地元の方が結構市のほうに持ってきて、ここちょっと

切れておる。危ないよということで教えていただけるかなと思うんですけれども、そういっ

た箇所で、例えば今年度に入って、言っても、なかなかそれが補修できていないということ

も聞いておりますが、補修する対応というか、どれだけのそういった報告があって、達成と

いうんですか、どれだけ補修できているかというのは、管理はどういうふうになっているん
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でしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 補修の管理でございますが、さきに今の状況を報告させていただ

きたいと思います。 

 カーブミラーや標識の中には速やかに補修できずに、長時間放置したままとなっているも

のもございます。これにつきましては、物損事故等の場合には事故を起こした当事者が補修

することになっておりまして、保険を利用して補修する場合につきましての手続などに時間

を要します。速やかな補修ができずに、長時間放置したままとなっているケースもございま

す。 

 また、市を初め、行政機関では、特に年度がわりにおいて委託業者が決定しておらず、事

務手続が必要となるために速やかな対応ができなくなり、遅くなることもございます。 

 以上のような点で補修が遅くなったりすることもございますが、少しでも早く補修するこ

とに心がけておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

 また、件数につきましては、ちょっと数を掌握しておりませんので、全部が全部対応でき

るわけでもございませんので、予算に応じて危険箇所から対応していきたいというふうに思

っておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 先ほど、数もたくさんで、なかなか予算もあるということで、早急な

対応もできないということでございますが、こういう交通標識や白線、そして道路の穴ぼこ

等も含めて、やっぱりお金の問題より命の問題でしょということがあるので、ぜひとも補正

でも組んでいただいて、それは早急に直していく対応が求められるんじゃないかなと思うの

ですが、その点についてはどうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 交通安全というのは、私たちの自治体のみならず、県・国の本当に大

変重要な施策でございます。愛知県におきましては、過去ワーストワンという形が大変長く

続いておるわけでございます。今年度もそんなような状況に今あるわけでございます。 

 今、議員の御指摘のように交通事故を事前に防止していくためには、さまざまな交通安全

標識であるとか、あるいは標示の問題についてはしっかりと市としても注視していかなきゃ

ならないというふうに思っております。 

 そういうような状況の中において、12月にもお願いいたしましたけれども、この６月議会

におきましても1,000万円を計上させていただきました。補正予算として認めていただきた

いというふうに思っておるわけでございます。これは、通学路であるとか、あるいはさまざ

まな交通安全の危ない場所について、我々自身も気をつけながら行動させていただいており
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ますけれども、先日も区長・六役会を通じまして、このお話をさせていただきました。自治

会におきまして、この箇所をというところを見出していただきながら、我々行政と一体にな

って交通安全に取り組んでいきたいというふうに思っておりますので、御理解いただきたい

と思います。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 自治会でもぜひともそういったことを知らせてくれる、本当に貴重な

ところでありますので、そういった要望・要求に対しては迅速に対応していただきたいなと

今後も思っております。 

 あとは、やっぱりうちの市で管理するものであれば、市の責任でささっとできるかもしれ

ないんですけれども、県の管理になっているものや国の管理になっているものがあるかと思

っております。特に愛知県は、先ほど市長も言われたようにワーストワンということでござ

いまして、それを返上したいと言っておるわけでございますので、県のものであっても、こ

れは危険だなと思っているのであれば、しっかりと県にも催促をしていかなければならない

と思っているんです。なので、あそこは県だからということで後回しにするんじゃなくて、

やっぱり危険があるならば、迅速に対応していただくということで、ぜひとも今後取り組ん

でいただきたいと思います。その辺をお願い申し上げまして、私の質問を終わらせていただ

きます。 

○議長（佐藤高清君） 次に三宮十五郎議員、お願いします。 

○５番（三宮十五郎君） ５番、日本共産党弥富市議団の三宮十五郎でございます。 

 皆さん、こんにちは。 

 きょう、私は国民と市民の安全のためにを最初のテーマとさせていただきまして、集団的

自衛権の行使などによります日本を戦争する国にさせないこと、原子力発電所の災害から私

たちの命を守ること、５月30日に県が発表しました地震によりますゼロメートル災害から市

民を守ることの３つをあわせて質問をさせていただくことになっておりますが、それに先立

って、少しこの問題で最近、市民の皆さんの間で起こっている変化をお伝えさせていただき

たいと思います。 

 私は昭和43年の３月から議会議員を務めさせていただいて、途中で１期落選をしたことが

ございますが、その間、相当長い期間にわたって、近鉄駅前で朝７時から１時間ほどお話を

させていただいてきましたが、先週の12日に、きょう質問させていただくこの３つのテーマ

でお話をさせていただいたところ、宣伝カーの近くを通り過ぎていく高校生など若い人たち

が次々と頑張れと声をかけてくださったり、手を振ってくれる。ホームからも手を振ってく

れる人も何人かございました。私の議員活動の経験の中で近鉄の弥富駅前でこんな反応があ

ったのは初めてです。今、本当に多くの人々が政府や国会の動き、国や地域の将来に心を痛



－４７－ 

めており、国民や市民の願いに沿ったものにしてほしいという思いを強く持たれているとい

うことを改めて痛感いたしました。 

 そこで、私は、その後の14日の土曜日に、弥富市の長老の識者の一人でもございます、そ

して海部地域の教育に長くかかわり、退職後は弥富町の最初の専任の公民館長を佐藤町長の

求めに応じてされたと思いますが、その後、長く福寿会連合会長を務められ、さらに89歳の

現在に至っても語り部の会を主宰されており、地域の発展に寄与されております大島静雄先

生を尋ねて、このことをお話しさせていただきました。 

 先生は、国の政治と国民の思いが余りにもかけ離れている。みんなで声を上げなければ大

変なことになる。戦争への道をとめること。防ぎようのない原発の被害から国民や市民を守

ることが強く求められている。せめて市長や議会の皆さんが、中日新聞の社説などの立場で

一致して対策を考えていただけないだろうか。弥富のゼロメートル災害の避難対策は市の最

重点事業として、さすがは弥富市と言われるものになるように取り組んでいただきたいもの

です。私も燃え尽きるまで頑張りますが、市長や議員の皆さんにも私のこの思いを伝えて、

質問をしてくださいと励まされました。 

 こうした市民の皆さんの思いに応えていただく答弁と施策の展開を求めて、質問をさせて

いただきます。 

 まず、市長に具体的に質問させていただきます。 

 日本を戦争する国にしようとする憲法の解釈の変更や９条改悪をさせないために、平和自

治体宣言を行い、中学生に対しても平和教育を実施しているまちの首長として、積極的な役

割を果たされることについてお尋ねいたします。 

 安倍内閣は、憲法９条の立場から、歴代の政権が自衛隊は戦闘地域には派遣しない。自国

が攻撃された場合以外には戦闘行為をしないなどの国会や国民との約束を破り、第三国であ

っても、その攻撃が日本の安全を著しく脅かす場合などに戦闘行為ができるというふうにそ

の解釈をねじ曲げ、憲法に対する判断は内閣の責任で行うなどとして、国会での多数を頼み、

解釈だけでなく、種々の法律の改正なども準備し、自衛隊の活動範囲を根本的に変えようと

しております。 

 さきに麻生副総理が「ナチスに学べ」と述べてひんしゅくを買いましたが、それは、当時、

ドイツがワイマール憲法という世界でも最も国民主権を貫いた憲法を持っておりましたが、

国会で多数党になると、数の力で憲法を踏みにじり、秘密警察と独裁政治を打ち立てて、あ

の世界大戦への口火を切りました。 

 今日、多くの国の憲法は国民の圧倒的多数が承認しない限り、国会で多数をとり、政権を

とっただけでは国論を二分するような問題を一方的に数の力で押し切ることができない仕組

みを、憲法を中心に定めており、立憲主義、民主国家の土台となっております。 
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 秘密保護法の制定から、憲法の中心問題の解釈の変更を内閣の責任で行うなどは、国会の

ハイジャック以外の何物でもなく、「ナチスに学べ」の発言を地でいくものであり、世論調

査でも、国民の多数はそうした流れをよしとしていないことは明らかであります。 

 大江健三郎さんは作家活動を中止して、９条を守ることに全力を尽くすと述べなければな

らない状態でございますが、大島先生なども、燃え尽きるまで声を上げていきたいと述べ、

歴代の自民党政権の屋台骨を支えてきた古賀、野中、加藤の元幹事長が相次いで私たちの新

聞「赤旗」を通じて、現政権への重大な懸念を述べなければならない事態に至っております。 

 きょうの中日新聞によりますと、自民党の岐阜県連は全県の市町村議会に慎重な対応をさ

れることを求める意見書を出すことを要請しているということが報道されておりました。 

 ぜひ国民と一番近い政治にかかわる、とりわけ自治体の首長として、この地域の市長会な

どでも、国民と市民の声を反映し、安心・安全の国と市町にするために積極的な役割を果た

されたいと思いますが、御見解をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三宮議員にお答え申し上げます。 

 集団的自衛権の行使の容認について、今、議論がいろんなところで巻き起こっていること

は皆さん周知の事実でございます。 

 いま一度、憲法第９条をしっかりと理解していかなきゃならないときでもあろうというふ

うに思うわけでございます。 

 その憲法第９条には、日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国

権の発動たる戦争と武力による威嚇、または武力の行使は国際紛争を解決する手段としては

永久にこれを放棄する。前項の目的を達するため、陸・海・空軍、その他の戦力はこれを保

持しない。国の交戦権はこれを認めないという形で憲法に明確に規定をされておるわけでご

ざいます。 

 今回の集団的自衛権の行使につきましては、いわゆる憲法の前文である全世界の国民が平

和のうちに生存する権利を有するとか、憲法第13条における生命、自由及び幸福追求に対す

る国民の権利については最大の尊重が必要であるという形の中において、憲法第９条だけで

はなく、憲法の前文ないし憲法第13条を読み合わせて、その集団的自衛権を認められるとい

う形で内閣は理解をされているようでございます。 

 こういうことを内閣が発動しなかったら、誰がするんですかという形で、つい先日もテレ

ビ討論を私は見ておりました。憲法の歯どめがあればこそということについて、正しい理解

が必要だろうというふうに思った次第でございます。 

 このように、憲法の前文であるとか、13条の読み合わせで憲法第９条の根幹を曲げてしま

うということは、いささか軽率ではないかというふうにも理解をするところでございます。 
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 国会で十分時間をかけていただき、議論していただくと同時に、この日本国憲法の第９条

につきましては、世界に理解をしていただかなくてはならないというふうにも思っておるわ

けでございます。 

 私どもといたしましては、先ほど議員が申し上げられましたように、いわゆる平和都市宣

言、あるいは中学校における平和教育を実施させていただいております。そういうような観

点からいたしましても、この集団的自衛権の行使という憲法第９条の解釈改憲を急ぐという

ことについては、甚だ今のあり方について疑問を持っているのが率直な私の意見でございま

す。よって、私どもといたしましては、今後のこの憲法第９条の解釈改憲ということについ

ては、しっかりと中止をしていかなきゃならない。私といたしましては、いわゆる憲法第９

条を守っていくということについて、これからもそんな姿勢でまいりたいというふうに思っ

ております。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 大変この問題の根幹に触れられて、市長としては９条をしっかり守

っていきたいという表明をされましたが、実は先日、今、憲法問題で国民的な大きな共感を

得ております９条の会が10周年の集会を開きまして、そこでいろんな方が意見を述べられま

したが、私、非常にそのときになるほどと思ったのは、韓国の大学教授のキム・ヨンホさん

という方が、今、東北アジア、東アジアは敵対的相互依存の悪循環の穴に陥っています。中

国という敵をつくり、敵の威力を強調し、それで民族主義、保守的雰囲気を高め、それで政

権の安定を目指す。中国も高まる民主化の要求を押さえつけなければならない。そのために

日本という敵をつくり、ナショナリズムを引き起こす。そうすれば、互いに敵でありながら、

みずから敵に依存する敵対的相互依存の悪循環がエスカレートします。相手への脅威が非常

に高まれば安全保障問題が問われ、そのために憲法を変えるべきだと言えば、支持率がどん

どん高くなります。韓国も含め、敵対的相互依存の悪循環から抜け出すためには、市民の理

論が国家の論理、軍事の論理を圧倒すべきです。そのために、アジアの市民社会が連帯し、

アジア市民平和会議を開いて、アジア全体の市民平和憲法をつくるべきだと思いますという

ふうに述べられておりますが、非常に、特に北東アジアの状態というのは危険な状態だとい

うことを世界中の人たちが感じている状態で、アメリカももっと中国や韓国と首脳会談がで

きる条件をというふうに求めておりますが、結局、靖国神社参拝の問題で、さきの戦争は正

しかった。そして、日本は何も間違ったことをしていないというのが靖国神社のあの戦争に

対する公式な態度でありまして、靖国神社の中には遊就館という戦争博物館があって、そこ

へ行くと、まるで時代が変わったような展示がされておりまして、そのことの中で靖国神社

問題が大きな問題になっております。 

 森元総理でさえ、自分の意見と国益が対立したときには、国益に従わなければならないと



－５０－ 

総理を諭すような状態になっている中で、相変わらず事態の打開への道が進まない。 

 一方で、ＡＳＥＡＮ諸国は、紛争は、いろんな国がありますから必ず起こるけれども、絶

対に戦争にしないという協定をＡＳＥＡＮ諸国の加盟国で結んで、今、紛争解決の処理のた

めに１年間に1,000回を超える協議がされる状態をつくって、絶対戦争を起こさないという

枠組みがつくられておりますが、ぜひ北東アジアでもそういう方向への国民世論を強めるた

めに市長に御尽力を尽くしていただきたいということを要請いたしまして、次の質問に移っ

てまいります。 

 次は、原発による国民の命と安全を脅かすことをやめさせることについてお尋ねいたしま

す。 

 大飯原発差しとめ訴訟の５月21日に福井地方裁判所が行いました判決は、これまでの原発

に対する政府や電力会社の主張をことごとく退けたものであります。 

 中日新聞は、22日付の社説の中で、今回の地裁の判決は普通の国民が普通に考えて思い至

ることばかりではないかと述べております。多くの市町で、田植えさえできない、ふるさと

に帰るめどもない大量の避難生活者の事故の現状を見据えた国民の命を守る判決と評価して

います。 

 ５月上旬に行った時事通信の世論調査では、原発をなくしていくという立場の表明は84％

にも上り、政府が言っている重要な電源として使うという立場を表明されたのはわずか

12.7％でしかありません。こうした国民の声がこの判決を大きく後押ししていることは間違

いありません。 

 市長もこれまで、基本的には原発はないほうがよいが、産業用電力との調和も考えながら

というような御意見だったというふうに私は覚えておりますが、電力固定価格買い取り制度

が始まった2012年７月から2014年２月まで、わずか２年弱の間で政府によります新規認定量

が4,121万キロワットにもなり、３・11以前の全商用原発の54基分、4,900万キロワットに迫

るものとなっております。ことしの夏は格別な節電が必要でないことも既に明らかになって

おりますが、そういうことから考えても、なくしていくという方向が一層はっきり見えてき

たのではないでしょうか。 

 原発の影響は、事故後の対応や廃炉への道が思うように進まないばかりか、汚染水の海へ

の垂れ流しも国民の大きな心配事となっております。加えて、事故後、茨城や栃木県など、

100キロ圏を超えてもタケノコが食べられないとか、そんなことがございましたが、先日、

私の子供夫婦が日光市に住んでおりますが、私のところへ孫を連れて戻ってまいりました。

聞いてみますと、息子の妻は日光の東照宮のお世話係をしておりまして、大変広い境内地で

すから、その中のタケノコだとか、自生のキノコだとか、こういうものはお世話係の人がい

ただける仕組みになっているそうです。ところが、３・11以後、その年も食べられなかった



－５１－ 

だけではなくて、いまだに食べられない状態がずっと続いていると。したがって、本当にあ

の原発事故の影響は、報道されているものに比べてはるかに大きなものであることを、改め

て私も、自分の子供がいるところの話の中で痛感をしたわけでございますが、ぜひこんなコ

ントロールできない、何万年も冷却管理を続けなければならないような廃棄物の処理などを

考えましたら、やはり一日も早くなくして、安心して、本当に国民が住んでいける国やまち

にしていただく。 

 とりわけ弥富市は浜岡原発から、あるいはまたこの判決がされました大飯原発からいずれ

も100キロ圏の中に入るまちであります。とりわけ心配なのは、一つは、浜岡にもし事故が

発生すれば、恐らく日本の大動脈であります東海道新幹線や東名、そういう日本の国の動脈

とも言われる交通路が遮断される状態が心配されますし、大飯原発に至りましては、木曽川

の流域ですね。私たちの水源が汚染される心配もかなり強いものでありまして、やはりこう

した福井原発の判決、地方裁判所の判決などがさらに国民や地方自治体からも支持されて、

日本の政治が一日も早く、圧倒的な国民の願いに応える方向に、市長として積極的な役割を

果たしていただきたいと思いますが、御見解をお伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三宮議員にお答え申し上げます。 

 原子力発電の安全対策につきましては、三宮議員のおっしゃるように、東京電力福島第１

原発のあの発電所の事故から３年以上が経過しておるわけでございますけれども、今なお多

くの住民が放射線の健康影響等に関する不安、長期にわたって避難生活などが余儀なくされ

ておる、大変困難な状況に置かれていることは全く今もって変わっていないという状況でご

ざいます。 

 先月、５月21日の福井地裁の判決で大飯原発の運転再開は認めないという判決が下されま

した。今までの原発の安全神話、そういうようなものが完全に否定されたかのように考える

わけでございます。 

 原発の稼働ということに対しては発電コストの低減になるということがいつも議論の中で

言われているわけでございます。それが電力料金に関係してくるという議論でございますが、

極めて多数の人々の生存そのものにかかわる権利と、電気代が高い低いという問題とを並べ

て議論することはいささかおかしいだろうというふうにも思っております。 

 今、またこんなことも言われています。今の産業界における電力の供給なくして、日本の

経済は成り立たないという議論でございます。あるいは原発を誘致している立地自治体など

には経済活動の停滞や雇用の不安というものがつきまとっているということでございます。

このことにつきましては私も理解をするところではございますけれども、日本全体で考える

べきことではなかろうかというふうにも思っております。いずれにいたしましても、福井地
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裁の判決は、多くの国民が普通に考えてみえることである、その結果であろうというふうに

も思っております。国民の命を守る判決であるということが言えるかもしれません。 

 そのような観点に立って、私は、原発の再稼働につきましては早急に廃止する方向で考え

るべきだということをいつも申し上げておるところでございます。 

 このような問題を私の立場で発言すると、いろんな関係がぎくしゃくすることにもつなが

りかねないということは自分でもよく理解をしているところでございますが、自分の意思を

しっかりと表明することも大事だろうというふうに思っております。 

 このような中で、６月４日、全国市長会が東京で開催されましたけれども、東京電力福島

第１原子力発電所事故への対応と原子力安全対策に関する決議を市長会のほうでさせていた

だきました。その内容は、原発事故の早期収束と完全な賠償、そして放射線物質による国民、

住民生活に対する影響への対応、原子力安全、防災対策の充実、汚染水対策の着実な推進、

さらには中・長期的なエネルギー政策としてしっかりと構築し、国の責任を果たさなきゃな

らないということを決議させていただきました。 

 いずれにいたしましても、この原子力発電の再稼働につきましては、やはりもう一度しっ

かりとした協議、議論を重ねながら、私としては廃止の方向へ導いていただければという基

本的な考えを持ち合わせているところでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 市長会もそういう立場に立った議決をしていただけたということで

ございますので、今、市長もおっしゃられましたが、大多数の国民が普通に考えて、行き着

く先、これは中日新聞の社説の中でそう言われておりますが、そういう方向で一日も早く安

心できる、今の状態だと本当に地震大国、あるいは火山大国、しかも活動の周期が広がって

いる中で、稼働中に事故が起これば、本当に取り返しのつかない事態になると思いますので、

積極的な役割を果たし、何よりも政治の一番市民・住民と直結したまちの首長としての役割

も果たしながら、一日も早くこの世論が政治に届くようにいろんな御尽力を引き続いて考え

ていただくことを強く求めて、次の質問に移らせていただきます。 

 次は、ゼロメートル災害への備えを抜本的に強化することについてでございます。 

 愛知県が５月30日に発表いたしました南海トラフ想定の津波、堤防沈下による被害想定は、

この地域に住む者としての備えと対策の大切さを改めて求められております。 

 市議会が昨年行いました石巻市の視察から考えれば、旧北上川河口周辺とよく似た地形の

弥富市では、液状化などにより、現在の地盤そのものが地震によって新たに１メートル前後

沈下したあの石巻市を初めとする東北各地の事態がさらに心配を大きくします。 

 ４月19日付の読売新聞の片田群馬大教授のインタビュー記事にもございますが、異常気象

による巨大台風や高潮、あるいは木曽川流域の集中豪雨のことは載っておりませんでしたが、
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久しく木曽川流域、あるいはこの周辺では時間50ミリだとか、100ミリだとかという豪雨が

本当に毎年珍しくない報道がされておりまして、上流の豪雨によりまして、京都でも大きな

被害が発生したこともつい最近でございますが、私が議員になって、そんなにたっていない

ころに一度本当に木曽川に警報が出たことがあるぐらいで、そういう弥富は、幸いなことに

伊勢湾台風以降、大きなゼロメートル災害には遭わずに来ておりますが、しかし、確率から

いいますと、本当に地震も大変なんですが、要するに片田インタビューの一番中心点は、従

来は台風はだんだん日本に来るに従って勢力が弱まっておったけれども、海水温度の上昇に

よって、日本に来ているときが一番勢力が大きくなっている。だから、さきにフィリピンを

襲ったような、ああいう台風が珍しくない状態だというふうに考えることをすれば、やっぱ

り地震、津波災害とあわせて、ゼロメートル災害からどう市民や財産を守るか。とりわけ住

民の生命を守るかというのは喫緊の課題だという提起がされております。 

 東北大震災のときも、逃げる以外にないということを一貫して主張して、本当によくそん

なことが言えるといってひんしゅくを買うぐらいのことを言ってきた人の発言ですが、議会

改革協議会でもこの前、皆さん全員に配付をさせていただいたわけでありますが、ぜひこう

いうことを考慮した弥富市の防災計画、ゼロメートル災害対策を進めていく必要があるので

はないかというふうに思いますが、そういうことでいいますと、とりわけ弥富市の最大の弱

点は、人口に比べて緊急避難所の場所が極めて少ないということであります。私は、そのた

め、一定の高さがあり、陸上交通でも孤立しないことが考えられる東名阪弥富インターに隣

接する場所に、これは市長も後期計画の中で考えていきたいというふうに言われておりまし

たが、運動広場はちょっと全市的な位置からいうと不便なところになりますが、やはり災害

対策ということを考えたら、あのインター隣接で全市を対象にしたような規模の運動広場が

あって、一定の高さがあるものがあるということは、弥富市の全体の避難場所の不足分を解

消することと、それからもう一つは、やっぱり基本的に弥富市はゼロメートル災害になると

避難所は孤立しますよね。それぞれ孤立する。そういうことを考えたら、陸上交通と直結し

た場所に運動公園をまるごとかさ上げしてしまえば、数千人が避難できる場所になるわけで

ありますから、そうしますと、当然それにふさわしいトイレだとか、いろんな施設も整備さ

れます。同時に、本当にそういう災害対応の防災公園というなら、防災倉庫だとか、あるい

は給水設備だとかの整備もされていくことが考えられるわけですね。弥富の中で本当に相当

数の人たちがまとまった場所に、ゼロメートル災害時に、特に台風なんかの災害ですね。高

潮、台風はあらかじめ予見できますので、空振りになっても、本当にそういう危険があると

きは避難をするということが今大きな全国的課題になっております。 

 そうしますと、周辺だけじゃなくて、一定のところから、当然運動広場ですから駐車場も

ありますから、そこへ車で移動してくることもできるわけであります。そうしますと、今後
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の避難だとか、救援だとか、いろんなことを考えましても、全部ばらばらに孤立するような

状態から、一定の人たちは少なくとも陸上交通と遮断されない場所に来る。とりわけ伊勢湾

台風のころと比べて大きな違いは、伊勢湾台風のときはまだ浅かったから、弥富全体でいい

ますとね。私も佐屋におりましたが、佐屋から名鉄の線路を伝って、いかだで弥富へしょっ

ちゅう来ていたんですが、そういうことができました。しかし、今の状態だと、多分いかだ

をさおでこぐとか、あるいは伊勢湾台風の当時は船もたくさんありましたから、船が本当に

相当大きな役割を果たしたんですが、全く状況が変わっていますよね。そういうことから考

えますと、かなり弥富全体の不足する緊急避難所を解消すると同時に、本格的な防災訓練等

でも、どこに避難をするかということがお互いに決められる程度のそういう訓練もできるし、

配慮もできるようになると思います。 

 そういうことを考えますと、今、東北だとか、あるいは津波が心配されるところで、市内

だとか、自分の町や村の中に避難場所があるところは、公共施設なんかをそこへ移転させる

補助金制度はありますよね。全くそういうところがない弥富なり、この周辺の市町が、恐ら

く費用対効果も非常に高い、しかも現実的に以後の避難や救援対策を考えても有効な活用が

図れる場所が日常的に運動公園として活用できるというようなことも含めて考えるなら、私

は非常に費用対効果の高い施設となると思いますし、弥富市民にとっては大きな、これだけ

で全部解決するわけではありませんから、将来的にはというか、全市的にどうしていくかと

いうのもさらに詰めていく必要はあると思いますが、それにしましても、これは当然、ある

ところは公共施設なんかの移転の費用も補助金で出るというが、ないところで合理的なもの

をつくるのに補助金が出ないというはずはないと思うんです。そういうことをひとつしっか

り御検討いただいて、地震災害とあわせて、高潮だとか台風、集中豪雨災害などで、伊勢湾

台風から平均しましても１メートルから１メーター50ぐらい沈下をしているこのまちで、本

当に市民の安全を守る。とりわけ今、こういう経済状態の中で、家族同士が助け合って生き

ていかなきゃいかんということで、農家の皆さんも２世代住宅というか、庭先に立派な跡取

り息子や、あるいはお婿さんのうちをつくるというのが弥富の中でもふえておりますし、同

時に子育てのまち弥富ということでたくさんの人たちが来てくださっております。周辺の市

町でどんどん人口が減ったり、子供が大幅に減っている中で、今は従来のこの市の施策の影

響もありまして、名古屋に通勤するのにも非常に便利だということや、いろんな条件が重な

りまして、たくさんの人たちがこのまちに住むことを選んでおります。先ごろ、市側からの

発表によりましても、定住を希望する住民が非常にふえているということを考えましても、

この皆さんの信託に応えるためにも、私は、この防災広場をつくるということについて、本

格的に検討していただくことが今弥富市の防災対策のかなめの一つになると思いますが、市

長の御見解をお伺いいたします。 
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○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員にお答え申し上げます。 

 愛知県の防災局から５月30日、南海トラフ巨大地震が発生した場合の被害想定が発表され

たわけでございますが、この内容につきましては各議員御承知のごとくでございます。最悪

のシナリオとはいえ、大変大きな衝撃を私どもとしては覚えたところでもございます。震度

は７、津波が来る前に堤防が崩壊し、さらに液状化が発生し、甚大な被害が予想されるとい

うことでございます。また、海抜ゼロメーター浸水の、いわゆる大きな被害が生まれるとい

うことに対して警鐘を鳴らしていただいておるわけでございます。 

 ３・11以来、東日本大震災のあの教訓から、私どもも公助・共助・自助という防災・減災

の基本について、議員各位と議論を重ねてきたところでございます。 

 そのような状況の中において、公助といたしましては、住民の皆様の一時的な避難場所と

して、新たに防災センターを設置したり、公の建物、あるいは民間の方々の御協力をいただ

き、１次避難場所を設置しているところでございます。今後もさらにその場所を加えていき

たい、そんな計画を持っておるところでございます。 

 議員御指摘の弥富インターにおける避難場所の設置につきましては、中日本高速道路の所

長さんに御要望させていただきました。所長のそのときの御回答といたしましては、桑名イ

ンター周辺にそのモデルを一度考えていきたいということでございました。そして、弥富イ

ンターにも検討してまいるということでございますので、今後も要望を出し続け、中日本高

速道路の皆様方の一つの方向性について注視をしていきたいというふうに思っております。 

 私、個人的といたしましては、少し三宮議員と異なるかもしれませんが、平成の命山的な

避難場所においては、県の施設であります海南こどもの国のあの広い丘陵地帯を県との協議

の中で検討してまいりたいというふうにも思っております。あそこは高さ8.5メーターござ

いまして、私ども、市民・住民の皆様が一時的に避難する場所といたしましては、ほぼ市の

中央部分に属するということからして、いい場所ではないかというふうにも思っておるとこ

ろでございます。 

 さらに加えさせていただきますけれども、この４月、愛知県大村知事を会長として、河川

海岸堤防等地震・津波対策事業促進協議会を設置されました。私も弥富市の置かれた環境と

いうことの中で副会長という大役を仰せつかっているわけでございます。海岸の堤防等にお

けるこれからの整備に対して、機会あるごとに国に要望し、木曽川であるとか、日光川であ

るとか、あるいは弥富港、鍋田ふ頭という形の中での港の強化にこれからも努力をしてまい

りたいというふうに思っております。 

 いずれにしても、公助だけでは災害ということに対しては立ち向かえません。自助・共助

という形の中で、いま一度御協力賜りますことをお願い申し上げまして、答弁とさせていた
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だきます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） こどもの国を利用することについても、私は別にそれは今のインタ

ーの周辺で足りるわけではないわけですから、ぜひそれはそれでお進めいただきたいと思う

んですが、問題は、一つは、地震災害によります河川堤の決壊という問題について、大変心

配の尽きない、そう簡単に今の状態が大丈夫と言えないから、ああいう最悪という相当大き

い被害想定が出されたわけであります。同時に、先ほども申し上げましたが、要するに液状

化ですね。 

 この辺の地盤の特徴というのは、木曽三川の下流地域で、地表から大体七、八メートルの

ところまでは砂で割方かたい地盤、その下は、桜小学校だとか、それから弥生小学校の鉄筋

化の工事のときに私どもも何回か現場で立ち会ったことがございますが、当時ですから、ま

だディーゼルハンマーを使って、大きいくいを打ち込むという作業がやられておりました。

砂のところの間は大きいハンマーを落として、ディーゼルで圧縮して、それで爆発させると。

その反動で続けてエンジンがかかって打ち込んでいくというやり方をとっていましたね。と

ころが、砂の層を抜けると、ディーゼルハンマーは全然使えないんですよね。圧縮する力、

ずぶずぶと入っていく。だから、持ち上げては落として、それで弥生小学校や桜小学校の当

時のくい打ち工事は行われたものなんです。そういうところですから、先ほども申し上げま

したように、特に海溝型の地震というのは揺れる時間が非常に長い。マグニチュード９なん

ていうすごいエネルギーですね。 

 だから、私どもが議会として石巻に行ったとき、どこのまちでも言われたんですが、仙台

駅で３分ほど揺れたそうですね、あの地震。そんな海溝型の地震で長期に大きく揺れるとい

うようなことがありますと、当然砂の地盤のところの支持力というのは、水を加えて揺られ

ますからなくなっていくということで、ですから、本当に石巻の市役所はちょうど弥富市な

んかと同じような場所にあったわけですが、周辺全体が１メートル近く、またその地震で沈

下をしたというようなこともありまして、今の、伊勢湾台風から１メートルか１メーター40

沈下しておるところへ、また地震で沈下をするというようなことがあれば、本当にそれぞれ

の避難所が孤立する度合いというのは非常に高いんですよね。 

 そういう中で、全体の避難所不足を解消することとあわせまして、要するにただ山をつく

っておくということではやっぱり余り役に立たない。運動公園や何か、日常的に市民が利用

する、いつも出入りしている、そういう場所で、なおかつ高さのある避難所として使えると

いうのは、やっぱり非常に弥富市としても魅力のあるところ。今、市長おっしゃられたよう

に、もしこの隣接地で一定の高さを持った運動広場をつくる。そして、中日本高速道路に依

頼して、隣接地に同じように、隣接してつくるわけですから、かさ上げさせてもらうことが
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できれば、弥富市が用意するよりもはるかに多くの広場だとか避難所を利用させていただけ

るわけで、中日本高速道路は、今言ったようにモデルをつくりたいということなんですが、

ぜひそのモデルとして弥富市が名乗りを上げて、弥富市もつくりますから使わせてください

ということで、さっき申し上げ、くどいようにもう一度申し上げますが、私は今、避難する

場所がない名古屋の西部地方のかなりの市町だとか、東京やその周辺もそうですよね。避難

する場所がないところがいっぱいありますよね、関東でも大阪でもそうですが。そうすると、

そこでの対応で、今は避難するところがあるところは移転や何かの費用も国の補助金という

んですが、避難するところがないところが費用対効果の高い効果的な避難所をつくることに

ついて、積極的に補助金を出してくれということを弥富市が手を挙げていただくということ

は、市民の皆さんにとっても非常に心強いことだと思いますので、やっぱりそういう立場で

の御検討を一度しっかりと部内で進めていただきたいと思いますが、市長、その辺は、くど

いようですが、もう一度御見解をお伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員にお答え申し上げます。 

 弥富インター周辺に対して、一度、三宮議員とまた別に時間を設けさせていただきまして、

どのように具体的にお考えになっているかということについて、私としてもしっかりと理解

をし、そしてまた東名阪のどのような場所に具体的に設置していくかということについて、

少し意見調整をさせていただきたいというふうに思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） それでは、この問題は、今、市長からそういうふうにボールを返さ

れましたので、しっかり受けとめて、一度しっかりと市の当局の皆さんと議論させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

 さて、私、あとたくさんのことを用意しておりましたが、皆さんにせっかく準備をしてい

ただいて、質問せずに終わると申しわけないので、国保の関係につきましては、議案も国保

の関連の議案がございますので、そちらのほうに回させていただいて、きょうはせっかく準

備いただいたわけですが、ぜひ次の機会に譲らせていただきたいと思いますので、別の質問

に移らせていただきます。 

 では最後に、文化行事にふさわしいホールの位置づけをということでお尋ねいたします。 

 市の重要な行事でふぐあいがあって、さきにも市長がこの場で、非常に関係者には申しわ

けないことをしたというふうに遺憾の意を表されたことがございますが、この春の文化行事

の中でも、桜まつりと一体で行われました洋邦楽の演奏会の行事の中で、最後から４つ目の

前にどんちょうが動かなくなって、たまたま２つはどんちょうがあってもやれる行事だった
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から、どんちょうを上げずにやられたそうですが、あとの２つは、せっかく半年なり１年間

準備してきたことが全くできずに終わって、大変残念な結果になったというふうに私も思い

ますが、以前のときに、やはり市の施設ですから、どちらかというと弥富の場合は文化協会

の皆さんにお願いしてやってもらうという格好が多かったんですが、ぜひ市の職員の中で施

設全体の運営ができる人を配置していただくとかなんとかしないと、やっぱりどんどん施設

は変わってきますし、ふぐあいが発生しても原因もなかなかわからないということで御迷惑

をかけることになるということで、職員、場合によっては専門家による必要なサポートをと

いうことを要請してきましたが、残念ながらまたこういう結果になりまして、これはやはり

本格的に御検討いただきたいと。 

 あとの問題もあわせて質問させていただきますが、それと、弥富市の音楽や演劇が市民や

他市との交流事業に対応できるように、とても今の施設の状況ではなっていないので、対応

できるようなものにしていただきたいと。 

 以前に、今の施設を改良して対応できるものか、対応できなければ、次の市の計画の中に

盛り込んで考えていただきたいということを要請して、いまだにこの問題については結論が

出ない状態になっているというふうに思いますが、特に弥富市のそういう施設というのは、

少なくとも演劇や音楽の鑑賞をする、発表会などができるというようなことを全然想定して

つくられていないということもありまして、少々改良したってとても対応できないというの

が、弥富市の中にもウインドアンサンブルなんかで、よその施設を使われたり、実際やって

いる人たちも少なくないと思いますから、そういう人たちは常にそんなふうに思っている方

も少なくないと思いますが、最近は、市になって、他市との交流、あるいは地域の交流で、

先日も稲沢市で文化協会の代表が一つのクラブというか、参加をして、やってきましたが、

一つは施設がすばらしいのにびっくりしたというのと、やっぱり市のサポート体制というの

が本当にすばらしいというか、とても弥富では考えられないような状態だったと。近々、来

年ですか、今年度かな、弥富市でここ近いうちにやることになっておるんだけれども、本当

によその人たちに来ていただいてもうちの施設では心配だという声も、直接そういう人たち

からも聞いておりますが、いずれにしましても、市になって、こういう状況が今後ますます

続いていきます。 

 それと、前回も申し上げましたが、今の子供たちの音楽だとか、演劇だとかに対する感性

というのは、私たちの子供のころとは桁違いのレベルですよね。日本の青少年が世界のトッ

プクラスのいろんなコンサートやそういうもので１番になっていくような時代ですので、ぜ

ひ弥富市としても、この問題をどう解決していくかということを日程にのせて御検討いただ

きたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 
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○教育部長（服部忠昭君） 三宮議員の御質問にお答えさせていただきます。 

 去る４月５日開催の文化協会主催による洋邦楽発表会においてどんちょうにふぐあいが生

じ、操作が不能になりました。原因につきましては、保守業者からは、確たる原因は特定で

きないが、ウェート、おもりでございますけど、こちらの揺れにより、通常の停止位置ライ

ンを越えて、ファイナルリミット、最終の停止ラインでございますけど、こちらまで押し上

げたものと考えられるという報告を受けております。 

 いずれにいたしましても、不測の事態とはいえ、出演者、来客者に大変御迷惑をおかけし

たことをこの場をおかりしまして深くおわび申し上げます。 

 まず、総合社会教育センターでございますけど、こちらにつきましては平成元年に建築さ

れ、建築後25年ほどが経過し、施設や設備の老朽化もあり、保守・修繕等を行い、維持管理

に努めております。 

 舞台設備につきましては、現在、つり物のワイヤロープを６年間で一新するよう進めてお

ります。 

 また、音響設備につきましては、平成24年度に新たに更新いたしまして、その操作方法に

つきましては以前より容易になったと聞いております。利用団体につきましては、職員のほ

うから説明して、一定の理解をいただいておると思います。 

 しかしながら、大きな行事や行事内容によっては、外部委託の方法も考えておりますので、

御理解をいただきたいと思っております。 

 ２点目の文化ホールの確保につきましては、23年の12月議会でも御答弁させていただいて

おりますが、将来的には必要性も生じると認識はしております。しかしながら、現段階では

これ以上の新規の施設整備は困難であり、行事内容や利用形態に応じて、既存の中央公民館

ホールや十四山スポーツセンター第２アリーナ等を利用していただくことで対応してまいり

たいと考えております。 

 先ほど議員が御指摘の平成27年度の愛知県文化協会連合会西尾張支部芸能文化大会でござ

いますので、弥富市で開催する予定となっておりますが、この事業につきましては外部委託

を考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 今の弥富市のそういう、今部長がおっしゃられたような施設という

のは、いずれもせいぜい講演会ができる、演説会ができるという範囲のもので、例えば舞台

照明と、それから反射板ですか、ギターやそういう楽器の音をきれいに客席のほうに流す。

両方同時に使えない施設なんですね。どっちかを使えば、どっちかが使えないということが

あったり、それから、特に演劇やそういうことでいいますと、楽屋はない。それから舞台の

裏を通り抜けることができないとか、致命的な弱点を持っています。旧町時代でも、旧佐屋
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町だとか、それから佐織町が持っているホールというのは、本当に佐屋町が持っていたホー

ルというのは、海部津島地方でも小規模な演劇や音楽だとか、そういうものに一番使いやす

い施設だと。佐織の施設もまたそういうレベルなんですね。美和町もそういうレベルだった

んですが、残念ですが弥富はそういう施設をつくるときにそうした考慮が行われずに、みん

な似たような施設にしちゃったんですよね。だから、本格的にどこかを更新してできるなら、

やっぱりそういうものにする。それが無理なら、どこかの計画の中に盛り込んでいくという

ふうにしないと、やっぱり時代の要請ですよね、これは。弥富の文化が問われている問題だ

というふうに思いますが、これはやっぱり部長だと同じ答弁になると思いますので、市長、

一遍その辺の市の対応について、このままでいいのかどうか。なるべく早い時期に一度本格

的な御検討をされるのか、改めてお伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） この文化ホールというか、市民の皆様方の発表の場であったり、ある

いは市全体の行政の場であったり、さまざまな多目的な利用という形の中で文化的なホール

は必要であろうということは理解をするところでございます。 

 しかし、先ほども言いましたように、将来的にはしっかりと考え合わせていくということ

で御答弁をさせていただいておるわけでございますけれども、そういうことを言っておって

も、なかなか人口減少社会という形の中で早くすることが望ましいだろうというふうには思

っております。 

 しかしながら、一方では、正直な話をしますけれども、人口４万4,500人、４万5,000人と

いう形の中で、1,500人、2,000人が収容できる文化ホールということに対しては大変厳しい

運営になろうというふうにも思っております。これにつきましては、いろんな皆さん方、見

識の高い方、あるいはそういったことに対してたけてみえる方の御意見等も聞きながらやっ

ていかなきゃならないというふうに思っておりますので、いずれ近いうちにこういったホー

ルに対する審議の場というか、協議の場というか、そういったようなものの委員会を発足さ

せてはどうかなという気持ちもございます。いましばらく時間をいただきながら、その委員

会、あるいは審議会ということに対して、また御意見もいただければというふうに思ってお

ります。 

 いずれにいたしましても、ことし行われる文化協会主催の弥富は当番ということでござい

ますので、これにつきまして、さまざまな御要望もいただいております。その文化協会の行

事が開催されるまでにはきちっと手当てをしていきたいというふうに思っておりますので、

また御返事をしておいていただきたいというふうに思っております。 

 いずれにいたしましても、一度審議をする場を設けていきたいと思います。以上でござい

ます。 
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○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） もう時間がありませんので最後になりますが、これは要望しておき

たいと思います。 

 市民憲章でも「文化の薫り高い弥富市」ということを高らかにうたっておりますが、今、

市長おっしゃられたように、1,500人レベルというとやっぱり相当のことになりますので、

せいぜい五、六百までの間で、市民がそうそんな1,000人を超えるような規模の催しをやる

ということは、それはあるにこしたことはないんですが、やっぱり予算の関係、いろいろあ

りますので、今、私が申し上げましたもとの佐織町だとか佐屋町の施設にしてもそういうレ

ベルですよね。そういうものでないと、そんな1,500なんていうことを今の人口減少社会の

中では余り欲張らずに、しかし、同時に文化的要求を満たす方向で御検討いただくことを要

望して、質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩とします。再開は２時10分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後２時02分 休憩 

             午後２時10分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に三浦義光議員、お願いします。 

○８番（三浦義光君） ８番 三浦義光です。 

 通告に従いまして、弥富市の学校給食、並びに消防団について、２点の現状について質問

をいたします。 

 まずは学校給食に関してですが、平成24年９月議会に続き、２度目の質問にはなりますが、

再度質問をいたします。 

 本年４月から消費税は５％から８％に増税されました。そして、基本物資である米飯、パ

ン、牛乳の価格上昇による副食費、おかず代の減額をせざるを得ません。また、石油価格上

昇を機運とする給食食材価格の上昇、外国産食材の安全性の問題を契機とした国産品への転

換など、ますます食材費が増加する状況となっています。 

 全国的には、児童・生徒に必要な栄養所要量を確保しつつ、献立内容を工夫しています。

一例ですが、サイコロステーキからハンバーグに変更、カレーの肉を牛肉から豚肉に変更な

ど、献立自体、または使用する食材を安価なものに変更しています。または、季節のデザー

トや果物の使用回数を減少させるといった措置もとられております。 

 根本的な食材購入費の抑制、効率的な給食費の施行を行い、全校一括調達によるスケール

メリット、そして入札による競争性の確保などを取り入れている市町もあります。 
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 特殊な事例としては、ある一定期間、小・中学校で牛乳を試験的にやめることを決めた市

があります。この市の教育委員会は完全米飯給食で和食中心の献立にしており、正しい食習

慣を身につけてもらうのが狙い。牛乳の費用はおかずなどに回して、牛乳の分の栄養を補う

そうです。そして、牛乳の購入費を浮かせることで４月からの消費税増税分も吸収し、給食

費の値上げはしないということです。この件について、文部科学省でも一定期間やめるのは

全国でも珍しいということでした。 

 文部科学省は、学校給食の食事内容については、地域の実情に応じて、各学校の設置者、

公立小・中学校では市町村が判断することとなっています。栄養バランスに配慮し、多様な

食品を活用するように、学校給食における栄養所要量の基準を定めて、エネルギー量やカル

シウムなどの栄養素などについて、平均的な数値を文部科学省は示しています。そして、各

学校の設置者においては、この基準を参考にしつつ、地域の実情などに応じて、栄養のバラ

ンス、多様な食品構成、食文化の継承及び感謝の気持ちなど、さまざまなことに配慮して、

牛乳の使用の有無を含めて、日々の献立内容を決めていると思われます。 

 例えば地域で生産された食材、郷土料理を活用したり、行事と関連した食事を導入するな

ど、地域の特色ある学校給食が実施されています。なお、文部科学省においては、牛乳など

は児童・生徒のカルシウム摂取に効果的であるため、飲用や調理用としての推奨はしていま

す。 

 私は、脱脂粉乳から牛乳へ献立の中で移り変わっていく時代に小学校低学年を過ごしてい

ました。最初、週の一、二回が牛乳でした。いつごろから脱脂粉乳が全て牛乳に取ってかわ

ったか、記憶が定かではございませんが、高学年では毎日牛乳になっておりました。牛乳が

おいしかったのか、脱脂粉乳が余りにもまずかったのか、とにかくあの当時の牛乳のおいし

さは今でも鮮明に覚えております。牛乳が献立から消えるというのは、ほかの市町の状況と

はいえ、寂しい気持ちになります。個人的には、栄養の宝庫牛乳はこれからも学校給食に残

していってもらいたいと思っております。 

 話を給食費に戻しますが、お隣の愛西市、今年度から給食費が値上げされているそうです。

食材を落としてまで献立をつくり、子供たちの栄養摂取に悪影響を及ぼすのであれば、現状

の食材維持のための値上げと聞いております。 

 弥富市では、消費税増税、食材費高騰による対策としての現在の状況及びこれからの動向

についてお聞きをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） 三浦議員の消費税増税、食材高騰による給食費の現状及び動向に

ついてお答えいたします。 

 弥富市は、全校各学校で給食を調理し、提供している、いわゆる自校方式をこれまで行っ
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てきております。愛知県学校給食会を初め、多くの業者の方から、地域性を考慮したさまざ

まな食材を納入していただいております。 

 平成21年度に、輸入食材の安全問題もあり、食材についてはできるだけ国産品を購入する

よう変更したとき、また今年度４月、消費税率が、先ほど議員言われましたように５％から

８％に引き上げられたことにより10円値上げさせていただきました。 

 大規模校では、食材の大量購入や、小規模校では自校炊飯（学校で御飯を調理）をして、

経費の節減を図りながら、よりよい給食の維持に努めてまいりました。 

 牛乳につきましては、回数を減らしたり、一定期間とめたりすることは現在のところ考え

ておりません。 

 今後の給食費につきましては、できる限り維持していきたいと考えておりますが、給食の

食材の質や量を維持するため、やむを得ない場合は見直しをする場合がございます。以上で

ございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 弥富市が、旧弥富町時代から長年自校方式で給食を調理しているのは

把握しております。自校方式の実施のメリットとしては、地産地消が容易にでき、昨今重要

視されてきた食物アレルギーの児童・生徒への個々対応が十分に可能であるということでご

ざいます。 

 今回の給食費改定により、魅力ある献立内容の充実を図っていただき、今後も給食を生き

た教材として、小・中学校９年間を通じた食育を行って、安全・安心で、牛乳使用を含めた

栄養バランスのとれたおいしい給食の提供を求めていってください。お願いをいたします。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 学校給食には生野菜やサラダはなぜ取り入れていないのですかといった質問を受けたこと

がございました。そういえば、平成８年の病原性大腸菌Ｏ-157の食中毒事故の大規模な、こ

れはいずれも学校給食でございました。学校給食の調理は、不衛生であったり、原因菌の多

い食材を使っているわけではございませんが、学校給食の仕組みそのものが食中毒を大規模

化させました。給食センターで一括して行っていたり、各学校に調理場があっても、献立や

食材購入は全体で行っていたり、コストを下げるために行われていました。 

 食中毒事故は大規模化すると地域の医療体制が追いつかず、被害を拡大させたり、死者を

出したりすることにもつながります。この病原性大腸菌Ｏ-157による食中毒事故を受けて、

当時の文部省は学校給食食品衛生マニュアルを作成しました。それに対応するため、生野菜

に過剰な次亜塩素酸ナトリウム消毒を行ったり、生野菜を出さず、またジャムを煮返しした

り、中心温度を高くするため、加熱し過ぎの料理を出すなど、混乱を招いてきました。しか

し、本質的な問題である大規模、低コスト体制には手をつけられず、潜在的なリスクは高い
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ままでございます。 

 そして、現在でも多くの学校給食現場では、過剰な殺菌や生野菜を出さないなどの現場対

応で食中毒を防ぐことを最優先にした給食づくりがなされております。 

 平成８年の病原性大腸菌Ｏ-157の流行原因は明らかにならないままでございます。しかし、

その後、家庭では生野菜は食べられており、あのパニックは何だったんでしょうか。 

 さまざまな食品事件のたびに、一つ一つ食材が一時的に食べられなくなり、いずれまたも

とへ戻っております。ただ、そのたびごとに除菌・無菌思想だけが強力になっております。 

 しかしながら、関東のある都市では、月１回程度の使用ではございますが、学校給食にお

いて生野菜の使用が再開をしております。再開目的は、日常の食生活、食文化に鑑み、食味、

食感、香り、栄養、季節感など、これらの食品が持つ効用を活用し、食に関する教育内容の

充実を図るとともに、児童・生徒が生涯を通じて健康で心豊かに生活できるよう、多種多様

な栄養バランスのとれた献立による学校給食を提供し、食に関する基礎・基本を養うことを

趣旨に置いているそうです。ただし、生野菜の殺菌方法として、厚生労働省が示している大

量調理施設衛生管理マニュアルに沿って、またその他の作業についても、文部科学省が示し

ている学校給食衛生管理基準を厳守して徹底を図っております。これは大変調理員さんには

労力ではございます。生野菜の徹底殺菌が無害としても、果たして児童・生徒にそこまでし

た生野菜を提供する必要があるのか。本末転倒ではないのか。今回の質問を調べていくうち

に疑問を抱いた方の要望も重視をしたいのですが、最優先に考えなければならないのは、や

はり児童・生徒だということが、この質問を考えていく際に確認できました。 

 こういった国・県の指導のもと、弥富市としては、現在の給食に生野菜、サラダなどの使

用はどういった状況なのですか、お聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） それでは、給食に生野菜、サラダなどの使用状況についてお答え

します。 

 食中毒を未然に防ぐため、大量の食材を扱う学校給食の調理は、国が示す、先ほど議員が

言われましたように大量調理施設衛生管理マニュアルや学校給食衛生管理基準に沿って、調

理作業工程や調理作業手順ごとの点検を確実に行いながら仕上げてまいります。 

 野菜類の使用につきましては、昨今の食中毒の発生状況を踏まえ、また２次汚染防止の観

点から、原則として加熱調理することになっております。キャベツ、キュウリ等も加熱処理

して提供しております。ミニトマトは果物類として取り扱っておりますので、十分洗浄して

提供しております。 

 生野菜やサラダなどのあえものは、取り扱い上、生ものとして低温でずっと管理しなけれ

ばならないため、給食で出すことは控えております。 
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 加熱調理品では不足しがちなビタミンやミネラル補給に毎日給食で出す牛乳のほか、比較

的低温で出すことのできる果物やデザートで補っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 文部科学省の学校給食栄養報告によれば、学校給食での緑黄色野菜と

その他の野菜の１日の使用量は、小学生で26グラムと33グラムに、中学生で59グラムと73グ

ラムになっております。一方、厚生労働省の国民健康栄養調査によれば、７から14歳の１日

当たりの野菜摂取量は、緑黄色野菜が68グラム、その他の野菜が152グラムとなっていて、

学校給食での野菜使用量から見て、小学生や中学生の野菜摂取において、学校給食がいかに

重要な役割を果たしているのかがわかります。 

 知人のお母さんに現在の小学校・中学校の献立を拝見させていただきました。加熱調理が

原則の中で、ソテーであったり、スープであったり、キャベツなどの野菜を工夫して提供し

てもらっているそうでございます。どうかこれからも野菜の使用量を減らさず、小学生・中

学生の野菜摂取を確保し続けていってください。 

 それでは、生野菜、サラダを献立にというのが現実的に難しいのであれば、野菜本来の味、

形状、生態など、児童・生徒にどのように学んでもらえばよいのか考えてしまいます。 

 食育基本法が平成17年に設立し、学習指導要領でも食育に関する記述が充実しました。学

校現場の取り組みとして、文部科学省のスーパー食育スクール（ＳＳＳ）に指定された北名

古屋市の小学校の栄養教諭の方の記事がございました。その中で、生活の基盤となる食は、

家庭科や体育科の授業だけではなく、さまざまな教科で取り上げられていまして、給食の献

立も考えるこの先生は、栄養バランスのとれたおいしい給食はもちろん、教師の立場から授

業に即したメニューに心がけています。国語科では、２年のフキノトウ、３年の姿を変える

大豆など、食に関する題材は豊富です。生活科の春を見つけるの活動に合わせて、春野菜の

スープを献立に加えたり、授業で学んだ食材が登場することで、給食が生きた教材となると

いうものでございました。 

 ところで、弥富市には、社会見学として水耕プラント会社が市内にございまして、この会

社には、名古屋の学校のほうからも多数見学に訪れ、サラダナ、ミツバ、トマトなどの生態

を学んでおります。 

 一方、私の地元、白鳥小学校では、２年生の授業で近隣のトマト農家へ見学に訪れ、実際

にどのようにトマトが木にぶら下がっているか、初めて見る児童もいて、大変喜んでいただ

いております。かれこれ20年近くこの見学は続いているのではないでしょうか。 

 このように、私の知る限りでもこのような事例がございます。弥富市として、生野菜が献

立に取り入れられない現状として、野菜自体の学習としてはどのように取り組んでおられま

すか。 
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○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） 生野菜が献立に取り入れられない現状として、野菜自体の学習と

してはどう取り組んでいますかという御質問にお答えさせていただきます。 

 各小学校では、生活科や総合学習などの授業や学校行事の中で、勤労生産活動で野菜の栽

培を行っております。学校によって学年や栽培品目は違いますが、サツマイモ、ピーマン、

ナス、キュウリなど、形状、生態などを学習しております。収穫したものにつきましては、

その教科の中で簡単に調理して試食をしたり、多く収穫できたものにつきましては各家庭に

持ち帰ってもらっております。 

 また、各学校とも、校外学習などで地元の農家で野菜づくりの見学や水耕栽培を見学に行

くなどして、野菜の形状、生態などの学習をしております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 私の子供が小・中学生だったころと変わらず、それ以上に野菜に通じ

た学習に取り組んでもらえていると思います。 

 生野菜を給食に取り入れられない現状、これからもこのような学習を続けていってもらい

たいと思います。 

 最後に、折しも６月１日から６月30日までの１カ月間は、内閣府、文部科学省、厚生労働

省、農林水産省などの関係府省が協力し、全国的な食育推進運動、食育月間となっています。

そして、６月19日は、愛知県で学校給食に地域の農産物を使用することにより、児童・生徒、

先生方、保護者の方など、学校関係者が地域や県産物の理解を深めるため、また地域に伝わ

る食文化や食の加工技術に触れることにより、より豊かな食生活を営もうとする意欲を高め

るため、県内の全ての公立小・中学校などで愛知を食べる学校給食の日の実施をしておりま

す。 

 弥富市も、市内統一献立として、弥富市産のトウモロコシ、コマツナを使用し、とれたて

野菜が登場するとのことです。 

 食育月間、そして愛知を食べる学校給食の日を最後に紹介いたしまして、給食の質問を終

わらせていただきます。 

 次に、市町村における非常勤の特別職、地方公務員である消防団、消防団員について質問

をいたします。 

 今日における自治体消防のもとでの消防団の仕組みは、昭和23年に消防組織法が公布され、

勅令団体として消防団は地方公共団体に附属する消防機関として規定をされました。 

 消防団は、地方自治体で専ら消防業務によって収入を得る常勤の地方公務員である消防吏

員、消防官ではなく、通常は一般市民として本業についている消防団員で構成されておりま

す。 
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 消防団員は、地方自治体のおさ、市町村長により任命された消防団長が市町村長の了解を

得て任命をされております。 

 主な活動としては、火災、事故、あるいは災害などが発生した際に消防活動及びそのてん

まつに関連する種々な業務を実施しております。また、平常時においては、消防操法などを

通じて災害救助などに必要な技術の修練を行うとともに、応急手当などの講習も受けるほか、

地域の防災会議への出席及び避難訓練などを通じて、広報、並びに啓蒙活動を行っています。

また、運動会、盆踊りなど、地域のイベント時には警備などの使役をされることもございま

す。 

 弥富市独自の消防団活動としては、海抜ゼロメートル以下の低地が広がり、海水面より道

路のほうが低い地域でもあり、しかも木曽川、鍋田川、筏川、善太川、市江川、宝川など、

多くの川や海に囲まれているので、高潮や洪水か起きたときのためボートを所有しておりま

す。浸水した場合にお年寄りを避難所まで届けたり、救援物資を運んだりするボートは組み

立て式のため、団員は組み立て方法を習得し、船外機もあるため、２級小型船舶操縦免許も

取得した団員もおります。もちろん火災活動ディグ訓練、消防操法訓練、そして災害時の対

処法を住民に指導できる訓練指揮講習も行っています。そして、地区から分団に要請があれ

ば、自主防災会などに防災訓練の指導も行っております。 

 そんな中、全国的な課題として、事務所ごとに消防組織が設置されるケースもあるなど、

消防団が多様化しつつあります。また、勤務地の遠隔化、担い手となる若い世代の減少など

の理由から、男性の消防団員数が軒並み減少している一方、女性の消防団員の数は年々ふえ

ており、有事の際に援護が必要となる世帯への日常的な見回りなど、すぐれた活動を行って

いるそうです。 

 また、団員数の減少と平均年齢の上昇というのは現在大きな問題でございまして、戦後間

もなくは約200万人もいた団員数も年々減少し、平成２年には100万人を下回り、そして平成

19年には90万人を割っていて、減少は現在も進行中でございます。平均年齢にしましても毎

年少しずつ上昇していて、平成21年の平均年齢は全国レベルで38.5歳となっており、10年前

の平成11年と比べ2.0歳上昇しております。 

 消防庁は、団員の増加と若者の入団促進を必要としています。団員の減少の原因と考えら

れることは、まず農村部から都市部への人口異動、主要な団員が自営農家、個人商店主から

サラリーマンに推移し、就業形態が変化し、勤務地が地元ではなく、土曜日、日曜日の休日

ではないということ。近年では企業の消防団への意識が変化し、従業員である団員が就業中

の緊急出動のため職場を離れることを容認しなくなる風潮がふえ、事実上、就業中の火災に

対応できなくなってきております。 

 しかしながら、消防団は、消防本部とともに災害対応に当たることとなり、大地震を初め、
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大火災、広域災害、風水害、行方不明捜索など、大量のホースの延長をする場合や人海戦術

が必要な場合は消防団なくしての活動は困難であります。そのため、市町村、都道府県、消

防庁によって消防団員数の維持は図られており、企業などへの消防活動への理解と協力を呼

びかけ、職場ぐるみで消防団活動に協力していただけるよう呼びかけ、団員が消防活動に参

加しやすい環境をつくっていかなければなりません。 

 弥富市の消防団は団員不足にはなっていませんか。新入団員が減少して、現団員が退団で

きず、そのまま現役で居続けなければならなく、年齢層が高くなっておりませんか。現状を

お聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 消防団の現状についてお答えいたします。 

 市の消防団の定員数は372人となっており、平成25年度においては325人が消防団に所属し

ておりました。 

 このように消防団員は不足している現状であり、市としましても重要なことと認識してお

ります。 

 その対策の一つといたしまして、消防団長、副団長、各分団長が近鉄弥富駅や春まつり等

で消防団員のＰＲ活動を行うなど、団員の確保に取り組んでおります。 

 また、団員の高齢化につきましては、消防団員の年齢は市条例において満18歳以上60歳未

満としており、各分団において差はあると思いますが、平成25年度の市の消防団員の平均年

齢は32.5歳であり、愛知県平均の38.7歳より下回っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 私も、消防団の現状、団員の生の声をということで、自分の当該分団

の分団長、または前分団長にお話を伺いました。一様に団員集めには苦慮しているとのこと

でございました。現状、市内分団の中でも定員に満たない実員で活動を余儀なくされており

ます。もちろん駅前でのＰＲ、訪問勧誘、やれる募集活動はしているそうです。 

 消防団員の平均年齢に関しては、大都市と比較すればまだまだ若いのかもしれませんが、

弥富市消防団の未来が大都市と同様になっていかないために、現時点から考えていかなけれ

ばならない事案だと思っております。 

 いずれにいたしましても、これらの問題、消防団自身、市側、市議会、それより何よりも

その分団の地区、自治会を交えて、よく考えていかなければならないと思っております。 

 次の質問に移ります。 

 ＮＨＫで放送された記事によりますと、東日本大震災で消防団は大きな役割を果たしまし

た。日常的でも地域の防災マンパワーとして大きなウエートを占めていて、細やかな住民ニ

ーズに丁寧に対応することができています。そして、大規模な災害時には、常備の消防職員
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だけではとても対応し切れない膨大な緊急のニーズを補充することができ、消火活動は言う

までもなく、避難誘導活動、救命救急活動、情報収集活動、遺体捜索活動など、目の前にあ

るありとあらゆる事案に応えられるのは消防団であり、消防団員なのです。 

 しかしながら、あの大震災では悲しい現実に向き合わなければならないということでござ

いました。250名以上にも及ぶ消防団員が献身的な活動の中で犠牲になったということです。

消防団員だから犠牲になっても仕方がないと考えてはいけません。消防団員だからこそ、決

して犠牲になってはならないのです。 

 災害時における消防団員の活動マニュアルが不完全であったり、人員が足りず、時間的余

裕のない中で多くの仕事をせざるを得なかったという問題点や背景が浮かび上がってきまし

た。悲しい現実を繰り返さないために、安心して活動できるようにするために問題点の改善

を図ることが急がれます。 

 第１に、消防団の装備の充実を図るということ。第２に、大規模災害時の危険回避の行動

基準を含む活動マニュアルを整備する必要。第３に、水門・樋門などの開閉は自動化するな

ど、あらかじめ活動リスクを排除する努力が欠かせません。第４には、迅速な避難を可能と

するよう、住民の防災意識の啓発とコミュニティの避難体制の強化を図るということです。

そして最後に、極めて多くの、しかも多様なニーズに応えられるよう、消防団員の大幅な増

員を図ることも欠かせません。地震直後の緊急活動においても、また人命捜索においての長

期活動においても、団員の絶対数の不足がネックとなっていました。不眠不休の苛酷な状況

に追い込まれないよう、ゆとりのある必要なローテーションが組める団員の確保に努めなけ

ればならないという記事が載っておりました。 

 この記事を見て、弥富市地域防災計画を改めて読ませていただいたのですが、この計画の

中の消防団の記述をちょっと探せませんでした。大災害時の消防団の立ち位置、役割を聞か

せてください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 地域防災計画における消防団の活動につきましては、海部南部消

防組合と協力して消火活動の実施や救助活動、負傷者の救護及び安全な場所への搬送を行う

など、地域に密着した防災機関として、各地域での消火活動を行うこととしております。 

 また、災害発生時においても、住民に対して避難の勧告・指示などの情報を住民に伝達し、

市防災関係機関と連絡をとり、住民を安全な場所に誘導・避難させるとなっております。 

 消防団は、災害時はもとより、平常時から市の防災活動の重大な役割を担っております。

以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 消防団の記述だけで防災計画を読んでおりましたのですが、再度じっ
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くり防災計画のほうを読み返したいと思っております。 

 また、この計画の中で、歴史はまだまだ浅い自主防災会とこの消防団との関係、平常時の

訓練から相互に交流を持っていただきたいと思っております。そして、災害時での協力体制

を明文化し、それぞれの自治会単位の防災計画にもつなげていってもらいたいと思っており

ます。 

 それでは、次の質問です。 

 弥富市消防団は、平成18年４月１日の２町村の合併により、旧弥富町12分団と旧十四山村

８分団により誕生しております。合併当時は、団長１名、副団長３名、以下440名でスター

トしていましたが、平成22年度には消防団の統廃合が実施され、団長１名、副団長３名、以

下16分団の372名で再スタートしております。 

 旧十四山村の８分団が４分団となったわけで、４分団が廃止になっております。旧14、15、

18、20分団の消防団格納庫が未使用となっております。４つの格納庫、火の見やぐらと駐車

場と合わせて、それぞれ面積は異なりますが、平均で見ても70平方メートルは超えておりま

す。全てが市の公共用地であり、市民の貴重な財産であるとともに、弥富市の政策を進めて

いく上でも欠かせないものであります。施設廃止後における効率的、効果的な跡地の活用・

利用は多くの市民が望むところでございます。今後の市全体で見た需要の動向と当該跡地に

係る地域要望との調整を図り、望ましい用途と利用計画づくりについて調査検討を行って、

市民にとって必要な機能を備えた跡地利用の促進をしていただきたいと思っております。弥

富市の考えを聞かせてください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 旧十四山分団につきましては、平成22年４月に８分団から４分団

に統廃合をいたしました。この統廃合により、鳥ケ地地内の旧第14分団、坂中地地内の旧第

15分団、西蜆地内の旧第18分団、竹田地内の旧第20分団の分団倉庫が分団では使われていな

い状況であり、現在は旧分団消防積載車が格納してあります。 

 今後につきましては、御要望があれば、旧分団倉庫を地元で利用していただけるよう調整

を図ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 旧分団倉庫内にまだ消防積載車が残っていたということはこちらも知

りませんでした。この積載車は、非常時にはいつでも使用できるよう車検などの整備は万全

だそうです。まだまだ処分の対象ではないということ。そして、旧分団は複数の自治会で構

成されていたはずで、一つの自治会だけの要望が通せるのか。地元で有効活用させるにもそ

れぞれ協議をしてもらう事案が残されております。いずれにいたしましても地元の要望を最

優先にお聞きし、土地を含めた倉庫の有効利用を考えていただけますようお願いをして、こ
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の質問を終わりたいと思います。 

 また、これは通告外ではございますが、消防団関連で１点質問させていただきます。 

 この新年度から私は水防自治組合議員として、５月に木曽三川連合総合水防演習広域連携

防災訓練及び６月の海部地方総合防災訓練に参加しております。弥富市消防団以外の近隣市

町村の消防団も拝見をさせていただきました。 

 そこで感じたことなんですが、弥富市消防団の制服だけが昔のまま、20年前、私が消防団

を卒業した当時と何ら変更がされていないというような気がいたしました。遠目で見ても弥

富市消防団だと認識ができ、機能的な活動、訓練に適した制服に更新される計画はございま

せんか、お聞きをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三浦議員にお答え申し上げます。 

 前段におきましては、弥富市の消防団に対して御理解をいただいておるということを強く

思うわけでございますが、残念ながら、今現在、１分団23名の定員数でございますけれども、

50名ほどの欠員が出ているということに対して、大変憂慮している状況でございます。私と

いたしましては、機会あるごとに自治会の皆様方も含めて、団員の募集を図っていただくと

いうことも含めて、やっていきたいというふうに思っております。 

 また、以前は職員による職員消防というのがあったというふうにも聞いておりますけれど

も、職員の中にもそれぞれの自治会があるわけでございますので、それぞれの自治会の消防

に入っていただくように積極的に進めていきたいというふうにも思っておりますので、御理

解をいただきたいというふうに思っております。 

 消防団員の制服の件でございますけれども、消防団からも更新のお話をいただいておると

ころでございます。新年度予算に向けて調整を図っていきたいというふうに思っております。 

 また、職員、そして議員の皆様方の防災服につきましても、先ほどの海部地方の防災訓練

等におきまして、私どもも三浦議員と同じような考え方を持っておるところでございます。

こちらのほうにおきましても、新しい制服にという形でこれから調整を図っていくというこ

とで御理解をいただきたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） ぜひともお願いをいたします。 

 あれもこれもと要望して大変申しわけないのですが、現在、弥富市消防団に全団員分の火

災の消火時に着用する防火服、そして水害時に着用する救命胴衣は不足しているということ

でございます。団員が安全に活動できるよう、これらに関しても追加購入の検討をしていた

だくことをお願いいたしまして、今回の質問を全て終わらせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） ここで暫時休憩します。再開は３時とします。 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後２時52分 休憩 

             午後３時00分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に横井昌明議員、お願いします。 

○９番（横井昌明君） ９番 横井昌明です。よろしくお願いします。 

 私は、通告に従いまして２点の質問をいたしたいと思います。 

 最初に、災害対策基本法の一部改正についてであります。 

 平成25年６月、昨年の６月でございますけれども、災害対策基本法の一部改正がありまし

た。その主な内容は、大規模で広域的な災害に対する即応力、住民の円滑で安全な避難の確

保、被害者の保護対策の改善、平素からの防災への取り組み等でございます。 

 私は、その中でも災害対策基本法の49条関係、避難所関係について質問いたしたいと思い

ます。 

 この災害対策基本法等の一部改正は、東日本大震災の教訓を今後に生かし、今後の防災対

策を充実・強化するため、昨年６月に成立した防災対策基本法の一部を改正する法律の法制

上の措置を講じられたということでございます。 

 さて、愛知県は今年の５月30日にマグニチュード９クラスの南海トラフ巨大地震の愛知県

の被害についての調査結果を発表しました。それは、国の被害想定より死者数で6,000人ふ

え、最大２万9,000人の想定でございます。そのふえた原因としましては、海岸や河川の堤

防の沈下の影響で浸水による死者数が大きく想定されたことでした。 

 また、この海部地方では、地震によって河川の越流や海水の流入で一帯が浸水し、その後、

来襲する津波や火災からの逃げおくれが多発し、倒壊家屋などの救助も進まないという破局

的なシナリオであります。災害に対しては、市民の方々は一刻も早く安全な場所へ避難する

必要があるということであります。 

 そこで、私は、災害対策基本法の一部改正と弥富市の防災のまちづくりについて質問いた

します。 

 緊急避難場所、これは法の第49条の４から49条の６についてであります。 

 災害対策基本法第49条の４から第49条の６までは緊急避難場所の指定であります。従来は、

切迫した災害の危機から逃れるための避難場所と、避難生活を送るための避難所が必ずしも

明確に区別されておらず、津波の際に低地の防災センターに逃げ、津波の被害を増大させた

釜石市の事例等、東日本大震災での被害拡大の一因となったと伝えられます。 

 このため、災害時における緊急の避難場所と、一定期間滞在し生活をする学校、公民館等
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の避難所を区別するため、市町村長は洪水や津波など異常現象の種類ごとにきちんと分け、

安全性の一定の基準を満たす施設、または場所を指定緊急避難場所としてあらかじめ防災計

画に指定するとともに、その内容を住民に周知しなければならないと改正されました。 

 それでは、この災害対策基本法の改正での住民等の円滑かつ安全な避難で、弥富市の避難

所については、災害の危機から逃れるための避難所と、避難生活を送るための避難所が必ず

しも明確に区別されておりません。平成23年度発行の地区別緊急マップでは、市指定の場所

では第１次開設避難所（緊急避難のための避難所）と第２次開設避難所（避難生活のための

避難所）と津波・高潮緊急時避難場所が明記してありますが、洪水の明記は全くありません。 

 私は、避難所の震度５以上の地震も大切であるが、それにも増して日本各地で発生してい

るゲリラ豪雨等による浸水もこの地方では一番大切であると思います。地震であれば、低い

体育館等も避難所として考えられますが、洪水ではそのようなところは考えられません。 

 法律では、市町村長は、洪水・津波等、異常な現象の種類ごとにきちんと分け、安全性の

一定基準を満たす施設、または場所を指定緊急避難場所の指定を法律は求めております。私

は、この弥富のように海抜の低いところは、津波・洪水・高潮の安全性の高い共通の場所を

避難所、避難場所として設定すべきであると思うが、どうでしょうか。 

 また、栄南地区につくられました津波防災タワー等は緊急時避難マップには表記がござい

ませんので、記入すべきではないでしょうか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 平成25年６月の災害対策基本法の一部改正によりまして、議員御

指摘のとおり、安全面の観点から、それぞれの異常な現象の種類ごとに危険から緊急に逃れ

るための避難場所を指定し、指定に当たっては、地域の状況等を勘案し、一定の基準を満た

す施設、または場所を指定することとされております。 

 現在、津波・高潮緊急時避難場所としては、地震による津波や台風による高潮の来襲を想

定して、丈夫で高い建物を指定しており、洪水に対しても対応していると考えておりますの

で、今後、緊急時避難マップの見直しを図ってまいります。 

 また、栄南地区における防災センターにつきましても、緊急時避難マップの改定に合わせ

て表示をしてまいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 次に、法では指定緊急避難場所を地域住民に周知しなくてはならない

が、どのような方法で行われるのか。例えば法第49条の９で、市町村長は指定緊急避難場所、

避難経路、その他避難のための必要事項を住民に周知するため、防災マップなどの作成に努

めなければならないとあるが、どうされるのでしょうか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 
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○総務部長（佐藤勝義君） 現在お配りしております防災マップ、緊急時避難マップは平成23

年度に作成して、全戸配布をしております。 

 議員御指摘のとおり新しい避難場所等が掲載されておりませんので、全体の見直しを含め

た防災マップの作成と、各地区の自主防災会の活動資料などに活用していただくことや、全

戸配布による市民の皆様への周知など、来年度に向けて検討してまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 次に、緊急避難場所は、誰でも市民が最初に考える場所は学校である

と思います。 

 では、お尋ねします。 

 学校の校門は日曜日や夜間に鍵がかかっております。学校によっては、校庭を祝・休日に

スポーツクラブに開放しているところや、体育館を休日や夜間にスポーツ団体に貸している

学校もたくさんあります。どのように利用されているのか、お尋ねしたいと思います。 

 また、弥富市の学校の校門の施錠は、小・中学校が全学校で同一に対応され、施錠されて

いるのか、この２点をお尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） 校庭や体育館を休日に利用する場合、どのように利用しているの

か、また学校の校門の施錠は小・中学校全校が同一に施錠されているかの２点についてお答

えいたします。 

 １点目でございますけど、弥富中学校、弥富北中学校、日の出小学校以外は門扉は閉めら

れていますが、鍵はかかっておりませんので入ることはできます。 

 学校開放で校庭や体育館を使用する際には、社会教育センターなどで事前に鍵を貸し出し

ておりますので、その鍵で出入りしていただいております。弥富中学校、弥富北中学校、日

の出小学校につきましては学校全体が施錠されておりますので、門の鍵と体育館の鍵を一緒

に貸し出しております。 

 ２点目でございます。学校の状況によって施錠の状況は異なります。弥富中学校、弥富北

中学校、日の出小学校は学校全体が施錠されておりますが、他の学校は休日や夜間には、門

扉は閉められておりますが、鍵はかかっておりません。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） では、次に行きます。 

 私は、本当に施錠が必要なときは生徒が学校で授業を行っておるときだと思います。学校

の校門が施錠されるようになったのは、2001年、大阪府の池田小学校内で起きた連続殺傷事

件以後、校門に外部からの侵入者防止のために各地域の小・中学校で施錠されるようになり
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ました。 

 弥富市の小・中学校では、学校が休日・夜間等のときは防犯カメラが設置され、建物には

警備保障がかかっており、かなり厳重な対策がなされていると思います。 

 また、緊急避難場所について、海部・津島地方は同一条件であり、小・中学校が避難所指

定されております。各方面の話を聞きますと、愛西、蟹江の小・中学校は校門が閉めてある

状況で、施錠はされておりません。施錠されない主な理由といたしましては、避難場所指定

ということでありました。 

 現在、弥富市では、校舎の屋上に防災避難用の非常階段の整備が徐々になされております。

東南海地震やゲリラ豪雨の避難勧告、避難指示がなされても、学校に入れない状態ではどう

することもできません。 

 私は、いろいろなことを考慮して、避難場所を優先することが絶対必要であると思います。

学校を指定避難所とした場合、学校も避難者を円滑に受け入れる対応が事前に実施されなく

てはならないと思いますが、校門の施錠についてどう考えておられるのか、今後どうされる

のか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 服部教育部長。 

○教育部長（服部忠昭君） 学校も避難者を円滑に受け入れる対応を事前から実施しなくては

ならないと思いますが、校門の施錠についてはどう考えているかという御質問にお答えさせ

ていただきます。 

 学校によって施錠の状態は異なります。昼間につきましては、鍵をかけている校門とかけ

ていない校門がございます。夜間につきましては、多くの学校の校門は鍵をかけておりませ

ん。 

 先ほども御説明しましたが、弥富中学校、弥富北中学校、日の出小学校につきましては学

校全体が昼夜を問わず施錠した状態になっております。 

 現在想定されております南海トラフ巨大地震に備え、夜間や祝・祭日については避難者が

校庭に入れるよう各小・中学校の門扉は施錠しないよう、先日の校長会で通達しましたので、

現在は入れる状態になっております。 

 しかし、施設内、校舎内でございますけど、こちらには入れませんので、今後につきまし

ては、各学校に、地震時に鍵の入った防災ボックス、地震のときに自動的に鍵の入ったボッ

クスの扉が開く装置でございますけど、こちらを今年度中に設置し、災害時に避難者の方が

施設内に入れるようしていきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 学校の管理運営につきましては、教育委員会が市民のことを考慮した

上で、きちっと統一すべきであると思います。 
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 では、次に移ります。 

 避難行動要支援者名簿の作成についてであります。これは、法律の第49条の10から第49条

の13についてまでであります。 

 東日本大震災においては、健常者に比べ、高齢者、障がい者の命が高い確率で失われまし

た。この法律では、市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者（高齢者、障害者、乳児、

その他特に配慮を要する者）、それと災害発生時にみずから避難することが困難な者であっ

て、円滑に避難の確保を図るために支援を要する者（避難行動要支援者）についての避難支

援を実施する基礎とするための避難行動要支援者名簿を作成しなくてはならない。その際に

は、個人保護条例の規定にかかわらず、名簿作成のために必要な情報を目的外利用すること

ができる。また、事前に当該の避難行動要支援者の同意を得まして、消防機関、自主防災組

織、民生委員さん等の関係者にあらかじめ名簿を提供することを可能とする。災害発生時、

または発生のおそれがある場合につきましては、本人の同意なしで、支援者等関係者に対し

名簿を提供することができるとあります。 

 昨年から災害対策基本法の一部改正、要するにもう１年たちましたが、施行されておりま

す。市町村長は避難行動要支援者名簿の作成を速やかにしなくてはならないが、どうでしょ

うか。避難行動要支援者の名簿は、今までは個人情報保護の立場から名簿の作成はなかなか

難しかった現状であります。地域の弱者等、住民等の情報は、発生時には消防機関、自主防

災組織、民生委員さん等にはなくてはならない名簿であると思います。災害はいつ発生する

かわかりませんので、早急に名簿作成を実施すべきであると思いますが、現在、どこまで進

んでいるのか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 避難行動要支援者の避難行動に関し、避難行動要支援者名簿の作

成、名簿情報の避難支援等関係者等への情報提供の規定が新たに設けられました。 

 本市におきましては、平成17年度から災害時要援護者名簿を作成しております。この名簿

の登録に際しまして、地域の支援者に情報を提供することに同意していただくように説明を

して、協力をお願いしております。 

 また、平成23年度におきましては、弥富市災害時要援護者支援マニュアルを作成して対応

しております。 

 さらには、今年度当初の民生委員会においても、この名簿の整備につきまして説明をし、

民生委員さんに協力をお願いしているところでございます。 

 今後とも避難行動要支援者名簿の整備に努力してまいりますので、御理解をお願いいたし

ます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 
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○９番（横井昌明君） なかなか説明が長くて、あるということですね。つくられたというこ

とですね。その辺、はっきりしてください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） あるということでございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） いつ起こるか把握できない東南海地震やゲリラ豪雨の災害発生時に避

難勧告、避難指示が発令されたときに、自主防災組織や民生委員等にしても、避難行動要支

援者がどこに住んでいるか、きちっと把握ができていない状態では避難誘導の行動はできま

せん。今後、その名簿につきましても、本人の個人の同意を得て、各組織に出していただけ

るもんだと思いますので、どうしても重要な資料でありますので、すぐにでも整備し、また

その組織が知っておくべき書類だと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 では次に２点目の、弥富市第３次行政改革実施計画についてお尋ねしたいと思います。 

 私たちには、弥富市総合計画後期計画、弥富市中期財政計画、弥富市第３次行政改革実施

計画の３計画が示されました。私は、弥富市財政計画と第３次行政改革実施計画は目的と手

段であり、それに伴う歳入の確保、歳出の削減で同じであります。共通しているのは、５億

9,300万円の地方交付税が旧弥富町、旧十四山村の合併算定替え特例で交付され、それが平

成28年から段階的に縮小され、平成33年には特例措置が完全になくなるということでありま

す。最低限その穴埋めが必要であるということであります。 

 それでは、ちょっと質問させていただきます。 

 第３次行政改革実施計画を実施すれば、歳入金額はどのくらいの目標予定なのか、お尋ね

したいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 公有財産の有効活用、有料広告事業の実施、税未収金対策の充実

促進など、歳入確保に取り組んでまいりますが、この行政改革の実施計画につきましての作

成方針を説明させていただきますが、平成17年の３月に総務省から示された地方公共団体に

おける行政改革の推進のための新たな指針におきましては、数値目標というのを必ず掲げる

ものは定員管理の適正化計画というふうにされておりました。その指針に基づきまして、集

中改革プラン、それと、それに引き続いた行政改革の実施計画を策定してまいりましたので、

この行政改革におきまして、どれくらいの歳入の確保ができるかの数値目標は現在のところ

設定しておりません。 

 なお、毎年、行政改革の実施計画の取り組み状況の中で経費節減等の財政効果を公表して

おりまして、平成25年度の取り組み状況につきましては現在集計中でございます。以上でご

ざいます。 
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○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） では、歳入項目についてお尋ねしたいと思います。 

 まず、市役所内部の改革で、項目番号４.公有財産の活用についてであります。公有財産

は、行政財産（学校とか役所、市役所等、行政的に使用されている財産）と普通財産（代替

地等の土地）でございます。そのうちの普通財産は、持っているだけで草刈り等の維持管理

経費がかかります。 

 弥富市が保有している普通財産は、24年度実績で７万1,881平米、これは７ヘクタール強

でございますが、その活用について早急に精査すべきであると思いますが、どうでしょうか。 

 具体的には、普通財産を１筆ずつ検討し、売却するのか、貸し付けるのか、また行政財産

に移行するのかを早急に検討し、公表すべきであると思いますが、どうでしょうか。 

 また、これらの財産のうち、どのくらい売却し、どのくらいの歳入見込みがなされるのか、

普通財産取りまとめ課長の総務課長にお尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 村瀬総務課長。 

○総務部次長兼総務課長（村瀬美樹君） それでは、普通財産の有効活用についてお答えをさ

せていただきます。 

 平成25年３月末現在の本市の普通財産は７万1,881.89平方メートルでございましたが、平

成26年３月末現在の普通財産は６万3,537.92平方メートルでございまして、8,343.97平方メ

ートル減少をいたしました。この減少の主な理由は、旧弥富中学校跡地等の行政財産への所

管がえによるものでございます。 

 平成26年３月末現在の本市の普通財産151筆、６万3,537.92平方メートルを分類いたしま

すと、警察待機寮、水産試験場などへの貸付地、輪中の郷敷地、グラウンド敷地、駐車場敷

地、道路予定地など、利用目的を持った土地は121筆、３万7,781.92平方メートルございま

す。 

 次に、原野・池沼、地中埋設物等の障害物が不明な土地、取得の経緯や財産区分などから

現状のままでは活用しがたい分類の土地は25筆、１万5,861.98平方メートルございます。こ

のうち海屋地内の普通財産３筆、2,683平方メートルは、造成により太陽光発電事業用地と

しての活用計画を現在進めております。 

 これらを除外しました普通財産５筆、9,894.02平方メートルについては、売却可能な土地

としての分類をしております。このうち、神戸地内の南部水道跡地２筆、1,429.49平方メー

トルの売却計画を現在進めております。 

 また、鯏浦町下六地内の土地231平方メートルにつきましては次の売却計画とし、稲元地

内の土地3,000平方メートルにつきましては、賃貸借を含め、地元と協議の上、有効に活用

してまいります。 
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 次に、売却可能な土地の分類でございますが、鍋田地内の水防倉庫跡地5,233.53平方メー

トルにつきましては、立地条件にも恵まれ、資産価値も高いので、太陽光発電事業用地以外

の有効活用を模索しておりまして、現在は、一時的ではございますが公共工事の残土置き場

として利用する計画でございます。 

 なお、歳入予定につきましては、鑑定をとっておりませんし、入札の公告前でございます

ので申し上げられませんが、今後とも活用方針が決まった土地は公表し、有効活用に努めて

まいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 続きまして、企業誘致の促進、これは改革番号６番でございます。 

 企業誘致は、税収を上げるのに一番手っ取り早い、よい方法であると思います。それも、

永久に固定資産税の収入があります。名古屋港の土地や企業庁の用地は企業庁、名古屋港管

理組合等にお任せする。市としては、内陸部の市街化調整区域で、農振農地法、都市計画法

上でまだ企業誘致ができる高速道路インターチェンジの周辺の農地がたくさん残っておりま

す。 

 岐阜県羽島市のコストコや長久手のイケア等は市街化調整区域の農地で企業誘致が行われ

ております。ぜひとも積極的に企業誘致を図るべきであると思いますが、どのように実施さ

れるのか、企業担当課長の商工課長にお尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、市街化調整区域でまだ企業誘致ができるところは高速

道路インターチェンジ等の農地が多数あります。積極的に企業誘致を図るべきであるが、ど

のように実施するかとの御質問でございます。答弁をさせていただきます。 

 市街化調整区域における大規模な開発においては、秩序ある土地利用の形成を図る観点か

らも、愛知県が策定しております市街化調整区域地区計画ガイドラインに基づきまして、市

街化調整区域は市街化を抑制すべき区域であるという性格を変えない範囲で地区計画を定め

る必要があるということになっております。 

 この地区計画ガイドラインに示されております上位計画との整合、地区の要件、対象区域

の適否、地区施設の整備に関すること、建築物に関することの５項目の指針に照らして、地

区計画の策定、つまり企業誘致が可能かどうかの判断をすることになっております。 

 議員御紹介の１例目は、対象地が岐阜県羽島市でありますが、地区計画ガイドラインの違

いにより容認されたものとなっております。 

 また、２件目の長久手市につきましては、市街化区域への編入がされ、リニモを軸とした

市施行による土地区画整理事業を通じて企業誘致をされたと聞いております。 

 この事例は２件とも商業施設でございますが、人口の減少、超高齢化社会に対応したコン
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パクトなまちづくりを実現するために都市計画法が改正されていることから、この地区計画

ガイドラインにおいては、愛知県では、事例のような大規模集客施設等の立地及び商業系の

開発が容認されておりません。 

 したがいまして、当市では、高速道路等インターチェンジ周辺の企業誘致につきましては、

工業系地区計画を検討いたしまして、周辺優良農地や既存集落への影響に注意しながら、十

分協議、調整をいたしまして、工業施設、物流施設の誘致を図ることになります。以上でご

ざいます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 続きまして、項目番号７番、都市計画税の検討、項目番号62番、使用

料・手数料の見直し、項目番号63番、保育料の見直しについては検討するとあるが、長期間

で検討されるのか。ここで実施計画に上げるということは、歳入をふやす目的で上げておら

れるのではないかと思うので、前進を考えて検討するのか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 都市計画税の検討、使用料・手数料の見直し、保育料の見直しの

項目につきましては、中期財政計画において、今後の財政運営の取り組みとして記載してい

る項目と同じでございます。 

 この中期財政計画における今後の財政運営の取り組みを実施する時期といたしましては、

合併算定がえの経過期間が平成28年度から始まるわけでございますが、そういったことも見

据えて、さまざまな角度から検討を加えまして、可能な項目を可能な限り早い時期から実施

いたしまして、財源確保をしていきたいというふうに考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 次に、歳出についてお尋ねしたいと思います。 

 第３次行政改革を実施すれば、どのくらいの目標で歳出削減ができるかをお尋ねしたいと

思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 行政改革につきましては、引き続き継続していくことが重要であ

り、個々の項目での改革の取り組みを継続してまいりたいと考えております。 

 先ほどの歳入のところでも答弁いたしましたが、行政改革の実施計画を捉えたときには、

平成17年の３月の国の指針に基づいて策定しております。その指針につきましては、数値目

標を掲げるものは定員管理の適正化計画というふうにされておりまして、そういったことに

基づきまして集中改革プランと行政改革の実施計画を策定してまいりましたので、現在のと

ころ、この計画につきましては、どのくらい歳出の削減ができるかの数値目標は設定してお

りません。 
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 なお、毎年、行政改革実施計画の取り組み状況の中で経費節減等の財政効果を公表してお

りまして、25年度の取り組み状況につきましては現在集計中でございます。以上でございま

す。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） では、各項目について、多少お尋ねしたいと思います。 

 項目番号10番、補助金の見直しについては、団体補助を含んだ全補助金を見直されるのか。

また、統廃合、廃止については、各課・各部で行ったのでは私はできないと思いますので、

外部、第三者に委託して行うべきであると思いますが、どうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 補助金の見直しにつきましては、平成24年10月に補助金等の見直

しに関する指針を策定して、関係部署において実践しており、団体補助金も含んだ全ての補

助金を対象にしております。 

 補助金は、市民の皆さんの税金をもって交付されるものであり、交付に当たっては、透明

性、公平性が確保されなければなりません。現段階では、補助金の見直しを外部、第三者に

委託することは考えておりませんが、補助金の見直しに当たっては、市民と行政の役割分担

を明らかにしながら、適正かつ弾力的な支援制度となるよう図っていきたいと考えておりま

す。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） 次に、項目番号20番、行政視察の検討、項目番号27番、旅費の見直し、

項目番号39番、給与体系の見直しは何を行う予定なのか。 

 行政視察、旅費の日当、給与体系の見直しについては、今までもいろいろな角度から検討

されてきましたが、廃止を含めて改革を行う予定なのか、総務部長にお尋ねしたいと思いま

す。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず、項目番号27．旅費の見直しについてについてお答えさせて

いただきます。 

 旅費につきましては、平成19年度から旅費のあり方について検討を始め、平成22年度には

日帰り旅行の日当を全て廃止いたしました。平成23年度には旅費に関する基準や事務処理方

法の見直しを行いました。また、平成24年度には旅費に関する基準を改正し、宿泊を伴う場

合であっても、昼食及び交通費等全てを全額負担金等で支出される場合の旅行の日当を廃止

いたしました。 

 旅費の中でも日当につきましては繰り返し見直しをしておりまして、日当の定義が旅行中

の昼食代、並びに目的市町村内を移動するための交通費及びそれに伴う諸経費に充てるため
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に支給されるものでございますので、今後も引き続き見直しを行うというものでございます。 

 次に、項目番号39．給与体系の見直しについて、こちらにつきましては、国及び類似団体

の給与水準を参考に、級別標準職務を見直し、新たな給与体系を確立することが項目の内容

でありまして、平成19年度から、旧２町村の職員の給料のバランスの調整、類似団体の給与

水準を参考に旧別標準職務の見直しを行うとともに、人事院勧告に基づき諸手当等の改正を

行ってまいりました。 

 その結果、本市の平成19年度のラスパイレス指数は89.0でありましたが、平成25年度のラ

スパイレス指数参考値、この参考値というのは、国家公務員の時限的な給与削減措置がない

とした場合の数値でございますが、97.4と、給与の適正化に取り組むことができました。 

 今後につきましても、人事院勧告、並びに類似団体の給与水準を参考にしながら、給与体

系の見直しを行ってまいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 横井議員。 

○９番（横井昌明君） まだ少し通告は残っておるんですが、この通告は委員会のほうでさせ

ていただきます。 

 弥富市中・長期財政計画や弥富市第３次行政改革実施計画で共通しているのは、地方交付

税の合併算定がえの約６億の減額であります。それは、弥富市の市税の増収や企業奨励金等

の歳出減により十分に補充が可能であると思います。私は一番大事な行政改革は、職員を部

課長の管理者が統率し、部下を上手に使うことができるかということであると思います。例

えば人件費が、去年を見ますと、24年度実績では24億3,000万円ほどございます。これを多

少無駄にすることになると大変大きな損失であります。管理職は仕事に対し企画・立案し、

どのように職員を動かすかが非常に大事であると思います。職員個人の研修も大事でありま

すが、管理職の仕事に対する企画力醸成に力を入れ、今後もよりよい職場改善を要望いたし

まして、私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩します。再開を３時55分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後３時46分 休憩 

             午後３時55分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に佐藤博議員、お願いします。 

○１５番（佐藤 博君） 15番 佐藤博であります。 

 通告に従いまして、きょうは活力に満ちた安全な誇れる弥富のまちづくりを目指してとい

う項目で、３項目にわたって提言をし、服部市長の政治姿勢を尋ねていきたいと思います。 
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 趣旨、内容等については事前に全て提出してありますので、できるだけ要点を簡潔にひと

つ答弁いただくようにお願いをしておきます。 

 まず、時代が変わり、社会情勢や生活環境が変わるなど、状況変化によって政治の対応も

変わらなければならない。これが政治の使命だと思っております。 

 環境の変化等に適切に対応をして、国民の生命・財産を守り、安全にして、より豊かな生

活ができるように心がけと努力が重要であります。 

 今、日本の国には、憲法問題を初め、エネルギー問題、原発対応、あるいは経済や産業、

ＴＰＰ対応、外交や防衛、特に中国、韓国、北朝鮮、ロシア等との友好関係の構築など、多

くの重要な政策課題が山積しております。 

 また、地方主権となって、それぞれの地方自治体においても、競い合って安全で豊かな個

性的なまちづくりにお互いに心血を注ぎ、真剣に取り組まなければならない時代を迎えて、

その政策課題の選択を模索しているのが現状であると思います。 

 弥富市においても、活力に満ちた安全なまちづくりを真剣に考え、どのように取り組もう

としているのか、その行政運営の姿勢が問われており、それらが弥富市総合計画に示され、

実行計画に取り組まなければならないものであると私は考えております。 

 その基本は、活力というと、すぐに物と考えがちでありますが、私は人と物の両面から考

えてみることが重要であると思っております。 

 その中の一つが人口問題であり、特に少子化対策であります。きょう、平野議員からも大

変貴重な質問がありました。重複することのないように、できるだけ私は私なりの角度で提

言をしていきたいと思っております。 

 特に太平洋戦争の終結後、中国においては、新しい中華人民共和国を指導してきた毛沢東

主席は「人力は国力なり」と指導してきたと言われております。約６億人であった人口が、

二十数年後の昭和40年代には2.5倍の15億人とも16億人とも言われ、人口においては超大国

になったと言われております。 

 しかし、時代が変わり、環境が変わり、人民の生活環境の向上等によって、必然的に国策

として、逆に人口減政策の一人っ子政策が強行されてきました。その結果、現代にあっては

極端な少子・高齢化が進み、国家の存続問題に影響することとなって、人民の生活環境、社

会情勢の変化に対応するために、今度は一人っ子政策の調整、見直しがされるようになって

きたようであります。 

 我が日本においても、明治維新以来、文明開化、国力の増強政策などによって人口は増加

し、昭和の初めには２倍の１億人を超えたのであります。 

 「人力は戦力」「産めよふやせよ」と、目的が戦争のために進められてきた時代もありま

した。人が物の消費のように考えられてきた時代もありました。 
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 現代社会においては、平均生存寿命が高くなり、高齢化時代を迎えました。一方、女性の

就業率の高まりを初め、晩婚化、核家族化等、生活環境、社会環境の変化によりまして、子

供の出生率は1.34となり、また未婚女性も多く、適齢全女性から算定すると1.21とも言われ

ているように半減をしております。今後、30年後には１億人に近づくんではないか、このよ

うな人口減が予想されております。国力の減退となって、国家の存続にも影響する重大な時

代を迎えようとしておるわけであります。 

 高齢化は、ある意味では喜ばしいことでありますが、少子化問題は、労働人口の減少であ

り、国家の活力、繁栄に影響する重大な問題であります。少子化対策こそは避けて通れない

最重要課題と位置づけられるようになってまいりました。 

 ３月議会において、この問題をテーマに提言、議論することを考え、通告をして準備して

きましたけれども、時間がなく、割愛をしました。 

 また、市長に内容をお渡ししてありますが、昨年の11月８日のビートたけしの「ニッポン

のミカタ」というテレビ番組において、日本一豊かなまちとして隣の飛島村が放映されまし

た。大変うらやましいような教育環境や福祉政策が放映されました。 

 しかし、飛島村においては、全てが調整区域の中にあって、村外からの移入が受け入れら

れない。将来的には一方的に人口は減少する。特に少子化問題は飛島村の危機を物語ってい

るように私は感じました。久野村長も大変苦悩しておられました。 

 そうしたことから、それらも参考にしながら、私はきょうは服部市長の考え方を尋ねてい

きたいと思うんです。 

 バランスのとれた人口問題は国力としての重要な課題であります。そのため、過疎・過密

問題、核家族問題等とあわせて、人口問題は国家の重要な政策課題でありますが、同時に、

地方自治体はそれ以上にまちの存続にかかわる重大な問題になろうとしておることをまず認

識していただきたいと思います。 

 最近では、市長も人口問題に関心を持って話をされるようになりました。大変結構なこと

でありますが、問題は、具体的にどのように取り組むかであります。 

 人口問題について、まず２点、服部市長に質問をいたします。 

 弥富市の出生率はどのようになっておるかということです。 

 続いて、弥富市総合計画において、後期５カ年の実行計画において、この人口問題につい

てどのような位置づけをされ、具体的にどのような政策内容を実行される考えを持っておら

れるのか、最初にお尋ねをしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 佐藤議員にお答えを申し上げます。 

 簡潔に答弁をということでございますので、まず弥富市の出生率でございますが、昨年、
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2013年人口動態統計の中で厚生労働省から国のほうが発表されました。それは1.43というこ

とで、前年をわずかに上昇したわけでございますが、本市といたしましては、過去の出生率

を少しお話し申し上げたいと思います。平成22年は1.47、そして平成23年が1.48、そして平

成24年が1.44でございまして、平成25年は今統計中でございます。平成24年が1.44というこ

とでございますので、この平成25年、国の基準の1.43にかなり近づいてくるのではないかと

いうことを大変心配しているところでございます。 

 また、どのように位置づけしているかということのお答えでございますけれども、私ども

としては、平成21年の時点で市の人口予測、あるいは世帯数予測をさせていただき、第１次

総合計画に掲載をさせていただいたところでございます。そして、平成25年、昨年までは人

口４万4,500人ということで、まずこれは前期計画の中でほぼ予定どおり、４万4,533名でご

ざいますので、ほぼ予定どおりに推移したというふうに思っております。 

 また、世帯数におきましては、平成25年は１万6,000世帯という形で計画をさせていただ

きました。それに対しては１万6,300戸ということで、計画に対して300戸上回っているとい

うような状況で、ほぼ予定どおりだなというふうに思っております。 

 そして、１世帯当たりの人数は、平成25年の予測といたしましては2.77人という形で予測

をさせていただきました。これについては、若干下回るんではないかなということで思って

おるところでございます。 

 このような状況の中で、後期基本計画の中での位置づけを申し上げますけれども、平成30

年、５年後に４万6,000人を想定させていただいております。現在の人口プラス1,500人とい

う計画でございます。また、総世帯数におきましては、平成30年は１万7,500戸という状況

でございます。こういった形の中におきまして、1,200戸ぐらいの新しい世帯数を考えてい

かなきゃならないというふうに思っております。 

 また、１世帯当たりの人数につきましては、これは減少傾向が出ておりますので、私ども

としては2.62人という形で思っておるところでございます。この2.62人ということは、平成

２年の１世帯当たりの人数が過去の統計の中で3.62という数字が出ておりますので、まさに

この二十数年の間で世帯数の中での人数は１人減ってきているという状況で、核家族がます

ます進んでいるという状況で位置づけさせていただいているところでございます。 

 いずれにいたしましても、今、赤ちゃん等の出生率は１年で400人強でございまして、人

口の伸びは、亡くなる方もありますので、自然増という形の中では80人ほどでございます。

そしてまた、社会増という形の中では転入・転出ということがあるわけでございますけれど

も、これは過去の５年間におきましては20名ないし25名という平均数値でございます。厳し

く見積もって、自然増と社会増の中では年間100名というような状況でございますので、こ

れを５倍すれば500名ということになります。 
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 先ほど申し上げました４万6,000人に対しては1,500名ふやしていかなきゃならないという

ことで、大変厳しい数字であるということで、この５年後には人口減少社会が当市において

も進んでいくかなという形で大変危惧をしているところでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） ２番目の土地の活用と重複することもあるわけでありますが、私が

特にここで考えていただきたいのは、数年前からいろいろと特に少子化対策に重点を置いて

きたわけであります。弥富市の場合には、今の人口と戸数は、市街化区域、特に桜学区、今

度は日の出学区でありますが、こういうところが自然増ではなくて、移住されるという、外

から来られた人口増、また戸数、こういうものがありますから、多少飛島村のような形には

ならないと思いますけれども、しかし、弥富の中でもこうした市街化区域のところと市街化

調整区域のところでは少子化の問題は大きな格差があります。私の経験からいきますと、昭

和50年前後、旧弥富町だけで計算しておりますが、昭和50年ごろと現在とでは、市街化調整

区域のあるところは半減をしております。子供の数は半減しております。特に大藤、栄南学

区は半減しております。また、恐らく十四山地区でも半減をしておると思います。 

 そうしたことから、私が特に今まで提言をしてきたことは、核家族化の問題と、それから

少子化の問題をうまく組み合わせた対策を考えたらどうかということでやってきました。 

 きょうは平野議員からの婚活の問題があったわけでありますが、確かに早期結婚への取り

組み対策も一つの重要な問題です。テレビによりますと、成人した適齢男女のうち、男性の

82％、女性の68％が交際相手が見当たらない、こういうようなことをテレビでは放映してお

ります。ということは、やっぱり婚活事業というのが必要であるということをきょうは感じ

たわけであります。 

 そこで、早く結婚をしていただくための対策、婚活も大事ですけれども、私が前に申し上

げたのは、できれば28歳までに結婚していただいた場合には結婚祝い金を出したらどうだと

いうことを私は前に提言してきました。 

 それから、３人以上の子供の奨励対策、３人以上子供を産んでくださいよと。この場合に

はこうこうこういうような特典がありますよという奨励対策はできないだろうか。 

 それから、３世代の同居家族の奨励対策。核家族化ですが、やっぱり３世代が同居した場

合にはこういう特典がありますよというような対策は考えられないだろうか。特に高齢者福

祉と教育向上へのバランスの面から考えてみますと、おじいさんやおばあさんから孫がいろ

いろなことを学びます。今の親はなかなか子供に目上の人を敬ったり、目下の者をいたわっ

たり、しつけたりする、こういうことができない世代であります。ですから、３世代が同居

することによって、非常に教育的にも、そしてまた先祖を敬い、親を大切にする、こういう

ような考え方が、儒教の教えからしても非常に大事なことでありますから、こういうような
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政策は考えられないだろうかと。さすが弥富は誇れるまちづくりだなあと。こんないい政策

を持っておるのかと言われるようなことを一遍考えていただけないだろうか。これは前にも

言ったことでありますけれども、もう一遍、実行に移していただく。そういう検討をひとつ

していただきたいと思います。 

 それから、土地の有効活用によって人口増を図っていく。これも大事な問題です。それか

ら、過疎・過密のバランス。これらについては、次の土地の有効活用による豊かな活力に満

ちたまちづくりということで提言をしたいと思います。 

 今申し上げたことは、ひとつ検討していただく大事なものだと思うので、提言として検討

をしていただきたい。要望にしておきます。もし市長から、考えがあったら。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 人口増に対して、佐藤議員のほうから、以前からもさまざまな項目に

つきましてお聞きしているところでございますけれども、早期結婚への取り組み対策という

ことにつきましては、きょう、平野議員のほうにもお答えさせていただきましたけれども、

私どもといたしましては、社会福祉協議会の中に結婚相談所というものを設置して、民間企

業の結婚相談をされているような企業に委託いたしまして、相談に応じていくというような

ことを開始していきたいというふうに思っております。 

 それから、28歳までに結婚したら祝い金ということをおっしゃいましたけれども、これに

ついては、十分検討していかなきゃならないなあと。それぞれの事情が結婚にはあろうかと

思っておりますので、これも検討材料にさせていただきたいというふうに思っております。 

 ３人以上の子供の奨励対策につきましては、私どもの近隣自治体におきましても実施され

ているところでございまして、実は弥富市におきましても、平成３年から平成15年までは第

１子に対して３万円交付してきた実績もございます。第１子に対して３万円交付してきたと

いうことでございます。それから、16年、17年については、第３子から３万円を交付してき

たということでございますけれども、平成18年には、合併協議会に基づいてこれが廃止にな

りました。そういうような過去のいきさつもございます。 

 また、隣の愛西市は、第３子に対して平成25年度までは15万円を支給してみえました。し

かしながら、これもこの平成26年度から廃止になりました。子育て支援に対する経済的な支

援に回していこうという形でございます。 

 そして、飛島村におきましては、第１子であろうと第３子であろうと子供のかわいさには

変わらないということでございまして、子供さんに対して、生まれたら10万円ずつ支給する

ということが現在でも行われておるわけでございます。 

 過去におきまして、私どもの近隣の自治体においてさまざまな施策がとられているわけで

ございますけれども、正直申し上げまして、ほかの自治体は少しわからないところがありま
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すけれども、そんなに奨励金を出したからといって、赤ちゃんがふえている、出生率がふえ

ているということはないようでございまして、これはやはり私も愛西市さんと同じような考

え方に立って、これからの子供の子育て支援ということに対する経済的な支援を充実させて

いくということのほうがいいのではないかなあというふうに思っているところでございます。 

 また、３世代同居家族の奨励対策についてという御質問でございますけれども、実は今、

３世代で同居してみえる家族数を把握しようとしているわけでございますが、大変難しいわ

けです。同じ敷地内に、新たに息子さんたちが、あるいは娘さんたちが住居を構えられると

いうことに対して、これを３世代という形でカウントしていくのかどうか。こういったよう

な問題の難しさもありますけれども、一度どのぐらい３世代家族がこの弥富市に存在するの

か、しっかりと調査をしていきたいというふうに思っております。 

 それから、高齢者福祉と教育向上のバランスということにつきましては、高齢者福祉とい

う形の中では、シルバー人材センター、あるいは福寿会というような状況の中から、たくさ

んの高齢者福祉に対して努力をさせていただいているところでございます。高齢者の経験と

知識を生かした、その役割を子供たちの教育向上へ向けていきたいというふうに思っており

ます。これは、今現在、児童館のほうにおいて、昔から伝えられている伝承遊びであるとか、

あるいは触れ合いの遊び、触れ合い遊びというのは、折り紙を折ったりとか、将棋をすると

か、そんなようなことが児童館の中では行われておるわけでございますけれども、高齢者の

方がより一層子供さんに対して昔の伝承的なことを伝えていただきたいというふうに思って

おります。 

 土地の有効活用対策につきましては、後ほどまた御質問等もあるわけでございますけれど

も、新たな市街化地域を造成していかなきゃならないということが基本的な考えでございま

す。そんなようなことについて、しっかりと考え方を具体的に後から述べさせていただきた

いと思います。 

 また、過密・過疎のバランス対策につきましては、これは栄南学区、大藤学区と十四山地

区において、この過密・過疎のバランスが今現在少し崩れておるわけでございますけれども、

その実態につきましては、弥富市の中心街、いわゆる都市部のほうへ移住してみえる方もか

なりお見えになるんですね。やはり今のところにとどまっていただく政策というものをある

程度我々としては考えていかなきゃならない、そんなふうに思っております。 

 一つの例ですけれども、例えば住宅に対する補助制度をしていくだとか、新家うちをつく

ったときに補助制度をしていくだとか、そんなようなことも一考ではないかなというふうに

思っております。 

 いずれにいたしましても、皆様方のさまざまなアイデアをまたお寄せいただきたいと思っ

ておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） それぞれ実行して、そして効果のあるもの、実行しても効果のない

ものもありますから、一概には言えませんけれども、やっぱりそういう心がけをしていくと

いうことは非常に大事だと思いますので、十分検討していただきたい。特に私が同居家族と

いうことを申し上げますのは、これは一緒に住むことによって子供の教育もできるし、しつ

けもできる。それからまた、おじいちゃんやおばあちゃんのいろいろと手足になる。先祖を

敬うとか、おじいちゃんやおばあちゃんを大切にするとか、こういうことも同居することに

よって生まれてくるんです。そういう面から私は考えていただきたいと、こういうふうに思

います。 

 そこで、次の、土地の有効活用による豊かな活力に満ちたまちづくりということで、ちょ

っと提言をしたいと思います。 

 弥富市は、名古屋市という都市近郊に位置しているという地の利を考えた総合的な土地活

用の計画を検討することが必要であると私は思っております。 

 公共交通機関の近鉄とかＪＲ、名鉄、こういうものを有効に活用できる計画が必要であり

ます。 

 まず通勤を考えた場合、この弥富市は大変便利なところです。そういうことから、その便

利さを利用した住宅開発計画というのをしっかりと考えてみることも一つの方法です。 

 それからまた、西部臨海工業地帯、名古屋港の流通機関を活用可能な土地利用計画、こう

いうものもしっかりと考えるべきであると思います。 

 一方、都市近郊型の農産物を供給できる農業地帯としての土地利用を考える、こういうこ

とも大事な問題だと私は思っております。 

 このように、弥富市においては、多角的に土地の利用計画を考えることができる恵まれた

地の利があることをまず考えながら、私は今までも何回も指摘をしてきたわけでありますが、

なかなか実行までには移っていないので、真剣に取り組む姿勢をひとつ示していただきたい

と思います。 

 先日、総合計画の後期５カ年計画の検討協議において、私の提案、質問において、市長は

市街化区域に隣接するところの市街化区域への編入を含めた土地活用について検討を始めた

との答弁がありました。土地の有効活用の目的について十分な検討もされておると思います

が、現状の進捗状況はどのようになっておるのか、お尋ねをしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、進捗状況につきまして御報告させていただきます。 

 現在、弥富市都市計画マスタープランでは、都市規模に見合った現在の市街地の形成を基

本としておりますが、少子・高齢化の進行を初めといたします社会・経済情勢の変化に伴い
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まして、駅、役所、幹線道路等の既存ストックが活用でき、また病院、福祉、商業施設も利

用できる、歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりが求められております。したがいまして、

弥富駅から近く、国道１号より南にございます現在の市街化区域に隣接いたします車新田地

区をまちづくり検討地区といたしまして、今後地域の皆様方に土地利用転換に関する意向調

査を実施いたしまして、まちづくりの検討に入りたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 私もこれは大事な問題だと思っておりましたので、この前申し上げ

たとおりです。そういうように、用途に見合った場所の検討、取り組み、これは非常に重要

なことでありますから、ひとつしっかりと調査・研究をしていただいて、そして関係者等に

示していただきたい、こういうふうに思います。 

 その内容としては、私は、次に申し上げるやつをひとつ参考にしていただきたい。 

 まず、青地の中でも白地に変更したほうがより効果的に活用できる土地があるのではない

か。これの調査をしていただきたい。 

 ２番目に、市街化区域内の土地の有効活用計画について取り組んでいただきたい。 

 ３番目として、市街化区域に隣接する土地の有効活用計画について、これは今、石川部長

から進捗状況の話がございました。特に私は、国道１号線を挟んで南側だけということじゃ

なくて、国道１号線を挟んで両サイドを対応したらどうかというように思います。 

 それから４番目は、特に弥富の場合には国道１号線、それから名四国道、西尾張中央道、

将来の155号線道路、こうした国道とか県道等の沿道の土地活用、用途をどういうようにす

るか。これをしっかりと一遍調査をしていただいて、区域を検討されたらどうか、こういう

ように思います。 

 もう一つ、最後に５つ目として、これは先日から私が申し上げたように、道路網の整備に

よって、より土地活用が有効になるところがあるんじゃないか。その一例としては、特に十

四山地区、過疎の十四山地区においては、善太川に橋をかけて富吉の駅へ行ける。そういう

ような通勤範囲になるようなところを考えてみたらどうか。これはひとつ最重点課題として

一遍検討をしていただきたい。できたら善太川に橋をかける調査費を今年度中にひとつ実行

してもらいたい、こういうように思います。 

 そうした点を提言したいと思いますが、市長、どうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員から、いわゆるまちづくりにおける市街化区域という形の中で重

要なポイントを御示唆いただきました。我々も一つ一つ検討させていただき、そして、市の

活性化に努めていきたいというふうに思っております。 

 ただ１点、善太川に橋をかけてはという御質問でございますが、これは以前、３月議会の
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中においても議員から御意見としていただきました。合併以前に十四山村時代にこの協議が

されたというふうに伺っておりますけれども、なかなかうまく進まなかったという形の中で、

現在、橋をかけることに至っていないという状況でございます。 

 今回、私どもも、将来における人と物の移動という中で、道路というのは大変重要であろ

うと思うし、また橋の位置づけというのも重要であろうというふうに思っておりまして、い

ろいろと概算の事業費を計画してみました。そういうような状況の中においては、項目的に

は調査設計費用、これが私どもとしましては、路線測量であるとか、用地測量、そして実施

設計、道路設計等々で約8,000万かかるだろうというふうに試算をさせていただきました。 

 そして、用地費といたしましては、用地買収に１億2,000万円という形で算定をさせてい

ただいております。また、補償費といたしましては、愛西市側の住宅が８軒ございます。こ

の８軒の補償をさせていただきますと、今の評価にいたしまして２億4,000万円ほどかかる

かなというふうに思っております。それから、道路の設備費には２億円ほど計上していかな

きゃならない。また、一番ポイントである、いわゆる橋梁の設備費につきましては、私ども

の日の出橋であるとか、いろんな算定根拠に基づきまして計算をさせていただきましたけれ

ども、これが約14億かかるというふうに算定をさせていただいております。合計で、これら

の事業費を加算しますと20億強の事業費がかかってくるかなというふうに思っているところ

でございます。 

 しかし、いずれにいたしましても大変重要な問題であることは間違いございません。しか

し、今、私どもの財政の状況の中で、このことが全て計画どおりに進められるかということ

になりますと大変厳しい面もございますので、これはひとつの我々の中・長期的な検討材料

ということに位置づけさせていただきたいということを思っておりますので、御理解いただ

きたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 今、市長の答弁によると、大変大きな金額のようでありますが、私

は、場所の設定、やり方によっては、それほどかからずにやれると思いますし、もう一つ、

これは当然補助事業にのせることです。国なり県なり、補助事業にのせて、市の一般財源か

らの支出はかなり抑えることができると、私はそう思っておりますので、20億が全てだとい

う解釈は私はしたくありません。もっと安くやれると思っておりますので、一遍十分検討し

てください。場合によっては、私もその検討の中に加えさせていただきゃいいと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、３番目に、今問題になっております市庁舎の問題に関連して、防災対策とし

て安全な弥富市庁舎建設についての提言をしてまいりたいと思います。 

 ３・11の東日本大震災以来、地震、津波、原発等の防災問題が大きく取り上げられ、最重
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要課題となって報道されるようになりました。そのために、行政の対応策が大きく議論され

るようになりました。 

 愛知県等においても、南海地震、東南海地震の予測が大きく取り上げられるようになって、

騒がれております。 

 弥富市庁舎建設問題についても、最初に検討されるようになった原因は、現庁舎の耐震性

に対しての問題と、合併により庁舎機能が狭隘になったということが新庁舎建設の必要性の

理由であったと記憶しております。その平成23年３月11日の東日本大震災によって、地震に

よる大津波を中心に防災対策が考えられるようになり、新庁舎建設の基本的な考え方も、さ

らに基本的に発想を一部考え直す必要が生じてきたんではないかと、私はそのように思うの

であります。 

 宮城県や福島県等は、東側が3,000メートルに及ぶ深い太平洋海溝に直面しており、大き

な津波が発生しやすく、また地震に連なる断層が多く点在し、地震の発生する確率が高く、

常に津波の危険性が伴う地域であります。 

 南海地震、東南海地震が予測される東海地区との地形の相違、地震に対する防災対策の相

違をよく比較検討しながら、防災対策を検討することが重要であると思います。 

 東日本の災害状況を中心にこの地域も騒ぎ立てるということには私はいささか疑問を感じ

ております。東日本においても、直接地震によって建物が倒壊した実例は余り多く聞いてお

りません。建物が浸水、流失し、大勢の死者・行方不明者が出たという大惨事になった直接

の原因は大きな津波であります。そのために多くの方々が亡くなり、今もって行方不明者も

多く、復興事業を進めようとしても土地の地権者が亡くなってしまい、土地の活用計画も立

てられない地域があって、復興事業が進められないところもあるように聞いておるのであり

ます。 

 また、避難所から帰ることができない大きな原因は、原子力発電の放射能の汚染被害であ

ります。 

 こうした東日本の状況と私たちのところの状況はかなり大きな違いもありますので、私た

ちのまちの歴史的災害状況から考えてみることも重要であると思います。 

 私たちの地域においても、歴史的な経緯、経験から、直接地震による家屋の倒壊した話は

余り多くないように私は承知しております。 

 政府は、国土強靱化政策を強力に進めるとして、積極的に海岸堤防の整備を増強しており

ます。現在、木曽川の左岸・右岸堤防、両堤防の補強工事が進められておるわけであります。

さらに、海抜マイナスの弥富市では、より安全性を考えてみれば、少なくとも海抜２メート

ル以上に司令塔である市庁舎を建設することは、将来展望を見きわめた重要な模範的な発想

であり、誇れるまちづくりの一つとして考えることができるのではないか、こういうように
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考えるのであります。 

 この地域は、全体が液状化ではあるものの、地震に連なる断層も少なく、伊勢湾台風を初

め、水害による被害等からの防災対策を中心に考えるべきでありますし、現在もそのような

考え方で避難所等の検討が進められてきております。特に海抜ゼロメートル地帯という地形

からして、水害に対する避難場所が一番大きな問題であります。 

 そのためには、行政機能の司令塔としての市庁舎だけでも、浸水に対して水のつかない企

画を考えることが重要ではなかろうかというふうに考えますが、市長はどのように判断され

るでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員にお答え申し上げます。 

 愛知県防災局から５月30日に、いわゆる南海トラフ巨大地震の発生した場合のそれぞれの

自治体における被害想定が発表されたわけでございますけれども、私ども弥富市といたしま

しては、皆さん御承知のように、最悪のシナリオとはいえ、大きな衝撃を受けたところでご

ざいます。震度は７、そして津波が来る前に堤防が崩壊する。そして液状化が発生し、甚大

な被害が発生する。そしてまた、海抜ゼロメーター浸水に対して大きな被害が発生するとい

うことを警鐘しているわけでございます。 

 そういう状況の中で、私たちの先人の皆様方は、伊勢湾台風ということを経験され、水と

の戦いをしてみえたわけでございます。我が市の海抜ゼロメーターということに対しては、

やはりいろんな事業を計画する上においては、この辺の問題はきちっと整理をしながら対応

していかなきゃならないということはもちろんでございます。 

 東日本大震災でも、議員も御承知のごとく多くの庁舎が被災し、災害対策の実施に大きな

支障を来す事態が起こりました。新庁舎を建設する基本方針として最も重要なことは、災害

に強い、市民の安心・安全を守る防災拠点として機能することであろうというふうに思って

おるわけでございます。そんな意味からいたしましても、南海トラフ巨大地震とのかかわり

も含めて、心配される今日でございますので、庁舎建設につきましては喫緊の課題であると

いうことでございます。これは、皆さんと意見が一致するところでございます。 

 新庁舎の浸水対策について御説明を申し上げます。 

 新庁舎の１階の床レベルは、浸水対策として、庁舎前の歩道面よりプラス1.2メーター高

くなるように設計をいたしております。また、庁舎１階の全ての出入り口部分には高さ90セ

ンチの防水壁、防潮板を計画してまいります。この防潮板の設置が完了いたしますと、庁舎

前の歩道面よりプラス2.1メートルの高さまで浸水を防ぐことが可能でございます。これが

基本的な設計でございます。しっかりとした浸水対策ということを考えながら、庁舎建設を

進めていきたいというふうに思っております。 
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 これが、庁舎に対する、基本的な浸水に対する私どもの企画でございます。以上でござい

ます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 昭和34年の伊勢湾台風に遭遇したとき、弥富町役場は現在の歴史民

俗資料館の場所にありました。私も50メートルぐらいしか離れておりませんでしたが、私た

ちは浸水の被害に遭うことなく、救援物資の取り扱い、あるいは災害救助活動、行政運営機

能等には余り支障を来すことがなかった記憶であります。 

 その後、堤防等の補強も進み、町村合併によって狭隘になったために、現在のこの位置に

庁舎が建てかえられたのであります。 

 考えてみれば、浸水から免れる高さに庁舎があることは大変重要な発想であり、改めて検

討の必要性を感じておるのであります。 

 先日、大学の専門の先生の意見として、この地域においては海抜２メートルぐらいまで浸

水する可能性があり、それ以上の地面に庁舎を建設することがベターであるとのヒントをい

ただいたのであります。計算してみますと、海抜マイナス1.2メートル、プラス２メートル、

すなわちこの地域において、現在の地面から3.5メートル高い地面を積み上げて、その上に

市庁舎を建設することが水害に対して最も安全であり、機能的な市庁舎になると考えられる

のであります。 

 今回の弥富市庁舎改築検討委員会においては、委員の皆さん方は全てが充て職であって、

そうした専門的な方の意見とか、学識経験者の話は余り出されておりません。そうしたこと

から、特に伊勢湾台風の経験から高台建設という発想にはならなかったようであります。 

 ３・11の災害以来、せっかく安全で機能的な庁舎を建設する必要性が生じた以上、このよ

うな発想に基づいて、約3.5メートルぐらい土盛りができる広い場所を選定して、庁舎建設

を検討する必要があるのではないか、私はこのように考えるのでありますが、再検討される

考えはありませんか。市長に尋ねます。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員にお答え申し上げます。 

 今回、市庁舎を建設するに当たりましては、さまざまな市民の皆様に御参加いただきまし

て、その検討委員会を設置し、建てかえるのか、あるいは現庁舎の耐震補強工事をしていく

のかという中で、建てかえるという方針を決定していただきました。それがさまざまな形で、

その庁舎の機能などの課題、あるいは条件の整理をした上で、基本構想を考えたところでご

ざいます。 

 また、議会におきましても検討特別委員会が設置され、その特別委員会におきましては、

その基本構想の流れを組んで、基本設計について協議をしていただき、調整が行われたわけ
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でございます。 

 そういった意味では、現庁舎のところで建てかえるという形で市議会についても御承認を

いただいたところでございます。 

 私といたしましては、先ほども浸水対策というようなことに対しては、それぞれの施策を

打ってありますよという話をさせていただきました。佐藤議員の提案されるように、佐藤議

員の浸水対策においては、3.5メーターの盛り土を可能にする広い土地でということでござ

いますけれども、現在の庁舎を建設する上の条件としての市街化区域の中での問題でござい

ますけれども、そういうような状況の中においては、3.5メーターの盛り土をして庁舎を建

設していくという広いスペースはなかなか見出せないということが現状ではないかなあとい

うふうに思っております。 

 また、仮に3.5メーターの高さの庁舎の入り口までアプローチするには、長いスロープが

必要になってくるわけでございますので、そういったことにおいては、庁舎に入りづらいア

プローチになっていくんではないかなというふうに思っております。 

 過去の浸水ということに対して、私たちも十分計算をし、またさまざまな、南海トラフ大

地震というような状況についても考えていくわけでございますけれども、庁舎１階が2.1メ

ーターの高さということでございますので、もし仮に南海トラフの巨大地震というような形

で２メーターを超える浸水のおそれはあるわけでございますけれども、その件につきまして

はしっかりとした庁舎機能を持っていけばいいというふうに思っております。いわゆる非常

事態に対応できるようにしていくということが大事だろうというふうに思っております。 

 例えば災害対策本部、あるいは防災無線室、非常用発電機室、あるいは防災備蓄倉庫、受

水槽等々の防災の基幹機能の設備は全て２階以上に設置する計画でございます。そういった

形に対して、浸水を防いでいきたいというふうに思っております。 

 このような形で、市民の安心・安全、そして暮らしを支える拠点としての防災に対する危

機管理、または災害復興の役割を担う庁舎として、今後建設していきたいというふうに思っ

ておりますので、十分御理解をいただきたいというふうに思っております。 

 新庁舎につきましては、現計画の中で進捗することを考えておるところでございます。以

上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） これは私は非常に大事な問題だと思っております。場合によっては、

本当に住民側からしても、私は大変有意義な提案ではなかろうかと自画自賛をしております。 

 急いで今のここに建てかえをということですが、もう一つ考えてみますと、今、住民訴訟

によって、いろいろな問題点も指摘されてきております。いつ解決できるかわからないよう

な状況から、私は、「急がば回れ」ということわざのごとく、発想の転換を検討することで
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はなかろうかと、こういうように思っておるのであります。 

 市庁舎の用地取得に関して、住民監査請求から住民訴訟事件に至った原因等が市民に全く

説明されていない、私はそういうように受けとめております。ただ、市庁舎の建てかえが必

要であり、平成33年までにやれば合併特例債を活用することができる。合併特例債では約

40％の交付金がいかにももらえるかのような今の説明であります。この説明には私は極めて

疑問を感じております。私に言わせれば、まさに市民に間違った認識を持たせているような

宣伝に終始しておると。なぜこのような住民監査請求、訴訟事件に至ったか、その経過とい

うのが市民には知らされておりません。 

 基本設計を発表する前に用地取得の条件を決めていなかった。これはどういう理由を言わ

れても、あるいは弁解をされても、これは私は市当局の怠慢であったと言わざるを得んと思

っております。 

 そのために、地主から大変高額な要求をされて、貴重な財源を過剰に支出しなければなら

なくなったこと。また、特定の者の利益のために財政運営がゆがめられるおそれがるために、

住民監査請求、さらには住民訴訟になったということを市民にしっかりと認識をしてもらう

ことが大事な問題だと私は思っております。 

 現在、訴訟事件になっておりますので、余り多くを語りませんけれども、重要な問題であ

りますから、原告側、被告側の提出答弁資料をつぶさに比較検討しながら、裁判の状況を関

心を持って見守っておりますけれども、今回、ようやく物件移転補償費の詳細な資料を裁判

所に提出せざるを得なくなったと聞いております。被告側の市の提出答弁書の中には疑問や

矛盾を私は感じております。裁判中のために多くを語ることはいたしませんけれども、まさ

にこうした資料を見てみますと、議会にも出されておりません。石田技術コンサルタントの

物件補償調査積算業務等には、内容、金額においても疑問を感ずる内容が多く出てきたとい

うことであります。市当局は正しく精査したかどうか、チェック能力の未熟さを私は今感じ

ております。貴重な税金の無駄遣いにつながるような重大な問題点を感じております。 

 私の経験からいきますと、そうしたコンサルタント等から出てきたものは、絶対的なもの

であるというようには私は考えておりません。一つの積算評価は基準であって、目安であっ

て、私の経験から指摘するならば、コンサルタントの積算内容を参考にして、別途専門家や

参考人にも内容の精査を求め、幹部会においてよく協議し、他に影響が及ばないように積算

評価額を見積もり、交渉相手の考えを聞きながら、適正な対応と積算金額を定めて、交渉に

よって補償金額等の合意を得るようにするのが執行権者の責任であると私は考えております。 

 石田コンサルタントも同様に、市の指示に従って基準を積算したものであり、市の責任に

おいて、これをもって対応していただくことでしょうというように答弁しております。 

 まさに、そうした専門家によってチェックされていないということが大きな問題であって、
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今後、23日までに提出されるようでありますから、専門家によってチェックをされていきま

すが、詳細が明らかにされていけば、税金の無駄遣いを戒める結果が明らかになると私は思

います。場合によっては、さらに監査請求や訴訟問題に発展していくと思います。 

 そうしたことをやっておれば、いつまでたってもこれは解決をしない。こういうような危

惧を私はしておるから、状況の変化等、特に防災対策等のこの状況の変化等を考えて、今、

私が申し上げたようなかさ上げをしたところの庁舎移転というのを真剣に考えるべきである。

しかも、そうしたものであれば、恐らく愛知県でも一つのモデルケースになって、県も協力

をしてくれると私は確信をしております。 

 そうしたメンツにこだわっておるだけではなくて、市民本位の実利を選択すべき市庁舎の

建設場所を再検討することを提案しておきたいと思います。 

 特に最近では、高裁の判決、あるいは名張の判決等、これは違うと言っておるけれども、

類しておりますよ。そこらが一つの見解の相違だ。あそこは執行しちゃった。ここは執行す

る前だから、比較検討することを求めておきます。 

 以上をもって終わります。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 時間が経過しておりますけれども、佐藤議員のほうからいろいろ御意

見をいただいておりますので、現在の私自身の考え方について答弁をさせていただく時間を

お許しいただきたいというふうに思っております。 

 庁舎の建てかえにつきましては、いろんな機会を通じて市民の皆様には説明をさせていた

だいております。また、これからもそのような形で説明をしていきたいというふうに思って

おります。 

 また、建てかえの財源についての御質問がございましたけれども、私ども行政の事業とい

うことにつきましては、その事業に対して、どれほどの起債が立てられ、そして国・県の補

助率はどうなっているんだということが確認をするところでございます。庁舎における合併

特例債90％、４割の交付税措置というのは国の指針でございますので、この方向でお願いを

していきたいというふうに思っておるところでございます。 

 しかしながら、国の指針ということでございますので、変更もあることは今までの事業の

中でもあるわけでございますが、そういったことに対しては、私どもが不交付団体になると

か、あるいは変更ということに対してはどのような算出の問題であるのかということはこれ

から注視していくことであろうというふうに思っておるところでございます。 

 現在、物件移転補償費の積算資料につきましては、弁護士を通じて、議員おっしゃったよ

うに裁判所のほうに提出をさせていただく手続を進めさせていただいているところでござい

ます。これは、裁判の進捗を早めていくということの目的に応じて、私どもといたしまして
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は裁判所のほうに提出をさせていただくわけでございますけれども、本来ならば、これらの

資料は原告側が立証し、裁判所に提出すべきものであるというふうに考えております。そう

いった形の中で、裁判を早く進めたいというふうに思っております。 

 積算の内容につきましては、今までも説明しておりますように何ら矛盾はございませんし、

税金の無駄遣いになるということも考えておりません。このようなことにつきましては、こ

れからの口頭弁論、本案の裁判を通じて具体的に明らかになると確信をしているところでご

ざいます。 

 今回の訴訟は、私、弥富市長ということに対しての訴訟でありますから、当然原告側の準

備書面、いわゆる口頭弁論の意見陳述については、一字一句検討をさせていただいておると

ころでございます。今後の口頭弁論において、丁寧にそれぞれの訴訟問題については説明を

させていただき、そして我々の市の立場というものを立証していきたいというふうに考えて

おりますので、議員各位の御理解をいただきたいと思います。 

 いずれにいたしましても、その前にお話をさせていただきましたように、南海トラフ大地

震というような状況を考えてみた場合、庁舎の建設は喫緊の課題でございます。どうか皆様

の御理解をいただき、この庁舎建設が前に進むように全員の後押しをお願いしていきたいと

いうふうに思っております。以上でございます。 

○１５番（佐藤 博君） 市長がそういう答弁だったから、私は私なりの意見を申し上げたい

けれども、時間がありませんので、またの機会に申し上げます。 

○議長（佐藤高清君） 本日はこの程度にとどめ、明日継続議会を開き、本日に引き続き一般

質問を行いたいと思いますので、本日の会議はこれにて散会といたします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後４時58分 散会 

 

 本会議の顛末を記載し、その相違ないことを証するため、ここに署名する。 

 

          弥富市議会議長  佐 藤 高 清 

 

 

            同  議員  那 須 英 二 

 

 

            同  議員  三 宮 十五郎 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時00分 開議 

○議長（佐藤高清君） おはようございます。 

 ただいまより継続議会の会議を開きます。 

 なお、本日、大原議員のほうから、所用のため欠席という届けが出ておりますので、報告

いたします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第88条の規定により、早川公二議員と平野広行議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第２ 一般質問 

○議長（佐藤高清君） 日程第２、一般質問を行います。 

 順次、発言を許します。 

 まず鈴木みどり議員、お願いします。 

○３番（鈴木みどり君） おはようございます。 

 ３番 鈴木みどり、通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 今回私は、数人の聴覚障がい者のボランティアをしている方とお話しすることができまし

た。昨年、聴覚障がいを持たれた今村彩子監督の「架け橋きこえなかった３・11」のドキュ

メンタリー映画では、あの東日本大震災で何の情報も得ることができなかった、聞こえなっ

た人々の不安や恐怖が描かれていました。 

 聴覚障がい者の一番のハンディは、情報が入らないということです。外見は全く健常者と

変わりないので、私たちもなかなか気づくことができません。聴覚障がい者にどのように身

の危険を知らせるのか、また障がいを持たれた方がどうしたら安心して暮らしていけるのか

は大きな課題だと思います。 

 そうした中、弥富市でもＳＯＳ緊急時サポートカードがつくられました。これですよね。

このサポートカードは、議会でも紹介されました。これは、もし災害が起きた場合、耳の不

自由な方に、今何が起こっているのか、またどこに避難したらいいのかを尋ねるものになっ

ています。 

 そこでお聞きしたいのですが、この緊急時サポートカード、これは何人の方に配られたの

か、差し支えなければ教えてください。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） おはようございます。 
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 御質問でございます。 

 まず、最初の御質問のＳＯＳ緊急時サポートカードの配付状況でございますけれども、平

成25年12月５日に、市内にお住まいの聴覚障がいの方、音声・言語機能障がいの方、89名に

郵送させていただいております。また、それ以降、新たに障がいになられた方につきまして

は、身体障害者手帳が交付されるときに、あわせて窓口にて配付させていただいております。

現在では94名の方に配付させていただいております。 

○議長（佐藤高清君） 鈴木議員。 

○３番（鈴木みどり君） このカードの内容なんですけれども、どのようにこのカードをつく

るときに決められたのか、どういう経過を経てつくられたのかを教えていただけませんか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 先ほどからもお話があるような形で、聴覚障がい

の方が、こういう災害時に非常に情報がとりにくかったということがございます。そういっ

たことのないように、このようなカードを作成させていただいたということでございます。 

○議長（佐藤高清君） 鈴木議員。 

○３番（鈴木みどり君） 私も、これができたときに、聴覚障がい者にとってとても便利なカ

ードができたなあと思いました。私はこのＳＯＳのカードを利用される方に、このカードを

配られてどう思われているのかちょっと聞いてみたんですね。そうしたら意外なことに、私

が聞いたところでは、このカードは使われていないという話でした。なぜ使われてないのか

なと聞いたところ、どのようにして使ったらいいのかがわからないということなんです。ど

ういうことなのかと、本当に私も、どうやって使ったらいいのかわからないとはどういうこ

となんだと思いました。 

 市は、このカードをつくられて、利用される方に、このカードについて感想とか聞かれた

ことはありますか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 配付後でございますけれども、このカードについ

ての感想を聞いたということはございません。また、このカードの使い勝手等についての御

意見をいただいたこともございません。 

○議長（佐藤高清君） 鈴木議員。 

○３番（鈴木みどり君） 聴覚障がいでも、軽い難聴の方から中途失聴者や難聴で重い方、い

ろんな方がお見えになるんですが、言葉を聞いた記憶がある方は、このカードの意味がイメ

ージできるそうなんですね。だけど、災害が起きた場合に一番基準として、障がいの重い人

を基準に考えてつくっていかなければならないと思うわけなんです。聴覚障がい者には、ろ

う者、難聴者、中途失聴者が見えますが、あるボランティア活動をされている方に伺ったと
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ころ、ろう者の方は、生まれたときから音を聞いたことがない。耳が聞こえないということ

は、音というものがどういうものかわからない。そういう状況で言葉がわかると思いますか

と言われたんです。要するに、言葉がわからないから、字が読めない。それに文章も理解で

きない。そんな話でした。ましてや長い文章が全くわからないそうですし、このサポートカ

ードだとか、災害時ですとハザードマップとかいろいろ横文字も出てきますが、横文字はほ

とんど理解できないとのことでした。 

 文字は、ある人は記号として認識している人もいるそうなんですけれども、絵本で犬や猫

が「こんにちは」とか「おはよう」とかって書いてあるのを見ると、本当に犬とか猫がこう

いう言葉を出すと思っていた人もいたようです。しかし、今は訓練もされているそうなので、

短い単語や文は何とかわかるそうです。 

 例えばここに、中を見てみますと、「避難場所はどこですか」と書いてあるんですが、聴

覚障がいの方は「避難場所」という言葉は使わないそうです。この場合、「逃げる場所はど

こか」と書いたほうが、よく理解できるということでした。 

 また、このカードですが、大きな災害を想定して、このカードをつくられたと思いますけ

れども、もし本当に大きな災害に遭った場合、このカードが使えるのかもとても心配してみ

えました。恐らく皆さんがパニック状態になってしまっていて、そんな中にこれに答えてく

れる人が何人いるんだろうかと、とても心配されていました。 

 昨年ごろから異常気象が続いていますけれども、ことしはまたエルニーニョ現象があらわ

れると言われています。南海トラフもとても心配ですが、台風の大型化、集中豪雨など、毎

年被害が心配されます。仮に、そんなときこのカードを使うとして、この内容を見てみます

と、「今何が起こっているのですか」「大きな声でゆっくり話してください」「紙に書いて

教えてください」と書いてあるんですね。ここの空白があるんです。これは１回使ったら終

わりですかって。ここに書いて、これを使ってしまったらもう、これはコピーして使うんで

すかねえ。そう言われてみると、そうかなあと私も思いました。 

 恐らくこのカードは、利用される方の意見が入っていないので、こういうことになると思

うんですけれども、ここでお聞きしたいのですが、市のほうとして、聴覚障がいを持たれた

方、それ以外の障がい者ももちろんですが、市の担当者と交えて話し合う機会という場はあ

りますか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 幾つかの御質問が今の中にあったかと思っており

ますので、順次回答させていただきますけれども、回答漏れがありましたら、また御指摘願

いたいと思います。 

 まず、使い方がわからないということでございますけれども、１つには、どういう場合に
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使うのかというところがなかなかはっきり定義されてなかったのではないかなということも

感じております。それがわかっていただければ、もう少し使い方もわかるのかなあという形

のことを考えております。 

 それで、先ほど御指摘がありました「避難場所はどこですか」というものでございます。

これにつきましては、避難場所を聞いて、そこに行けるかという問題も当然発生するかと思

っております。これは、一般的に使いますＮＴＴグループが発行しています「電話お願い手

帳」というのがございます。こちらの中ですと、「避難場所に案内してください」といった

記載になっております。このほうが障がいの方については使いやすいものになるかなと思っ

ています。内容等につきましては、今後、再度検討していきたいなと思っておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 それで、先ほど申し上げましたように、このカードというのは緊急時ということを念頭に

置いております。日ごろから持ち運んでいただいて、かばん等に入れていただく邪魔になら

ないサイズということで、ソフトケースに入れてございます。そのため外出時には、お守り

がわりと言っては何ですけれども、そういった形で肌身離さず身につけていただくことが重

要なのかなあと思っております。緊急時ということでございますので、日常で何回も使うと

いったものではないと考えております。 

 なお、カードを紛失等された場合につきましては、当然再発行させていただくわけでござ

いますけれども、日常の生活におきましては、先ほどちょっと紹介いたしましたＮＴＴの発

行している、これも障がい者の方の分が用意できておりますので、こういったものを使って

いただくと、非常に何回も使える、それから細かい内容まで把握しているものでございます。

そういったものも使っていただくのがよろしいのかなと思っております。 

 それから、話し合う機会はということでございますけど、聴覚障がい者の方や、視覚障が

い者の方も含めてでございますけれども、市の担当者を交えて話し合う機会はございます。

福祉課では毎年、市長と障がい者の父母の会の方との意見交換を行っております。また、３

年ごとに策定する弥富市障がい者計画の策定時期に合わせまして、障がい者団体の方に市の

障がい福祉施策について要望をお聞きする機会を設けております。今年度は策定の年度に当

たっておりますので、現在実施しておりますアンケート結果をもとに、関係団体の方にも御

意見を伺いたいと考えております。いろんな御意見をお伺いして、このカード自体も使いや

すいものにしていきたいなあと思っております。 

 また、策定段階でございますけれども、障がい者の方の参加ということはなくつくってお

りますけれども、障がい福祉サービスのプランを作成する相談支援員という方がございます。

そういう方には見ていただいて、御意見をいただいて、今回のものを作成したといった経緯

になっております。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 鈴木議員。 

○３番（鈴木みどり君） 私が聞いたところ、このカードは、せっかくつくっても利用されて

ないということだったので、私はいろいろお話を伺って、このカードは利用される方の意見

が全く入っていない、要するに耳の聞こえる人だけでつくってしまっているという、そんな

ことで、聞こえない人の希望とか要望とかいうものが全く無視されている状態でつくられて

いると思います。それにまた、その結果、つくりっ放しという、つくって渡せばいいという、

市のほうの自己満足的なものになってしまっているんじゃないかなというふうに思うわけで

す。使う人の意見や要望を聞いてつくっていかないと、せっかくつくっても意味のないもの

になってしまうのではないでしょうか。ぜひ障がい者の人の意見をしっかり取り込んでいた

だいて、何が必要なのかを聞いていただければと思います。 

 それから、もう１つなんですけれども、先ほども言いましたように、聴覚障がい者という

のは、とにかく情報が入らないということです。弥富市では、今、２つの福祉センターがあ

るんですけれども、この２つの福祉センターに、危険を知らせる赤いランプとか、そういう

ものを設置していただきたいなあと思います。 

 昨年、私、ある会社にちょっと見学に行ったときに、そこには健常者と重度の障がい者も

いたんですけれども、そこは健常者と障がい者が力を合わせて働く会社でした。その会社に

は、障がい者に優しい職場づくりがされていました。そして、やはり天井には赤ランプがつ

いていて、異常のとき、何かがあったときには、ランプが点灯すると異常を知らせるという

ことになっていますという説明でしたけれども、設置場所は非常口に近いところに設置して

あったかと思います。今やバリアフリーは当たり前ですけれども、その上で福祉センターだ

からこそ、障がい者にも優しい心遣いが必要ではないかと思います。 

 今回、聴覚障がい者について質問しましたけれども、いろんな障がいを持たれた方がいろ

いろ見えると思います。どのように情報を伝えるのか、また対処するのか、市としては何か

お考えはございますか。 

 また、聴覚障がいに限らずですけれども、障がい者に対して市の防災的な考えはお持ちで

しょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） まず、ランプの設置の関係のところからお答えし

たいと思います。 

 この場所についてですけど、弥富市では昨年12月に、市内の公共施設に、聴覚障がいの方

等に対しまして、災害時の避難誘導するための避難誘導用サイン表示板というものを、議員、

御承知かもわかりませんけど、こういったようなものですね、これを各施設に置いてありま

す。市役所の中でも各課には１つずつ用意してあって、何かのときには、これを持って誘導
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するといったようなことを考えて行っております。誘導用のサイン表示板の設置というのは

有効かと思いますけれども、停電等の関係もあるかと思います。そういったことも考えまし

て、現段階では今のような形でとらせていただきたいなあと思っております。 

 また、万が一の場合につきましては、当然、施設職員が誘導いたします。これはまだ一つ

の案ですけど、例えば施設職員に、こういった「ついてきてください」といったようなもの

をして誘導するといったようなことも方法としてはあるのかなあというようなことは考えて

おります。 

 それから、今後のその他の障がいの方についての防災上の対策でございますけれども、現

段階では具体的なものはできてないのが現状でございます。これからどのような形で、その

他の障がいの方、ほかの障がいの方について対応していくかということを検討させていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 鈴木議員。 

○３番（鈴木みどり君） 命を守るのに格差があってはならないという、これは今村監督の言

葉でもありましたけれども、誰もが安心して暮らせる弥富を願って、私の一般質問を終わり

たいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 次に武田正樹議員、お願いします。 

○１６番（武田正樹君） 16番 武田正樹です。 

 通告に従いまして、弥富市総合計画後期基本計画に沿って質問させていただきますので、

よろしくお願いいたします。 

 最初に、道路交通網の充実について質問したいと思います。 

 現在、弥富市内を走る道路網としては、東名阪自動車道、伊勢湾岸自動車道、国道１号、

23号、西尾張中央道等、周辺都市への道路網としては、一部課題は残っているものの、利便

性からもよく整備されていると思っております。県道、それから幹線道路、市道においては、

計画どおりの整備がなされている箇所と整備のおくれが目立つ箇所があり、今後の課題とな

っております。 

 その中で、今後の道路整備の方針として、都市計画道路、市道等の道路整備事業はどのよ

うな目的のもとで整備が進められているのか、説明願います。 

 また、特に市民の安全性の向上を図るためにどのような道路整備が進められているのか、

説明願います。 

 そして、市の経済的発展の可能性においては、産業基盤である道路は必要不可欠のもので

ありますが、人口が減少局面に入り、高齢化が進んだ現在では、持続可能なまち、地域像に

も取り組んでいく必要があり、その両者を踏まえた整備が必要だと思います。後期基本計画

にある災害時への対応やバリアフリー化、環境・景観の保全と創造、歩行ネットワークの形
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成等に配慮した安全で潤いのある道路づくりを進めていくためには、どのように整備計画を

進めていかれるのか、この３点について説明願います。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、道路整備事業の目的につきまして、３点の御質問に対

しまして答弁をさせていただきます。 

 最初に１点目でございますが、どのような目的で整備が進められているかという御質問で

ございます。 

 道路整備事業の目的といたしましては、弥富市総合計画の中にも記述してありますように、

弥富市ではこれまで、国・県と連携しながら道路網の整備を計画的に進めてまいりましたが、

交通量の増加や車両の大型化、そして高齢化が進む中で、より一層安全で便利な道路網、道

路環境の整備が求められていることから、広域交流基盤の強化のため、伊勢湾自動車道への

アクセスの一層の向上、南北方向への道路網の充実、市街地の拠点機能の強化を見据えた道

路網の整備のほか、安全・環境・景観に配慮した人に優しい道づくりが課題となっているこ

とから、これらの課題を解決するために道路整備事業を計画的に進めているところでござい

ます。 

 続きまして２点目でございますが、安全性の向上を図るために、具体的にどのような道路

整備が行われているかとの質問でございますが、県が整備しております幹線道路や市が整備

する中央幹線及び都市計画道路におきましては、歩行者・自転車などの安全対策といたしま

して歩道設置を進めることによりまして、安全性の向上を図っております。 

 続きまして３点目の御質問でございますが、道路整備に当たって、災害時への対応とかバ

リアフリー化、抽象的でわかりづらいので、どのような整備がなされているかという御質問

でございますが、具体的な道路整備につきましては、災害時に対しまして物資の輸送や緊急

車両の通行の確保を図るために、県で定めております緊急輸送道路から各防災拠点を結ぶ路

線といたしましての整備、高齢者や子供など、弱者が安心して安全に通行できるような段差

を解消した歩道整備、都市部におけます良好な公共空間の形成、沿道における良好な生活環

境や景観を確保するための植樹帯を設置しており、歩行ネットワークの構築を図っていくこ

とによりまして、安全で潤いのある道づくりを進めていることでございます。以上でござい

ます。 

○議長（佐藤高清君） 武田議員。 

○１６番（武田正樹君） 災害時の対応の中に、もう１点私はお願いしたいのは、先ほどの対

応で私は十分だと思うんですけれども、高速道路については一時避難場所という感じのとこ

ろ、公には認められないかもしれませんけれども、そういうことも考慮していただきたいな

あと思っておりますし、先ほど話がありましたように、歩行ネットワークについても、これ
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から先、人口減の社会ですので、ある程度、高齢者のために安心・安全なまちづくりという

観点からも、ぜひともよろしくお願いしたいと思います。 

 引き続いて、次に弥富市道路整備事業の進展について質問したいと思います。 

 先日、市長の出前講座で配付されました資料、弥富市事業概要について質問したいと思い

ます。 

 その資料に載っている７路線のうちの名古屋第３環状線と中央幹線についてお聞きしたい

と思います。 

 この２路線は、市内の南北を結んでいる大変重要な路線です。この２路線における事業中

区間の整備状況と今後の整備計画についてお伺いします。 

 そして、また未着手区間がありますけれども、今後の整備計画についても、説明できる範

囲で結構ですので、説明をお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 弥富市の道路整備事業の進捗ということと、それから今の計画が

どのようになっているかということでございますが、最初に名古屋第３環状線の道路整備計

画の進捗状況につきまして御説明をさせていただきます。 

 現在、伊勢湾岸自動車道から境町までの1.1キロメートルの区間につきましては、平成23

年度に供用を開始しております。また、境町から間崎までの約2.7キロメートルの区間につ

きましては事業中区間でございまして、境町の一部及び稲荷崎地内の用地買収を継続的に進

めているところでございます。県といたしましては、国道23号までの道路整備を平成32年度

までに完了する予定という運びになっております。平成25年度末の進捗率でございますが、

事業ベースで約32％となっております。 

 続きまして、中央幹線の道路整備の計画と進捗状況につきまして御説明をさせていただき

ます。 

 中央幹線道路は、日の出橋から伊勢湾岸自動車道までの道路整備事業を行っておりまして、

延長７キロメートルのうちの約4.3キロメートルにつきましては平成25年度までに供用を開

始しております。現在では、南部地区となる鍋田地内におきまして道路整備事業を進めてい

るところでございます。進捗状況につきましては、整備延長で約66％となっております。 

 なお、今後も引き続き県等に要望していきたいというふうに思っておりますので、よろし

くお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 武田議員。 

○１６番（武田正樹君） この両幹線道路ですけれども、南部地区においては大変重要な路線

になっておりますので、一刻も早い完成をお願いしたいのであります。特に南部地区、高齢

者がふえております。そして、公共交通も微妙な段階ですので、この幹線道路、まだ高齢者
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が運転できる範囲について、安全な道路をぜひとも早い段階で完成させていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、担い手の農地利用集積についてお伺いします。 

 我が国の農業を取り巻く環境は厳しい状況にあります。農業者の高齢化や次の世代の後継

者問題、受け手を必要とする遊休農地や耕作放棄地の増加など、農業をめぐる環境は危機的

状況にあると言えます。 

 こうした中にあっても、これらの課題を克服し、競争力のある農業、魅力のある農業をつ

くり、農業の成長産業化を実現するためには、意欲のある農業者、担い手が必要になってき

ます。弥富市においても、全国と同様に農業従事者の高齢化が進み、農業からリタイアする

人がふえ、農業者の減少となるおそれがあります。農地を維持できる担い手の確保、後継者

の不足の解消が重要な課題となっております。弥富市として、意欲のある多様な担い手の育

成、確保のためにとっている対策は何か、御説明ください。 

 次に、弥富市において、毎年の農地利用権の設定等の積み重ねにより、担い手の一つであ

るオペレーターに農地が集積され、オペレーターの経営体の耕作面積が増加傾向にあるよう

に見えるのですが、弥富市の現状を踏まえての農地利用集積の必要性についてどう考えてみ

えるのか、説明ください。 

 また、現段階で農地利用集積による効果は、市としてどう評価されてみえるのか、説明く

ださい。 

 以上３点について、お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、担い手への農地利用集積につきまして、３点の御質問

に対しまして答弁をさせていただきます。 

 １点目でございますが、担い手の確保と育成のために、どのような対策をとってみえるの

かという御質問でございますが、担い手の確保と育成につきましては、経営指導の強化を初

め、農地の利用集積や農作業受委託の促進等によりまして、意欲と能力のある認定農業者及

び集落営農組織の育成を図るとともに、農業経営の法人化を促進しておるところでございま

す。 

 続きまして２点目でございますが、担い手への農地利用集積が進められているが、なぜそ

れが必要になってきたかという御質問だったと思いますが、担い手への農地の集積につきま

しては、農家の兼業化や高齢化、後継者不足によりまして、自分で耕作をされる方が減って

きております。貸し手がふえてきていることも要因となっておりますが、集積を行い、農地

を面的にまとめることによりまして、大型のトラクターなどの機械を利用することができる
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ようになってきております。 

 なお、担い手の集積につきましては、毎年ふえてきておるのが現状でございます。 

 ３点目につきまして、農地利用集積による今の段階での効果は出てきているのかという御

質問だったと思いますが、農作業の高能率化やコストダウンが図られているというふうに思

っておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 武田議員。 

○１６番（武田正樹君） オペレーターにある程度農地が集約されているんですけれども、私

も見せていただいていて、オペレーターの方がこれ以上農地を引き受ける可能性について、

非常に現段階で難しい状態になりつつあるのではないかと心配するのですけれども、その辺

も考慮していただいて、オペレーター以外の担い手もこれからある程度考えていただきたい

なあと思うんですけれども、その辺についても考慮していただくように要望としておきます。 

 最後に、農地中間管理機構についてお伺いしたいと思います。 

 平成25年12月に創設された農地中間管理機構についてお伺いします。 

 この農地中間管理機構とはどのようなものか、概略を説明ください。 

 また、どのような目的のもとに創設されたのか、御説明ください。 

 そして、農業者の高齢化等の現在の農業をめぐる深刻な環境を考えると大変重要な機構だ

と思うのですが、今後、弥富市としてどう対処されていかれるのか、また市はどのような役

割を担うのか、御説明ください。 

 そして、この機構について１点だけ質問させていただきます。 

 この機構に例えば土地を預ける際、その農地に制限があるのか、その辺についてもわかる

範囲でお答えください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、農地管理機構についての目的等につきまして御説明を

させていただきます。 

 最初に、農地中間管理事業の推進に関する法律が平成25年12月５日に成立をし、同年の12

月13日に交付され、平成26年３月１日に施行をされました。それに伴いまして、本年４月１

日付で愛知県では、公益財団法人愛知県農業振興基金が農地中間管理事業の引受先として、

愛知県農地中間管理機構が設立されました。これにつきましては、10年後の日本の農業が目

指す姿、利用する農地面積が10年後には全農地の８割を目指すということで設立をされてお

ります。 

 中間管理事業の目的といたしましては、農業経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農

用地の集団化を進め、農用地の利用の効率化と高度化の促進を図ることによりまして、農業

の生産性の向上に資することを目的としております。その事業を実施するのが農地中間管理



－１１１－ 

機構でございます。 

 続きまして、市はこの農地中間管理機構にどのように対応されるかとの質問でございます

が、今後、この事業の推進に当たりましては、愛知県農地中間管理機構より各市町村や農協

に対して業務の委託が行われると聞いております。市といたしましては、ＪＡあいち海部や

弥富市農業委員会と協力して、農地中間管理事業の遂行に当たってまいる所存でございます。 

 続きまして、機構が借りる農地の基準とか、農地の借り受けの解除等に際しての考え方だ

と思いますが、農地中間管理機構が借り受ける農地につきましては、今のところ農地として

利用するのが著しく困難な農地や貸し付けの見込みがない農地につきましては、借り受ける

ことはないというふうに聞いております。また、やむを得なく途中で解約されることにつき

ましては可能のようでございますが、機構の集積協力金の支援を受けられていると、返還が

生じるということも聞いておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 武田議員。 

○１６番（武田正樹君） 農地中間管理機構、これは前回の議会において三浦議員も質問され

ましたけれども、実際、これから先、オペレーターだけでは担い手が不足するというときに、

ある程度窓口として重要な役目を果たすと思っております。ぜひとも市としても取り組んで

いただきたいなあと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 そして、最後にもう１点質問させていただきます。 

 後期基本計画の責任者としての考えについて、市長に御答弁をお願いします。 

 きらめく弥富づくりが着々と前進し、第１次弥富市総合計画後期基本計画をもって弥富市

が次なるステップを踏み出すに当たり気になるのが、市長の任期が１年を切っていることで

す。服部市長においては、弥富市発展の指針、後期基本計画においても、今までどおり最後

まで責任者として遂行していただき、第１次弥富市総合計画を完結し、弥富市のさらなる発

展に御尽力いただきたい思いであります。 

 あえて伺います。弥富市発展の責任者としての服部市長の決意をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 武田議員の御質問にお答えを申し上げます。 

 平成21年からスタートいたしました第１次弥富市総合計画前期計画を終えたところでござ

います。その成果と反省を踏まえ、このたび平成26年度から平成30年度の５カ年間を計画期

間といたします後期基本計画を策定いたしました。 

 主な項目は、最優先課題として、市民の皆様の安心・安全につながる防災・減災対策事業

を進め、災害に強いまちづくりを進めてまいります。農村農業整備事業、都市基盤整備事業

を進めることにつながっていくと思っております。 

 ２つ目は、ますます高まる少子・高齢化社会にしっかりと向き合い、子育て支援、市民の
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皆様の健康づくりに力を注ぐとともに、介護・医療の充実は喫緊の課題であります。このよ

うな少子・高齢化にしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。 

 ３つ目は、次の時代を担う子供たち、児童・生徒の教育環境の整備を進め、体力・学力の

向上に努力いたします。 

 このような事業を進めるため、さらなる行財政改革と税収の確保を基本とし、財政健全化

のもとに、みずからの気力・体力を充実させ、市民の皆様と一体となって協働の精神でまち

づくりを進めてまいります。 

 御質問の来年年明けに実施される弥富市長選挙につきましては、出馬させていただく決意

でございます。市政発展のため、後期基本計画の実行に全力で取り組んでまいりますので、

どうぞよろしくお願いを申し上げます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 武田議員。 

○１６番（武田正樹君） 最後に出馬表明をいただきました。ぜひとも今後とも、弥富市総合

計画後期基本計画に沿っていただきまして、頑張っていただきたいと思います。 

 これにて私の質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） ここで暫時休憩とします。再開を10時50分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時40分 休憩 

             午前10時50分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に川瀬知之議員、お願いします。 

○２番（川瀬知之君） ２番 川瀬知之、通告に従って質問します。 

 質問をする前に、将来の構想の夢を見、それを実現するためには、さまざまな問題や課題

を克服しなければならず、将来の技術革新を把握せずに業者の提案を受け入れてしまった過

去の近隣自治体の失敗例を御紹介します。 

 蟹江町は1998年に、行政情報をコンピューター処理する電算化を断念したのはシステム開

発を請け負ったＮＥＣと関連会社の責任だとして、２社に計約２億3,500万円の損害賠償を

求めた訴訟をいたしましたが、その後、2004年１月28日に蟹江町が敗訴し、逆にＮＥＣ側に

505万円を支払うよう命じられてしまいました。この当時の行政情報システムは、仕様・運

用方法などがまだ確定していない基本システムであり、プロトコルは今主流のＴＣＰ／ＩＰ

ではなく、ネットウエアを利用しておりました。この基本システムは、統合行政情報システ

ムへと構築して運用していくためには、プログラム開発のツールの提供を受け、蟹江町職員

が運用に合わせて数々のカスタマイズを開発しなければならず、さらにそのシステムの実証
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と検証もしていかねばならなかったようです。 

 この失敗は、蟹江町幹部が、町の職員のスキルも考えず、業者の提案のまま、まだ構想中

で仕様が固まっていないインターネットを使った夢の統合行政情報システムの導入を試みて

しまったからです。その後、プロトコルがＴＣＰ／ＩＰ上でブラウジングできるブラウザー

ソフトが無償で提供されたおかげでインターネットが普及し、さらに今ではＰＤＦなどの電

子文章のためのフォーマットが標準化されております。 

 さて、平成18年の合併以来、本市はコンサルタントの指示のもと、本市が目指す将来像と、

その実現に向けた政策目標や施策項目、施策の大綱、重点構想などを示した基本構想をまと

め上げ、その基本構想に基づき、今後推進する主要施策や主要事業を具体的にした前期基本

計画を策定し、その期間である平成21年度から平成25年度の前期５年間が既にたちました。

しかしながら、成果指標により計画の点検・評価と、その公表をいたしておりますが、将来、

時代の潮流、社会変化の理由で、この計画が実現しなくても誰が責任をとるのかはっきりし

ておりませんし、結局現実は、現状どおり継続や見直しの方向で検討といった評価が多くな

り、意思決定を先送りしようとする傾向に陥るのではないかと懸念しております。 

 したがって、責任の所在を明確にし、業績主義、成果主義、顧客主義、市場主義などの民

間企業の経営理念の手法を取り入れた実行組織と、そのプロセスの問題を改善へと導き、本

市の都市計画の基本構想が少しでも実現に向かうようにと思い、質問をいたします。 

 第１次弥富市総合計画における弥富駅周辺整備について。 

 今回の第１次弥富市総合計画である基本構想、前期基本計画・後期基本計画を策定するに

当たって、いつごろから都市計画業務委託を始め、今までに幾らかかりましたか。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、今回、総合計画前期・後期作成に当たって、いつごろ

から都市計画業務委託を始め、今までに幾らかかりましたかという御質問でございますが、

平成19年度より駅前再開発プロジェクトが立ち上がりました。その会議で出されました整備

方針をもとに、平成22年度、平成23年度には弥富駅周辺整備基本構想を策定いたしまして、

平成24年度には弥富駅周辺の基本計画を策定いたしました。業務の委託費の累計といたしま

して、2,199万7,500円でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 私が取り寄せた資料には21年度しかわからないんですが、平成21年度、

都市計画業務委託料682万5,000円歳出、平成22年度、都市計画業務委託料1,585万5,000円歳

出、平成22年度、都市計画業務委託料繰越明許分720万3,000円、平成24年度、都市計画業務

委託料558万6,000円、平成24年度、主要施策成果報告書より、都市計画の立案や都市計画施

策の検討に活用するために調査業務を行った費用として、都市計画基盤調査費用278万2,500
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円、平成25年度予算には都市計画業務委託料2,140万を計上、平成26年度予算には都市計画

業務委託料70万を計上。私の21年度からの計算だと6,000万ぐらいになるんですが、恐らく

前期計画に、22年度に前期計画をされて1,585万5,000円、相当の額を歳出されたと思うんで

すが、ことしになって後期基本計画で2,140万を計上されていると調べたら出てくるんです

が、どうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 先ほど答弁させていただきましたのは、22年、23年度につきまし

ての弥富駅周辺の委託業務の金額でございますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 私の質問は、今回の第１次弥富市総合基本計画での、弥富駅じゃなく

て、全部のことを言っていたもんですから。 

 今回の第１次弥富市総合計画での基本構想、前期計画・後期計画を策定するに当たって、

いつごろから都市計画業務委託を始めと言っていますので、これを質問しているから、平成

21年度に682万5,000円、平成22年度、都市計画業務委託料1,585万5,000円、平成22年度、都

市計画業務委託料繰越明許分720万3,000円、平成24年度、都市計画業務委託料558万6,000円、

都市計画基盤調査事業278万2,500円、平成25年度予算には都市計画業務委託料2,140万を計

上、平成26年度予算には都市計画業務委託料70万を計上、累計総額の合計6,035万1,500円。

19年はわからないもんですから、そのぐらいかかったということで計算させていただきまし

た。 

 次に、基本計画に基づいた計画期間３年間の実施計画には、具体的に実施する事業の内容

に優先順位が存在し、本市の特性や時代の潮流、市民ニーズの動向によりローリング方式に

より毎年度見直しを行うことができ、実施計画が実現しなくても責任をとらなくてもよい計

画の策定に、およそ私が計算すると6,035万1,500円をかけて、どのような費用対効果がある

のか説明ください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 先ほどの答弁の金額、委託料の関係でございますが、まず総合計

画を含んでなかったことにつきましては申しわけなく思っております。私が先ほど説明させ

ていただきましたように、弥富駅周辺に関する業務委託ということで御理解いただきたいと

思います。 

 費用対効果のことでございますが、これにつきましても弥富駅周辺の計画についての答弁

という形になるかと思いますが、御了承いただきたいと思います。 

 鉄道によりまして南北に分断されました地区が、自由通路整備に伴い、ＪＲ・名鉄弥富駅

と近鉄弥富駅の道路の強化やバリアフリー化など利便性の高い都市活動の核となりますよう、
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またこれによりまして人や自転車、車の流れが変わり、安全性の向上と商業機能の再生が期

待されておりました。駅中心部に活力やにぎわいが戻るよう望んでいるところでございまし

て、経済効果につきましては、こういったものを含めて経済効果が当然あるというふうに整

備をさせていただく予定でございました。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） それでは、弥富市総合計画に従って、平成23年度に弥富駅周辺基本計

画策定のために業務委託料735万円を歳出しております。どのような手法で業務依頼されま

したか、具体的に説明ください。今の答えですよね。 

 また結果、どのような問題、課題が明確になりましたかも説明ください。 

 次に、さらに平成24年度予算概要説明書には、弥富駅周辺基本計画策定費用として900万

円の予算を計上しているが、決算事項別明細書では実際には歳出されていません。実際に策

定されましたか。策定されているのであれば内容を、策定しなかったのであれば理由を説明

してください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 最初に、弥富市総合計画に従って、平成23年度に弥富駅周辺の基

本計画策定のために業務委託料735万円を歳出させていただいております。またその結果、

どのような問題、課題が明確になったかという御質問だったと思いますが、平成23年度、弥

富駅周辺の整備基本構想補完業務ということで、発注仕様は次のとおりで報告をさせていた

だきます。 

 作業の目的といたしましては、本業務は平成22年度に実施されました弥富駅周辺整備基本

構想の結果を踏まえまして、周辺道路の整備、供用進捗に伴う交通状況の変化や、市におい

て予定する事業推進等を勘案しながら実現化の検討を行い、次年度以降の段階的な整備スケ

ジュール並びに整備範囲等についての方向性を具現化することを目的に委託をしております。 

 作業の内容といたしましては６項目ほどございまして、１つ目に計画の準備、２つ目には

実態調査の企画と実施でございます。この内容といたしましては、弥富駅周辺の交通状況の

把握のための調査といたしまして、駅周辺交差点における交通手段別の交通量調査を行いま

した。これは７カ所、12時間行っております。また、ナンバープレート調査ということで４

カ所、朝夕のピーク時に計４時間行っております。 

 次に、Ｋ＆Ｒということで、これは駅まで自動車で送迎されまして乗り継ぐ方式をとって

おりまして、この利用者の実数調査を行いまして、これは２カ所、朝夕のピーク時で計４時

間行いました。 

 次に、交通実態調査結果の取りまとめも行っております。 

 それから、３番目といたしまして、現況の交通実態を踏まえました駅前広場整備の実現化
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検討を行っております。これは中央駅前広場のことでございます。 

 ４番目として、関係機関との協議を行っております。 

 ５番目といたしましては、プロジェクト会議の参画を行っております。 

 ６番目といたしましては、打ち合わせの協議を行ってまいりました。 

 それに伴いまして成果品ということで、弥富駅周辺整備の基本構想の補完業務報告書をい

ただいております。 

 次に、交通量調査の結果報告書もいただき、その他監督員が必要と認めた資料を提出して

いただいております。 

 次に、どのような問題、課題が明確になったかということでございますが、本業務の交通

実態調査におきまして、弥富駅北側や近鉄弥富駅北側に十分な交通結節点が ―― これは駅

前広場がございますが、これのことでございまして ―― ないことや、駅中央地区に民間駐

車場、駐輪場、バスのバース、タクシーバースや横断歩道の機能が集中していることにより

まして生じる踏切及び道路交差点の車の渋滞状況や、人、自転車、車の錯綜状況、錯綜とい

いますのは入りまじって混乱することでございますが、この状況が明確となったことにより

ます問題、課題が生じたわけでございます。 

 以上が24年度についての御報告とさせていただきたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） たしかＪＲ弥富駅の橋上駅化の当初の計画を中断するとしております

が、どのようなプロセスを経て中断になったのか、また今後どのようにされるのか、具体的

に説明ください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 答弁の前に、先ほど24年度と申し上げましたが、23年度に訂正さ

せていただきたいと思います。失礼しました。 

 ＪＲ弥富駅の橋上駅舎化等の計画を中断することにおきましては、どのようなプロセスに

よって中断されたかという御質問だったと思いますが、ＪＲ・名鉄弥富駅周辺整備につきま

しては、平成32年度までにＪＲ・名鉄弥富駅がバリアフリー化の整備をする対象駅となって

おります。これを受けまして、鉄道事業者と駅のバリアフリー化（橋上駅舎化・自由通路）

を進めることで継続的に協議を行ってまいりました。しかし、駅整備計画の凍結につきまし

ては、さきの議会でも答弁させていただきましたが、平成25年の12月に見直されました長期

財政計画の見通しにおいても、第１次総合計画に位置づけられた重要事業である新庁舎建設

事業や白鳥保育所建設事業などの事業を初め投資的な経費が増加し、平成26年度からは財源

不足が増加し、平成35年度には約９億4,000万円になると見込まれております。こうした財

政見通しの中で、大型プロジェクトとなるＪＲ・名鉄弥富駅の整備事業を実施することとい
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たしました場合、さらに財源不足が増加することになることから、第１次総合計画の平成26

年度からの後期計画の見直しに合わせまして、事業の凍結をせざるを得ないと判断したもの

でございます。 

 また、今後、どのようにするかという御質問でございますが、ＪＲ・名鉄弥富駅は、鉄道

事業者によります地域支援のもと、平成32年度までに鉄道駅のバリアフリー化を実現する対

象駅となっておりますので、そこで将来の橋上駅舎化整備を見据えまして、鉄道事業者の行

うバリアフリー化整備が手戻りにならないように整備手法の検討をするために、鉄道事業者

に自由通路に関する基本調査業務を委託していきたいというふうに考えております。以上で

ございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） それでは、違う方向で質問させていただきます。 

 ＪＲ蟹江駅の歩道橋を含めたＪＲ蟹江駅駅前開発は、どのような目的で、いつごろ計画さ

れ、実行されてきましたか説明していただき、それと比較して、なぜ弥富市総合前期計画で

作成された、経費もかけてつくった弥富駅周辺整備計画を数年たっただけで見直ししてしま

ったのか、説明ください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） ＪＲの蟹江駅の周辺の開発におきましては、鉄道により分断され

ました駅舎のない北側の地区の基盤整備を目的として、平成９年度にＪＲ蟹江駅北の蟹江今

駅北特定土地区画整理事業の基本計画が策定され、平成10年度よりＪＲと本格的な協議に入

り、平成13年度には土地区画整理事業が認可されまして、現在は基盤整備が完了し、本年度、

換地処分を予定しているというふうに聞いております。 

 続きまして、鉄道を横断しております歩道橋についてでございますが、鉄道により南北に

分断されています地区を結ぶ都市計画道路の暫定整備及び駐輪場利用の連絡確保のために、

町道の既存踏切を閉鎖することにより、平成４年度に幅員２メートルほどの人道橋が整備さ

れております。さらに、平成24年度には、自由通路の新設及び橋上駅舎化に関する基本計画

調査業務をＪＲに委託され、平成25年度にはＪＲ蟹江駅自由通路・橋上駅概略設計業務をＪ

Ｒに委託されている状況でございます。 

 弥富市はどうして基本計画を見直したかという御質問でございますが、さきに申し上げま

したとおり、中期財政計画の長期財政見通しによるものでございますので、御理解と御協力

をいただきたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 基本的に、基本計画というのは平成18年度から始まっていると思うん

ですが、その以前に、もう既に合併算定がえが10年後には減ってくることもわかっておられ
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ることだし、全てわかった上で基本計画をつくったんではないのかなあと思うんですが、ど

うでしょうか。 

 今ごろ中期財政計画と言って、財政が厳しいということじゃなくて、平成18年度以前から

わかっていたことじゃないでしょうか。それなのにこういう計画を立てるということは、ど

ういうことを意味するんでしょうか。ちょっと説明してください。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 当初の計画におきまして、今の財政計画的なものですね、これに

対しましての計画というのはございませんでしたが、最近、最近と言ったら申しわけないで

すが、こういった事業が進む中において、早期に事業を進めなければならないという事業も

ございまして、今回、こういった形で凍結をさせていただいたということで御理解いただき

たいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 弥富市総合計画における弥富駅周辺整備計画がどのように弥富市の発

展につながり、どのような経済効果を生むはずだったのか具体的に説明してくださいとして

おりますが、蟹江町はそれも考えてやっていると思うんですが、弥富市は考えなかったんで

しょうか。要は、蟹江は何十年もかけて基本計画を考えて、例えば10年や20年考えて実行に

移していったのに、わざわざ基本計画に6,000万もかけて、弥富駅に追加に1,000万ほどかけ

て、それでやめるということはどういうことなんでしょうか。私、学校で勉強するときに、

参考書を買ったら勉強した気分になったりしたり、計画を立てて勉強した気分になったこと

もあるんですが、それと同じなんでしょうか、ちょっとお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 弥富市におきまして、この計画は今現在は凍結という形になって

おりますが、今後も継続して事業者のほうと協議を進めてまいりたいというふうに思ってお

ります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） じゃあ、諦めたわけじゃないんですよね。 

 当然、都市計画業務委託には、行政改革大綱の策定、行政評価システム、市民へのパブリ

ックコメントの方法も含んでいますよね。そして、別の人事評価システムも同コンサルタン

トですよね。民間手法を行政改革に取り入れる上で、いろいろと問題点があるのを御存じで

したか。 

 １つ目は、行政評価についても、活用方法次第で手法の計画や運用方法は異なってきます。

手法の活用方法についての庁内合意形成や体制整備がないまま形式的な導入を急ぐと、運用

段階でさまざまな問題が発生し、導入効果がなかなか出せないようです。 
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 ２つ目は、行政評価のような経営改革の仕組みを導入するプロジェクトであるのに、通常

の事業を実施するのと同じような扱いがされ、そのため導入する期間二、三年が済めば事業

としては完了扱いになると、フォローするための予算や人員配置がほとんどなくなるため、

運用上の問題が発生しても対応が十分できず、導入半ばで頓挫するようです。 

 ３つ目は、自治体には民間企業のように改革・改善の実績、ノウハウがほとんど蓄積され

ていないようで、職員への浸透に予想以上の時間と労力がかかります。また、そのような環

境で導入するため、運用に適した状態に改良や工夫を加えていくには、さらに二、三年程度

は必要でありますが、導入後に定着状況を検証する機会がないため、問題を抱えてもそのま

ま放置されていくようです。 

 ４つ目は、行政職員は前例踏襲の考え方が強く、過去から実施してきた事業を継続するこ

とが当たり前のように考えてしまい、組織全体でなかなか成果に基づく評価・改善が行われ

ず、各施策の品質の管理業務を円滑に進めるため、計画、実行、評価、改善の４段階を繰り

返すことによって業務を継続的に改善するはずが、実質的には計画、実行の繰り返しになる

か、それとも計画と評価の繰り返しになるか、保留し続けて忘れ去られるのを待つようです。 

 ５つ目は、行政は、市民、議会など、多種多様な利害関係者が存在し、公共性や公平性と

いった点にも配慮した経営が求められるため、１つの物事を決めるにも検討時間がかかりま

す。また、企業のように収益の確保が直接組織の存亡につながるわけではないため、本来な

ら早期解決すべきことや方向性の判断を早く打ち出す必要があることでも先送りにされるこ

とが多いことです。 

 ひょっとして、これらの問題点を把握せず、形式的に都市計画業務の委託を急いだため、

都市計画業務委託の目的や運営方法を市職員が理解せずに、コンサルタントの指示どおりに

体制づくりをされてしまったのではないですか。 

 これは一応、行政の問題ですんで、別に批判したわけじゃなくて、こういうことがあると

いうことを理解して、これから進めていってもらいたいなと思っているんです。よろしいで

すかね。 

 そこで、弥富駅周辺整備計画について、私のほうから少し提案があります。 

 今では定期券と預かり金が利用できる全国の交通系ＩＣカードがあるのを御存じでしょう

か。平成25年３月23日から、このＩＣカードの相互利用サービスが開始されております。す

なわち名古屋市交通局と名古屋鉄道のマナカ、東海旅客鉄道株式会社のトイカ、近畿日本鉄

道のイコカのＩＣカード相互利用が既に可能になっております。要は定期が、今、ＩＣカー

ドになっていまして、近鉄もみんな同じような形になっています。したがって、名鉄駅のホ

ームの東右端より東に自動改札機の北口と、跨線橋の南東口に自動改札機を設ければ、弥生

学区の皆様が通勤・通学に、今のＪＲ駅の跨線橋を利用することができます。将来、この跨
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線橋にエレベーターを設置していただければよろしいかと思います。 

 ＪＲ駅の橋上駅化については、市側が行政の利害と行動に直接・間接的に利害関係者 ―

― この場合は名鉄、名鉄不動産、ＪＡ海部などがありますが ―― を調整するためにも、将

来、弥富市ＪＲ・名鉄駅利用者が日5,000人以上になるように、さらに弥富駅周辺の資産価

値が上昇へと導かれる計画へ練り直したほうがよろしいかと思います。 

 次に、少子・高齢社会、人口減少などの社会問題が顕在化し、将来さらに加速する中、行

政だけが厳しくなるのではなく、自立している市民の生活のほうがそれ以上厳しくなり、自

治会活動もかなり支障を来すことになるはずです。顧客主義に基づく市民の意見を反映させ

たまちづくりをする前に、悪く言うと市民への責任転嫁となる市民と協働のまちづくりをす

る前に、近隣他市町村との協働を進めること、すなわち人材・設備の共用を初め行政の業務

の効率を上げるべきと思い、行政改革と情報化について質問いたします。 

 自治体の将来像である電子自治体とはどのようなものか、説明ください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 自治体の将来像である電子自治体とはどのようなものかという御

質問でございますが、電子自治体は、コンピューターやネットワークなどの情報通信技術、

いわゆるＩＣＴを行政のあらゆる分野に活用することにより、住民や企業が自治体に対して

行う事務手続等の負担の軽減や利便性の向上、行政事務の簡素化・合理化などを図り、効率

的・効果的な自治体を実現しようとするものです。 

 具体的には、自治体が行政情報をインターネットで提供したり、住民や企業などが自治体

に対して行う事務手続を電子化するといったことです。各自治体がホームページで市の概要

や各種プロジェクト、イベントのお知らせなどを公表していることや、住民等が住民票の写

しや納税証明書等の交付請求、健康手帳の交付申請などを自宅のパソコンからインターネッ

トを通じて電子申請・届出システムで行うこと、さらには電子調達共同システムによる電子

入札もその一つでございます。 

 電子自治体の最大のメリットは、住民等が役所に直接出向くことなく、窓口の時間にとら

われることなく、自宅や職場のパソコンからインターネットを通じて申請や届け出を行うこ

とができ、またいつでもその自治体の情報を入手できるということです。 

 一方で、インターネットによる行政手続においては、他人の成り済ましや文書の改ざんな

どを防止する仕組みが不可欠となりますが、住基ネットの個人認証サービスがその役割を果

たし、これが電子自治体の構築を支える基盤となります。 

 本市におきましても、既に一部の行政手続は電子申請・届出システムによって行うことが

できますし、電子調達共同システムによる電子入札の実施やホームページでの情報発信を行

っておりますが、今後も県と県内市町村が共同で電子自治体実現に必要となるシステムを経
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費や人的な面で効率よく構築し、市民の皆さんの利便性を向上するべく、できるだけ多くの

情報提供や行政手続をインターネットを通じて行えるようにしていきたいと考えております。

以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 電子行政にかかわる政府の新たな戦略として、平成25年６月14日に世

界最先端ＩＴ国家創造宣言が閣議決定されました。創造宣言においては、公共サービスがワ

ンストップで、誰でも、どこでも、いつでも受けられるように、国民・利用者の視点に立っ

た電子行政サービスの実現と行政改革の貢献がその柱の一つとされ、より便利で利用者負担

の少ない行政サービスの提供を、災害や情報セキュリティーに強い行政基盤の構築と徹底し

たコストカット及び効率的な行政運営を行いつつ実現することが掲げられております。 

 行政の効率化や経費の削減が期待され、地方公共団体における多様な住民ニーズへの対応

が可能になる電子自治体に取り組むには、さまざまな異なった手法、特徴を有する近隣市町

村の現各自治体システムを自治体クラウドシステムへと移管し、供用を開始しなければなり

ません。近隣市町村を調整し、新自治体クラウドシステムへと参入させ、自治体グループと

して運用体制を図るには、現状の新自治体クラウドシステムの仕様の違いを把握し、円滑に

導入する必要があります。また、新たなクラウドシステムの導入効果を十分発揮できるよう、

各自治体の情報政策部門は役割を見直すとともに、統括・再編する必要があります。これに

加えて、社会全体のＩＣＴの活用を ―― これはビックデータとも言われるんですが ―― 

見据えた人材育成、確保も必要だと思います。 

 では、本市の情報政策の体制はどのような状態か、検証も踏まえた質問をいたします。 

 市の職員が市の広報活動に重要なホームページを作成及び更新を行っているとしているが、

市内各部署の公開文書をどのように集約し、どの部署がデータの校正を行い、どのようにア

ップロードをしているのか。この業務に１カ月何人が従事し、何時間を労しているものか、

説明ください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず最初に、各部署からホームページへ掲載する文章につきまし

ては、各部署で決裁をとっていただきまして、その電子データ、これはワード形式、エクセ

ル形式、ＰＤＦ形式、これらの形式で提出してもらいます。時期は随時でございます。 

 なお、ワード・エクセル形式で提出されたのをＰＤＦに変換する作業は、秘書企画課の広

報広聴グループの担当者が行っております。 

 次に、データの校正につきましては、さきに提出していただいた時点において内容は確認

済みであるとして、ホームページに掲載できるようホームページ作成ソフトを使用いたしま

して作成いたします。作成後、アップロードする前に担当者に確認をしてもらっております。
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確認後、秘書企画課の広報広聴グループの担当者が公開用にアップロードしております。 

 以上、述べました一連の業務として、ホームページ作成ソフトを使用できる、これは秘書

企画課の担当者が２人で、１カ月約25時間から30時間ほどでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） そうすれば、要はホームページにＰＤＦのデータ、文章なんかはリン

クして編集をされているということですね、内部で。わかりました。 

 あと、今は文章じゃなくて、音声だとか、映像だとか、リンクできるんですけど、それも

そのソフトでできますよね。できるはずですよね。 

 市ホームページ委託料20万円、市ホームページコンテンツ管理導入委託料1,300万円、ホ

ームページコンテンツ管理システム使用料60万円は、どのような目的で仕分けし、どのよう

な仕様で依頼したのか、説明ください。 

 また、新たに1,320万円もかけてホームページをリニューアルする必要があったのか、説

明ください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず、ホームページの委託料の20万円につきましては、今現在、

現行のホームページにおきまして、市の職員では変更できない場合の委託料でございます。

緊急で対応しなければならない以外は、利用することはございません。 

 次に、ホームページコンテンツ管理システム導入委託料につきましては、システムの新規

導入の初期費用でございます。これは本市の現状のホームページのページ数など基礎データ

や、アクセシビリティーの等級をＪＩＳ Ｘ8341－３の等級に準拠するものであることなど

をもとに、参考見積もりをとりまして、それを検討して積算したものでございます。また、

見積もりの徴取に当たりましては、他のＣＭＳ導入自治体を参考に、実績を考慮し、徴取い

たしました。 

 次に、ホームページコンテンツ管理システム使用料は、この導入する管理システムはパッ

ケージシステムであり、このシステムはソフト・ハードともに事業者のものを利用するＡＳ

Ｐ方式でございまして、その使用料でございます。 

 次に、1,320万円をかけてホームページをリニューアルする必要があったかという質問で

ございます。その必要性について答弁申し上げます。 

 現行のホームページにつきましては、平成18年度の合併時から８年経過し、現在に至って

おります。その間、ウエブアクセシビリティーのＪＩＳ規格「高齢者・障害者等配慮設計指

針」や、総務省の指針である「みんなの公共サイト運用モデル」への対応など、現行のホー

ムページでは指針の達成が困難なものでございました。このホームページをリニューアルす

ることにより、指針の達成が可能となるものであります。 
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 ホームページでの情報提供は、広報紙と並ぶ市にとっての主要なものとなっており、情報

を受発信する媒体としてホームページの役割は飛躍的に大きくなっております。このような

ことから、利用者にとって見やすく使いやすいものとすることはもちろんでありますが、さ

きに述べました指針によりウエブアクセシビリティーの向上を図り、高齢者や障がい者とい

ったホームページ等の利用に何らかの制約があったり利用にふなれな人々を含めて、誰もが

ホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用できることを目指し、ホームページ

で提供される情報を閲覧できない人やサービスを利用できない人が生まれないようにしてい

くためにも、ホームページのリニューアルを行っていくということでございます。以上でご

ざいます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） ホームページはいろいろあると思うんですよ。例えば、こちらから入

力して見積もりが出てくるだとか、たくさんの方々がアンケート調査をして、結果が自動的

に計算されるだとか、そういうことができるんであれば、いろんなことで自動的に、市役所

が説明するのに、ある程度半分でも自動化できれば、そういうパブリックコメントなんかが

自動化ができるようなシステムが組み込んであるんでしょうか。 

 例えばアンケート調査があって、それで何人かが登録すると自動的に集計されて、その結

果が出てくるんでしょうか。そしたら1,300万ぐらいの意味があるんですが、ただホームペ

ージをつくって、看板のようにホームページがあるだけでは、普通の学校の、小学生が、私

はこんな人ですよというフェイスブックじゃないけど、説明するだけであって、一方通行な

んですが、これからのホームページというのは、両方アクセスをして、例えば見た人間がい

ろんな質問をすると自動的に回答をするだとか、自動的にアンケートに、ある期間アンケー

トで答えると、自動的に集計するとか、例えばこういう議会、こういうのが集計して自動的

にビデオデータがリンクするのか。それが一々誰かが編集をして、先ほどみたいにリンクを

張って編集するのでは変わらないんですが、こんな1,300万もかかるんであれば、自動的に

そういうことができるんじゃないかと思って質問しているんですけど、よろしいでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 山口企画課長。 

○秘書企画課長（山口精宏君） 今の詳細な件につきましては、今現状、業者を決める段階で

ございまして、そこの仕様の中には、具体的にはその項目はございませんでしたが、今後、

仕様を詰めていくあたりで、アンケート調査もとれるような仕組みをつくっていきたいと思

っております。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 要はそこのベース、そういうことができるようなベースが必要だから

1,300万かかったんですね。それから追金で、いろいろカスタマイズされるんですよね。そ
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ういうことをやるためには。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 川瀬議員にお答え申し上げます。 

 川瀬議員、卓越したさまざまな電子、あるいはネットのプロであるようでございますので、

我々はこれからホームページの立ち上げをしていくわけでございます。一方的な御意見をい

ただくということではなくて、我々の窓口でそういうようなお考えをきちっと担当者のほう

にもお教えいただきたいというふうに思います。そして、よりすばらしいホームページが、

これは予算でございますので、それだけ全部使うということではございません。少しでもコ

ストのカットにつながる、そしてまた非常に高機能なホームページができるということが望

ましいというふうに思っておりますので、ぜひ御指導もいただきたいと思います。よろしく

お願いします。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 民間に委ねることは民間に委ねるとあるが、やるべき仕事をやらずに

外注に出せば、仕事は減り、責任回避もできることになりかねません。どのような判断基準

で市業務を外部委託していくのか、ホームページ作成業務を通じて説明ください。 

 今のお話でよく理解しましたので、これから検討してください。 

 いろんなことが、外注に出さなくても編集のソフトで自分でできるようになってきていま

すので、何でも外注に出すということじゃなくて、編集用のアプリケーションである程度自

分たちでやれることも考えていただきたいなあと思っていますので、よろしくお願いします。 

 行政は、過去から実施してきた事業を継続することが当たり前のように考えられることが

多く、一旦外製化すれば、永遠に経費として歳出が続きます。一方、我々一般企業では、業

務の内部処理能力の向上を図り、生産性を上げて、外製化しているものをできるだけ内製化

することを検討します。そのために、組織の見直し、作業工程の簡略化などを実行し、採算

性を考慮に入れて、設備の機械化・省力化を進めるのが当たり前のはずです。 

 次に、視点を変えまして、私は印刷屋だもんですから、年間の印刷製本代の総額は幾らか

かっていますか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 年間の印刷製本代の総額の御質問でございますが、決算額が出て

おりますのは24年度でございますので、その24年度の決算額につきましては2,020万円でご

ざいます。予算につきましては、平成25年度の当初予算ベースが2,775万円でございますが、

決算額はまだ集計できておりません。平成26年度の当初予算ベースでは、3,776万2,000円を

計上しております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 
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○２番（川瀬知之君） 弥富市職員は、報告にＰＤＦを使っています。ペーパーレスをする準

備はできておると思いますが、先ほど2,020万と言われていますが、私、印刷屋いじめかも

しれないんですが、基本的に今、印刷会社は、みんなＰＤＦをもらって、そのデータを伝送

で飛ばして印刷しております。結局、何が言いたいかというと、同じように、かなり年がい

っている方は難しいかもしれないんですけど、ある市民の中で、３割でもデータで見るだけ

でいいと、別に広報を全戸配付しなくてもいいという方もおられるかもしれません。もしそ

ういうことがあれば、悪いけど印刷代として、紙代と製本代は、その枚数だけかかるもんだ

から、製作費以外には、製作費はかかるんですけどね、その費用は少しカットできるんじゃ

ないかと。 

 あと、またそれに、次に移るんですが、自治会の力は地域力を担うことになり、非常に大

事であります。自治会が抱えている問題としては、役員の高齢化、担い手不足、未加入者対

策などがあります。自治会運営に、これらの問題は長年にわたって関係者が感じていた問題

で、なかなか表に出にくいものでしたが、少子・高齢化も進み、これらの問題が、地域差も

ありますが、年々無視できないものになってきております。今後、自治会役員の方々も、自

分の生活もあり、行政からの自治会への依頼業務の量を少し減らす努力をすべきと思います。 

 では、ここでペーパーレスにすればですね、行政から配付する配付物を年間、自治会を通

じて何回全戸配付していますか。また、自治会役員の仕事を把握し、どのように軽減してい

くかを考えていますか。要は私が考えるのは、ペーパーレスになっているもんだから、デー

タが、多少配付数も減れば、全戸配付されるのも軽減できるんじゃないかと思うんですが、

どうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 市全域の全戸配付の自治会への依頼回数でございますが、年間20

回ということでございます。この配付依頼につきましては、現在、原則月２回といたしまし

て、毎年度当初に配付日を決定いたしまして、区長補助員様のほうへ不特定な日に依頼する

ことがないよう取り決めております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） 要は、せっかくデータがあるんだから、軽減策を考えていただきたい

と思います。 

 行政機関や地方自治体などは、ある事項に関する複数の手続を行うために、それぞれ別個

の窓口に行かなくてはなりません。例えば、引っ越しの際には転出・転入届、転校手続をと

いった種々の手続を伴い、一々手続をするには大変な手間と労力を要します。電子自治体が

進めば、行政上の一連の手続を１回の手続で、あるいは１カ所の窓口で完了させることがで

きるワンストップ行政サービスも実現されることになり、市民の利潤や利便性を大幅に改善
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することができます。近隣市町村より電子自治体の推進を加速させ、市民が本庁に来なくて

も、鍋田支所、十四山支所で事を済ますことができるようにするつもりはありますか。 

 また、さらに市民がいずれ各地域の市コミュニティセンターなどでも行政サービスを受け

られるようにするつもりはありますか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 今後、情報化がもっと進めば、市役所への各種手続について、電

子申請・届出や申込書のダウンロード等、自宅からや職場から利用可能なサービスの拡充を

図るとともに、各種証明書の自動交付機の設置や、コンビニエンスストア、銀行・郵便局等

の身近な場所で、市民の皆様が時間を気にせず、市役所を訪れずに用事を済ませることがで

きる仕組みが構築され、議員のおっしゃられます自宅にいながら用事を済ませることができ

ると考えます。 

 また、複数の自治体で情報システムを共同利用できれば、市域を超えた行政サービスの提

供やシステム運用コストの削減等が見込まれることから、情報サービスの共同利用の可能性

について、費用対効果も考えながら調査・研究を図ってまいりたいと思っております。以上

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 川瀬議員。 

○２番（川瀬知之君） ちなみに、2007年３月に総務省が公表した新電子自治体推進指針では、

2010年までに利便・効率・活力を実感できる電子自治体の実現を目標としております。恐ら

く近いうちに実現していきます。広域共同運用により、既に大規模災害時の迅速かつ的確な、

消防・警察・病院の相互連携が可能な高機能消防指令システムを備えた海部地方消防指令セ

ンターが弥富市の十四山支所で運用開始しているのだから、弥富市の災害対策本部は、新庁

舎ではなく十四山支所に設置するほうが、効率的に災害情報を把握し、対処しやすいんでは

ないかと思います。 

 近隣市町村の各自治体は、同じような人事制度のもとで簡素で効率的な行財政システムを

構築し、みずからの行財政運営について透明性を高め、公共サービスの質の維持・向上に努

めようとしていることや、最近の情報通信手段の急速な発展、普及によって、住民の活動範

囲は行政区域を超えて飛躍的に広域化していることから、近隣市町村の広域的な交通体制の

整備、自治体電算システムの供用、各自治体の人材の一体的な活用、行政区域を超えた施設

の利用などを、個々の市町村はそのままで連携するような広域連合などを検討することはで

きないでしょうか。考えていただきたいなあとは思っていますが、時間がないので。 

 例えば、内部組織の設置例として、税務課や会計課などの内部処理をＡ市、Ｂ町、Ｃ村で

共同設置する。議会事務局の設置所として、議会事務局をＡ市、Ｂ町、Ｃ村で共同設置する。

委員会または委員の事務局の設置例として、監査委員事務局をＡ市、Ｂ町、Ｃ村で共同設置
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する。このように広域連携の仕組みと運用については、法人の設立を要しない仕組みとして、

地方公共団体の事務の一部を、例えば管理・執行をほかの地方公共団体に委ねる制度として

事務の委託があります。さらに、別法人の設立を要する仕組みとして、地方公共団体が、そ

の事務の一部を共同して処理するために設ける、今でもあるんですが一部事務組合、ちょっ

と特殊なものなんですが、地方公共団体が広域にわたり処理することが適当であると認めら

れる事務を処理するために設ける特別地方公共団体、国または都道府県から直接に権限や事

務の移譲を受けることができる広域連合があります。 

 こうやってＩＣＴを使うと、全て連合してワンストップ行政サービスをしようと思うと、

そういうことをしないといけないと思うんですが、そこで互換性の問題とか、互いのシステ

ムの違いによっていろいろ問題が起こるもんですから、市長さんが音頭をとって皆さんの調

整ができれば、より行政改革が進むのじゃないかと思いまして、私の一般質問を終わらせて

いただきます。どうもありがとうございました。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 私も同感する大変重要なことが、今、御質問としてもされておるわけ

でございますので、もう少し事前に私ども、その川瀬さんが御質問される趣旨につきまして

御理解をさせていただきたいというふうに思っております。大変残念なんですけれども、議

運のほうでも申し上げておるわけでございますが、川瀬議員、一般質問の中で、私たちにそ

の質問のシナリオをいただいたことがございません。そういった状況の中においては、非常

に一方通行的なことになりかねないと思っていますので、もう少し私たちに判断、もしくは

自分たちの行政としての答弁をさせていただきたいというふうに思っておりますので、今後

ともひとつよろしくお願い申し上げます。 

○２番（川瀬知之君） ありがとうございました。質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩します。再開は13時とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前11時52分 休憩 

             午後１時01分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に山口敏子議員、お願いします。 

○１２番（山口敏子君） 12番 山口敏子でございます。 

 通告に従いまして、２点質問させていただきます。 

 きのうの一般質問でも出ましたけれども、ちょっと重複するかもしれませんけれども、よ

ろしくお願いいたします。 
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 南海トラフ地震想定、複合水害、今後起こるであろうスーパー伊勢湾台風に対してのタイ

ムラインについて質問させていただきます。 

 ５月30日付で愛知県から、南海トラフ巨大地震の発生時に予想される県内の被害について、

県独自の調査結果が発表されました。１年前に示されました暫定値より、はるかに厳しい数

字で愕然といたしました。弥富市においては1,000人以上の方が、この海部・津島地方では

一番高い1,200人の犠牲者が出るといった本当に厳しい値でした。海抜ゼロメートル地帯の

当市は、地盤沈下がかなり進み、それに伴う震度７で海岸の防潮堤も倒れ、河川の堤防も地

盤沈下、崩落し、河川には海水が流入、浸水し、その後に来る津波、火災も多発する破局的

な状況が想定されます。この情景は、昨年行政視察させていただきました宮城県七ヶ浜町、

石巻でも現実に起こっているので、現状が想定されているからです。 

 今回出されました数字は、あらゆる方向から計算された最大級の被害数値と思います。何

と言っても弥富市は、一旦浸水が起きた場合は、55年前に経験いたしました伊勢湾台風と同

じことが起きると考えなくてはなりません。３カ月から４カ月水につかり、水との闘いを考

えなければならないのが現実です。あの当時と今とは一緒にはできませんが、やはり複合水

害は想定し、対応しなくてはならないと思います。排水能力もかなり大きくなっており、昨

年、日光川、孫宝と排水機場を視察いたしましたが、これらがこの南海トラフ巨大地震にも

耐え得ることを想定してつくられていることを知りました。 

 災害後の復旧活動には、市内を縦断している中央幹線道路などは、市内の道路の背骨に当

たるような重要な道路です。市内の重要道路について、液状化対策とか、橋に対して耐震構

造はどうなっているのでしょうか質問いたします。御答弁、お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、中央幹線等は液状化等に耐えるよう耐震構造になって

いるかとの御質問でございますが、答弁させていただきます。 

 中央幹線を初めとする道路を整備する基準といたしまして、道路法に基づき道路構造令が

定められておりますので、道路整備は、この道路構造令に基づき整備することになります。

道路構造令では、液状化等に対する耐震構造の整備基準が示されていないため、中央幹線等

につきましては、液状対策等に耐えるような道路整備は行っておりません。しかし、中央幹

線の整備においては、液状化等に耐えるよう、耐震構造ではありませんが、舗装面を支える

地盤の支持力が低いところについては地盤改良などを施し、均一な支持力を確保することに

よりまして、大地震の揺れによる舗装面の不等沈下を減少させ、被災後の通行を少しでも早

く確保するように事業を進めておるところでございます。 

 また、橋梁につきましては、耐震設計に基づきまして、地震時における橋の安全性を確保

するように施工し、地震に対応するようにしております。橋梁につきましては、長寿命化修
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繕計画に基づきまして計画的な修繕を施し、橋梁の長寿命化及び安全を確保して、今年度は

そのうちの４橋の補修工事をする予定でございますので、よろしくお願いいたします。以上

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） ありがとうございます。 

 この４つの橋は、どこにあるかちょっと教えていただければ、地域の方も御安心になると

思いますので、お答えできればしていただけたらと思います。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 大まかな場所になるかもわかりませんが、お許しいただきたいと

思います。 

 市道の東末広の121号線、これは末広南橋という名称で行っております。２つ目といたし

ましては、市道の東中地の124号線、これは東中地の６号橋でございます。３橋目といたし

ましては、市道の六條鮫ケ地線の坂中地橋でございます。４橋目といたしましては、市道又

八弥富線の紺屋橋で計画をしております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） ありがとうございます。近くの住民の方は、これは修繕されるんだ

なということで、御安心されると思います。 

 今回出された数字は、厳し過ぎると思う値でした。でも、これをしっかり受けとめ、防

災・減災に進めていただけるということを安心いたしました。 

 次に、近年はゲリラ豪雨、台風は１年に何度も襲来してきます。年々地球温暖化の影響で

台風も巨大化して、台風のコースも、予想以上の速さ、発生したそのまま、それ以上の大き

さで日本に向かって上陸してまいります。東日本大震災が起こる約２週間ほど前に、今後起

こるであろうというこの地方で想定されたスーパー伊勢湾台風ということで、犠牲者ゼロを

目指してという形で、群馬大学の片田先生の防災に対しての講座が開かれました。そのとき

の内容は、弥富から絶対犠牲者を出さないためにはどうすればいいかといったシミュレーシ

ョンをして、台風が発生した時点から何をすべきか。今思えば、あのときの内容は、時系列

に従って市がどのように対応するか、住民はどういったことをすればいいかということの対

応するマニュアルだったと思います。さまざまな角度から、図式とコンピューターを使って

の解析は、本当に納得のいく話でした。片田先生は東日本大震災で、釜石の小学生と中学生

に津波に対しての教育をされ、釜石の奇跡を指導された先生でした。これは後になってわか

ったんですけれども、すばらしい先生の講義を受けたと思って、今思うと感慨ひとしおでご

ざいます。 

 弥富での講座は、第１の目標は弥富から犠牲者を出さないを目標にしたものでした。現在、
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台風は発生した時点から、どの方向に、どのくらいの大さきになるかといったことが、かな

りはっきりと発表されます。55年前の伊勢湾台風に比べれば、格別の差です。あの当時は、

そんなに詳しいことがわかりませんでしたというのが本当だったのではないでしょうか。 

 伊勢湾台風のとき、私は小学生でした。私の父と母は昭和９年の室戸台風を大阪で経験し、

水害に遭いました。室戸台風は、朝９時ごろの大阪に飛来したそうです。家の瓦が、まるで

紙がめくれるようにぺらぺらと飛んでいく様子を見たと言っていたことを思い出しました。

伊勢湾台風が来るときは、父も母もいつも室戸台風が一番の基準でございました。伊勢湾台

風は夜の襲来であったため、飛んでいる瓦は見えませんでしたが、瓦などが落ちる音が今で

も暴風の中で思い出されます。その後、暴風が少しおさまった後、今度は何のことか、今で

はなくなりましたが火の見やぐらから、カンカンカンカンと半鐘の鳴る音が聞こえました。

私の家では、あっ火事が起きているんだ、大変だから家から出ないほうがいい、そう言って

おうちの中におりました。そのうちに、外からざわざわざわざわと人の走る音やら、大きな

声がしました。そのときには何の声かということはわかりませんでしたが、大人の人で「堤

防が切れたからすぐに避難してください」という声でした。当時はどこが切れたかわからず、

26日の夜、近所の人たちと避難しました。次の日に自分の家が水の中に水没して、12月中旬

になるまで家に近づくことさえできませんでした。 

 これが私の経験した伊勢湾台風の当日の思い出です。それから何度も何度も語り続けられ

ることになるこの伊勢湾台風は、ことしで55年、大切な、そしてつらい貴重な遺産です。こ

の経験は絶対後世の人に伝えなくてはなりません。 

 この地方に伊勢湾台風クラスの台風が発生した場合、対策としては、気象庁より５日前、

要するに120時間前ですね、進路、大きさの想定が出て発表されます。実は、アメリカ合衆

国で2005年８月に、約1,800名の犠牲者が出ましたニューオーリンズ市を襲ったハリケー

ン・カトリーナの対応の反省から、事前に準備をするため、整えるために生まれましたタイ

ムラインというのが策定されました。２年前、2012年の10月にアメリカのニューヨークを襲

ったハリケーン・サンディです。このタイムラインが本格的に使われ、犠牲者ゼロだったと

いうことで報道されております。 

 ハリケーン・サンディでは、使われたタイムラインは、５日前、120時間前には避難計画

が準備、96時間前には避難所の準備、そして住民の避難準備がされました。３日前の72時間

前にはニューヨーク州知事が緊急事態宣言を発表、ニューヨーク市長は避難すべき地域を発

表、沿岸部の病院には入院患者を避難させるように、そして地下鉄の運行停止も予告、36時

間前にはニューヨークの隣の州、ニュージャージー州の知事が高潮の被害想定される地域に

は避難勧告を発令、上陸１日前の24時間前には地下鉄の運行をやめ、車両や電気・機械の設

備が水につからないように退避させた。そのため地下鉄は８駅で海水が入っただけで、主要
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路線は数日で復興した。沿岸部の地域は住宅4,000棟が全半壊しましたが、犠牲者はゼロだ

った。こうした先を見越した対応が被害を抑えたと報道されておりました。 

 現在、このタイムラインが使われている市町村は、三重県の紀宝町、昨年の台風で被害の

ありました伊豆大島町、それから名古屋市の周辺も策定に入っていると報道されております

が、弥富市も片田先生の指導のもと、タイムラインの行動計画はつくられているでしょうか、

質問いたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 近年、気象変動等の影響で、日本全国で水災害が激化・頻発化し

ているとともに、都市構造の大きな変化やゼロメートル地帯への人口・産業の集積化が進ん

でおり、大規模な水災害が発生する可能性が高くなっております。 

 大規模水災害が発生することを前提として、平常時から地方自治体や関係機関等が共通の

時間軸（タイムライン）に沿った具体的な対応を協議し、防災行動計画を策定し、災害時に

はそれを実践していくことが重要となります。 

 この防災行動計画は、犠牲者ゼロを目指し、台風襲来を念頭に、行うべきさまざま対応に

ついて、どの時期に誰が主体となって取り組み、誰が支援を行うか、事前に行動基準をつく

っておき、スムーズな災害情報の提供や防災体制の構築で被害を減らすとともに、復旧を迅

速に進められる効果が期待されているところでございます。 

 本市におきましては、このタイムライン作成に向けて、国土交通省木曽川下流事務所と協

議を始めました。災害対応については、重大な責任が伴うものであることから、法に基づく

防災業務計画を初めとする各種体制・制度に基づき作成していく必要がありますので、今後、

このタイムラインの策定に向けて十分研究をしてまいりたいと考えております。以上でござ

います。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） ありがとうございます。早急にタイムラインの作成をお願いいたし

ます。 

 どうせ被害はない、自分は大丈夫だろうと避難がおくれがちな水害。台風や低気圧の接近、

外国で起きた地震による日本を襲う津波など、あらかじめ発生が予測できる災害には、この

タイムラインが活用されますように。でも自然相手のこと、空振りでもよかったと思えるこ

とも大切ではないでしょうか。 

 次に、昨年の豪雨で水害が発生し、避難指示の発令後に避難状況を確認できた39市町村の

対象の住民約22万500人のうち、避難所に避難されたのは約9,300人、約4.2％だったと報道

されています。なぜ４％なんでしょうか。１つには、夜中に発令されたり、暴風雨が強く、

防災無線が聞こえない状況にあると思われます。それに指定避難所に決められている公共施



－１３２－ 

設が、障がいのある人、体の不自由な人、それに介護が必要になった人、この一番避難所を

利用していただきたい人にとっては、安心で安全に行ける環境になっているでしょうか。入

り口が階段になっていたり、もちろんトイレは和式、体育館はシートの上に毛布を敷いての

避難生活、たとえ一晩でも安心して過ごせる場所にはなっていないと思われます。避難所の

環境改善をしない限り、たとえ一晩でも一夜を明かすには、つらい、しんどいといった声が

あった。これが現実だと思います。 

 公共施設のバリアフリー化により、対象住民の方が避難所が一番安心の場所になることが

大切だと思います。避難所の改善が進められたならば、４％といった数字はなくなると思い

ますが、市の避難所をバリアフリー化に対してどうお考えになるか、お答えください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 市の避難所のバリアフリー化についての考え方についてでござい

ますが、避難所となっております公共施設の入り口につきましては、スロープの設置などバ

リアフリー化に努めているところでありますが、トイレにつきましては、まだまだ対応でき

ていないところがございますので、今後の課題とさせていただきたいと考えております。以

上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 現実には、本当にトイレの問題がたくさんあります。小学校もそう

ですけれども、早急に少しずつでもいいですからかえていただきたいと思います。 

 厚労省によると、支援が必要な年寄りの方々を受け入れる福祉避難所というのが全国で１

万1,254カ所あるそうです。東日本大震災後は約1.5倍になった。しかし、一カ所もない市町

村もまだ44％あるようですが、弥富市には、この福祉避難所というところはあるでしょうか、

お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 福祉避難所につきましては、災害時に高齢者や障がいのある方な

ど、一般の避難所では生活に支障があり、特別な配慮を必要とする人を受け入れる２次避難

所と位置づけられております。本市におきましては必要に応じ開設し、ケアの必要な方を一

般の避難所から福祉避難所へ移動していただくこととし、５施設を指定しております。その

５施設につきましては、総合福祉センター、十四山総合福祉センター、輪中の郷、愛厚弥富

の里、長寿の里の５施設でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 弥富市には５施設もあったということで、ちょっと安心いたしまし

た。 

 ６月11日付の毎日新聞で、段ボールベッドのことについて記事が載っておりました。この
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段ボールベッドというのは、北海道の釧路市で市内に工場を持つ段ボール会社が、王子コン

テナーという会社だそうです。ここが共同で災害緊急事態に組み立てて使う段ボールベッド

を開発したそうです。床に直接毛布を敷いての生活じゃなくて、介護の必要な方にはやっぱ

りベッドが必要なんです。 

 この段ボールベッドは持ち運びができるようで、重さにしては23キロぐらいのものですの

で、段ボールの大きさで、かなり持ち運びができますので、こういったものが避難用品の一

つとして取り入れたら、弥富もまた、そういう介護が必要な方には安心して避難ができる場

所になるんじゃないかなと思いますので、御検討をいただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） この災害の緊急時用の段ボール組み立てベッドにつきましては、

クッション性があり、プライバシー保護のつい立てがついているなど工夫がされているよう

でございます。避難所の生活改善の貴重な御意見として捉えさせていただき、今後、この段

ボール製の組み立てベッドにつきましては研究させていただきたいと思います。以上でござ

います。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 検討されるということで、安心いたしました。 

 次に、特定健康診査について質問させていただきます。 

 今年度も40歳から74歳までの方を対象に、健康診査受診券在中ということで太文字で書か

れた封書が私のところにも送られてきました。毎年、どうすれば受診率がアップして、市民

の健康意識を向上させるためにはということで、かなり工夫をされた内容になったと思いま

す。今年度の案内パンフレットには、「特定健診、あなたも受けられます」と３パターンの

わかりやすいイラストで表現されていました。今までの特定健診の案内は、病院に通院して

いる人が行っていいのかな、薬を飲んでいる人は大丈夫かな、今は治療中だったり受けられ

ない、ちょっとそんなようで誤解をしている方も多かったと思います。今年度はそうではな

くて、とてもわかりやすく「あなたも特定健診が受けられます」、これはかなりよくわかる

イラストだったと思います。40歳になったあなた、受けられますよ。治療中や薬を飲んでい

る方、あなたもぜひ受けてください。会社を退職して、会社で毎年健康診断があった人でも、

ことしはできない、心配だねと思ったら、国保でも健康診断はつけられますよ。そういった

大変わかりやすい内容の「特定健診を受けられます」のイラストでございました。 

 多くの市民の方に特定健診を受けていただき、受診率が昨年より、そして健康寿命が延び

ますことを願って、今年度の受診率はどのくらいの数字を予定してみえますか、お願いいた

します。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 
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○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 45％を目標としております。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 昨年は、たしか二十何％しかなかったような気がしますけれども、

かなり多目の……、そうじゃなかったですか。 

 ことしはどれぐらいアップで予定でしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 平野保険年金課長。 

○保険年金課長（平野宗治君） お答えさせていただきます。 

 平成23年度におきましては35.6％、平成24年度におきましては39.1％、平成25年度におき

ましては、まだ確定値ではございませんが、40.1％という数字を得ております。以上でござ

います。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 済みません、私の勘違いでございました。45％はひょっとすると行

くかもしれませんね。そういうふうになれたらいいですね。 

 今年度春に、日本人間ドック学会というところと健康保険組合連合会が、受診者150万人

の分析をもとに、年齢差、男女差を踏まえて、健康な人というのの検査値が発表されました。

この健康な人とは、日本人間ドック学会認定施設で2011年に受診した150万人から、がんや

慢性肝臓疾患、腎臓疾患などの経験がなく、高血圧症や糖尿病などの治療薬を服用していな

い、そういう条件のもので選んだ約34万人から抽出した、その中で約１万人のデータをもと

に、いわゆる健康な人、要するに標準的な検査値の範囲内で出された数値があらわれました。

その内容は、従来の基準値とされている数値より、かなり上回った数値が発表されていまし

た。特に血圧、ＬＤＬコレステロール、ヘモグロビンＡ１ｃの３点は、今までの基準値とさ

れている数値より、かなり高く出されていました。血圧は、130以上85は高血圧症と言われ

ていましたが、今回発表された血圧は147、それと94までは健康値とされて、ＬＤＬコレス

テロール、ヘモグロビンＡ１ｃも、かなり高目の数値が発表されました。男性は中性脂肪、

γ－ＧＴＰは少し高目でしたが、女性は以前の基準値とほぼ同じくらいでした。 

 学会は、健診の上限は一部緩和とされていましたが、弥富市の特定健診ではどちらの数値

を必要とされているのか、お知らせください。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 特定健康診査における基準値の変更についてでご

ざいますけれども、本年４月４日の新聞等で、人間ドック学会判定基準の緩和についてとい

う形で報道されております。こちらが、４月４日の報道されたものに対して、日本人間ドッ

ク学会、それから健康保険組合連合会が関係者に対して出した文章でございます。この文章

の内容をちょっと説明させていただいて、お答えさせていただきたいと思います。 
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 これにつきましては、日本人間ドック学会と健康保険組合連合会との共同研究事業として、

平成25年から26年の事業期間で開始されたものでございます。現在、25年度分の事業実施報

告書のり取りまとめ作業に入っている段階でございます。今回公表されたデータは、この取

りまとめの中間報告として、厚生労働省及び報道機関へ公表されたものでございます。また、

現在のデータは単年度をもとにした結果であり、今後数年間、さらにデータ追跡調査をして

結論を出すということでございまして、今すぐ学会判定基準を変更するのではなく、厚生労

働省には、特定健診の保健指導基準は、性別、また年齢別によって数値が違うものであると

いう事実を報告した段階だという見解を発表しております。 

 現在、当市の特定健康診断で使用している基準は、厚生労働省で作成された特定健診・特

定保健指導の円滑な実施に向けた手引きに基づいております。この手引きが変更された段階

で、市のほうの取り組みも変わってまいると思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 山口議員。 

○１２番（山口敏子君） 当分の間は今までどおりでということで、いつかはまた変更される

かもしれないですけれども、今、ちまたでうわさになっております147は健康だということ

は、まだ今のところは高血圧ということになるということですね。 

 今までの日本の平均寿命は、世界で１、２を争う本当に長寿国。でも、平均寿命という数

字はいかがなものかと。病気で寝ている方も、介護を必要とされている方も入っている数字

です。今後は、元気で毎日生活できる方が健康寿命です。現在、この健康寿命日本一は浜松

市と言われております。温暖な気候の地、それから地域的にお茶の産地に近いこと、そのた

めに緑茶をたくさん飲まれている、それに野菜をたくさんとられている、社会参加などが多

いことが、この数値になっていると報道されています。 

 この浜松市の状況と我が弥富市の変わるところといえば、お茶の産地がちょっと近くない

ということだけで、あとは、温暖な気候、新鮮な野菜も手に入りやすい気候です。そのため

には特定健診の受診率を上げ、伸ばすことが健康寿命を延ばすことになると思います。病気

にかからず元気で健やかな弥富市民が多くなりますように、特定健診の受診をもっともっと

広めていっていただきたいと思います。 

 これで私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございます。 

○議長（佐藤高清君） 次に伊藤正信議員、お願いします。 

○１７番（伊藤正信君） 17番 伊藤でございます。 

 私は、事前通告２点について質問を申し上げたいと思います。 

 きのうからきょうにかけて、弥富市の南海トラフの新聞予想などを含みながら、道路問題、

安全問題について多くの議員から質問がありました。私も今回のこの議会での議論は、弥富

市民の命と暮らしを守っていくためにも大切な課題だなということは当然のことですが、そ
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のことと同時に、きょうまで行政も議会も幾つかの議論をしながら、平成15年以降、大変長

い期間をかけてきた議論は、あの新聞の南海トラフの想定を見ますと、一瞬にして弥富は住

めるまちなのか住めないまちなのか。これは私自身だけの考えかもしれません。しかし、多

くの市民の皆さんも期待と不安があろうかと思っています。それは、今日まで公共施設の耐

震化、避難所、そしてそれぞれ公助・自助・共助など、お互いが防災に対する意識、そして

そのきずなを議論し合ってきたわけです。それが一瞬にして、あの記事を読んだときに、こ

の名古屋西部は灰色の占める地域なのかというふうに私は感じたわけです。ですから私自身、

この問題についてもう一度原点から、それぞれ今日までの経過と同時に、市行政、あわせて

議会、市民のそれぞれ意見をもう一度、対策として考える必要があるのではないかというこ

とを思って、この南海トラフの想定に対する質問をさせていただきたいと思っています。 

 先ほどから市長のほうからも、市側からは、大変な想定をされる被害だということを認識

を私どもせざるを得ない状況の新聞発表でありましたから、私が個別の問題で質問させてい

ただきますけれども、道路の問題、液状化の問題、そして救助・救援の問題等ですけれども、

この災害に対する基本は、とりわけて15年以降、行政も、そして議会も議論されてきました

けれども、2011年の12月に国は、これに対する今回発表される津波防災地域づくり法という

基本の指針を明らかにして、そのことに基づいて地域でできる地域防災を、そして地域の考

え方を県の中でまとめて地域へ落としてきている。だから、私はこの問題に対する対応の仕

方は、行政としても災害対策基本法42条にかかわる、毎年、いわゆる防災規定が見直されて

きました、弥富市自身も。このことを承知しながらおるわけですけれども、きょう質問をし

ますと、多分これからの取り組みをさせていただくというような、先ほど総務部長がお答え

になるようなことも幾つかあろうかと思っています。 

 しかし、私はそのことの中で、先ほども山口議員が伊勢湾台風の話をされました。この伊

勢湾台風の経験からしますと、私の年齢からすると、55年経過をした今日の中で、台風に対

して、まず市の前に座ってみえる人たちは経験がないのじゃないのかなと、弥富市。あの伊

勢湾台風の高潮、振り返ってみますと、南のほうの方は、家の窓といいますか、戸をあけた

と同時に家の後ろへ流されているんです。あっという間に、うちの前から裏へ抜けていって

おる。そして、そのときは木の枝につかまって、そして命からがら助かった人たち。そして、

北部のほうの人たちは、１日置いた明くる日に浸水をしてきているわけですね。それで、そ

の堤防の決壊場所がどこだかというと、間崎だとか、木曽岬の白鷺だとか、日光川、こうい

う状況だったと思います。家の上を波が飛び越えていった、高潮が。干拓が潰れた。これが

伊勢湾台風だったと思うんです。 

 それで私たちは今、名古屋港が海抜何メーターか高いところにあります。そしてまた木曽

岬堤防は、国土交通省がそれぞれ今日までの予測の中で堤防の矢板を打ったりしながら防潮
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対策をしていただいておる。しかしながら、３・11を振り返ったときに、そのものに対して、

そういう設備の中で弥富市が本当に守られていくのか、うちの堤防がどうあるのか、そして

その状況の中でどう生活をしていくのか、これからこの防災に対する考え方がどうあるのか

と。今日まで議論され、そして避難所等を設備されてきた中での私は話だと思っています。 

 そういう状況の中に、きょうまで市がそれぞれの方向性を示しながら私ども議論してきた

ことについて、私はその成果と議論については、これからもさらに深めていただくことと同

時に、評価をするということにはなるわけですけれども、現実に南海トラフを聞いたときに

は、まさに私たちは命のない生活を余儀なくされるんじゃないかと思うんで、とりわけてそ

の基本条例に定められた国の方針の中で、先ほど道路問題について、まずは石川部長から、

幹線道路は道路策定基準に基づいてつくっているというお話がございました。これは当然、

道路法に基づいた基準ですから、それは大型車20トン以上が通る場合、そして狭隘道路の部

分などを含みながら基本がありますから、そうやって基準があると思っています。しかし、

今、私たちが考えなければならないことは、この弥富市という地番の中に、その道路基準で

耐え得る液状化なのか、避難道路なのかということだと私は思っています。 

 過日も、この南海トラフの中に、一宮の道路管理は、１メーター掘った道路の基盤工事を

私どもしているから、道路に対する安全策はありますという、公言といいますか、新聞紙上

で発表がありました。だから私は、弥富市として、道路を策定していくときの基準に対して、

国が定めた道路設計の基準でいいのかどうか。この地盤沈下地帯としての道路対応に対する

対応の仕方は、きちっと考え方を整理していただくのが今後の、これからもまだ課題じゃな

いのかなあと私は思っています。なぜかというと、車が今多くて、車で逃げる。55年前はそ

んなに車がなかったと思うんですよ。自転車だ、船ばかりだったんですよ、この辺は。その

道路が液状化でもって、浦安じゃないですが、一般道路の部分は車が通れないんですよね。

通れない、液状化で。そうしたときに避難はできない。そうしたらどうするのかと。こうい

う形です。 

 だから、私は質問の中に、本当に弥富市の液状化に耐え得る道路がどういう状況かという

調査と、今後の対策はいかがですかというまず質問をしていきたいと思っています。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、答弁させていただきます。 

 道路の液状化対策につきまして説明をさせていただきたいと思います。 

 市の幹線道路は、整備する基準といたしまして、先ほどの山口議員と重複する部分はござ

いますが、道路法に基づき道路構造令が定められているところでございます。これに基づき

まして整備をすることになります。この基準におきましては、路床、路盤、舗装の各層の厚

さを含む舗装厚を決定するにおいて、地盤の支持力によりまして決定することになり、交通
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量が多いほど、あるいは地盤の支持力が低いほど、舗装厚が厚くなっております。 

 舗装自体の耐震設計に関するものはなく、また液状化対策に対する基準はございません。

このため、今では市道の整備において液状化対策を行っていません。 

 また、国土交通省が管理しております市内で国道１号、国道23号につきましては、国土交

通省によりまして、平成24年、25年度に液状化しそうなエリアの把握調査を実施しておりま

す。今後は、引き続き液状化対策について検討を進めることになっているとのことでござい

ます。 

 また、愛知県におきましては、橋梁を除く道路整備の液状化対策としまして、特別な対策

を実施していないとのことでございます。 

 東日本大震災後に国において、国の研究機関や地盤工学会などの専門家によります液状化

対策技術検討会議が設けられ、被害の実態の把握を含めた検討が行われてございます。その

結果、液状化のメカニズムが解明されていない部分もあり、国の検討会議におきましても、

今後、液状化判定法等の高度化に向けてのさらなるデータ収集・分析を進めることが必要と

されております。 

 現在、弥富市と災害時におけます相互応援に関する協定を締結しております千葉県の浦安

市では液状化対策として、今後大地震が発生した場合におきまして、緊急車両の通行が確保

できる程度の被害にとどめるために、緊急輸送道路となるような幹線道路につきまして、舗

装の支持路盤を３メートル非液状化に改良する方法によりまして液状化対策を実施しており

ます。 

 また、県のあいち産業科学技術総合センターにおきましても、瓦の破砕物を地盤改良材と

いたしまして、地震発生時の液状化減災に有効であることを発表しております。昨年の11月

から実証試験を行っておりますので、この結果を注視してまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 しかし、道路の液状化対策工の採用に当たっては、地下埋設物の対応や地域の実情も考慮

いたしまして十分検討する必要がございます。今後、市道の液状化対策につきましては、緊

急輸送道路から避難施設へつながる幹線道路などについて、国の検討会議において示されて

おります箇所の特定に係る液状化判定法の高度化や新しい技術・工法の確立などの動向を踏

まえて対応を検討することになると考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員。 

○１７番（伊藤正信君） 今、答弁をいただきました。この避難道路とか液状化対策、これは

2011年の12月に国が出している盛り土ね、例えば高いところをつくることは地方に合った地

方でそのことを考えなさいと、こういって方針は出しているんですよね、実際に。だから、
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鉄道ならば鉄道の地盤を底上げして、緊急物流などを通してやれる施策を対応する、こうい

うことが2011年の12月に明らかになっているわけです。 

 ですから私は、明らかになっているからじゃなくして、弥富市もそういう場所をつくって

いく。そして、できる限り幹線道路をつくるときにも、マイナスからプラスになる道路は、

いろいろ取りつけ道路等の問題があるでしょう。しかしながら、国が言っていることは、オ

ーバーブリッジをつくって、それを避難所にすべきことも国の方針になっているんです。だ

から私どもとしても、弥富市が道路を、155なり幹線道路の整備などを国なりに要望してい

ることの中で、国はその施策に乗ろうと言っているんです。だから、地方の中で地方が考え

て、そのことを提起しながら要望をして、これは市長に要望するわけですけれども、地盤液

状化対策、避難道路の確保、こういう問題を対応される。これは、私たちは３・11以降、浦

安で学び、石巻で３・11を学んで、それは議会も行政も同じだと思っています。ただ、それ

には予算があるし、そうはいってもということもあろうかと思っています。しかしながら、

今、石川部長が言われた内容を通しながら発想を、創意と工夫を通した行政の液状化対策に

対しては、私はお願いを申し上げておきたいなと思っています。 

 それからもう１つ、次に、国土交通省が今、いわゆる堤防強化という形でやってくれてい

ますね、五明の堤防から木曽岬など。これに対して、例えばどんな基準で県は判断をされた

のか。私たちの安心のバロメーターが一つだろうと私は思っておりますが、あの堤防も南海

トラフが来ると４メーターも沈んじゃって潰れますよと、こう言っておるんですが、それは

どうなんですか。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） 木曽川堤防の関係でございますが、弥富市の地域防災計画におき

ましては重要水防箇所といたしまして、国が管理する一級河川木曽川の堤防を示させていた

だいております。具体的には、木曽川の高潮対策区間として位置づけられている区間の中で、

未対策となっております鍋田上水門を含みます上下流部の国道１号線の尾張大橋付近、それ

に近鉄線の河川橋部が対象となっております。 

 木曽川の左岸堤防につきましては、国土交通省木曽川下流河川事務所におきまして液状化

に対する調査を終了しておりまして、河口部からＪＲ関西線鉄橋までの区間を高潮対策区間

といたしまして、津波・高潮対策が現在進められております。 

 今年度も弥富市内では高潮堤防補強工事として、鍋田の上水門改築工事と前ケ須高潮堤防

補強工事が実施されています。ＪＲ関西線鉄橋より上流につきましては、一般区間として今

後対策を進める予定とのことでございます。 

 次に、県建設部が管理いたします河川堤防につきましては、治水に対する整備は全て完了

しております。今後は、第２次あいち地震アクションプラン（平成19年度から26年度）に基
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づき、液状化など巨大地震被害の軽減を図るために詳細な調査を実施いたしまして、海岸堤

防及び河川堤防についての地震時に液状化により沈下する可能性がある区間につきまして、

海岸・河川保全施設整備の推進対策を講ずることになるとお聞きしております。 

 ことしの４月25日には、愛知県、名古屋市を初め沿岸市町村、津波が遡上するおそれのあ

る河川に面する市町村と趣旨に賛同する市町村、名古屋港管理組合が構成団体といたしまし

て、愛知県河川海岸堤防等地震・津波対策事業促進協議会が設立されました。巨大地震・津

波に対して、何としても命を守るべく堤防のかさ上げや粘り強い構造への強化を行い、住民

避難を支援することとし、直轄の河川を含みます県内の河川、海岸における堤防等の地震・

津波対策事業促進を図るために、国の支援・協力を強く要請していくものになっております。 

 今後は、この協議会を通じまして、弥富市も構成団体として国へ強く要望していきたいと

いうふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員。 

○１７番（伊藤正信君） 堤防のあるべき今日の姿とこれからの対策等、御説明をいただきま

した。 

 地域の防災を守るというのは、地域間の協力・協議がなくては防災は防げないという、特

に私ども、日光川なんかは、水の流し合いでもって堤防が切れるわけですから、そういう共

同関係が必要だと私は思っていますし、そのことが言われています。ですから、この堤防関

係につきましてもそういう状況を、弥富市としてあるべき姿の今後の課題として十分申し上

げていただきたいなあと思っています。 

 そんなことを申し上げながら、私は先ほども冒頭申し上げましたように、自助・公助の中

で自助というのは自主防災組織を確立していく。そういう中で、弥富市もそれぞれ今日まで

取り組まれてきました。そういう状況で、防災訓練、時々申し上げるわけですけれども、地

域の環境に合った訓練もしていただくことが必要じゃないのかなあと、こんな感じがしてい

るわけです。 

 それはなぜかというと、過日も市側からは、南部消防から機動力のあるモーターボートだ

とか、それから全国的にまれに見る優秀な救援・救済の器具が導入された。しかし、現実に

伊勢湾台風だと、私たちの地域からしますと、水の中に堤防が切れれば、もう入っちゃうん

ですよ。そうすると、救助も救難も何もできない。そうしたときに船か、それにかわる状況

の利用する場合、言うだけではとても地域は守られていかないだろうと私は思っています。

伊勢湾台風が120日で回復したのも、多くの船があったからこそ、皆さんの生活が維持でき、

また災害復旧ができたんじゃないかなと。 

 今、私はそういう意味からして、例を出して何ですが、津島の天王祭なんかで船をこいで

いる人を見ていると、船がなかなか進まないんですよ、本当に。あっちこっち、こちんこち
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んとぶつかって。今、笑ってみえる方があるけれども、現実なんです。私も伊勢湾台風のと

きに、私の例を言って何ですけど、私は職場から伊勢湾台風があったときに国道１号線を下

之一色から歩いてきました。そうしましたら、佐古木のところの橋がなくなっていました、

現実に。さあ、どうやって自分のふるさとへ帰ろうかなと思ったら、船が１そう流れてきま

した。それで、その船を拾って、兄貴と２人で船をこいで渡りました。しかしそのときに、

人は流れておるは、牛は流れておる、動物は流れておるは、それはすさまじい状況でした。

そういうことが一つあると同時に、そのことの中で地域の連絡は船で多く、いわゆるお互い

が救われてきたと思っています。 

 自主防災も、小さい船を備えることはできることになって購入させていただいておるんで

すね。しかしながら、本当にこげる人がおるのか。船に乗った途端、ひっくり返っちゃうん

じゃないのかと、こんな心配を私はするわけですわ。小さな船は端っぽに乗ればひっくり返

る。よくこぐボートで公園などで事故があるのは、そういうことなんですね。ですから、ボ

ートの組み立てまでは自主防災なんかでやっていただいておる。できれば、学校のプールな

んかに置いてでも、小さいときから、水の都というか、川の水面を利用する私どもの生活環

境からすれば、船と川となじむ訓練をしていただくことが一つではないのかなあと思って、

これは私の、今後、参考にと利用していただければありがたいなあという提案であります。 

 それから、もう１つは消防署職員、過日も言われましたが、一番、三陸など東北で言われ

たのは、消防署職員が亡くなったということ。災害に対する消防団の、生きようと任務を考

えられた消防団員の教育ですね。ここは地方における行政として、消防団員の、いわゆる自

分の命も守られることなく人を救うということでなく、その精神はわかるけれども、その精

神に沿った教育、これは行政としてあるべき姿を１つは実行していただきたいなあと、こん

なことを思っています。そのように、私どもの南海トラフにかかわる部分において、そうい

う問題についての考え方を１つは精査する。 

 もう１つは、先ほど申し上げましたように、南部保育所などにおいては救命具を支給され

ています。備えつけてあると、学校。しかし弱者、弱者ということでいいのかどうかわかり

ませんが、救命具をつければ水に対応はまずはできるんですね、浮いておるから。ですから、

そういうことも地域の格差があるかもしれませんけれども、切れることを予想することでな

くして、命を守るための行政として、地域的な環境を通して弥富市は対策をもう少し、一般

市民も考えていただきたいなあと思っていますので、この部分についての、救命具と訓練の

あり方、教育のあり方について御答弁願いたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず、訓練のあり方についてでございますが、現在実施されてお

りますコミュニティ単位の防災訓練におきましては、避難誘導訓練や避難者名簿作成などの
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安否確認訓練などが行われております。今、議員の御提案の船の利用訓練などの防災訓練に

つきましては、今後の検討課題とさせていただきたいと思います。 

 また、救命胴衣についてでございますが、保育所など幼児が通う施設におきましては、平

成24年度から順次、救命胴衣の整備を行っております。また、地区の自主防災会におきまし

ても、救援活動用の救命胴衣を整備していただいているところもあります。しかしながら、

一般市民の皆様におかれましては、自分の命は自分で守るということから、個人での購入を

お願いしたいと考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員。 

○１７番（伊藤正信君） 救命胴衣の関係ですけど、今、総務部長は、自分の命は自分で守る

というお話なんです。地域格差があるんですよね、命を守る。山の上の人は救命具は要らな

い、簡単に言うと。私が申し上げておるのは、堤防に近いところだとか、そういうところに

対する対策のあり方を、やはり防災は議論をすること、対策を考えていくこと、これが常に

災害に対する自助の精神が生まれるということ。私は特に市の幹部の皆さんに申し上げたい

のは、自助の精神だからといって、きょうまで公助・自助・互助、４つの点を考えられてき

た。そのことで今回の南海トラフへの対応ができていくのかと。それよりも、深く細かくそ

ういう点において、市の財政もあろうかと思いますけれども、対策として議論を深めて、結

果として、それぞれの地域において自助、自分で買わなきゃならない場合もあるでしょうし、

しかし買うこともできない人もあるかもしれない。そんなことの議論を深めていただきたい

なということを申し上げておきたい、この問題は。特に、今はコンピューターの時代かもし

れません。やはりきずなは議論なんです。 

 もう１つ、ここで申し上げておきたいと思うのは、議長がどうも休憩したそうな顔をして

おるが、私、市長にお願いをせないかんことは、今回、防災安全課長がかわられました。人

材がかわることはいいと思うんです。だけど弥富市は、継続する形の中でいけば、当然、総

務部長が答弁されています。だけど、実務は防災安全課なんだと思います。今、一番大きな

課題は、生命・財産を守るのは防災安全課だと思う。 

 そんなことを通してこれから、課長は嫌な顔をしておるけれども、でもそれは専門的な研

究と課題を総合的に、道路網の課長も、土木課長もやった人だで、液状化の対策だとか、避

難道路だとか、そういうものをこれから十分理解がされていくと思っていますんで、そうい

う点についても私たちの目から見て、意見が途切れることのない、市長は努力されていると

思うけれども、今後努力していただきたいことを、ます１点目の防災に係る部分についての

質問と要望は……。 

 議長、終わって……、来ますか、市長から何か。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 



－１４３－ 

○市長（服部彰文君） ５月30日、愛知県の防災局から発表されました南海トラフの巨大地震

における被害予測ということにつきましては、もう何回もこの場でも出ておりますし、我々

も十分認識をさせていただいておるところでございます。新しい防災・減災ということにつ

いて、あの数字に基づいた会議、協議をしていかなきゃならないということは重々わかって

おるわけでございますけれども、つい６月議会ということを前提にして今日まで来てしまっ

ておるわけでございます。 

 防災安全課を中心といたしまして、また危機管理の担当も、自衛隊も含めて採用させてい

ただいております。近々にそういった形の中で、この南海トラフ巨大地震における新たな想

定での被害予測に基づく市の防災計画というか防災に対する協議を早々に立ち上げていきた

いと思っております。 

 また、先ほど一番最初のところで、液状化対策ということに対して、弥富市の道路の問題

はどうなんだという形であるわけでございますが、これは私は、浦安の幹線道路並びに駅前

広場という形の中で、液状化対策をされている現場に赴きまして勉強をさせていただきまし

た。大変な被害をこうむられた浦安市でございますので、駅前広場と幹線道路につきまして

は人・物の物流拠点であるという形の中で、大変な御苦労をしていただいておるわけでござ

いますけれども、これは海部地方に特殊な技術を持っている建設会社がございまして、この

海部郡の会社でございますけれども、その会社が特殊技術の中での工法で、その土壌改良を

しているという状況でございます。パワーブレンダー工法と申しまして、３メーターから５

メーターぐらいのところに対して、まず地中の土を掘り出す、そしてその中にパワーブレン

ダーという工作機械でセメントを打ち込んでいくという形のものをやってみえるわけでござ

いますけれども、大変な工事だなあと。これほどまでしないと液状化ということに対する対

応はできないのかということで、生に見てきたところでございます。 

 我々も、この工法につきましては大いに参考にし、やっていかなきゃならないわけでござ

いますけれども、いかんせん、その諸経費ということは大変な大きな金額になるわけでござ

います。この９月にも浦安のほうへお邪魔することになっておりますけれども、まだ私がお

邪魔したときには建築の途中でございましたので、その進捗状況について詳しくまたお聞き

していきたいと思っております。 

 いずれにしても、南海トラフ巨大地震に対する新しい想定での協議を行政のほうでも立ち

上げていきたいというふうに思っておりますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員、ここで暫時休憩とします。再開を２時20分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後２時10分 休憩 

             午後２時20分 再開 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 伊藤議員、お願いします。 

○１７番（伊藤正信君） ２点目に、総合計画の中にも文化について触れられております。私

も、この弥富市の文化について、少し議論をさせていただきたいなあと思っています。 

 昨日、三宮議員からも、施設などについてそれぞれ意見もございました。文化は地域の誇

りであると同時に、文化を起こすことが市民のきずなである。多くの文化協会の中で、会長

は服部市長であられますし、それぞれ顧問といいますか、市長さん、あわせて今は賀島会長

ですが、それぞれ大変、春の行事だとかいろんな形で、議論をし、活躍もされています。 

 それで私、特に思うことは、弥富市の中に服部擔風さんが、それぞれ漢詩で歴史的に活躍

をされた。とりわけて、この擔風翁は弥富の鯏浦の生まれで、弥生小学校で30年も勤められ

た方で、そして中日文化功労章だとか、県の文化功労章などを受賞されて、弥富町民の名誉

表彰も受けられているおるわけですね。その方がお持ちになっていました藍亭が平島地区に

あるわけです。そこの中には、擔風さんの歴史的な、今は弥富の資料館の中でも展示されて

います、擔風さんの書画が。そういう状況で市もそれぞれ御努力されて事柄が進められてい

るわけですけれども、藍亭という亭が、書室といいますか、擔風さんが使われたのが平島に

あります。しかし、弥富市の史跡、いわゆる市の指定のものでないわけですね。それで振り

返ってみますと、弥生小学校へ藍亭が移されて、その取り壊しの状況の中で平島へ移された。

そして、平島の市民の皆さんの有志の方々が今日まで守りをされてみえました。そして、大

分土台等が悪くなってきたという状況と同時に、高齢化がされてきました。 

 そんな状況ですから、弥富市としても、今、この藍亭を市の指定をしていただくことがい

いのじゃないかなあと思っています。ということは、この藍亭、市の皆さんは御存じだと思

うけれども、17年、18年ごろ、中国から中国のテレビ局が初めて日本の服部さんの擔風の歴

史を全国放送をやったんですね。それで、たまたま市長が当選された年だったと思うけれど

も、富陽市に、文化協会、議員も二、三お邪魔させてもらったんですけれども、招致を受け

ながら、市長のメッセージを持っていった。それ以降、中国の先生方、関心がある方、日本

に見える方がちょいちょいお見えになったり、そして擔風さんのまな弟子である養老の方で

すか、ちょっと名前は忘れましたが、申しわけあまりせんが、そういう方々がこの27日にお

いでになって、擔風亭で25名が。これは近い話なんですね、あす見える。 

 だから、私が聞く話ですけれども、桜花大学の教授もこの間うちに見えた。中国からもそ

うやって訪れられたり、日本の漢詩を学ばれたり、また詩吟の方々ですか、そして漢詩の

方々。これはやっぱり弥富の誇る財産じゃないのかなあという気が、私は思っています。で

すから、できれば今後のあり方について、ひとつ市長、御検討願えれば、今までそうして地
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域の皆さんが守っていただき、また弥富市の誇りである。そして、幾つかの句が10カ所ぐら

い弥富にあって、弥富市の文化小道というんですか、私こういう、町の時代から、歴史から

つくった資料を持っているんですけど、これがずうっとあるんですよね、文化の。やはりそ

れは漢詩という中で、弥富市のそういう訪れていただく、いろんな形で協力がされてきてお

る。ですから、そのもとである藍亭をひとつ、この総合計画の中にも書いてございますけれ

ども掘り起こしをする。また、昭和53年から掘り起こしがないもんですから、一回それぞれ

このことについて御検討願えることがいいんじゃないかなということで申し上げたいと思い

ます、まず１点目に。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 伊藤議員にお答え申し上げます。 

 弥富町の時代から、あるいは弥富市になってから、文化財であるとか郷土の歴史、文化・

芸能という形の中におきましては文化協会を中心にして、またそれぞれの自治会の保存会と

いう形の中で、さまざまな御努力をいただきながら、現在に至るまで管理をしていただいて

いるということでございます。 

 今、議員御指摘の藍亭につきましては、先ほどお話がありましたように、唯一の今で言う

名誉市民であられます服部擔風先生の書斎、書院として、明治35年に建てられたものでござ

います。昭和48年に弥生小学校に移築され、昭和51年に弥富町の文化財に指定されたわけで

ございます。その後、57年に学校の整備に伴い文化財の指定を解除され、その後、藍亭保存

会の方々により市内の個人のうちに移築されたというふうに伺っております。今まで個人の

家の方に対しても大変な御努力があったなあというふうに思いますし、また保存会の御努力

に対しても大変敬意を表するところでございます。 

 つい先日、私、そして副市長、教育長で、この藍亭を訪ねさせていただきました。個人の

方からお茶のおもてなしも、その書院でいただいたわけでございますが、何とか、その書院

の中におりますと、これは保存していかなきゃならないなあという気持ちになってきたわけ

でございます。しかしながら、112年という形で建築後経過しておりまして、大変老朽化も

目立つ状況でございます。そうした形の中で、どのようにしてこの藍亭を保存していくかと

いうことにつきましては、いろいろ保存会の皆様、そして文化協会、あるいは社会教育委員

会の皆様とも協議をしていかなきゃならないというふうにも思っております。 

 しかしながら市といたしましては、服部擔風先生や藍亭の文化的価値を十分に認識してい

るところでございまして、ことしは擔風先生が亡くなられてから50年を迎えることから、今

現在、歴史民俗資料館におきまして特別展を開催させていただいておるところでございます。

ぜひ皆様方にもお出かけをいただきたいと思っております。７月の第１週まで開催をしてい

るところでございます。 
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 そして、３年後、平成29年になるわけでございますが、先生の生誕から150年ということ

になります。生誕150年ということになります。できましたら、この年に合わせて藍亭をし

かるべき場所に移築し、公開できるよう、また文化財の再指定を視野に入れながら、藍亭保

存会の方々、あるいは文化協会の方々と調整を進めてまいりたいと思っております。できま

したら議員各位の御理解をいただきながら、来年には基本計画、そして平成28年には建築と

いうような状況で進めていきたいと思っておりますので、またその節にはいろいろとお話を

させていただきたいと思っております。 

 今、藍亭につきましては、そのように考えておりますので、御理解いただければと思って

います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員。 

○１７番（伊藤正信君） 鋭意御検討いただいて、私も重要な文化の提唱ということでお願い

を申し上げたいなと思っていますので、よろしくお願いします。 

 続きまして、先日亡くなられた村井さんですが、これは御冥福をお祈り申し上げると同時

に、私自身きょうここで発言をさせていただくというのは、水耕栽培、Ｍ式を取り入れられ

て、この取り入れられる経過は、伊勢湾台風のときに浮き藻が川を流れておる。その栽培、

いわゆるテングサが水で育ち、そして植物が育つんだということの１つは発想の中でＭ式と

いう水耕栽培が実施されたと。きのうも食の安全の問題で質問がされていました、私ども議

員がね。でも、弥富の食の農業の生産の過程から考えると、水耕栽培という作物が育てられ

る環境というのは、研究と同時に安心・安全な食の道にもつながるんじゃないのかなあと、

きのうから私、特に思っていました。突然の私からの話で申しわけございませんが、私はこ

の弥富市に誇れる水耕栽培、Ｍ式というのは、お互いに評価と認識ができるんじゃないかな

あと思うんですがね。 

 けさもＮＨＫのテレビで、原発のところで、石による栽培を、Ｍ式方式によく似た方法で

やってみえました、ホウレンソウを。これも基本的には石を引いた、そして根の張り方と養

分の出し方。今、私どもの農業と、そして生産方法が、とりわけて安心・安全な食づくり、

食の文化、こんなことを考えますと、ひとつ弥富市の農業振興と、今後の課題と、今日まで

の評価と、あわせてこれから弥富農業の振興のためにも、市長、私は表彰制度といいますか、

そういう弥富市自身が文化の発展のために書いてございます。ですから、そんなことをあわ

せて、一度御検討をしていただくことがよろしいかなあということで、質問といいますか、

要望、意見とさせていただきますが、御答弁願いたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 村井邦彦さんの御冥福をお祈りするわけでございますが、忘れもいた

しません。私、初めてこの議会のほうに登場させていただいたのが、平成19年３月でござい
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まして、そのときに一般質問をいただいたわけでございます。私の考える農業は、いわゆる

頭の脳を使った農業でやっていかなきゃならないということを盛んに力説されておりました。

そういったことを思い出すわけでございます。それから、いろんな形でこの間お会いをして、

村井さんの農業に対する思いというものをいろんな形でお聞きしたわけでございます。まだ

まだお若いという形で、本当に惜しい人を亡くしたなあというふうに思っているところでご

ざいます。 

 村井さんが、あるいはそのグループの人たちが考えられたＭ式水耕栽培というのが、いわ

ゆる弥富発という状況の中で、全国にその技術が伝承されてきているということにつきまし

ては、私も承知をしているところでございます。そんな関係の中で、つい最近の尾張版にも、

Ｍ式水耕栽培の村井さんの農業の製法につきまして御紹介をさせていただいたところでもあ

るわけでございます。 

 そうした形の中で、いま一度、このＭ式栽培に対して、弥富発ということにつきまして、

皆さんの御意見をいただきながら、どのような方法がとれるか、市としてどのようなＰＲ、

啓発活動がとれるかということについて、しっかりと考えていきたいと思っております。心

から村井さんの御冥福をお祈りしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤議員。 

○１７番（伊藤正信君） 市長、私どもは地域の文化を発掘したり、農業の維持管理、あわせ

て発展を願う立場からも、鋭意御検討いただきますことをお願い申し上げて、私の発言を終

わります。 

○議長（佐藤高清君） 次に堀岡敏喜議員、お願いします。 

○１０番（堀岡敏喜君） こんにちは、10番 堀岡敏喜でございます。 

 通告に従いまして質問させていただきます。 

 大きくは福祉に関してでありますが、以下、関連して数点の質問をさせていただきます。 

 昨日は平野議員から婚活の提案、また佐藤博議員からは少子化対策についての質問等ござ

いました。人口減少と少子・高齢化というものに対しての提言でありましたけれども、私は

違う視点で、もう１つ大事な命を守るという視点で質問させていただきたいと思います。 

 それでは、させていただきます。 

 我が国の昨年の自殺者数は、平成25年度の統計から２万7,283名で４年連続で減少をしま

して、２年続けて３万人を下回りました。確かに単年で見れば減っているかもしれませんが、

同年の交通事故による死亡者数4,373人の６倍以上であり、過去10年間にさかのぼれば30万

人以上の方が自殺で亡くなっておられます。さらに、10年間さかのぼれば、この20年間に約

60万人もの方が自殺により亡くなっておられます。また、平成24年の消防庁の統計から、自

殺未遂による救急搬送数は６万6,034件で、自殺者数と同じく高どまりを続けております。
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平成25年だけで見れば、毎日少なくとも255名以上の方が自殺を考え、うち75名の方が亡く

なっていることになります。実に19分に１人、現在も日本のどこかで、みずから命を絶って

いることになります。 

 自殺をした人の動機に関する警察庁の調査によりますと、鬱病などの健康問題が大半を占

め、経済・生活問題、仕事や家庭問題と続いており、自殺はこうした要因が複雑に絡み合っ

て引き起こされるとされております。それだけに多角的に対策を講じていくことが欠かせま

せん。自殺防止は、社会を挙げて真剣に早急に取り組むべき課題と言えます。 

 2014年版自殺対策白書によりますと、15歳から34歳の若い世代では男女ともに死因のトッ

プが自殺となっております。若い世代で死因のトップが自殺なのは、アメリカやドイツなど

の先進７カ国の中で日本だけなのであります。人口10万人当たり20人に上り、２番目に多い

カナダの12.2人を大きく上回っております。未来を担う若者が、自身の可能性を開花させる

ことなく、みずから命を絶つという、私たちは現代社会のありようを真摯に見詰め直さなけ

ればなりません。 

 以上のことから、現在の弥富市における対策は十分なものなのかどうか、現状と認識を伺

いたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 鬱病等、自殺対策の現状と課題ということでござ

いますけれども、平成25年の自殺者数は、内閣府自殺の統計によりますと、国における件数

が、先ほど言われました２万7,283人、県では1,517人でありました。昨年と比べますと、国

が575人減、県が63人増となっております。愛知県は全国で最も増加している県となり、大

変悲しい状況になっております。当市におきましては、平成22年が６人、23年が８人、24年

が５人という状況です。 

 自殺は、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、実際に生活苦や、健康問題や介護疲れ、

また鬱病など、さまざまな要因が絡み合い、心理的に追い込まれた末の死であると言えます。

心の中では「生きたい」という気持ちで揺れ動いている自殺者は、眠れない、食欲がないな

どと自殺の危険を示すサインを発し、周囲の人もそのことに気づき、適切な相談窓口につな

げていくことが大切だと考えております。 

 その中で市としましては、自殺の危険性の高い人を早期に発見し、適切な対応を行うため

のゲートキーパーを養成するための研修会を、平成24年度は２回、平成25年度は３回実施し、

多くの方に参加していただき養成してまいりました。 

 次に、市のホームページでは、メンタルヘルスチェック「こころの体温計」 ―― これは

以前、堀岡議員のほうから御紹介いただいたことがございますけれども ―― を今年度導入

し、その普及・啓発を行い、自殺予防を図ってまいります。このこころの体温計は、体の体
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温をはかるように、日々の生活の中で感じるストレスや気持ちの落ち込み度をパソコン・携

帯電話等を利用いたしまして、健康状態、人間関係、住環境などの簡単な質問に答えて、気

軽にメンタルヘルスチェックができるものです。また、鬱病などハイリスクな方の対応とい

たしましては、専門の相談窓口や医療機関につなげ、専門家の指導や治療を受けながら見守

っていく必要があると考えております。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 民生部長からお答えをいただいたんですけれども、こころの体温計、

これはホームページのリニューアルと同時にですか。もう始まっている。まだ始まっていま

せんよね。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） ホームページのリニューアルをしてからというこ

とでお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 総務部長、ホームページのリニューアルはいつなんですか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 今の予定でございますが、来年の３月には本稼働と、その前に準

備期間とか、各課のほうで入力しますとかそういう準備期間がありますが、本格的には来年

３月を目指してやっておるところでございます。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今せっかく民生部長から、いい取り組みということで、こころの体

温計ですけれども、ホームページのリニューアルが来年ですと、まだ半年以上も先ですよね。

ただ、この自殺の問題を重く受けとめて、今、そういう御答弁をいただいた中で、これは半

年間何もできない状況では困りますので、リンクを張るだけですから、もし対処できるよう

であれば、早急に対処をしていただくことを要望しておきます。 

 これはちょっと市長、余談なんですけれども、こころの体温計に赤い金魚が出てくるんで

すけど、これオプション料を払いますと「きんちゃんに」変えることができます。ぜひ考え

ていただければいいかと思います。 

 今回、自殺対策ということで質問させていただくんですけれども、最初にどういった観点

で質問するのかというところを、市当局の皆さん、また議会の皆さんと一緒に考えていきた

い、そういうこともありますので。要は自殺の前段の相談体制の拡充をどうするのかという

ところと、相談に来られない方の第三者支援というところをどうしていくのか、この辺のこ

とを重点に置いて質問させていただきます。 

 それでは、続けさせていただきます。 
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 鬱・自殺対策は、初期段階として、その原因となる日々の社会の生活の中で生じるさまざ

まな悩みや問題を相談できる体制をまず強化することが大切であります。学校や職場、家族

や知人・友人などの顔の見える関係では、予防の原則ＴＡＬＫ、トークが知られております。

これは心配をしていることを伝える「tell」、死にたいという気持ちに率直に尋ねる

「ask」、絶望的な気持ちを傾聴する「listen」、１人にさせず安全を確保する「keep 

safe」の４つの頭文字を合わせたものであります。 

 また、職場のメンタルヘルス対策では、労働安全衛生法の改正で、従業員50人以上の事業

所ではストレスチェック制度が義務化をされ、一歩対策が進んだようにも思います。また、

学校関係での対策も懸念が多い現状ではありますが、それぞれの対策の詳細につきましては、

また次の機会に質問させていただくことにします。 

 本日は、一般的な公としての市の現状と対策について伺ってまいります。 

 それでは続いて、現在の弥富市における体制について、相談受付の現状、課題等をお伺い

したいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 市の相談窓口の現状と課題についてでございます

けれども、相談窓口といたしましては、体や心の健康についての心配がある方の窓口としま

して健康推進課、精神障がい者支援として福祉課が行っております。 

 また、月に３回、水曜日に、心配ごと相談、法律・行政相談所を開設しており、心配事相

談が39件、弁護士による法律相談が117件ありました。鬱病や精神疾患になる前に、生活・

経済問題、健康・介護問題、就労問題など多岐にわたり、相談員や弁護士が相談に乗り、問

題解決に当たっております。これは心の病に至る前の初期段階の相談としても有効で、重症

化にならないための効果があると思います。 

 課題といたしましては、心の病になってしまった方の相談件数は少なく、自殺対策やリー

フレット「支えよう心といのち」 ―― こちらのほうもホームページから取り寄せることが

できるものでございますけれども ―― でもＰＲしているところでございますが、なお一層

広報等で啓発して、気軽に気持ちをありのまま語ってもらえるような対応をしていきたいと

思います。 

 また、いろいろな相談窓口につきましては、この冊子の一番最後のページに載っておりま

すので、またごらんいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 総相談件数としては何件ぐらいなんですかね。この間、答申の段階

では五百数件じゃなかったですか。違うんですか。 

○議長（佐藤高清君） 宇佐美福祉課長。 
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○福祉課長（宇佐美 悟君） お答えさせていただきます。 

 相談体制の充実を図るため、社会福祉協議会のほうで今年度から相談員２名を４名にふや

して相談をしておりますが、平成25年度の精神における相談につきましては延べ523件あり

ました。相談者としましては、御本人からが延べ280件、御家族からが115件でございます。 

 また、相談支援の方法につきましては、電話相談が188件、訪問相談135件、メール相談が

28件でございます。 

 また、相談の支援内容としましては、福祉サービスの利用に関するものが168件、次に不

安の解消、情緒安定に関するものが89件、その他健康・医療に関するものが43件となってお

ります。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） お困り事ですので、別に自殺というものに直接関連するものばかり

ではないですけれども、市民の方々が気軽に相談ができる体制というものを拡充するという

ことが大事かなあと。 

 今回質問させていただくのは、あくまでも自殺の対策ということですので、そちらに重点

を置いて、相談体制の拡充というところで１つ提案をさせていただきたいのは、今、民生部

長が出していただいたやつはカラーですけど、これは一番最後のページ、僕はちょっとお金

がないんで白黒でコピーしてきましたけど、いろんな相談先のところが事細かに書いていた

だいているのは大事なことだとは思うんですけれども、もし本当にせっぱ詰まったような、

悩んでいる方がいらっしゃったときに、どこへ電話したらいいかわからへんわけですわ、は

っきり言って。この間、学校教育課のほうで教えていただいた、学校教育課は一本化で、こ

れは全国共通の電話番号で、ここって出ているわけですね。 

 こういった形で、できましたら、迷ったらここみたいなところをまず１個書いていただく。

これはすごく大事なことでして、その後、その質問者の方が、やっとの思いで電話をされた

わけですので、そこから、例えばそれが借金のことであるとか、また家庭のことであるとか、

学校の就学のことであるとか、人間関係のことであるとか、そういったことを次の窓口につ

ないであげるという、そういう体制が必要なんじゃないんかなあと思います。 

 また、もう１つ追加をしていただきたいのは、これは現実に私のほうにも相談が数件あっ

たので御紹介をさせていただいていますけど、今、愛知県の精神福祉の取り組みとしまして、

24時間で診療していただける精神医療の御紹介というのをやっています。これは愛知県の県

の精神保健福祉センターのほうで、番号が提示されておりまして、ただいま、今、精神疾患

に陥っていらっしゃって、夜中に体調が悪くなって、何か衝動に冒されるようなことになっ

たときに、一般の救急車は来てくれない部分がありますし、そういう方が、かかりつけ医が

普通、夜中ですからやっていませんから、そういうところを県の精神保健福祉センターのほ
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うで当番制で病院を御紹介していただけて、一番近いところを御紹介していただけるという

ことは24時間やっていらっしゃいますので、そういうところも載せておかれると、また利用

するあれもあるかなあと思います。 

 ですので、ワンストップまでとはいかないですけれども、まず電話するだけでもすごく勇

気が要る状況ですので、それを受けとめる意味で、その方自身は専門的な回答ができなくて

も、ある程度そういう状況で電話を受けるという方を養成していただいて、いろんな施設と

いうか制度につなげていくような状況で、できればマネジメントをしていただける、こうい

うものをこうしたほうがいいよと。もし危険だと思えば訪問して、こういった順番でやって

ねと、わからんかったらまた聞いてきてねみたいな、そういう寄り添うような形をとってい

ただければと思いますが、要望しておきます。答弁していただいていいですか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） なかなか奥の深い問題かと思います。いろんな御

提言をいただく中で改善のほうに努めていきたいと思っておりますので、また御提案のほう、

よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 何でもとりあえずワンストップで相談できる窓口の電話番号、まず

代表で、弥富市内でね、これは日中の役所の開いている時間でも結構ですので、迷ったらこ

こというところを、わかりやすい、その後、もし御自分で自立して自主的に解決される方と

いうのは、ここに見ているところよりも、いろんなところを聞いて、探して、質問して、相

談して、解決してしまいますから、それ以外の方というのは、もうわからんのですよ。です

から、迷ったらここ、そういうところをつくっていただくことがまず第１かなあと思います

ので、ぜひ検討していただいて行っていただけるようお願いをしておきます。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。 

 先ほど民生部長のほうからも取り組みについて御紹介いただきましたゲートキーパーにつ

いてであります。 

 ゲートキーパーは、悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、

見守る人のことであります。以前の質問に対しての市側の御答弁では、団体を優先に考えて

おり、市民対象は順次検討していくとありましたが、先ほど御説明にもあったように、現在、

弥富市では、市社会福祉協議会が中心となって精神保健福祉ボランティアの養成講座や、ま

た本年１月には一般市民を対象にゲートキーパー養成講座が開催されたと伺っております。

受講募集枠も満席ということで、市民の関心の高さがうかがえます。 

 養成、育成、先ほどお話をしました現場を踏まえてフォローなども必要かと考えますが、

現状と今後の展開について伺ってまいりたいと思います。 
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○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） ゲートキーパーの養成についてでございますけれ

ども、養成した方々の活動の効果、実績が把握できないところ、また日常絶えず自殺を考え

ている方のサイン・シグナルを見逃すことなく、その感度を上げて気づいてあげることが大

きな課題ではないかと考えております。 

 今後の展開、対応といたしましては、先ほども少し申し上げましたけど、平成24年度のゲ

ートキーパー養成研修参加者は、民生委員、市職員で122名、平成25年の参加者は、一般市

民、ボランティア連絡協議会、市職員で155人のゲートキーパーを養成してまいりました。

一般の市民の方には、平成26年１月広報でゲートキーパー養成講座の受講案内をいたしまし

た。 

 今後は、特に必要な場合や研修を行いたいとの要望がありましたら、個々にも対応してま

いりたいと考えております。また、相談会など、ボランティア団体とタイアップして、ゲー

トキーパーの活動の場を考えていきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） かなりの広がりを見せているんですけど、以前に、実はこの関連の

質問をさせていただくのは今回で５度目になるんですけれども、ゲートキーパーは特別なも

のじゃないよと。精神疾患、また自殺に至るような現状の心の状態というのを皆さんで共有

しようと。とめられるものならとめようという観点から、誰でもゲートキーパーになれます

よと。また、ある質問では、総務省のホームページを見ていただくと、ゲートキーパーとは

こういうものだよというＤＶＤが動画で見られるようにもなっておるんですけれども、また

その方々が、身近な方々で気づき合って、例えば市の相談窓口であるとか、福祉の窓口であ

るとかに御紹介をしたという事例とか、そういったものを集約するものが要るんじゃないか

なと思うんです。 

 どういう対処をされましたかとか、実際にゲートキーパーだという自覚があってやってい

らっしゃる方はまだいいんですけれども、受けたけど、実際にそういう方を目の当たりにし

た場合、ただ単に、こいつ勝手なことばかり言うとんなみたいな、そういうふうに捉えられ

る場合もあるんですよ。精神疾患、鬱病とか人格障害、あと気分障害とかいうものというの

は、どうしても自己防衛本能というのが働いちゃって、自分の悪いというか、人から見れば

ずぼらに見えたりする場合もありますので、そういうところで見ても、ゲートキーパーの役

目が果たせないということがあってはなりませんので、いろんな事例を御紹介していただい

て、ゲートキーパーの中で何か、これはホームページを通じてでも結構ですから、こういう

事例があったということを御紹介して、問題を共有していくということが、まさにゲートキ

ーパーとしての質が上がっていくというか、またセーフティネットでいえば目が細かくなっ
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ていくんじゃないかな。 

 ぜひその辺のあたりのことも、また専門家の方にもちょっと御意見を聞いていただいて、

どういうふうに進めていけばいいのか。ただ単に養成講座をして、新たな人を入れるんじゃ

なくて、そのときに、さきにゲートキーパー養成講座を受けていらっしゃる方で何人救えた

とか、こういう制度につなげることができたということがあれば、自覚もまた違ってくると

思いますので、その辺のこともぜひお願いをいたします。 

 次に、主題であります相談支援について伺ってまいります。 

 国では先ごろ、超党派による自殺対策議連が開かれ、先ほどの若者の自殺に関しての要望

書をまとめて政府に提出をいたしました。内容を少し紹介いたしますと、１つ目に生活上の

困難に直面したときの対処方法の教育、２つ目に包括的な相談体制・居場所の整備、３つ目

に相談に来られない者へのアウトリーチの強化の３点であります。 

 さきの２点は、十分ではないものの、市の啓発事業にも一部含まれている部分もあります。

重要なのは３つ目のアウトリーチの強化であります。 

 自殺には至らないものの、悩みやストレスにより改善されないまま精神疾患となり、離職、

不登校やひきこもりに陥り、家族をも巻き込んで常態化をしてしまったら、自身や家族から

主体的に相談などはできません。友人や知人、近隣からでもよいので、間接的に情報を得る

こと、市でできなかったら、県の施設やＮＰＯなどと連携をして常態化を打破、関係部署や

医療機関へつなぎ、治療へと向かわせるような第三者的支援ができれば、改善できる問題も

多いのであります。 

 心の病に伏しておられる方、また不安をお持ちの方、重度で常態化をしてしまっている方、

抱える御家族、生活環境や病状によって対処方法はさまざまであります。主体的に相談や治

療に向かえる方はまだよいのですが、それ以外の方々には、なるだけワンストップで、また

それに近い形でソーシャルワーカー的に治療改善へのマネジメントができる体制が必要だと

考えます。 

 現在、弥富市にそういった方々を発見し、誘導する対策はあるのかどうか、市の見解を伺

いたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 現在市では、障害者総合支援法による地域生活支

援事業としての相談業務、これを弥富市社会福祉協議会と契約を結んで委託しております。

社会福祉協議会では、専門の相談支援員や社会福祉士が相談に乗っております。 

 市の現状でございますが、市の精神の障がいをお持ちの方が年々増加しているのは現状で

ございます。精神障害者保健福祉手帳所持者でございますけど、この方は平成21年４月１日

現在で150名でしたが、平成26年４月１日現在では224名お見えになり、５年間で74名の増加
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となっております。内訳としましては、１級の方が25名、２級が145名、３級が54名となっ

ております。また、224名のうち、18歳未満の方は７名でございます。 

 また、精神障害者保健福祉手帳所持者と一部重複いたしますが、精神通院受給者証をお持

ちの方は674名おいでになりまして、男性267名、女性407名がお見えになっております。 

 また、今年度は障がい者計画も策定しておりますので、現在実施しておりますアンケート

等の結果も参考にさせていただいて、今後の施策を考えていきたいと思います。 

 また、心が疲れていらっしゃる方、誰かに話を聞いてほしい方を対象に、社会福祉協議会

が主体となりまして、精神保健福祉ボランティアのきんぎょ草のグループの協力をもとに、

なごみの会という集まりを２カ月に１回、総合福祉センターにおいて開催しております。内

容といたしましては、一緒にお茶をしながらお話をしたり、料理をつくったりしております。

市の広報紙でもお知らせしております。 

 またその他、平成25年度には、精神保健福祉ボランティア養成講座を８月、９月で４回、

精神保健福祉ボランティアのフォローアップ講座を３月に開催いたしました。ゲートキーパ

ーとして心の病の方を見守っていく、そういったような取り組みを現在行っているところで

ございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今、部長のほうから、さまざまな取り組み、市民を巻き込んでとい

うか市民主体で、ボランティアも含めまして、先ほどの精神保健福祉ボランティアの養成で

あるとか、ゲートキーパーというものもあります。愛知県の精神保健福祉センターの窓口、

あとは弁護士さん、窓口はいっぱいあるわけですよ。それを一元化というわけじゃないです

けれども、いろんなことで悩んでいますから、どこに振られるかわからないんですけれども、

これが一番困るのが、きのう、今回は質問しませんけど、学校関係のことでいいますと、

小・中学校のときにもし何かのトラウマ、また何かありまして不登校になりましたと。その

場合、学校がそれを把握することはできると思います。解決に向けるとなったら、いろいろ

課題・問題はあるんでしょうけど、卒業してしまった後、先ほど精神科にかかっていらっし

ゃるというのは数値として出てきますよね。そういう方々を、いかに常態化してしまってい

るのを見つけるか、ここが肝心じゃないかなあと思うんです。 

 なぜこんなお話をさせていただくかといいますと、手前勝手な話で申しわけないんですけ

ど、私も、５度目の質問と言いましたけれども、質問するということもありまして、我が会

派でも心の健康セミナーというのを２度ほど開催させていただいて、市の職員の方にも２回

とも御参加をいただいたところでございますが、そういった関係もございまして、その関係

の質問、相談というのは割と多いんですね。 

 特に最近では、第三者から御相談をいただいて、要は長くひきこもりになっている方であ
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るとか、病院にも行けず、仕事はしているけれども躁鬱に悩まされている方とか、数件、今

お世話させていただいておるんですけれども、それまで数年間ひきこもりであったところに

お伺いをして、初めは御紹介いただいたもんですから、すぐ市の施設であるとか、津島の保

健センターの施設であるとかにつなぐというのも一つのあれかもしれませんけど、もちろん

社会保障制度なんかに必要であれば御紹介するというのは議会議員としての使命でもありま

すけれども、とにかくその親御さんにしてみれば、何といいますか、今の生活から要は抜け

出したいというか、もしそれが子供さんであれば、ちょっとでも改善をしていきたいと。だ

けど、そういう前向きな行動がとれない、いわゆる常態化をしてしまっているという御家族

が意外に多いんですね。 

 これは、本人からは言えないのはなぜかといいますと、ちょっと言葉が違うかもしれませ

んけど、例えば体裁を気にして言えないであるとか、日々の生活で精いっぱいで、そんなこ

と言ってられないと。そういう状況が何年も続いていくわけですよ。そうすると、世間との

おつき合いというのも、すごく表面的なおつき合いになってしまってわからない。今回はた

またまそういう第三者のほうから御紹介があったもんですから、お話に行って、病院にも行

っているけれども、実はお母さんがかわりに病院に行って、代理カウンセリングを受けて、

薬をもらって薬を飲んでおるという状況が続いているというのがあるんです。こういうのは

結構意外と多いかもしれません。 

 私は相談を受けられた方のお許しを得て、できるだけ一緒に病院にまでついていきます。

ですからある意味、海部地域の個人、大きな病院、全て含めまして、あらゆる精神科には行

ってまいりました。市の例えば相談を受けて、これから治療に向けて、また社会的なそうい

う悩みを解決していくに当たって、治療していくには病院に通わなければならないんですけ

れども、病院というのもいろいろありまして、ここがいいとか、あそこが悪いとかいうのは、

ちょっとここでは言えないんですけれども、マッチングというのが絶対あると思うんです、

治療に向けてはね。 

 中には、一例を出しますけど、ほんの５分、10分のカウンセリングで、薬を出しておきま

すねみたいな病院もあります。僕はちょっと待ってと。おかしいやないかと。そんなんです

ぐ病名がぱんと出て、薬が出て治るんですかと聞いたら、まだちょっと飲んでみやんとわか

らんからって。そんな話はないやろうみたいな。それが常態化する一つのものではないかな

あと。 

 これは当局に言っても仕方ないんですけれども、ただこれから病院を勧めるとか、治療を

勧めるに当たっては、１回の病院で、それが決定してしまうようなことになってしまえば、

本当に一生薬を飲み続けなけりゃならないみたいなことになってしまうと、それこそ解決は

しないわけですので。 
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 また、あるところでは、30分、１時間、１時間半もずっとお話を聞きながら、その人が心

を開くまでやって、最後には御家族まで、こういう接し方をしていきましょうと、治療方法

までやっていただける先生もいらっしゃる。それこそがほんまやなあとか思うんですけどね。 

 そういうところも、現場の話というのは先ほど御紹介がありました。きんぎょ草の取り組

んでいらっしゃる家族の会、また津島保健センターでも、いろいろな疾患の家族の方の会が

あります。先ほどのなごみの会ですね。こういうところはボランティアで運営をされておる

んですけれども、先ほどのゲートキーパーとか、精神保健福祉ボランティアの養成というの

も大事です。だけど、一番現場で闘っていらっしゃる家族の御意見、またそれを克服された

方々の御意見というのは、市としてはすごい財産じゃないですか。だから、僕はそこにこそ

手厚い支援をしてあげるべきだと思うんです。 

 例えば家族で、病院には行けないけど、ここには行ってみたいなという御家族があるんで

あれば、そこに定例で、例えばせっかく海南病院がありますので、精神科の先生に来ていた

だいて、家族としてのケアの仕方はこうだよ、病院に行くならこうだよと、専門家からいろ

んなアドバイスをいただければ、治療に一歩踏み出せるようなものにもなるんじゃないかな

と。そういうことができることが、自治体でできる支援じゃないかなあと私は思うんですけ

ど、その辺はどうですかね。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 確かに言われるとおりだと思います。支えていく

方々が非常に苦しんでいらっしゃるというのは、どんな病気についても同じものだと思って

おります。そういったようなもののケアというものを今後考えていく必要は当然あるかと思

っております。 

 また、先ほど出ましたゲートキーパーの件でございますけれども、これについても、正直、

私もゲートキーパーの講習は受けましたけれども、今の立場になるまでは、それほど深く考

えてなかったというのは確かなことでございます。講習というのは一度受けるだけではなく

て、フォローアップすることも必要になってきます。それによって、今、議員の言われたい

ろんなことが見えてくる面もあるのかなあというふうに感じておりますので、そういったこ

とも含めて今後考えてまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） それともう１つ、先ほど常態化している一つの原因で、皆さん、お

言葉を聞いたことがあるかもしれませんが、共依存症という病気がございます。これはどう

いうことかといいますと、もし仮に不登校なり何なりのお子様がいらっしゃって、要はその

御家族の方が世話をすることを当たり前になっちゃうわけですよ。本人のことを思えば、学

校へ行けるようにしたり、就職できるようにしたり、ふだんの生活ができるように治療して
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あげるのが本当の支援なんだけれども、いつの間にか長く状態が続いていますと、給仕する

のが当たり前になっちゃって、外的から何か提案をしてあげると、もうやめておいてよと、

うちはうちでやっていくからみたいな、いわゆる世話するのが当たり前になってしまってい

る、共依存。一般的には共依存というのは、わかりやすい言葉で言えば、おせっかい病です

よね。要は本人のことを思って云々じゃなくて、やることで自己満足するという、ちょっと

厄介な、一見は親切なんですけど、度を超すと本当に恐ろしいものです。 

 アルコール依存であるとか、また薬物依存であるとか、先ほどありました先天性の障がい

をお持ちの御家族の家庭の家族の会などは、自立支援がある程度見込めるものであれば、そ

の家族と当事者というのを分けて支援していくんだそうです。それは共依存というものが、

本人の治癒というか、精神疾患の場合は寛解と言いますけど、それを妨げるのは実は家族で

あったりすると。こういうところも、家族の会であるとか、そういうボランティアの中で得

られる情報でもありますので、このあたりもしっかり、可能性としてはあるわけですから、

あるところに入れたからもう大丈夫というわけじゃなくて、かかわる以上は一連の一貫の施

策として捉えていただいて、確実なものにしていただく。もちろん自殺も防げるし、精神疾

患によって何か社会的ストレスでなった場合でも、早目に対処をすれば早目に治るじゃない

ですか。そういうところを具体的に形としてやっていただくことが大事かなと思います。 

 これは秋田県の湯沢市で、自殺であるとか、ひきこもりの対策として、行政の一つの反省

文として書かれている部分があります。ちょっと読みたいと思います。 

 従来、行政は窓口に相談に来た人に対応をしてきたが、窓口に来られない声なき声までは

対応ができなかった。また、地域に問題が発生したときには、地域の相談員が１人で問題を

抱え込み対応するということが繰り返されてきた。さらに、専門外の相談であると、対応す

らできない状況であった。本来、相談員は、みずからの専門外の相談であっても、まずは相

談者の話に耳を傾け、適切な専門職につなげることができなくてはならないが、市内の福祉

関係者の意識が縦割りの傾向にあるなど、適切な専門職へつなげていくことがうまくできず

にいた。 

 これがまさに、今、多くの自治体で、なかなか取り組んでいても成果が上がらない、結果

的に先ほど全国でこれだけの数字の方がお亡くなりになっているというふうになっているん

じゃないかなと。皆さんはそれぞれの部署で一生懸命やっていらっしゃっても、一つの一連

の対策になってない。ここをぜひ、市長がリーダーシップで考えていただいて、本当に今市

民は個々には動いているじゃないですか。それをつなげる作業こそ行政のやる仕事じゃない

かな。今はありますから、津島の保健所あたり、先ほどの社会福祉協議会のきんぎょ草の中

で支援をしている、なごみの会などもそうだと思いますけど、そういったところに本当に必

要な支援をしていただくことが大事だなあと、そのように思います。 
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 それと、先ほど共依存のお話をさせていただいたんですけれども、もう１つ大事な、一つ

の標語みたいなのがあったんで御紹介をさせていただきます。 

 ゲートキーパーになる人、精神保健福祉ボランティアになる人、これから何かしようかな

と。この放送を聞いてかどうか知りませんけど、何か役に立ちたいな。ボランティアの精神

とみんな言うんですけれども、自分たちに何ができるかではないと。そうじゃなくて、当事

者にとって何が必要なのかということを当事者の思いに立って考える人、これが本当のボラ

ンティアの精神であると、そういうふうな言葉もございました。ぜひそういう啓発も兼ねて

行っていただきたいなあと思います。 

 時間って何時まででしたか。 

○議長（佐藤高清君） 35分。 

○１０番（堀岡敏喜君） もう余りないので、次の質問にさせていただきます。次というか、

今の問題の締めの部分がありますので。 

 以上、繰り返しとなりますが、鬱・自殺対策について、その取り組みの要諦は、そうなる

前の生活全般にわたる困り事、悩み事、相談体制の充実、そして市民に対して予防と早期発

見のための情報の周知と啓発、更新とフォロー、相談に来られない方や常態化をしてしまっ

ている方々へのアウトリーチ支援、また抱える家族の方への支援、自主的治療、社会復帰へ

の支援など、包括的な支援体制が必要と考えます。相談窓口は幅広く、大きく、少な目に、

そして対応はきめ細かく行うことが大切であります。やっとの思いで相談をされてきた方が、

平静さを取り戻して問題解決に向けてぐっと視野が広がるような対応をお願いしたいと思い

ますが、この問題に対して市長、何か御見解をいただければ、お願いをいたしたいと思いま

す。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 堀岡議員にお答え申し上げます。 

 今、私たち弥富市の職員、そして保育士も入れたところで、心の病というのが残念ながら

数名お見えになるわけです。これはどこの職場でも、あるいは家庭の中にもそういうことが

おありになるんではないかなあというふうに思っております。そういった形の中で、私ども

職員におきましては、ゲートキーパーという形の中で職員を参加させ、自分たちの職場の中

で、そういうような心の病に対して、いろいろの症状等がありましたら早期に対応していく

ということが非常に重要だろうというふうに思っております。 

 この辺のところの問題につきましては、副市長の大木副市長のほうが皆さんの相談相手と

いうような形の中でやっているわけでございますけれども、大きな声で話をしたり、あるい

は頑張れ頑張れというような言葉じゃなくて、心静かに、どう落ちついていただくかという

形で、お休みをとっていただき、そしていろんな仕事ということから一旦離れていただいて、



－１６０－ 

そういう環境というのをつくっていかなきゃいかんというふうに思っております。 

 いずれにいたしましても、そういう状況の中で、これは社会的な現象の一つの大きな現象

として私はあるんではないかなあというふうに思っております。これからも、私どもとして

は職員を中心として、あるいは地域の皆様方に、どういうような形で啓発活動をしていった

らいいかということを常に考えながらやっていきたいというふうに思っています。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今、市長が社会現象と言われましたけれども、いろんなところでヒ

アリングなり意見交換をしていますと、最終的に、本当に今の希薄化している社会状況とい

いますか、孤立化している、責任を一部に押しつけるみたいな、そういう傾向が強い部分が

あったりもします。個人情報というところで、個人の一つのものというのは守られているん

ですけれども、僕らでもそうですけど、僕は19ぐらいからひとり暮らしをしていますけど、

１人になるというのは気楽なんですよ、ある意味。気楽だけど、それと同時に自立しておか

ないと、どんどんどんどん自分の悪い傾向性に流されちゃっていかんのですけれども、なか

なか自立させるという分では、押さなあかん部分もありますけれども、それまでになるいわ

ゆる教育、先ほど超党派の議連の方々が提案をした最初の部分ですよね、困難があっても、

それに対応できる教育というのは、これは義務教育の間からでもできるようなものなんじゃ

ないかなあと。社会構造全体から変えなければだめですよみたいなことを、津島保健所の方

であるとか、保健師の方とか、社会福祉士の方と、最終的にはそんな結論になってしまうん

ですけど、そういったことを考えながら、でも個々の対応をしていかなきゃならない。本当

に大変な作業ではあるんですけれども、人一人の命ですので、ぜひ弥富としては、自殺とい

うものに関してはあくまでもゼロを目指していただいて、取り組みを今後も強化していただ

きたいなと思います。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 昨年の10月よりスタートをいたしました、ささえあいセンター事業について伺ってまいり

ます。 

 住民参加型の在宅福祉サービスである市のささえあいセンター事業は、介護保険の改正で

要支援者のサービスが市町村に移譲されることによって拡大をする制度外サービスを行政が

フォローする一環であると理解をしております。他の地域では、ＮＰＯなどが中心となって

同様の事業を展開している例は多く見受けますが、弥富市のように公が制度内サービスも制

度外サービスも責任を持つモデルは余り例がなく、先進的な取り組みとして各市からも注目

をされております。まずは現状と課題についてお伺いをしたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 高齢者、障がい者等の介護または生活援助を受け
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たい方、もしくは行いたい方を組織化し、会員相互の援助活動を支援するため、弥富市ささ

えあいセンターを設立し、平成25年10月に、先ほど言われましたように、事業を開始いたし

ております。 

 平成26年５月現在の会員数でございますが、利用会員が88名、そのうち70歳代、80歳代の

方が64名お見えになります。一方、協力会員は84名であります。こちらは60歳代の方が約半

数を占め、ホームヘルパーの資格を持った方が31名でございます。 

 平成25年度中の、これは半年間でございますけれども、活動内容は、清掃や調理、買い物、

ごみ出し、見守りなど1,142件で、活動時間数は1,577時間になっております。 

 それぞれの会員数や活動は増加し続けておりますが、課題といたしまして、利用会員の要

望に対して対応できる協力会員が限定されている事態が散見されるということがございます。

例えば、細かなことでございますが、調理を依頼されても、その方の望んでいる料理、これ

は家庭料理などが多いと聞いておりますけれども、つくることが困難であったりということ

があるようでございます。このあたりは事務局において、協力会員の方に料理講習や、その

他援助にかかわる全般的な養成研修を実施しておりまして、それにより解決するように努力

しておるところでございます。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今、利用者が88名で、協力者が84名で、逆転をしてしまったわけで

すね。これから来年、この改正の制度がスタートするに当たっては、全て制度外サービスを

このささえあいセンター事業で賄うというわけじゃないんですけれども、それを補うに当た

っては、非常に重要な事業じゃないかなあと思います。そういった意味では、よく国が地域、

地方へと言って、言葉には地域包括ケアシステムであるとか、地域という言葉が出てきます

けど、何を指すのか。これは地域住民が意識をしていくことが非常に大事じゃないかなあと

思いますので、先ほどの調理のことも、このささえあいセンターの中では通信がございまし

て、お互いに励まし合いながら、先ほどの調理のことやったら、一度調理実習をして次に生

かしていくみたいな、大変なんだけれども、会員さんの声というのがここに載せられておる

んですけれども、「○○さんが来てくれるのが待ち遠しい」「きれいに掃除をしてもらって、

これでいつでもお客さんに来てもらえる」「話を聞いてもらってすっとした」「手伝っても

らいながら少し自分でも頑張ってみようかな」と、そういう声もあります。協力会員からは、

「喜んでもらうと、またこちらもうれしくなる」「また来てと言われると、やる気になれ

る」「少しでも役に立っていると感じられて喜んでいる」。まさに互助・共助というものが、

ここに生かされているんじゃないかなと、そのように思います。 

 次の質問に移りますけれども、先日、関係部署の方々と意見交換をさせていただいた際に、

事業所は今、福祉センターの１カ所ではありますが、利用会員がふえていく、また協力会員
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もふえていかないといけないんですが、福祉センターの１カ所ですが、行く行くは中学校区、

小学校区と広がっていくのが理想ですと語っておられました。私も全く同感であります。 

 ただ、そのためには、周知を徹底して、利用会員、協力会員ともふやすこと、マネジメン

トをする人材の育成も欠かせないと思いますが、その辺は市としてはどうお考えなんでしょ

う、今後の展開として。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 御指摘のとおり、現在は１カ所で行っているわけ

でございますけれども、将来的にはもう少し範囲を狭めてということは考えなきゃいけない

ことになるかと思います。これは実際にもう少し会員の方が充実した段階でということにも

なるかと思っておりますけれども、その範囲が、先ほど言われましたように、中学校区単位

ぐらいでいいのか、また小学校区単位ぐらいになるのかといったことにつきましては、現在、

ささえあいセンター自体がまだ発足して間もないというところがございます。今後の動向等

も確認しながら、その辺のところは考えていかなきゃいけない内容だと思っております。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今ありましたマネジメントする人材ですよね。実際におっしゃって

いたんですけど、70名、80名の組み合わせ、先ほど利用回数でも千何回というのを、今、お

１人でマネジメントをされているということをお聞きしております。かなりキャパ的には厳

しい状況でして、ただ、でもやりがいを持って今やっていらっしゃる。利用会員の方も、協

力会員の方も、本当に楽しくされている。これが一番大事かなあと思います。ただ、でも裏

となっている事務局ですよね、ケアマネジメントをされる方、それの事務を担当される方の

負担というのが、今後、これから利用会員がふえていけば、絶対考えていかなきゃならない

ですし、先ほども言っていましたコミュニティ単位で広げていくんであれば、同時に人材育

成もしていかなきゃならない。この辺のお世話を、例えば利用会員の中からボランティアで

育成をしていくのかということを考えていっていただきたいなあと思います。利用会員の内

訳を見ても弥生学区が、市の福祉センターがあるもんですから多いですよね。ここから例え

ば栄南とか大藤というのはなかなか行くのも、そこの地域に利用会員がいらっしゃる、協力

会員がいらっしゃるというのならばいいんですけれども、まだまだ広がる、これから需要が

見込まれる制度でありますので、充実を図っていただきたいと思います。 

 現在、協力会員になっていただいている方には、先ほど部長から説明がありましたけれど

も、福祉に関する資格をお持ちの方や元教師の方、電気や建築関係など技能資格をお持ちの

方もおられます。その他資格でなくても得意なこと、趣味なども全て生かせるとおっしゃっ

ておられました。また、福祉関連の経験がなくても、志さえ持っていただければ、各種の養

成セミナーを受講していただいた上で安心して携われるというのもすばらしいことだと思い
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ます。 

 これに加えて提案をしたいのは、事業内容にもある通院介助等のサービスを、さきの質問

でもありましたが、心の病等、通院支援ができる方を養成したり、これから需要のふえる介

護事業の現場を見学や体験ができるようにしたり、このときは利用会員さんに逆に協力会員

となっていただいて、ニートやひきこもりなどで長く就労から遠ざかっていた方の就労体験

の場もできないでしょうか。コミュニティへの広がりが進めば、地域の自治会と連携をして、

防犯・防災にも役立てることができると思います。 

 福祉の理念を決して外すことなく、さまざまなサービスを展開していくことで、先ほども

申し上げました互助・共助の裾野を広げることにもつながると思いますが、市の見解を伺い

たいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 御提案の件でございますけれども、まず通院介助

に関しましては、ニートやひきこもりの方に対して、そういった援助ができないか……。 

○１０番（堀岡敏喜君） 今後ですよ。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 現状といたしましては、先ほど申し上げましたけ

ど、まだ発足して間もないということがありまして、そこまでのことはなかなか難しいかな

と思っております。 

 それからきのう、炭 議員のほうの答弁ではさせていただきましたけれども、現在、生活

保護ではないですけれども、生活困窮者の自立支援法というものができてくると。その中で、

当然事業として、自立相談支援事業の中で就労の支援も当然必要になります。これは、いわ

ゆる現在働けない状況の方が、将来的に生活保護のほうに至らないような形の中での支援を

していきたいといったようなこともございます。 

 こういったものを総合的な中で考えていきまして、その中で、このささえあいセンターと

いうものの位置づけというものも一つ考えられるのかなあと思いますので、よろしくお願い

します。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） いずれにしましても、今のキャパのままではちょっと幅広くという

部分にはなかなかいかないと思いますので、先ほども申し上げましたが、これからコミュニ

ティに展開をされていく、さらに互助・共助の裾野を広げる意味で、利用会員がふえる、協

力会員もふえる、そういう形になったときに、いろんな声がまた市民の中からも上がってく

るんじゃないでしょうかね。あくまでも、先ほど言いました要支援１・２を制度外サービス

として、それをカバーするというところが大きな役目になるのかもしれませんけれども、そ

れ以外にも、先ほど利用会員で障がいをお持ちの方も利用できると書いてありますので、ま
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た市民の方からもお問い合わせがあったのは、例えば傾聴をしたいなあと、傾聴ボランティ

アを始めたい。社会福祉協議会のほうで養成講座を受けていただいて、指導をしっかりさせ

ていただいて、例えば団体で登録をするということもできるというふうなこともお聞きをい

たしました。今、現存するボランティアの方もたくさんおられると思いますけれども、そう

いったところにも協力をしていただきながら、互助・共助の裾野を広げていっていただきた

い。 

 せっかく各市町村からも注目をされている事業ですので、これで成功したという一つの例

をぜひ市としてつくっていただきたいんですけど、市長、よろしくお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） このささえあいセンターにつきまして、堀岡議員からいろいろと御意

見をいただくわけでございますけれども、半年間やってまいりまして、利用会員、協力会員

という形の中での組織化というのは少しずつできてくる。しかし、私は事故があってはなら

ないということを大前提にいつも、ささえあいセンターの佐藤さんには申し上げておるわけ

でございます。そうした形の中で、お年寄りの方をお年寄りの方が見るということが今の現

状でございますので、この辺のことも少し考えていかなきゃならないということを思ってお

ります。 

 来年度、医療につきましても地域包括ケア、あるいは介護につきましても地域包括ケアと

いう言葉が飛び交っております。そうした形の中で、地域の中でどのような連携を組んで医

療を見ていくか、あるいは介護を見ていくかということでございます。これにつきましては、

私どもも職員のほうも組織対応していかなきゃならないというふうに今思っているところで

ございます。医療につきましては保険年金課、あるいは介護につきましては介護高齢課とい

うような所管があるわけでございますが、どうも今後はまたがってくるような問題が多々あ

るようにも思っております。そうした形の中で、平成27年度の４月の組織ということに対し

て、この医療・介護ということについてどう対応していくかということについて、一度しっ

かりと組織対応を考えていきたいと思っております。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 先ほどの自殺予防対策、相談体制もそうですし、今、市長が御答弁

いただいた医療と介護というところも、さまざまな市の窓口が分かれていても、一つの目的

に応じては一元化をして考えていただくということが、今後、地域に、地方へというところ

の一つのキーワードじゃないかなあと。これは前に市長が、うちの鯏浦区の区長会で、例え

ば危機管理課ですか、ああいったものも一元的に考えるとおっしゃいました。確かにこうい

う地域ですと、防災に関しても縦割りを排して考えなきゃならないし、先ほどの自殺に関し

ても、また介護に関しても、いろんなところに係ってくる部分というのは、窓口を通り越し
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て市全体でカバーしていくことが必要じゃないかなあと思います。 

 生意気なことも言いましたけど、ぜひ住んでよかったとなる弥富には、いろんな今回のさ

さえあいセンター事業にも、きょうテレビを見ていただいている方も、私もできるかなと、

僕もできるかな、僕もと言ったら小さい子になっちゃいますけど、いろんな方の今応援が必

要でございますので、あいている時間で必ずお役に立てることがあると思いますので、ぜひ

登録をしていただきながら、この事業を市民全員で共有していいものにしていきたい、その

ように思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 以上で一般質問を終わります。 

 以上をもちまして本日の議事日程は全て終了しましたので、本日の会議はこれにて散会と

いたします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後３時35分 散会 

 

 本会議の顛末を記載し、その相違ないことを証するため、ここに署名する。 

 

          弥富市議会議長  佐 藤 高 清 

 

 

            同  議員  早 川 公 二 

 

 

            同  議員  平 野 広 行 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時00分 開議 

○議長（佐藤高清君） おはようございます。 

 ただいまより、継続議会の会議を開きます。 

 なお、大原功議員から所要により欠席届が出ておりますので、御報告いたします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第88条の規定により、三浦義光議員と横井昌明議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

日程第２ 議案第26号 海部津島土地開発公社の解散について 

日程第３ 議案第27号 弥富市税条例等の一部改正について 

日程第４ 議案第28号 弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一

部改正について 

日程第５ 議案第29号 弥富市国民健康保険税条例の一部改正について 

日程第６ 議案第30号 平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号） 

○議長（佐藤高清君） この際、日程第２、議案第26号から日程第６、議案第30号まで、以上

５件を一括議題とします。 

 本案５件は既に提案されていますので、これより質疑に入ります。 

 まず佐藤博議員、お願いします。 

○１５番（佐藤 博君） 15番 佐藤博。通告に従いまして、議案第27号弥富市税条例等の一

部改正について、私の考え方と質問をしたいと思います。 

 私は地方自治に携わって44年になるわけでありますが、余り地方自治の立場から国政を論

じることはいたしてきませんでした。しかし最近、特に私が感じるのは、何か安倍政権とい

うのは何でも数があれば全てよしというような、大変危険な状態を私は感じておるわけであ

ります。特に、地方主権の時代でありますから、そうしたことを地方自治体もきちっと踏ま

えながら、何でも国のほうから示されたからそのとおりに動かなきゃいけないという考え方

であっては、私はいささか残念だと思いますので、特に今回、日本の国は、少子化の問題等

は以前に申しましたが、特に最近、格差が非常に大きくなってきておると。そして、その原

因の中には、どうも私が理解できないようなことが大変多いわけであります。 

 その一例を申し上げると、今回の税制改正等、全て低所得者の人たちには大変厳しいもの

が多くなってきております。かといって、景気もかなり格差があるわけです。今回の株主総

会等でも、非常に大きな利益を上げておる会社もありますが、また余り利益が上がらない会
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社もあるわけです。これは御承知のように、為替レートの関係から輸出産業は非常にいいわ

けですが、輸入産業は大変厳しいという現状もあります。 

 そうした中で、何でもアベノミクスで全てがいいような考え方をもし日本の国民がみんな

受け取ったとするならば、これは大変なことであります。今、最も大きな問題は、そうした

点から非常に危惧をしておるものの一つに、私は税制改正が大変問題だと思っております。 

 そこで、今回は法人市民税、この法人税割について税率が減になるわけでありますが、弥

富市においても大変今厳しい財政状況だと、これはもう市長は常にそういう観点から議論を

しておられるわけでありますが、まさにそのとおりだと私は思っています。 

 そういう中で、こうした法人市民税が減額になった場合、まず対象法人数というのは何社

あるのか、それから市としてのこの減額による影響金額はどのぐらいになるのか、減額分の

補填の方法はあるのかどうか、まずこの３点について質問をしたいと思いますので、市長あ

るいは担当者のほうから、現状について聞かせていただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 今回の改正によりまして、法人市民税の法人税割の税率が12.3％

から2.6％引き下げられ9.7％となるということに対する影響等の質問でございますが、まず

法人税割の納付対象法人数につきましては、平成24年度と25年度、これがともに約800件で

ございます。 

 それで、影響額につきましては、平成24年度では約7,000万円、平成25年度では約5,600万

円の減額となるということでございます。 

 それで、どのように減額分が補填されるかということにつきましては、現在の地方交付税

の算定基準に基づきますと、基準財政収入額の減額分の４分の３が交付税として交付される

ということになりますので、平成25年度で考えますと5,600万円の４分の３、4,200万円が補

填されるという形になります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 弥富の場合には、対象法人数が800件ということでありますが、こ

れは言い方は悪いですけれども、前からずっとここにおられる法人数、それから特に西部臨

海工業地帯等ができて新しく入ってこられたのがかなりあると思うんですが、西部臨海工業

地帯等の企業、あるいはまたそれに隣接するようなところの企業の対象は、大体この800の

中のどのくらいに当たりますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） その800件の内訳が、港湾区域かそれ以外の区域かにつきます区

分けの資料を今持ち合わせてございませんので、またわかれば後ほどお答えさせていただく

ということでお願いしたいと思います。 
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○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 今まで、特にここ数年来、たしか平成16年だったと思いますが、か

らずっと西部臨海工業地帯等の新しい企業の入植に対しては固定資産税の減免措置をとって

きておりますね。そういう市としての一つの誘致の好条件を示す、そういうことも示してき

ておりまして、さらにその上に法人税率が減額されるということになると、これはやはり私

たち市民感情からしても余りにも優遇過ぎるんじゃないかと、こんなようなことを感じずに

はいられないわけであります。 

 そして、今度はそれの補填ということで、大体交付税でということですが、弥富の場合に

は交付税の算定も弥富だけだと不交付団体になるくらいで、合併してある程度の交付税をも

らっておるわけですが、交付税に頼るというのは非常に弥富の場合にはこの依存度が大変低

くなってきておりますから、これは大変私は、計算上はこういうことになるかもしれんけれ

ども、実際の収入面からいくとかなり厳しい状況になるんじゃないかなあと、こういうよう

なことも感ずるわけであります。 

 しかし、これは政府の一つの方針でやってきたということでありますから、もしこの条例

案を、やっぱり地方主権である以上、否決をしたとするとその影響はどういうようになるの

か、一遍聞かせていただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 今回の法人市民税の法人割の税率につきまして、仮に否決された

場合には12.3％のままとなるという中で、今回地方税法の改正によりまして、要は標準税率

より高く税率を賦課する場合にも制限がございまして、その制限税率が12.1％に改正されま

す。 

 ですから、その制限税率を超える12.3％では課税できませんので、否決されたらまた提案

させていただくことになるということでございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 12.3を今回12.1ということになるわけなんですが、そうした場合に、

例えば政府のほうからそうした法人税の減額をしなかった場合には、特別な政府からの何か

対応というか、圧力というか、そういうようなことはあるのかないのか、その点についての

展開はどういうように考えるべきか尋ねたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） そもそも税法で加えられておる税率以上の税率というのは賦課で

きませんので、これは税法違反となります。 

 そうしたときにどういったことになるか、その課税自身が違法という形になると思います。

ですから、圧力云々ということに関してはわかりませんが、その賦課は無効という形になる
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というふうに考えております。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） そうすると、12.1でやった場合には違法ではないわけですね、一応。

12.1で行く場合と9.7で行く場合と、これは今回の税制改正では要するに9.7にすべきだと、

こういうことなんですが、これを12.1で行った場合に、特別な、要するに圧力ではなくても

例えば処分とか何か、そういうようなことにはなるのかどうか。あるいはまた補助金等が影

響するのかどうか、交付税は当然でしょうけれども、そういう点は考えられるのかどうかと

いうことをちょっと確認したいと思うのであります。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 税率につきましては、標準税率と制限税率という形でございます。 

 多くの自治体が標準税率で賦課している中で、制限税率で課税している団体も中にはある

ということでございますので、制限税率の範囲内であれば別にそれはそれで市の意思でござ

いますが、ただそういったことが要は法人のほうから御理解いただけるかどうかですね。そ

ういった問題はあると思います。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 対象者の法人の方々の理解が得られるかどうか、こういう問題であ

って、例えば12.1で行っても特別な影響はないと、こういうように考えてもいいわけでしょ

うか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 12.1の制限税率の範囲内でしたら、それはそれで一つの考え方で、

その考え方を市としてとるかどうかは別にしまして、一応税法の範囲内ではあるということ

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 制限税率の範囲内であれば、一応いいと。ただ、法人の方々が、

9.7になるべきものが制限税率の中にあって我々は高いという不満が出る可能性はあると、

こういうように解釈すればいいわけですね。そういうことじゃないですか。 

○議長（佐藤高清君） 総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 法律で決められた制限税率の範囲内であれば、そうやってそうい

う税率を条例で定めて課税することは制度上は可能でございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 私、何でこういうことを言うかというと、今本当に低所得者の人た

ちは年金の問題だとか、これからまた国民健康保険の問題だとか、いろいろなもので大変厳

しい経済状態というか社会情勢なんですよ。 



－１７３－ 

 こういう中で、一方ではそうした法人の方々は大変優遇されていくイメージというのは、

これはやっぱりよくないと、これは私の判断です。だから、市長会等も、地方主権の時代な

んだから、もうちょっとそうした点で言うべきことは政府にもきちっと言える、そういう地

方自治体にならないかんと、私はそういうふうに思っておるんです。ですから、今回の意見

書の問題も私は賛成をしておる一人なんです。今の集団的自衛権の問題、あるいは原発の問

題も、意見書として私は賛成をしておるんです。 

 ということは、今の特に国政に携わる人たちは戦後生まれの人で、私たちのように戦前・

戦時中、戦後という時代を苦しみながらも渡ってきた者たちの本当の気持ちというか、本当

の生活状況というのがわかってない人が多いのです。ここは私はもっと、地方主権であるか

ら地方自治体から声を上げないかんと、こういう私は今考え方を持っております。 

 私は、別に政党はどこの政党にも入っていません。県会議員をやっておったときには新進

党に籍を４年間置いただけで、私はあとは政党にはどこにも所属していません。私はまさに

本当のリベラルです。そして、やっぱりいいものはいい、悪いものは悪いと言える政治を私

は目指してきたつもりであります。ですから、是々非々で今でも臨んでおりますが、地方自

治体はもっとそういうことをしっかりとお互いにみんなが考えて、これから政治、行政に携

わっていくようにあるべきだと、私はこう思っておりますので、特にその点について、やっ

ぱり言うべきことは言える地方自治体になってもらいたいと、こういうふうに思いますが、

市長どうでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 佐藤議員のほうから示唆に富む御意見をいただいておるわけでござい

ますが、私どもの本６月議会には、法人税率の改正という形の中で議案を提案させていただ

いております。 

 法人住民税、市民税という形の中で提案させていただいていますが、今国のほうでも法人

税率という形の中で、また一方では、非常に大きな軽減策を来年からスタートしたいという

ものも言われておるわけでございます。 

 この法人税率については、20％台まで引き下げてくるという中で、企業の元気さ、成長戦

略の一環としてやっていきたいということでございます。さらに、企業が成長することによ

ってさまざまな税収が確保できる、あるいは外国企業等が参入してくれるという一つの思惑

の中で、法人税率の軽減策も今あるわけです。 

 そういった形の中で、地方に対する税の軽減というようなことも、当然交付税の軽減とい

うものが心配されるわけでございます。そうした形の中で、今回初めて東京で、全国市長会

の中でお話があったわけですけれども、地方六団体の中での全国市長会という一つの枠があ

るわけですけれども、森会長が安倍総理のほうに、今回初めてそういう全体の問題の中でこ
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の法人税率という問題、あるいは法人住民税という問題に対して、地方に交付税の軽減がな

いようにという形の中で、全会一致で申し上げてきたというところでございます。そのよう

な御報告を受けておるわけでございます。 

 私たちもこれから今までの税収という形の中では、この法人税、そして固定資産税という

ところが非常に大きなウエートになってきます。そうした形の中でのさまざまな税の軽減と

いうことがあってはなりませんので、我々としてもこれについてはしっかりとやっていかな

きゃならないと思っております。 

 しかし一方では、企業も大変厳しい状況、日本という一つの枠の中では税率の高い枠とい

うことがありますので、そんなようなことも今議論されておるわけでございますけれども、

しっかりと全体の動きとしては注視していかなきゃならないと思っておるところでございま

す。ありがとうございます。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤議員。 

○１５番（佐藤 博君） 最後に要望として申し上げたいと思いますが、今、地方自治体は、

私がおとついも言いましたように、安全で、しかも活力のあるまちづくりをどうするかと、

みんな知恵を絞って今一生懸命、財源もできるだけふえるようにとみんな今努力をしてやっ

ておるわけです。 

 そういう中で、やっぱり努力をしたまちは交付税がどんどんと減っていって、そして努力

をしなくても交付税が来るからいいわというようなあぐらをかくようなまちがあっても、こ

れは私はいかんと思います。やっぱりお互いに努力をしておる、その努力が認められるよう

な、そういう政治でなけらないかんと私は思っておりますので、弥富も今のそういう活力に

満ちたまちづくりということを私はこの前も提言させていただいたわけでありますが、そう

いうような中で私は地方主権であるということの認識をしっかりと持ってやっていただきた

いと、こういうように要望して終わります。 

○議長（佐藤高清君） 次の質疑の三宮十五郎議員のほうから参考資料として配付依頼があり、

これを認め、各位のお手元に配付してありますのでよろしくお願いいたします。 

 次に、三宮十五郎議員、お願いします。 

○５番（三宮十五郎君） ５番 三宮でございます。 

 おはようございます。通告に基づいて質問をさせていただくわけでございますが、実は先

日の一般質問とかかわる問題で、特に国民健康保険でありますが、通告を出しておりますの

で、この通告及び予算執行上の問題も兼ねまして、少し複雑になりますが質問をさせていた

だきますので御了解いただきたいと思います。 

 まず最初に、国民健康保険の特別会計に県の独自の支援だとか国への支援強化をあわせて

強く求めることについて、市長にお尋ねさせていただきます。 
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 もともと国民健康保険特別会計は、以前は事務費の一部も含めて国の負担金は直接市町村

に負担金、補助金として支出されるという仕組みがございましたが、ある時期から交付税の

算定基準に算入をするようにしたということで、交付税の総額はそんなに変わらないのに国

民健康保険の特別会計への支援というのは非常に複雑なものになりました。 

 そして、愛知県はかなり以前から市町村に対して、法律の定め、以前は県の市町村に対す

る支援というのは法制度上なかったわけでありますから、県の独自支援、法定外支援という

ことで一定の補助金を支出しておりました。 

 例えば、一番この制度のピークのときは、平成９年でございますが、全県でたしか約28億

円ほどの支出がされていたと思いますが、弥富市は当時、加入者１人当たり1,216円の県か

らの支援が行われておりました。 

 当時、既に国民健康保険会計につきましては交付税算定とかそういうことがもうされてい

たわけでありますが、それでも老人保健特別会計と国民健康保険特別会計がありまして、各

健康保険の加入者は、初めは65歳以上、途中からだんだん繰り上げて70歳以上にしたり、あ

るいは65歳以上の障がい者の皆さんもそこに加えるというようなことが愛知県では行われて

おりますが、そういう中で、例えば平成９年の１人当たりの国民健康保険特別会計の老人保

健特別会計の負担金も合わせた事務費を除く総費用というのは17万1,586円でございました

が、既にその当時で税金として１人当たり７万8,662円、市の法定外負担、要するに本来は

国保税で国が払えと言っておる分を負担している額が１万308円で、国民健康保険特別会計

の実際の費用、特に保険給付費のうちの約52％を、もう既に保険税相当分として国民健康保

険の加入者と市が法定外負担で負担をするという制度になっておりましたし、近年、特に老

人保健制度がなくなったことや後期高齢者医療制度等が発足した関係もございまして、74歳

までを国民健康保険の加入者として、そこに対しては直接弥富市がお払いをすると。そのか

わり、国や他の制度からも負担がされるというようなことがありまして、非常に複雑な仕組

みになっております。 

 それに対して、県は2014年度の予算から、今年度の予算から市町村に県が独自で交付して

きた事業補助金を廃止されました。1997年度には28億円あったこの補助金は、県の財政事情

等で年々削減をされてきましたが、25年度の事業評価書、これは愛知県のものですね。その

必要性について、国民健康保険事業は年々医療費が増大する一方、産業構造の変化等により

高齢者や低所得者の加入割合が増加し、大変厳しい状況にある。県は保険者である市町村と

国民健康保険組合に対し、助言、指導、監督する義務があり、健全運営するために支援する

必要があるとして、本補助金は必要性は高い、県民にニーズは増大している、休廃止の影響

は大きいと評価しながら、打ち切りました。 

 また、26年度の国の施策、取り組みに対する愛知県の要請の中では、市町村国保の状況は
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65歳から74歳の被保険者の割合が32％、無職者の割合が41％、年間所得200万未満の割合が

70％と現状を示した上で、医療費に見合う保険税の確保が困難であるという構造的な問題を

抱えており、市町村は一般会計からの法定外繰り入れを余儀なくされ、保険財政は恒常的に

逼迫していると市町村国保の財政強化策を求めております。 

 こうした現状は当市でも同様であり、国による一層の支援拡充を求めることとあわせまし

て、県としても積極的な支援を行うよう、従来の支援を後退させないよう市長会や議会が手

を携えて強く要請していく必要があると思いますが、市長の御見解をお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三宮議員にお答え申し上げます。 

 今いろいろとお話の中で、県の支出金は基本的には法律で定められているという状況の中

で、2014年度から廃止されてきたと。そして1997年までは28億という県の支出金があったと

いう形であるわけでございます。県の財政事情という中で年々削減され、2014年から廃止と

いうような状況に対して、これをどのような形で解釈するかということだと思うんですね。 

 国保事業というのは、改めて言うまでもなくて、高齢化社会という形の中で医療費の増大

というのは本当に大きな増大としてあるわけです。弥富市としても、大体104から105％ぐら

いがいわゆる医療費の増大という形の中であるわけでございます。そういった厳しい状況に

あるということで、どのように解釈していくかということだと思います。 

 しかし我々としても、市町村としてはこの国保運営がスムーズに行くように、一般会計か

らもう恒久的な形で、恒常的な形で繰り入れして国保運営をさせていただいておるわけでご

ざいますが、これもどういうような状況の中でこれから高齢化社会がますます進む上におい

て、あるいは医療費の増大という形の中において我々の財政も大変厳しくなってくるという

形で、本当に国保運営が市町村という単位でやっていけるかどうか、今問われておるわけで

ございますけれども、そういった形の中のことも含めて、我々としては県とか国の財政的な

支援ということに対しては、もちろん今三宮さんがおっしゃるように、我々の立場から考え

てもぜひお願いをしていきたいということには間違いございません。 

 しかし、どのような状況になっていくかということに対して、この国保の制度を本当に抜

本的に見直す時期が来ているということが言えるのではないかなあということを申し添えて

おきます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 国や県に支援を求めていくということについては、今の状況は大変

だから、それはまあ当然だろうということだと思いますが、問題はこういうふうになった大

きい原因というのは、やっぱり少子・高齢化が急速に進んできたこと、それから雇用制度の
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大規模な人件費の削減だとか、あるいは中小企業、下請に対する発注の切り下げによってと

にかく大企業がひとり勝ちというような状態をつくり出して、働いても実際に若い人たちが

結婚して子供を育てることができないような収入しか得られない人が大半を占めるとか、さ

らにこれに加えて、本来はちゃんと働いて家族を養えるような収入が保障されておれば、扶

養家族として扶養される人たちも含めて今は後期高齢者でお金がなくっても負担をするよう

な仕組みが一方でつくられるとか、ますます本当に庶民にとっては耐えがたいような状況が

つくり出されております。 

 その一方で、こんな厳しい業況の中でも24年度には、大企業は23兆円もの新たに内部留保

をため込むとか、本当に先ほど佐藤議員も質問されましたが、税や社会保障制度の不公平の

中で大多数の国民、あるいは日本の産業や雇用を支える中小企業というのはそういう深刻な

状況に置かれている。 

 先日もＮＨＫの朝の経済解説、７時前にやっておりましたが、以前は中小企業がなくなっ

ていく割合というのは0.3％程度であったが、最近は毎年３％が当たり前という状態になっ

ておって、本当にものづくりの土台や地方の産業の土台がなくなっていく。最大の理由は、

大手の下請に容赦しない単価の切り下げと、もう１つは、輸出産業なんか今ぼろもうけをし

ておるわけでありますが、小さいところは結局、原料や材料、燃料、そういうものの高騰で

要するにもう年々利益が減り続けて、それが今、年３％という割合で中小企業がなくなって

いく、地方の土台がどんどんなくなっていくという深刻な状況がつくり出されておりますの

で、やはり今の法人税というのは利益の上がっているところにしか恩恵がないわけでありま

すからね。７割は払えないという状態にもかかわらず、そこに外形標準課税ということで従

業員の給料だとか、そういうものを土台にしてまた税金をかけて、それをもうけたところへ

つぎ込んでいくと。 

 働く人たちがヨーロッパへ行くと、健康保険や年金の掛金はトヨタ自動車も日産自動車も

みんな労働者の２倍払っていますよね。これで医療や年金や社会保障制度が成り立っておる

わけでありますが、日本はその土台がどんどん崩されているというところに大きな問題があ

ると思いますので、この辺を本当にいろいろ御苦労されていると思いますが、国民、市民の

一番間近な行政の長として積極的に市長会やいろんな場所で意見を出していただいて、国民

のこんな政治は変えようという流れを大きくしていただくことを求めて、次の質問に移りま

す。 

 実は、弥富市の国民健康保険会計は23年度に大幅な引き上げが行われました。その直接の

原因は、さきにも述べましたが国保の加入者の保険料負担が極めて困難になっていることに

加えて、さらに低下が続き、国保税が予算に比べて平成22年度は5,700万円も減ったこと。

もともと少な目に予算を組んでおりました国と社会保険制度などの均衡をとるための交付金、
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それから74歳までの高齢者の医療費を国保会計が直接負担することによって発生します費用

負担の高齢者対策費が合わせて予算よりも前年に比べて１億5,000万円も急に減ったこと。

それが続くという前提で、大幅な保険税の引き上げが提案されました。 

 とても加入者で負担できる金額ではないということで、日本共産党市議団の申し入れなど

もございまして、市当局も提案した後に厚生常任委員会などで協議を重ねていただいて、22

年度分の決算を赤字にしないために、それまで既に当初の繰り入れで２億3,000万円を、要

するに法定外負担ですね。国保税を上げないためにということで出しておりましたことに

7,500万円の補正予算を追加して、22年度は国保税の値上げを抑えるための、市の今言って

いる独自負担を３億5,000万円まで支出できる補正予算が組まれました。 

 23年度分につきましては、２億円としておりました繰入金当初予算に対して不足が生じる

ことを前提に3,000万円の補正予算を組むということが表明されて、値上げ幅を圧縮して、

いずれも３月議会でそういう方向で私どもも賛成して可決が行われました。 

 ところが、23年度は国などの支出が予算に比べて２億7,000万円、22年度に比べて４億円、

国保税が前年に比べても１億2,000万円以上増加したことで、３月議会での22年度分の7,500

万円の追加の補正予算と、23年度必要なら、さらに3,000万円の追加補正を行うとしており

ました支出は全てなくなり、なおかつ１億5,000万円を24年度に繰り越すことができました。

その傾向は現在まで続いており、国保税の値上げを抑える市の独自負担は、23、24年度は２

億円予算化され支出されましたが、25年度は１億7,000万円に引き下げて予算化をされまし

たが、実際の支出は１億円に引き下げられております。 

 22年度の国などの支出がなぜ特別に大幅に引き下げられ、翌年から大幅に回復されたのか、

その理由はいまだによくわからないというのが市関係当局の私への本音のところでの説明で

ございますが、一時的に発生したこうした特別な財源不足であり、その後改善された状態が

続いているわけですから、市の独自負担だけを引き下げ、値上げ分をそのままにするという

ことは、国保加入者の現状を考慮すれば不合理であり、国保税の引き下げを行う、74歳まで

の医療費を負担する国保会計ですから、少なくとも２億円の独自負担を引き続き続けること

を前提にしながら、財源の許す範囲で私は国民健康保険税を引き下げるべきではないかと思

いますが、当局の御見解をお伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 国民健康保険税につきましては、保険税、国庫負担金、その他の

収入金を財源として保険給付を中心とする事業を行うものでございます。そのため、特別会

計を設けて独立採算で経理されることになっております。 

 本市の国民健康保険の特別会計において、実質的な単年度収支は繰越金、国等への返還金、

繰入金、基金への積立金の影響がないものとして計算したものでございますが、それを見ま
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すと、平成22年度は２億7,500万円、平成23年度は１億2,800万円、平成24年度は3,100万円、

平成25年度につきましては、まだ国等への返還金の額が確定しないため、過去３年間の国等

への返還金の平均値が3,500万円で計算しますと１億2,300万円で、いずれも赤字となってお

ります。 

 また、国民健康保険税の賦課状況を見ますと、平成25年度における被保険者１人当たりの

調定額につきましては弥富市は11万2,826円であり、愛知県市町村平均の11万3,311円とほぼ

同じ額となっておりまして、適正な税負担をお願いしていると考えております。 

 また、被保険者１人当たりの一般会計法定外の繰入金につきましては、弥富市の平成23年

度から平成25年度までの３年間平均、これは平成23年度は２億円、平成24年度は２億円、平

成25年度は１億円、これを１人当たりで平均しますと３年間の平均は１万4,207円となって

おりまして、平成24年度における愛知県平均は１万2,307円、これを上回っている状況でご

ざいます。また、医療費につきましては、平成24年度が対前年度比95.7％と、これは下がっ

たわけでございますが、それを除いて毎年４％前後の伸びを示しております。 

 将来の医療費は推定が難しいものでございますので、法定外の繰入金の予算額を１億

7,000万円として国保の財政を健全に運営していきたいと考えております。 

 先ほども申し上げましたが、愛知県市町村平均の適正な税負担をお願いしていると考えて

おります税率を引き下げれば、一般会計の法定外繰入金をふやさなければならず、そうした

ことをすることにより、それだけ市の他の事業を削減しなければならなくなるものでござい

ますので、税率を引き下げることは考えておりません。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 先ほど、三宮議員は国とか県に対する支援の拡充というお話もありま

した。 

 実は、御承知のように社会保障・税一体改革という形の中で、この４月１日から消費税の

増税があったわけでございます。こういった形の中、国保における保険者への財政支出とい

うことが、2,200億を投入していくということが今国が我々に対して約束をしていることで

ございます。これに対しては、500億円を保険料の軽減世帯に対して拡大をしていく、そし

て1,700億円を保険者の支援制度という形の中で投入していくということでございます。 

 これが恒久的にこれからずうっとこの社会保障・税一体改革という形の中で国のほうから

国保に対して、運営費として我々のほうに間違いなく恒久的にそういった形で財源の補填が

あるならば、これはそういう状況の中で保険税を考え直さなきゃならないとは思います。 

 しかし、これが最初はそういう形であったけれど、いつか消えてしまったということが先

ほどの回答の一部ではないかなあと思うわけですね。そういう状況の中のことがあってはな

らないと。社会保障・税一体改革ということについては、医療・介護・福祉という状況、子
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育て支援という状況の中で、これをスムーズに運営していくためのいわゆる税一体改革であ

るということでございますので、我々としてはこの2,200億円に対しても早急に支出してい

ただきたいし、あるいはこれを恒久的にしっかりと我々の国保の運営に対してお願いをして

いかなきゃならないということが強く言えることだろうというふうに思っております。 

 そういう状況が継続的に続くならば、これは先ほども言いましたように保険税という形の

中については一考を要していかなきゃならないというふうに思っておるところでございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） もともと平成22年度にそういう深刻な事態になって、23年度から値

上げをするときに負担し切れない額になっていると。実際に所得はふえていないのに、弥富

市の国民健康保険税の１人当たりの、先ほどは調定額ということで言われましたが、実際に

は、この調定額というのは多分滞納分も含めた調定額でそんな額になると思いますが、平成

22年当時までは現年度分の調定額よりも実際の皆さんが負担していただく税額というのは少

なかったんですよね。その後、徴税の強化が行われまして、23年度以降は現年度調定額より

も税収のほうがふえているという状態がこの３年間続いております。 

 そこを見ますと、実際に皆さんがどの程度負担をしているかというふうに見ますと、平成

９年は１人当たり７万8,662円でありましたが、平成22年度はその後の改正がありまして８

万7,407円でした。それが23年度の値上げで９万8,253円となり、24年度の負担額は９万

9,460円、25年度の負担額が10万1,900円ほどになっているというふうに、まだ最終は出てい

ないからちょっとあれですが、ほぼ今見せていただいている資料の中ではそういう状況だと

いうふうに思いますが、ほとんど所得がふえないか減っている中で、こういう税だけはふえ

てくると。 

 さっき市長がおっしゃられたように、当然医療費もふえておりますが、ただこのときに値

上げせざるを得なかったのは、22年度の状態が続くということで、とりあえず市も出す、国

保税も大幅に上げるということでやったんです。そんな負担は耐えられんということで、上

げ幅を抑えると同時に市の負担額もふやしましょうという議論が行われたんですが、結局、

このときの国の負担制度が、国自身もきちんと説明できないし、それは私たちの側もなかな

かなぜそんなになったか。 

 愛西市や蟹江町はよく似たようなまちの形態ですので、私は行って決算書や予算書を見せ

ていただきましたが、こんな大きい変動があったのは弥富だけなんですよね。それで、その

状態が続くという前提で、やむを得ないだろうということで値上げしたわけでありますが、

問題は、市側の説明では、どっちにしたって国保会計、本来は自前でやるんだから、赤字に

なっておるのならやっぱりそれは国保税を適切に上げていくと。県の平均でもそんなにとい

うことですが、これは調定額ですから実際の負担額はかなり違ってきますのであれですが、
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負担額は相当以前に比べてふえてきております。 

 加えて問題は、この程度はやむを得ないだろうという前提で決めたんですが、実際には国

のほうの支出の決定が、国だとか、それから制度の交付金、それから前期高齢者74歳までの

人たちの医療費の増加分を国民健康保険の他のところから補填をしていただくと、こういう

もので賄われる分が大幅に違ったことがそのときの値上げの一番の原因でありまして、その

調整の中で行われたんですが、そうしたら当然、２億円の支出というのは、当時はだめなら

２億3,000万円まで出しましょうという話で出発したことなんですよね。 

 それをまたもとへ戻して、もともと国保で負担するのは当たり前というのは、県自身の認

識もそうですし、市や私たちの国保会計の現状からいったって、加入者の状況からいうとな

かなか負担できるものではないから国もしっかりしてもらわんと困るということを言ってい

る状況の中で、やはり県平均を別に上回っておるわけではないということでやむを得ないと

いいますが、加入者の状況にもよりますよね。 

 例えば、割方年代構成が若い、働く人が多いところは高くなる仕組みになっております。

それから、特に山間部なんかの所得の少ないところは、それこそ国からの負担金だとかそう

いうのが多いわけでありますから、国保税は相当安くなるんですよね。全県平均というのは、

実際には実効負担率からいうと高いレベルにありますので、そういうこともありまして旧来

ずっとかなり一定の割合での負担をする状態が続き、しかもこの国保会計が直接高齢者の医

療を負担する仕組みに変えられたこともありまして始めた負担でございますので、ここは今

みたいな形で言えば、高齢者がふえ、医療費がふえればどんどん上げていくというんですが、

収入がふえない中で上げておるということについて、私はしっかりお考えいただきたいとい

うことを、押し問答しておってもいきませんもんで、強く申し上げて次の質問に移ってまい

ります。 

 今回の改正に当たっての資料を要望しておきましたら、今お手元にも配付をされておりま

すが、１つは限度額の引き上げによります77万円を81万円ということで引き上げると。この

制度につきましては、もともと先ほど問題にしておりました平成９年当時ですと、多分介護

保険もない、後期高齢者医療制度もないもとで１世帯の最高限度額が53万だったですよね。

今、国保の限度額がこれで81万円になる。後期高齢者医療制度の限度額は55万円か、ないし

はもう少し高くなっているかなと思いますが、ここへ介護保険が加わって、本当にうんと所

得がある人は別ですが、1,000万やそこらの所得の人ではなかなか払いづらいような現実に、

そうでしょう。そういうのを合わせて百何十万だとか200万近いような負担が１世帯で発生

する人たちがあるわけでありますから、医療保険制度としてもなかなか成り立たないような、

要するに全体の人たちの所得が低いことがあって、ある程度からの所得の人たちにはどっと

負担がかかる仕組みになっていてという制度から考えると、本当に国がもっと負担をする仕
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組みに変えていただくことが必要でありますが、それはそれで大きい問題でありますが、も

う１つ、今回の改定では、その下のほうに軽減世帯の目安ということで、限度額が大幅とい

うとちょっと語弊がありますが、かなり引き上げられて改善されるということが市側からも

先ごろ説明されました。 

 同時に、単身者はこれまでは７割軽減はあったけど５割軽減や２割軽減がなかったのね。

これが５割軽減も２割軽減も所得に応じてできるというふうで改善はされましたが、ただ問

題は、例えば下の表で見ていただきたいんですが、給与収入で、３人世帯の場合、223万が

266万円だとか、年金収入では234万円が274万円になるというふうに書かれておりますが、

これはどなたか１人がこういう収入で家族が基本的に生活をしておるという前提、ないしは

ほかの人に収入があっても、例えば年金の場合だと120万円以下は所得にカウントしないと

か、それから給料の場合は65万以下については所得にカウントしないとか、そういう仕組み

がありますので、これは要するにかさ上げした最低の基準でありまして、実際には一番上の

給与収入で３人世帯の場合につきましては、年金が夫婦がそれぞれ120万ずつもらっており、

片一方が65万、あるいはもう１人の人が65万以下の給料であれば305万円、実際にはこの収

入よりも多いところまで、計算上ですが行くという幅がありますよね。 

 それとあわせまして、よくなったといいますが、実際に単身でいうと、この基準でいきま

すと年金では153万円、それから給料だと98万円の場合が７割軽減が受けられるということ

でありますが、98万円で単身でアパートで暮らしておれば、これはもう生活保護以下ですか

らね。もう何をか言わんやですが、ただ今言ったような収入と所得の違いから、そういう幅

があるということですね。 

 だから、そういう意味でいうと、無条件に減額や免除をしなきゃいかんということでもな

いわけでありますが、実際に生活していく上では、この限度だけでは生活できない人がいっ

ぱいあります。ここに市の独自減免制度をきちんと活用して、そして実際の所得が一定基準

を下回る人たちを救済するというのは市の独自の減免制度ですが、これがほとんど機能して

いない。いただくほうは、もう本当に相当乾いたタオルを絞るようないただき方をしておる

けれども、本来軽減を受けられる人たちがきちんと事柄も理解され、あるいは市の窓口の相

談や、そういうのもなかなか職員の皆さんが忙しくて対応できないとか、いろんなことがあ

りまして、実際には私から見るとかなり実行されればいい制度だという軽減措置があるし、

今回のこういう軽減措置が行われて今言ったようなことがされてくれば、ぎりぎりの人たち

についてはかなり安心できるものにすることもできると思うんですが、なかなか制度はあっ

ても利用できないというこの辺も解消する努力は、今後市がどういう方向でお考えいただい

ておるか、少し立ち入って御説明いただきたいと思います。 

○議長（佐藤高清君） 平野保険年金課長。 
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○保険年金課長（平野宗治君） 議員御指摘のことについて、お答えさせていただきます。 

 議員の言われることも、こちらは十分理解しているわけであります。 

 ５月のときなんですけれども、実際にそういうことも含めて、今保険証を持っていない方

に対して、全部ではございませんがお伺いをしたんですけれども、そのときについても留守

でしたと。その後につきましても、文書で全員の方、１件はちょっと返戻がありましてお出

ししましたけれども、実質的にその方とのお話をする機会が持てない状況というのが実は現

状でございます。 

 そういうことも踏まえて、いろんな形で今後対応していきたいなあと考えております。以

上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 前からいろいろ議論して、せっかくいい制度をつくっても、決算書

を見るとほとんど使われていないということは、やはり私はそういう一定の基準を決めても

物すごい幅のある制度ですので、生活保護基準を下回るとか、今の軽減基準になる人たちが

救済されないというのはあってはならないことだと思うんですよね。 

 いただくほうではもうほとんど、現年分でいうと、額でいうと93％ぐらいですか、今ね。

以前は95％ぐらいだったんですが、これだけあったって実際には93％ぐらいしかいただけな

いぐらい厳しい状況の中で、実は過年度分の滞納分や、それから今の額には入っておりませ

んが延滞金ですね。以前は、延滞金については現年分をたくさん持っている人がまとめて納

めれば、ほとんど実際にはここで不問にするということがずうっと行われてきていたんです

が、最近は年間2,000万円を超えてこの延滞金もいただくという仕組みになっていますよね。 

 もともと現年分が、以前95％、96％払われていたのが、九十二、三％しか払えんようにな

って、なおかつ滞納金額ばかりじゃなくて延滞金もいただくということになると、どんなに

苛酷なことか。しかも、そこはやられても軽減の具体的な相談というか調査は事実上行われ

ないということでは、私はやっぱり税の公平、それから最低生活の保障という市のあれから

いったって、やはりここはぜひ経験のあるＯＢ職員なんかを訪問員として活躍していただく

とか、いろんな方法で、全部一度にはできませんが、市がそうやって実際に手をつけて相談

をすれば、全ての人は救済されるということが人づてに伝えられるような仕組みができれば、

私はそれ以外にこの問題、なかなか広報で、インターネットでどんだけ出したって、こんな

複雑なことは理解できる人ってそういないんですよね。 

 だからそこはぜひ弥富市の大きな課題として、特にトップの方に、とりわけ市長なんかが

きちんと、以前も障がいのある人たちに対するニーズはやっぱり訪問していかなきゃいけな

いということをこの場でも御答弁いただいたことがありますが、こういう状態がずうっと未

解決というのはやっぱりいいことではないと思いますので、その負担能力に応じて出してい
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ただくということができる仕組みを実際に生かす手だてを本気で取り組んでいただきたいと

思いますが、市長いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 税に対して、公平性ということにつきましては、国保税のみならず全

ての税に対してそういうことが言えると思います。 

 しかしながら、国保税については所得の低い方が多く加入していただいているということ

は、これはもう事実でございますので、いろんな事情がおありになるということは十分私た

ちとしても考えられるところでございます。 

 そういったことに対する減免制度であるとか、あるいは国保税をお願いする上においてど

のような措置をしていくかということについては課題としてずっと持っているわけでござい

ますけれども、またいろいろと個々の問題については担当のところでよく詰めまして、基本

的な方向性を見出していきたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 また、減免制度等につきましては副市長のほうからも答弁をさせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） ちょっと今お話しいただいている５割、２割、７割、これは法定税

条例、これは自動的に行われるものですから、そこの方がどうのこうのということではない、

我々の裁量の範囲でないと思っております。 

 それで、前に、実際に賦課した後に直近３カ月の云々というのがありましたですよね。そ

れについてはちょっと考慮しなきゃいけないなと思っております。 

 それについての説明をさせていただきますと、従来、市民税とか国保税、介護保険料の減

免判断基準につきましては、一番最初ですね。これは世帯の３カ月間の平均収入額が生活保

護の保護開始時、これを基準として、働いてみえる状態ですね。当然課税されているから働

いていると考えたときに、収入充当額が保護基準の基準に基づいて算出した最低生活基準の

100分の110以下ということで当初はやっておりました。それと、かつ生活費に処分できる財

産がないものとしてスタートしておりましたですが、実際に保護開始時と、それから保護受

給中につきましては認定される収入充当額に差が生ずるということで、現実的ではないとい

うことで、おととし24年10月から減免の対象を保護受給中の認定収入充当額をもとにして最

低生活費の100分の110以下であるということにして、預貯金あるいは現金については最低生

活費の６カ月の手持ち金を認めるということにさせていただきました。 

 実際、去年の８月に生活保護制度が見直されまして、保護受給中の認定収入額の決定に当

たっての収入額から差し引きます基礎控除額、これは従来２万7,220円で頭打ちであったも

のが見直しをされました。 
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 ところが、特別控除というのは廃止をされてしまいましたので、この特別控除といいます

のは言ってみれば勤労収入金額の10％を控除しておりますので、就労への後押しをする制度

であったというふうにも考えられたと思います。それにかわります制度がことしの７月から

スタートする就労自立給付金制度であるというふうにも思っております。 

 ところが実際には、生活保護を受けてみえない方につきましては、この特別控除が廃止さ

れたことにより、実際の収入金額が同じでありましても認定収入額がふえることになってし

まいますので、従来、最低生活費の100分の110以下であった世帯であってもこれについては

100分の110を超えることがあり得るということで、減免の対象から外れてしまうということ

が起きてまいりますので、こうしたことを解消するために私どもとしては特別控除が引き続

きあるものとして、勤労収入の10％を引くという計算をして認定収入額を算定したいと思っ

ております。 

 こういったことで、最低生活費の100分の110以下を対象にするように検討させていただき

ます。できればスタートさせたいと思っております。 

 あと、質問にはございませんけれども、小学生、中学生の就学援助につきましては、従来

の生活保護基準額を使っておりますので、特に変更を要しないと考えております。以上でご

ざいます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 今お手元に配付させていただきました新聞の下段のほうに、「就学

援助縮小回避」という記事が、これは10日の中日新聞のコピーであります。 

 「文部科学省は９日、全市町村を対象に、児童・生徒への就学援助の実施状況を調べた結

果を公表した。昨年８月に生活保護基準が厳格化され、連動して就学援助の認定基準も厳し

くなることが懸念されていたが、1,768市区町村のうち96％に当たる1,697自治体は基準を維

持していた」。 

 要するに、今回の生活保護基準が改定されたときに、この制度に基づいてされているいろ

んな制度に連動させないようにということを国会で、文科省のほうも、それから厚労省のほ

うも答弁をしておりまして、文科省のほうは市町村にそういう要請を出しているというふう

に言われていますね。 

 今、副市長のお話だと、要するに保護基準の1.何倍というふうにしておるもので、うちは

それでやりましたというんですが、違いますか。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） 倍率は変えませんが、従来の保護基準額で算定していますので、そ

れが現在、その保護基準額が下がってきましたよね、１人。下がったけど、就学援助につい

ては従来のを使っているということで、変わらないという意味です。 
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○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 前に那須議員がそういう質問をしたときに、市側のほうから、いや

基準が変われば倍率は変わりませんという説明がちょっとされておりましたので、気になっ

ておりましたし、こういう記事があったもんですからきょうお尋ねしたら、さっきのほうで

国民健康保険なんかの軽減のほうも従来のそういう考え方ということですので、安心をした

わけですが、それでよろしいわけですね。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） これは那須さんが質問されたんですかね。 

 あのときは、特別控除がなくなってしまったということで、ちょっと我々は知らされてい

なかったもんですから、申しわけありません。 

 就学援助につきましては確認をしておりまして、保護基準額については従来のを使うとい

うことでありますから、それぞれ御迷惑をおかけすることはないと思っております。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 本当に国民の暮らし、とりわけ子育て世代の暮らしは非常に、例え

ば年少控除が子供手当の導入によって廃止をされたり、いろんなことが起こっておりますし、

また正規職員であってもブラック企業だとか言われるようなところで、本当に子供の寝顔し

か見れないような働き方をしているというような中でのことでございますので、ぜひ暮らし

を守る制度については後退させないように強く要請いたしまして、質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） ほかに質疑の方はありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 以上で質疑を終わります。 

 本案５件は、お手元に配付した議案付託表のとおり、それぞれ所管の委員会に付託します。 

 以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了しましたので、本日の会議はこれにて散会

とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前11時14分 散会 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後２時05分 開議 

○議長（佐藤高清君） こんにちは。 

 会議に入ります前に、報告をいたします。 

 本日、海部津島聴覚障害者協会様から写真を撮影したいとの旨がありましたので、これを

許可しますので、よろしくお願いをいたします。 

 ただいまより、継続議会の会議を開きます。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第 88条の規定により、堀岡敏喜議員と炭 ふく代議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第２ 農業委員会委員の推薦について 

○議長（佐藤高清君） 日程第２、農業委員会委員の推薦についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 議会推薦の農業委員は４名とし、推薦したいと思いますが、御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、議会推薦の農業委員は４名とします。 

 地方自治法第 117 条の規定により、大原功議員、小坂井実議員の退場を求めます。 

             〔18番 大原功君 13番 小坂井実君 退場〕 

 議会推薦の農業委員に三浦義美さん、大原功さん、白木実夫さん、小坂井実さんを推薦し

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、三浦義美さん、大原功さん、白木実夫さん、小坂井実さんを議会推薦の農業委員

に推薦することに決定しました。 

 大原功議員、小坂井実議員の入場を求めます。 

             〔18番 大原功君 13番 小坂井実君 入場〕 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第３ 議案第26号 海部津島土地開発公社の解散について 

○議長（佐藤高清君） 次に、日程第３、議案第26号を議題とします。 

 ただいま議題となっております海部津島土地開発公社の解散につきましては、地方自治法
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第117条の規定により、土地開発公社の理事の職にある私は除斥となります。 

 よって、私は退場しますので、議案第26号の議事進行は小坂井副議長にお願いします。 

             〔議長 佐藤高清君 退場〕 

○副議長（小坂井 実君） 日程第３、議案第26号について、議長にかわり議事進行を務めさ

せていただきます。 

 それでは、日程第３、議案第26号海部津島土地開発公社の解散についてを議題とします。 

 本案に関し、審査経過の報告を総務委員長に求めます。 

 横井総務委員長、お願いします。 

○総務委員長（横井昌明君） 総務委員会に付託されました議案第26号海部津島土地開発公社

の解散について、その審査経過と結果を報告申し上げます。 

 本委員会は、去る６月20日、委員全員と委員外１名の出席により開催し、審査を行いまし

た。 

 審査に入ります前に、土地開発公社の理事の職にある議長には、地方自治法第117条の規

定により除斥となりますので、委員長である私が除斥を確認し、審査に入りました。質疑、

討論もなく、採決の結果、全員賛成で原案を了承しました。 

 以上で、海部津島土地開発公社の解散についての総務委員会の報告を終わります。 

○副議長（小坂井 実君） これより質疑に入ります。 

 質疑の方、ありませんか。 

             〔「なし」の声あり〕 

○副議長（小坂井 実君） 質疑なしと認め、討論に入ります。 

 討論の方はありませんか。 

             〔「なし」の声あり〕 

○副議長（小坂井 実君） 討論なしと認め、採決に入ります。 

 本案は原案どおり可決することに御異議ございませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○副議長（小坂井 実君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案どおり可決されました。 

 以上で私の職務は終了いたしました。 

 ここで議長の入場を求めます。 

             〔議長 佐藤高清君 入場〕 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第４ 議案第27号 弥富市税条例等の一部改正について 

 日程第５ 議案第28号 弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一
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部改正について 

 日程第６ 議案第29号 弥富市国民健康保険税条例の一部改正について 

 日程第７ 議案第30号 平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号） 

○議長（佐藤高清君） 会議を続けます。 

 日程第４、議案第27号から日程第７、議案第30号まで、以上４件を一括議題とします。 

 本案４件に関し、審査結果の報告を各委員長より求めます。 

 まず、横井総務委員長、お願いします。 

○総務委員長（横井昌明君） 改めて、総務委員会に付託されました議案第27号弥富市税条例

等の一部改正について、議案第28号弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する

条例の一部改正について及び議案第30号平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）につ

きまして、その審査の経過と結果を報告申し上げます。 

 本委員会は、去る６月20日に委員全員と委員外の１名の出席により開催し、審査を行いま

したので、その審査の経過と結果を報告申し上げます。 

 議案第27号弥富市税条例等の一部改正についてでは、委員より、地方財源を削ってまでも

特定の企業だけが特典を得る仕組みであると考えるが、地方の立場から国に対し議論は行わ

れていないのかという質問に、市側は、法人税が地方に与える影響は非常に大きいという認

識を持っており、この低減に伴う財政措置をしっかりとしてほしいと全国市長会から政府に

対し強く要望しているとの回答がありました。 

 また、法人市民税を今回の改正に照らし合わせ、24年度ベースの金額である４億7,000万

で計算するとどの程度減額になるかという質問に対し、市側からは、法人税割分の約7,000

万が減額になると回答がありました。 

 さらに、固定資産税の、これは償却資産でございますけれども、特別措置に該当する納税

義務者はありますかという質問に対し、市側は、今のところ該当する納税者はありませんと

いう回答でありました。 

 また、税の目的を具体的に施策面に捉え、行政から市民に訴えていただきたいという意見

がありました。討論では、既に大企業に対しさまざまな減税措置が講じられ、株主に対し相

当な配当が得られている。また、巨額の内部留保が生まれているのが現状である。一方で、

法人税収入の落ち込みが著しい中、国の交付税財政不足を補填するために、地方交付税原資

に対する今回の改正には反対するとの反対討論がありました。 

 議案第28号については、質疑、討論はありませんでした。 

 １件ずつ採決の結果、議案第27号弥富市税条例等の一部改正については、賛成多数で原案

を了承、議案第28号弥富市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正

については、全員賛成で原案を了承しました。 
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 続いて、議案第30号平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）は、担当課長から、国

有資産等所在市町村交付金について、名古屋港管理組合より交付決定があったことによるも

の、またＰＣＢを使用したコンデンサーを処分するため等の補正の説明を受けました。 

 委員より、固定資産税等所在市町村交付金には、川崎重工の新工場の部分が含まれている

かという質問に対し、市側より、既に課税しており、今回の補正には含まれていませんとい

う回答でありました。 

 討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案を了承しました。 

 以上で、総務委員会の報告を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 次に、三浦建設経済委員長、お願いします。 

○建設経済委員長（三浦義光君） 建設経済委員会に付託されました案件は、議案第30号平成

26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）であります。本委員会は、去る６月19日に委員全

員と委員外３名の出席により開催し、審査を行いましたので、その審査の経過と結果を御報

告申し上げます。 

 議案第30号平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）では、最初に市側より説明を受

けました。 

 委員より、土木課計上の道路区画線設置工事請負費で、この補正で各地区からの要望に対

しどの程度対応できるのかとの質問に対し、市側より、今回の補正では、通学路の安全対策、

過去に事故が２件以上発生した箇所、地元からの要望を対象に12カ所予定しているとの説明

がありました。 

 ほかに、カラー舗装の施工の要望はどのようにすればよいのかとの質問に対し、市側より、

区長、区長補助員からの受け付けで対応しているとの説明がありました。 

 さらに、区画線などの消えかけている箇所が目立つが、どのように対応していくのかとの

質問に対し、市側より、幹線道路のみならず生活道路にも区の意見を取り入れて進めていく

との説明がありました。 

 また、愛知県農地水多面的機能推進協議会負担金とあるが、この名称などの変更がなされ

ているがどのようなものかとの質問に対し、市側より、関係者に対し、今月の20日に説明会

を開催する予定ですとの回答がありました。 

 以上のような質疑がありましたが、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案を了承いた

しました。 

 以上で、建設経済委員会の報告を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 次に、山口厚生文教委員長、お願いします。 

○厚生文教委員長（山口敏子君） 厚生文教委員会に付託されました案件は、議案第29号弥富

市国民健康保険税条例の一部改正についてを初め２件です。本委員会は、去る６月23日、委
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員全員と委員外２名の出席により開催し、審査を行いましたので、その審査の経過と結果を

御報告申し上げます。 

 まず、議案第29号弥富市国民健康保険税条例の一部改正について、委員より、今回の改正

では国民健康保険税の課税に含まれる固定資産税の軽減がない人について、市の独自の軽減

措置は考えているかとの質問に対し、市側より、資産割の対象にはならないものの個々に相

談し、対応したとの回答がありました。 

 ほかに、市の独自軽減が余り利用されていない現状をどのように考えているかとの質問に

対して、市側より、説明するために戸別訪問を実施したが、不在のため、文書を送付し相談

案内をしていますとの回答がありました。 

 さらに、医療費について、医療行為の内容に応じた体系に見直しすることはできないかと

の質問に対して、市側より、国保運営の軽減策については、特定健診や保健指導の受診を勧

めることや、ジェネリック医薬品の推奨など国保運営協議会で議論しているが、医療費その

ものについては我々の及ばないこと、踏み込めないところがあり、見直すことは難しいとの

回答がありました。 

 討論では、市民の負担を軽減していただきたいということから、賛同できないとの反対討

論がありました。 

 採決の結果、議案第29号弥富市国民健康保険税条例の一部改正については、賛成多数で原

案を了承いたしました。 

 続いて、議案第30号平成26年度弥富市一般会計補正予算（第１号）では、最初に市側より

説明を受けました。委員より、弥富北中学校グラウンドの定期点検は以前からされていたの

か。さらに、弥富北中学校グラウンドの現状と今回の工事の施工方法はどのようなものかと

いう質問に、市側より、グラウンドの点検は行っていないが、毎年確認しています。現状は

砂がグラウンドの隅に寄ってしまい、グラウンドの状態がよくないので、この点を解消する

ため、まず表面層の砂を一部すきとり、新たに改良砂を入れ勾配を取ります。なお、野球面

については黒土にし、残土については東側グラウンドで活用する予定ですとの回答がありま

した。 

 また、おみよしの松の現状と工事施工方法についてという質問に対して、市側より、樹木

判定を実施した結果、根元が空洞化し、年輪を重ねる部分のみで立っている状態で、自然の

影響により倒木のおそれがあり、その点を回避するために８メートルの支柱を設置し、地面

から14メートル付近にワイヤーロープを４方向に張り固定するとの回答がありました。 

 また、就労自立給付金について、市の生活保護世帯数の現状と不正受給に対する認識と対

策はという質問に対しまして、市側より、世帯数は高齢者世帯51世帯、母子17世帯、障害19

世帯、傷病44世帯、その他51世帯である。その他の51世帯については、訪問し確認している
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との回答がありました。 

 以上のような質疑がありましたが、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案を了承いた

しました。 

 以上で厚生文教委員会の報告を終わります。 

○議長（佐藤高清君） これより質疑に入ります。 

 質疑の方ありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 質疑なしと認め、討論に入ります。 

 三宮十五郎議員、お願いします。 

○５番（三宮十五郎君） 私は、ただいま上程されております議案のうち、まず最初に議案第

27号弥富市税条例等の一部改正について反対の討論をさせていただきます。 

 まず、今回の税条例の一部を改正する条例の一番の問題点の一つは、法人市民税、法人税

割、いわゆる所得割、もうけに対する税金の割合でございますが、地方税としまして私たち

市町で受け取ることができるのは、もうけに対する割合で、税率が従来12.7％でありました

が、これを9.7％は引き続いて市町村が受け取ることができる。2.6％につきましては、今本

当に全国の市町村が大変な状態、特に中山間地だとか、地方に行きますと高齢者ばかりにな

るとか、どんどん若い人たちがいなくなって税収も大幅に落ち込んでいるような状況の中で、

国が地方交付税という形で国税の一部を税収の少ない市町村で普通の行政サービスができる

ようにということで支援をしておりますが、財源不足を理由にいたしまして、現在地方税と

しているものを国税に戻して地方交付税財源に充てるという説明でございます。 

 もともと財政危機の、あるいは地方も含めて行財政が大きな困難に直面している大きな理

由は、本当に今、企業全体でも、日本中で言えば法人税で所得割のもうけで税金を払ってい

る企業は３割ほどで、７割はもうけたことによる税金は払えないというような深刻な状態に

なっていること。加えて、実は少子・高齢化社会のために、社会保障や地方を守るためにと

いうことで消費税が1989年に導入されて、平成14年度までの間に国民の皆さんが負担する消

費税は282兆円になることになっておりますが、これに対して、この間交付税と地方税を合

わせまして、それ以前に比べて減税される割合が累計で255兆円、ほとんど消費税の全てが、

実はトヨタ自動車を初めとする大もうけをしております大企業の法人税の減税に使われてい

ることが、実は社会保障などの財源がなかなか窮屈だったり、あるいは国や地方の財政危機

の大きな原因になっております。 

 最近もどういうことが起こっているか、国会議員が、国税庁の2012年度の実績に基づいて、

企業の大きさによって、法人税をまだどんどん減税すると言っておるんですが、実際のもう

けに対してどれぐらいの割合で税金を払っておるかという調査をしていただき、発表してい
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ただきました。それによりますと、中・小企業、資本金が１億円に満たないようなところは

大体中・小企業と言われておると、場合によっては10億円以下は中・小企業というふうに言

われると思いますが、大体1,000万から5,000万円までのところは二十五、六％の割合でもう

けに対して税金を払っている。１億円から５億円までのところがもうけ全体の27％を払って

おり、その後は規模が大きくなるに従って税率はどんどん下がっていきまして、100億円を

超える企業に至っては19.6％しか税金を払っていない。ましてやトヨタ自動車などのように

大規模な連結決算をしておりますマンモス法人につきましては、もうけ全体のわずか13.3％

しか法人所得税を払っていないと、これは国税と地方税合わせた両方ですからね。何百万ぐ

らいの年収のサラリーマンよりも少ない割合でしか税金を払っていない。その大きな理由は、

数年前に外国からの子会社や投資しているところからの配当につきましては非課税というよ

うな仕組みがつくられまして、もうけが幾らあっても税金を払わなくてもいいというような

状態が特に大企業や大資産家に対してはつくられております。 

 例えば、この間に2013年度に大企業の1,000社の合計で内部留保が前の年よりも23兆円お

くれてふえていることが、私どもの新聞の簡単な調査で明らかになりました。この調査は、

経常利益上位1,000社を対象に集計したものでございますが、12年度は16兆円ほどの増加で

したが、13年度は増加のベースが大きく上がっております。このうち内部留保を１年間で

200億円以上ふやした企業は22社に上ります。数年前にもう既に270兆円を超える日本の企業

の内部留保があったといいますから、この23兆円とその前の年の16兆円を合わせますと、は

るかに300兆円を超えるような内部留保を抱えて使い道に困っておりますが、これを海外の

企業に投資をしたりすれば、この投資に対する配当は非課税なんていうことがまかり通るわ

けですから、ますますもうけていく。こういうことで非正規雇用やそういうのが大きくなっ

て、働く人たちの収入がどんどん落ち込んでいるにもかかわらず、一切こういうものに目を

向けずに、企業を世界一動きやすい国にするというような施策が進められている中で、こん

な形で、財源の不足を理由に本来市町村の共同の財源になっている分の一部をまた国の税収

が不足しているということを理由にしまして取り上げるなんていうことは、やっぱり私は許

せないと思うんですね。 

 これまで、十分なこういう問題についての議論もこの議会でもされていなかったことから、

今回はこんなことで多数決で決められましたが、もっともっと私たちはしっかりこうした問

題について、議会の中でも、あるいは市長会や地方六団体の会合の中でも知っていただいて、

本当にむちゃくちゃもうけておって負担できるところにきちんと税金を納めてもらっていな

い、この状態を改善することが、今日本を活性化する最大の課題だということを理解してい

ただいて、市長会やそういうところでも国に対してこういうむちゃくちゃなことはさせない、

庶民や地方へ負担ばかり押しつけるようなことはやめていただくようような方向に進むこと
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を強く求めております。 

 もう１つは軽自動車について、27年度以降に新車を取得される四輪車等の新車の税率を、

自家用車にあっては1.5倍、その他の貨物自動車などは1.25倍に引き上げることになってお

りますが、これも今、アメリカの巨大企業が世界中で進出するのに障害になっているいろん

な障壁を取り除くということでやっておりますが、日本にアメリカの自動車が売れない最大

の理由の一つは、軽自動車のこうした税金や諸経費が安過ぎるからだと、これを上げよと、

ＴＰＰ交渉に参加する入場料として要求をされて、日本の政府は唯々としてこれを認めたと

いう経緯があるわけでありますが、こういうことによります庶民負担もあり、さらにあわせ

まして、例えば50ccなどのミニバイクにつきましても、税率については1.5倍に引き上げる

が、27年度分から2,000円未満の税率、今はミニバイクは1,000円ですから2,000円にすると

か、こんなようなアメリカの要求などに基づきます庶民負担増になっていることについては

納得できないので、ぜひ市民を守る、庶民を守るという立場から、国に対してもはっきりと

意見を出していただくことを市長に求めるものであります。 

 それからもう１つは、日程第６の弥富市国民健康保険税条例の一部改正について反対をす

るものであります。 

 これは今、国民健康保険税や、あるいは名古屋市などでは保険料と言っておりますが、非

常に負担が大変だということで、皆さんも困っておりますし、ましてや市町村はこの国民健

康保険制度を運用する責任を持っておりまして、加入者の皆さんの収入が低いにもかかわら

ず保険料がどんどん上がるということで、大変苦しんでおります。 

 国民健康保険加入者の働いている人の割合は、1965年の制度発足当時は19.5％でありまし

た。あとは農家だとか御商売をやっている皆さん、こういう人がほとんどで、まだこのころ

はお年寄りも余り国民健康保険の加入者ではなかったわけでありますが、2009年度には働い

ている人の割合が35.3％。これは１日４時間以下だとか健康保険の適用にならない働き方を

させられている非正規雇用の人たちやパートの人たちがほとんどでありますが、35.3％、本

来は働いている人たちにつきましては会社が半分、本人が半分で健康保険などの負担がされ

るわけでありますが、結局そういう負担をすることができないような商売の状態に置かれて

いたり、そういう負担をしないことで一層大企業がもうけをふやしていく、こういう仕組み

の中でどんどん雇用破壊がされたということがあります。 

 もう一方で、加入世帯の所得平均、1990年には276万5,000円、これは所得ですから、給料

だと恐らく百数十万これに上乗せされる額になると思いますが、現在は、2010年度では１世

帯当たりの所得は141万6,000円と半分に落ち込んでおります。それに対して保険料、あるい

は弥富市保険税と言っておりますが、この割合は1990年には5.64％だったのが、2010年には

10.11％、約1.8倍に引き上げる。収入は大幅に減る中で、負担の割合はそういうふうになっ
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ておりますので、どこの市町村も悲鳴を上げております。今回の改正では、かなり所得の低

い人たちの均等割、世帯割、１人頭割と１世帯割の負担を70％引き下げる世帯、50％引き下

げる世帯、それから20％引き下げる世帯、これに対する所得の基準を一定引き上げましたの

で、これに該当する人たちは少し保険税が下がる仕組みになって、これは歓迎です。しかし、

その基準が非常に低いわけですから、今申し上げました非正規のような人たちだとか、年金

がなくてお年寄りでも自分で働いた収入だけで生活している人は、今の新たに改善された基

準でも、生活保護基準より低い人たちも見えるというような基準であります。 

 したがいまして、私たちは、今の市はそういう人たちに対して軽減をするいろんな仕組み

を持っているが、なかなか皆さんに理解されておらず、あるいは市のほうが皆さんにわかる

ような説明もできていないこともあって、ほとんど利用されていない。だから、この軽減の

限度額を超えても実際に生活保護基準に近いか、それを下回る人たちに対しての軽減ももっ

ともっと市の規則どおりにやっていただきたいということを強く申し上げました。 

 とりわけ平成23年度に国民健康保険税の大幅引き上げが行われましたが、この引き上げに

なった最大の理由が、実は22年度に、それ以前から国民健康保険は70歳以下の人を対象にし

ておりましたが、74歳までの人たちを、後期高齢者医療制度が始まったときに、国民健康保

険のほうからその人たちの医療費についても支払うと。そのかわり、国だとか、ほかの社会

保険だとか、そういうところから一定の割合に応じて応援をするという仕組みがありました

が、その国と社会保険などのほうから応援をしていただくお金が急速に、はっきりした理由

がわからないまま大幅に弥富は引き下げられました。 

 また、景気が悪くなって収入が減った中で、国民健康保険税も市民の割合で負担をする分

が大幅に減ったこともありまして、当時弥富市は１年間２億3,000万円、法律の定めを超え

て弥富市が自主的に皆さんの保険税を少なくするために負担をしていたものを、それだけで

はとても足りないだろうと。最悪の場合はさらに7,500万円上積みをして赤字にしないよう

にしますという補正予算という仕組みを発動しました。そして、今までの積立金を取り崩し

たりして、それはせずに済みまして、またそのとき値上げをしたんですが、少々の値上げで

は足りないということで、いろいろ議論をして、だけどそんなに上げたらとても皆さん払え

ないということで、２億3,000万円22年度に負担していたのを、23年度は２億円しか負担し

ないと言っておったのを、なるべく負担の上げ幅を抑えるということで、3,000万は必要な

ら負担をしますということを、３月の予算を決める議会、条例を決める議会で追加をするこ

とが表明されまして、私どももそういうふうに市が頑張っていただくならやむを得ないとい

うことで賛成をした経緯もありますが、実際には、翌年の23年度は、その減った分をはるか

に超える額が国や支払い基金から合わせて、連動しておりますので、単純に国がどれだけ減

ったというふうにはなりませんが、そういうことで、実は市が２億円を超えるような負担を
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しなくてもやっていけるような状況になりました。 

 この前の委員会のときに説明をしていただいた内容によりますと、実際に市の負担なしで、

25、24、23年の３年間では、皆さんが納めておる国民健康保険税のほかに、保険税で本来負

担する分の足りない分は、年平均すると8,500円だということが明らかになりました。弥富

市は、平成24年度は１億7,000万円負担をして、愛知県下でたしか54ぐらいの市町村がある

と思いますが、26番目の負担をしておりました。ところが、今申し上げましたように、国の

ほうからの、あるいは他の社会保険から入ってくるお金が大変だといって値上げをしたとき

に比べると、かなりふえて、ずうっと続いていることもありまして、お金が余ってきたこと

から、25年度は１億7,000万円負担しておりました国保税の値上げを抑えるための負担を１

億円に削ってしまいました。 

 私は、こういう状況なら、市側はある程度国民健康保険は非常時のために貯金もしておか

ないかんというんですが、市民の皆さんは貯金のない世帯が３割近くもあるというような状

況の中で、蓄える力があったら、やっぱりきちんと皆さんの状況も考えて負担をしていただ

きたいということを強く求めまして、今回はそれはしないけれども、やはり必要ならそうい

うことも、県平均並みみたいなことは考えていきたいというような市側からの御答弁もあり

ましたが、とりあえず今回はそういう改善がされないことで、それの改善を求めたというこ

と。 

 それから、愛知県が今は形の上では結構お金を出してくれておるような形になっておりま

すが、それは国民健康保険に対する財政支援の仕組みが変わって、県なんかが負担する分も

地方交付税交付金という最終的には国が一定の支援をする仕組みの中に入れられております

ので、法律で決められた負担ですが、以前、愛知県はそういうもの以外のところで県の独自

の負担をして、国民健康保険の値上げを市町村が抑える、あるいは子供の医療費なんかを無

料にすると、国のほうからそんなことをするなといって国民健康保険会計への補助金をカッ

トするとか、そういう分を補填していただくようなことをやっておりました。 

 一番多かったのが平成９年で、大体保険料の1.55％ぐらいでしたが、今もし同じ割合で応

援していただけるなら、大体１人当たり年間1,500円ぐらい国民健康保険税を下げる財源に

できますので、愛知県はお金がないわけじゃなくて、例えばこの間小牧市に新たに飛行機を

つくる三菱の大きい工場が今できておりますが、不動産取得税だけでも100億円を超えるよ

うな負担が発生するそうですが、企業誘致のためにといってそこに対して100億円を限度に

減税するというようなこともやっておって、暮らしの応援の予算が出せないというのは、私

は納得がいかないものですから、ぜひ市長や市町村長が力を合わせて県に要請してほしいと。

そのことについては要請していく。あるいは国に対してもこういう状況の中でもっともっと

皆さんが安心できるような仕組みにしていただくことを要請していただくということについ
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ては、そういう方向で今も努力していただいておりますが、するということでしたが、とり

あえず、私は現状はちょっといろんな勘違いもあって上げ過ぎた部分もありますので、やは

り他の市町並みの応援をすれば、下げる可能性もあるということで、そういうことを強く求

めて、改善を求めて反対をしました。 

 この議会の始まるときに、私の質問に対して市長が、集団的自衛権などを本当に内閣が憲

法の解釈をねじ曲げてやろうというようなことについて、国民の命と暮らしを守る、一番皆

さんと結びついた市町の長として、率直な市長の御見解をということを求めましたら、今の

全体の流れも、議論の経過や問題点もしっかり見られながら、やっぱり憲法９条、憲法があ

ったからこそ日本は戦争せずに済んできた。ここをねじ曲げるようなことを皆さんの十分な

声も聞かずにやるようなことはすべきじゃないということで、はっきりとそういうやり方は

国民の声をしっかり聞く方向に改めていくべきだということを表明されましたが、テレビで

それを聞いた何人かの方から、あそこまで市長が言ってくれるとは私たちは思わなかったと。

ぜひこの市民の暮らしについてもそういう立場でしっかり見ていただいて、今後頑張ってい

ただきたいということをお伝えくださいということを聞いております。そのことを申し上げ

て、ぜひ今続けている改善、本当に市民の皆さんの暮らしの願いに沿ったものにしていただ

くことを強く求めて討論とさせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） ほかに討論の方ありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） これをもって討論を終結します。 

 これより採決に入ります。 

 議案第27号は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

             〔賛成者起立〕 

○議長（佐藤高清君） 起立多数と認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第28号は原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第29号は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

             〔賛成者起立〕 

○議長（佐藤高清君） 起立多数と認めます。 

 よって、本案は可決されました。 

 次に、議案第30号は原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 
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             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されました。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第８ 請願第１号 手話言語法制定を求める意見書の提出を求める請願について 

○議長（佐藤高清君） 日程第８、請願第１号を議題とします。 

 紹介議員の鈴木みどり議員に、請願の趣旨説明を求めます。 

 鈴木みどり議員。 

○３番（鈴木みどり君） 請願第１号 手話言語法制定を求める意見書の提出を求める請願に

ついて、趣旨説明をさせていただきます。 

 お手元に請願第１号が配付されていますので、ごらんください。 

 この手話言語法制定を求める意見書の提出を求める請願は、海部津島聴覚障害者協会の伊

藤照夫会長及び南部支部長の山口直樹様から、手話が音声言語と対等な言語であることを広

く国民に広め、聞こえない子供が手話を見につけ、手話で学べ、自由に手話が使え、さらに

は手話を言語として普及、研究することのできる環境整備を目的とした手話言語法（仮称）

の制定を求める意見書を国に対して提出していただきたいとの要請があり、私が紹介議員と

なり、提案させていただきました。よろしく御審議を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（佐藤高清君） これより質疑に入ります。 

 質疑の方ありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 質疑なしと認め、討論に入ります。 

 討論の方はありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 討論なしと認め、採決に入ります。 

 請願第１号は原案のとおり採択することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） ここで、追加日程等準備のため暫時休憩とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後２時52分 休憩 

             午後２時54分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 会議を再開します。 

 ただいま堀岡敏喜議員より、先ほど採択されました請願の趣旨に沿って発議第２号が提出
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されました。 

 この際、本案を日程に追加し、直ちに議題とすることに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、発議第２号を日程に追加し、議題とすることに決しました。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第９ 発議第１号 集団的自衛権について慎重な審議を求める意見書の提出について 

 日程第10 発議第２号 手話言語法制定を求める意見書の提出について 

○議長（佐藤高清君） この際、日程第９、発議第１号及び日程第10、発議第２号の２件を一

括議題とします。 

 本案２件は議員提案ですので、提出者の堀岡敏喜議員に提案理由の説明を求めます。 

 堀岡敏喜議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 発議第１号、発議第２号の２件の意見書提出につきまして、提案理

由の説明を申し上げます。 

 発議第１号集団的自衛権について慎重な審議を求める意見書は、政府に対し、我が国の安

全保障にかかわる協議を進めるに当たり、国民の理解を深めた上で、従来の政府解釈に基づ

く憲法及び法律の枠内でどのような自衛手段がとれるか、具体的、現実的な事例に基づく議

論を尽くすとともに、立憲主義を堅持することを強く求めるものであります。 

 発議第２号手話言語法制定を求める意見書は、先ほど採択されました請願にありましたと

おり、手話が音声言語と対等な言語であることを広く国民に広め、聞こえない子供が手話を

見につけ、手話で学べ、自由に手話が使え、さらには手話を言語として普及、研究すること

のできる環境整備を目的とした、仮称でございますが、手話言語法の制定を国に対し強く要

望をするものであります。 

 以上、この意見書２件につきましては、それぞれ関係機関に提出することを提案するもの

であります。よろしく御審議賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長（佐藤高清君） これより質疑に入ります。 

 質疑の方ありませんか。 

             〔挙手する者あり〕 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 発議第１号について、公明党の堀岡敏喜議員、議会運営委員長にお

聞きいたします。 

 集団的自衛権の提案でありますが、国の安全を守るためにしておるわけでありますが、公

明党を支持母体とする創価学会が、来年春の総選挙で戦えないからというふうに創価学会が
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言われておりますが、堀岡議会運営委員長はこのことをどう思いますか。この点を１つ先に

お聞きいたします。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 大原議員の質問にお答えをしたいんですが、質問の趣旨がよくわか

らないんですけど、この発議のことに対しての質問なのか、それとも個人的なものでしたら

個人的な御回答をしたいと思いますが。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 私は自民党員ですけれども、公明党も与党議員として今やっていた

だいておるわけね。集団的自衛権の中で国の安全を守るためには、やっぱり与党としてやっ

ていただきたいと。これが新聞に書かれると、創価学会が、公明党が応援すると、賛成する

と、来年の春の選挙で戦えないということがありますので、この点についてお聞きいたしま

す。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） お答えします。 

 創価学会は公明党の支持団体ではありますけれども、選挙を目的に我々が一つの法案に対

して左右されるような判断はいたしません。公明党は、今、政府自民党から提案されました

集団の安全保障、または今回の集団的自衛権の限定容認、いろいろ安全保障に関して議論さ

れている中で、我々公明党は立党の精神にのっとりまして、平和憲法の維持ということを主

張しておるところでございます。 

 ただ、今、新聞報道ではいろいろ先走った報道をされておりますが、それはあくまでも先

走った報道でありまして、決して事実ではないと私は認識をしております。 

 今まさに議論がなされている最中でございまして、決して選挙絡みで公明党が自民党案を

容認するとか、そういうことは一切ございません。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） ここによると６月１日日曜日、ここに大きく書いてあるわけね。こ

れを見てもらえばわかりますけれども、ここに書いてあるね。そういうことはこの新聞はう

そということになっちゃう。この点を聞くと、私はちょっとおたくに説明するけれども、読

売新聞というのは、今の聖教新聞が読売新聞でつくっておるわけね。だから大体読売新聞の

販売店というのは学会員がおおむねなんですね、配達している人は。だから、自分のところ

の仕事をやらせてもらっておるところが書いておるわけだな、はっきりいうと。そうなると、

私が思うには、政治と宗教の違いというのが出てくるんじゃないなと、これを読む限りね。

ここに書いてありますから、そういうことがあるから。 

 それと、ことしになってから、他の国の戦闘機が５月20日までに、ことし何回ぐらい日本
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が緊急発進をしたかということも一遍お聞きいたします。 

             〔発言する者あり〕 

○１８番（大原 功君） 国を守るための集団的自衛権というのだから、それを守るためには

ある一定のものをつくらなきゃいかん、その基本だね。そういうのがあるから、あなたも提

案する以上はそのぐらいはきちっとして提案をしないと、私もあなたから聞いていないから

ね、きょう提案することは。議会に出てきて初めて聞いただけだから。こういうこともやっ

ぱりきちっとしないといかんわけですね。だから、国が集団的自衛権を守るというのは、国

民の安全、あるいは生活を守るために、地震でいえば地震対策のようなもので、いつそうい

うときがあってはいかんので、こういうことをするというのが目的の集団的自衛権というの

で、私は新聞でもそういうふうに読んでおります。だから、あなたが言う、１つ言えば、イ

ランとイラクの湾岸戦争は1980年から1988年に戦争があったわけね。このときはやっぱり国

内に入る石油が、当時は私も自分で事業をやっていましたから、大体１バレル当たり６ドル

から７ドルぐらいの金額だった。こういうのを守るためには、機雷とかの除去が必要だから、

国としても日本の経済を発展させるためには必要であります。だから、この辺のところをど

ういうふうに思ってみえるのか。 

 例えば、湾岸戦争があったり、あるいは1990年にはクウェートとイラクの戦争がありまし

た。当時はフセインという大統領でしたけれども、こういうのでペルシャ湾のホルムズ海峡

が封鎖されて、機雷で船が通れないと、日本に入る原油についてもかなり影響があって、当

時はアメリカの第７艦隊が中に入って、そしてイランの艦船８隻を沈没させたということが

大きく当時は言われました。こういうのであって、安定供給するためには、日本は石油で

98％ぐらいのものが成り立っているわけね。こういうふうに成り立っておるために、集団的

自衛権というのは、戦争をやるためじゃなくて国を守る、先ほど言ったように他の飛行機や、

５月20日までに400回日本のＦ－15戦闘機は緊急発信しておるわけね。こういうのも大事な

ことで、他人から攻められてからすぐ対応ができない。一番大事なのは、防衛大臣が総理大

臣に許可をもらわないとミサイルの発射とかそういうのはできないわけね。そういうふうに

なってくると、いかに集団的自衛権というのは絶えずきちっと密着的になされないかんわけ

ね。 

 今、日本はアメリカによって同盟国ということで守られております。だけど、アメリカが

日本を守ってくれるだけで、アメリカ合衆国は全体が全部、例えばアルゼンチンとかキュー

バとか、そういうところが攻撃されても、アメリカ合衆国が全部でその相手国をするわけね。

ＥＵでもそうですね。だから、日本の場合はアメリカだけが守ってくれると。だから、今の

集団的自衛権というのは、安倍総理が何とかしてその問題をしたいと。きょう新聞を見てお

ると、公明党も一部了解するようなことが書いてありました。こういうことがあるので、提
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案する以上はそういうことをどこまで認識があるのか。その辺のところを聞きます。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） お答えできるところと、お答えできないところというのがあります。

それは私の知識のなさというのもありますので、最初にお断りを申し上げておきますけれど

も、今まさに与党協議をもう９回目が行われたわけですけれども、これはあくまでもまだ閣

議決定されていませんので、公明党が容認であるとか、容認しないであるとかといったこと

は新聞が憶測で書いていることであって、あくまでも我々は、最終的には認識するというこ

とは憲法を変えないといけないということになりますので、そこまでは我々は、あくまでも

憲法９条のもとで集団的自衛権は持っていますけど、行使はできないということになってい

ます。不戦であり武力も持たないということで、平和憲法としても賞もいただいているわけ

ですよね。これは堅持しなきゃならないということで、その姿勢を貫いていくということで

す。 

 ただ、今話し合われているのは、要は東アジア圏で安全をどうしていくのか、互恵的防衛

網をどうやってしいていくのか、世界情勢を鑑みて現実の話をされているんだと思います。

ですから、集団的自衛権の容認云々をぜひ反対するなど、賛成するなどという議論ではない

と思うんです。ただ、一つのことを実行するに当たっては、その憲法解釈を変えなきゃなら

ないけど、どうしようと、そういう御相談をいただいているだけであって、それに関して、

それには今の現憲法ではできないよと、そういうことをこの人は申し上げているんだと、そ

ういうふうに思っております。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 私はガス事業ですから、今一番心配するのは、原子力発電を続けな

きゃいかんようになってしまうわけね、石油が入らないと。こういうことを心配しておるわ

けね。 

 原子力で電気を起こすと、１キロワットアワー当たり８円90銭、それから石炭火力ですと

９円50銭、天然ガス、ＬＮＧだと10円70銭になるわけね。このくらい原油によったりなんか

して高くなるわけね。そうすると、今の国の安全を守っていただいたり、物価を上昇させな

いためにも、湾岸であったそういう機雷、いろんなものがあるときに、やっぱり日本が行っ

て、戦争をやることはないんだけれども、戦争をやっておる国のところに行ってその機雷を

取らなきゃ日本には原油は入らんわけですね。こういうことが一番大事なことだと思うんだ

よね。そうすると、ホルムズ海峡ですけれども、あそこの距離はイランとオマーン、ここの

距離はどのぐらいありますか。あそこを船が通っていくのに。一遍ちょっとそれを聞きたい

わ。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 
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○１０番（堀岡敏喜君） 距離がどのぐらいあるかというのは、申しわけありませんが存じ上

げませんが、今大原議員がおっしゃっているのは、原発がとまった段階で、今ＬＮＧにシフ

トしています。このＬＮＧをいろんな国から輸入をしておるわけですけれども、もちろん今

内戦のあるイラクからも輸入をしておるわけですけれども、またロシアから、いろんな国か

ら受給しないと日本というのは成り立っていかないわけですね。 

 先ほど大原議員のお話にもあった、いわゆるシーレーンというんですか、船の航路ですよ

ね。それが今、日本の港にはタンカー１隻で持ってきても火力発電所の３日分のものしかタ

ンカー１杯でもたないと。ですから、ある意味数珠つなぎで回っている状況だと。今余り海

賊というのはいないらしいですけど、やはり先ほど言った機雷であるとか、他国からの危害

が加えられるかもしれないということで、護衛艦と一緒に回っていますけれど、それが結局、

アメリカ軍の艦隊が攻撃されたら日本は攻撃できないのかと、そういうところというのは自

民党さんから出された15の事案という中で議論されている一つだと思うんですけれども、そ

れはあくまでも日本の船があるわけですから、自分のところにも結局被害がこうむるかもし

れなければ、個別的自衛権の範疇だと、今はそういう話の段階だと思いますよ。 

 だから、いろいろ御質問されて、専門的なことも飛んでくるんですけれども、あくまでも

今回は発議、集団的自衛権の行使容認に関して慎重な審議を求めるという意見書に関しての

質問だと私は受けとめておりますので、それに携わるエネルギーの問題とかいろいろあると

思います。もちろんそれも私の知っている範囲ではお答えはできますけど、お答えできない

範囲も質問されたら、もうわからないとしか答えようがないので、この辺はよろしくお願い

いたします。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 集団的自衛権というのはすごく幅広いんだね。戦闘地域によっても

どうしても船を通す。今はホルムズ海峡のところについてはイラン、そしてオマーンのとこ

ろはよく覚えてください、33キロです。だから、そこのところに１日に何隻という船が通る

わけね。だからそういう機雷をやられたときには、日本は石油はサウジアラビア、クウェー

ト、こういうところから大体80％ぐらい湾岸から出ておるわけね。そこの中にイランも少し

ありますけれども、大体が現在ではイラン、それからイラク、ロシアで大体11％ぐらい。あ

と残りの分はほとんどサウジとかクウェート、こういうところからされておるわけです。だ

から、私が心配するのは、戦争のところだから日本が機雷を取りにいけないということが一

番心配だね。だから政府もそう言っているでしょう。おたくらも言っていると思うね。国の

安全を守るためには、とにかく日本は油を95％から98％必要なものでやっておるわけね。今

ではもうこれからだんだん2017年になってくると、シェールガスと言ってアメリカからも買

えるようになりますから。今、１日に日本が油を輸入するのは366万バレルなんですね。だ
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から、戦争地域でも日本が行って除去するというのは、憲法９条の改正を少しはなぶらない

といけない。そうじゃないと物価がこうやって上がってきてしまう。 

 今、愛知県なんかは、前も言ったと思いますけど、愛知県の工業生産は37兆円ですね。神

奈川県は17兆円ぐらい、東京都だと10兆円切ります。このくらいですから、先ほど三宮議員

が言われたように、中小企業というのは全体の92％あります。大企業が0.8％。そこの中の

２％ぐらいが大企業が税金を払っていないと。あと残りの25％近くが中小企業がお金を払っ

ておるというふうになったり、これから変わってくる、これには関係ないですけれども、今

の外形型という税金とかいろんなもの。そうなってくると、やっぱり油がいかに大事か。そ

うすると、国の安全を守るには、ある一定の、ここに書いてあるように、創価学会が言った

から、公明党は選挙で戦えないと書いてあるから、私はそれを聞いたのね。だから、集団的

自衛権の中で来ておるわけです。ここに集団的自衛権というのが出ておるから、私が今どう

だと、そうでしょう。創価学会は、日蓮大聖人をお祭りしてあるだけであって、本当を言う

なら仏様を返してきた人をやっておるだけだけど、やっぱり政治と宗教、言われたように分

離してやっていただくと、できたら与党議員ですから、賛成をしていただけるよう、早くし

ていただくといいなあというふうに思ってこれを聞いたわけです。新聞が書いてあるとおり

のことを私は聞いたわけですから、集団的自衛権というのは、体系の中の広い、どこがその

終わりであるか、どこが最終なのかわからんぐらい、そのくらい大きな問題でありますので、

提案された発議についてお聞きしたわけでありますので、この点はよろしくお願いいたしま

す。終わります。 

○議長（佐藤高清君） 堀岡議員。 

○１０番（堀岡敏喜君） 最後にちょっと、席に帰られましたけど、答弁されましたが、政治

と宗教の話ということを触れられましたものですから、はっきりお答えしておかないかん部

分がありますので、特に政教分離という話がありますけれども、これはあくまでも政教一致

ということで新聞でにぎわされたこともございますが、何を禁じているのかということだけ

ははっきり申し上げておかなきゃならないなと思うんで、御答弁だけさせていただきますけ

ど、あくまでもこれは、今日本には思想の自由、信教の自由というのがございますから、思

想団体、宗教団体が政治に対していろんな意見を言う、これは全然オーケーなわけです。団

体であろうが個人であろうが全然オーケーです。ただし、政治団体がある特定の宗教団体に

して何か勧誘する、介在をするとか、力を加えるとか、そういったことを禁じられたこと自

身がいわゆる政教分離の原則でございますので、そこを勘違いなされないようにお願いをし

たいと思います。 

 そして、先ほどの最初の質問にございましたけれども、支持母体の団体が反対したから

我々が選挙を戦えないとか、そういう責任で与党としてやらせていただいているわけじゃな
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い。連立を組んでいる以上は、あくまでも国民全員のことを考えて、たとえその支持母体か

らは支持母体で意見は言った。だけど、それがイコール、もちろん与党公明党の考えに反映

するか、もちろんそれを母体にやってはおりますけど、あくまでもやっぱり協議しているわ

けですから、一つの決着点を見つけなきゃならないわけですから、それまでは最善を尽くす

と、そういう戦いをしていると、そういうふうに私は理解をしております。 

○１８番（大原 功君） 最後にちょっといいかね。 

 私が言うのは、公明党の議員は創価学会じゃない人は公明党にはできんわけでしょう、お

おむね。だから、創価学会がこうやって言っておるから私は今聞いたわけね。創価学会でな

けらな公明党として推薦はいただけないと思うんです。そういうことでありますから、あな

たが政教分離というなら、実際にしてあなたも今ここにバッジをつけているのは、聖徳太子、

いわゆる神様のバッジなのね。それと同じで、やっぱり宗教とこれとは別個ということだけ

だったら、なぜ創価学会が、これは代表者が書いておるんですよ。だから、そう言うから、

私はあなたが言われるのはどういうふうかなあと。これがなかったら、私は今の集団的自衛

権は聞かないわけね。ただ、あなたのところが宗教と政治と同じようにしておるから私は聞

いたわけです。それだけのことです。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員の質疑を終結します。 

 ほかに質疑の方、ありませんね。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） 質疑なしと認め、討論に入ります。 

             〔挙手する者あり〕 

○議長（佐藤高清君） 早川公二君。 

○６番（早川公二君） ６番 早川公二でございます。 

 発議第１号集団的自衛権について慎重な審議を求める意見書の提出について、私は反対の

討論をさせていただきます。 

 我が国日本は、国際的に独立した国家であるにもかかわらず、自国の平和と安全を他国の

公正と信義に信頼して、憲法９条第２項により陸・海・空その他の戦力を放棄しております。

そしてまた、日本は憲法９条により平和が守られているという論調もございますが、日米安

全保障条約があり、米国という強大な軍事力を持つ国と同盟関係にあり、自衛隊という自国

を守る組織があるといったさまざまな条件が抑止力になっており、平和が維持されていると

考えることが自然であると、私はそう思います。 

 このことから考えても、日米同盟による防衛体制の変遷に伴い、必要最低限度の範囲内で

集団的自衛権の行使容認をしていくことは、我が国の平和と安全と生存を保持する上で当然

行うべきことと考えるものであります。 
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 以上のことから、集団的自衛権行使容認の方向で考えていくことが、国際社会の趨勢にお

いても必要であると私は考えておりますので、以上をもって反対の討論とさせていただきま

す。 

○議長（佐藤高清君） ほかに討論の方、ありませんか。 

             〔挙手する者なし〕 

○議長（佐藤高清君） これをもって討論を終結します。 

 これより採決に入ります。 

 発議第１号は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

             〔賛成者起立〕 

○議長（佐藤高清君） 起立多数と認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されましたので、地方自治法第99条の規定により、関係

機関に意見書を提出しておきます。 

 次に、発議第２号は原案のとおり可決することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決されましたので、地方自治法第99条の規定により、関係

機関に意見書を提出しておきます。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第11 閉会中の継続審査について 

○議長（佐藤高清君） 日程第11、閉会中の継続審査についてを議題とします。 

 議会運営委員長から、会議規則第104条の規定により閉会中の継続審査の申し出がありま

した。 

 お諮りします。 

 議会運営委員長の申し出どおり決定することに御異議ありませんか。 

             〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（佐藤高清君） 異議なしと認めます。 

 よって、議会運営委員長の申し出どおり決定しました。 

 以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了しました。 

 これをもって、平成26年第２回弥富市議会定例会を閉会とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後３時25分 閉会 
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